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序章 シティズンシップと移民・移住女性たち 
 
１．問題意識 
 少子高齢化による人口減少社会の到来を迎えて久しい日本社会においては、2014 年、政
府を中心に、外国人の受け入れに関する議論が本格的に行われるようになっている（１）。た
だ、その議論の内容は、将来的に人手が不足する事態を解消するために外国人を受け入れ
るという安易な考えが主流であり、筆者は大きな不安を抱かざるをえない。なぜなら、外
国人を受け入れるということは、彼ら／彼女らの家族を含めた全員の日本での生活面全般
を保障することも同時に考える必要があるにもかかわらず、その点の議論や改善がなされ
ないまま、外国人労働者を受け入れるという議論だけが進んでいるように見えるからであ
る。 
 また、それにも関係するかのように、入国管理政策の厳格化にともなう、外国人排斥の
動きも気になるところである。まず、2009 年 7 月 15 日に公布された「改定」入管法（２）、
入管特例法（３）、住基法（４）では、外国籍住民に住居地や身分の変更についての届け出を義
務化した。そして、従来の外国人登録証に代わって個人情報が記載されている「在留カー
ド」（５）を発行し、常時携帯することを決めている。そして、これら外国人の個人情報を法
務省が一元的に管理するということになっている。まさしく外国人たちに対する監視体制
を強化しているといっても過言ではないだろう。いったい政府は何の目的で外国人に対す
る管理・監視を強化しているのであろうか。また、この新しい入国管理制度の内容では、
これまで各自治体の裁量で行政サービスなどの恩恵を受けていた難民申請者や非正規滞在
者を住民基本台帳法から除外して、サービス対象から外し、社会的に見えない存在として
しまうことになる。今そこに居住している
、、、、、、
という実態があるにもかかわらず、そうした実
態を無視し、邪魔な存在は排除することも厭わないとする考えは、まさしく、日本社会の
閉鎖性を直接的に表わしていると言っても過言ではない。このように、日本社会は、一方
では外国人の受け入れに積極的な側面を見せながらも、他方では、彼ら／彼女らを主流の
社会から排除し、周辺化するようなシステムを制度化するという状況をつくり出している
のである。 
しかしながら、そうした議論が交わされている今も、確実に日本社会は多文化・多民族
化への道を歩んでいることについては、誰も異論はないであろう。私たちは町で多くの外
国人を見かけない日はない。テレビを視れば外国とつながりのあるタレントや芸能人が毎
日のように出演している。また、都市部や工場が多い地域では、家族を伴って外国から日
本へ移住してきた人びとと出会うことも少なくない。あなたが小学生や中学生の時のこと
をふりかえってみれば、クラスに何人か外国にルーツのある友達がいたはずである。国際
結婚（夫、妻の一方が外国人）の数も、「平成 26 年度 我が国の人口動態」（厚生労働省大
臣官房統計情報部）によれば、ピーク時（2006 年：約 45000 組）に比べると最近（2012
年：24000 組）は減少傾向にあるようだが、未だその数は 1965 年頃と比較すると格段に多
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い。そして、今後、政府の議論にあるような外国人労働者の受け入れが積極的に進められ
るようになると、日本社会の多文化・多民族化した社会への変容はますます避けられない
ものとなるだろう。 
にもかかわらず、依然として日本社会は外国人受け入れの態勢を十分に構築していると
は言えない。日本では「外国人」についての公的な資料、例えば、現在は廃止された「外
国人登録証」などには「alien」（日本語訳では「外来物」）と称されているように、外国人
、、、
住民を日本社会の十全なる市民として認めていない
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
という現状がある。特に、グローバル
化の影響により人びとの移動が自由になり、異種混交となっていく中で、マス・カルチャ
ーとしての誤った国家主義が圧倒的な力を有し、目立っていくという状況には注視する必
要がある（６）。なぜならば、こうした状況下においては、外国人のような異質な存在は不法
な存在というイメージを創出され、国家安全保障に対する脅威として処罰の対象に仕立て
上げられることで、そのイメージを固定化し再構築され（青山 2009、p.83）、日本政府は
異質な存在である「他者」としての「外国人」というカテゴリーをつくり、その他者に優
越する存在としての「日本人」というカテゴリーを確立し、それによって国家  誤った
国家・ナショナリズムを維持するポリティクスが存在するからである（同上書、pp.87-88）。 
こうした社会的状況の中で、外国から移民・移住者として日本に渡ってきた人びとは、
すでに日本社会に生活の基盤を据えていたとしても、市民として扱われることが少なく、
その存在の承認も不十分で、社会から常に疎外感を抱いていることが多い。なかでも、最
も市民としての存在から周辺化されがちであるのは「移民・移住女性」たちではないだろ
うか。そのように考える理由は、彼女たちの存在は夫やパートナーを介するものであり、
女性は家事や育児のような私的・再生産領域を主に担うといった伝統的なジェンダー規範
に縛られているがゆえに、社会から最も不利な位置に置かれていると考えるからである。
多文化・多民族化した社会では、時として、多数派民族の成員がきわめて有利な立場に置
かれており、それが多数派以外の人々を疎外したり、不利な立場に置くことが往々にして
起こる。よって、私たちはそうした現状を認識し、それがどのようにして起こるのかにつ
いて考え、常に、そうした不正義が生ずることがないような手段を取る必要がある（キム
リッカ 1998、p.292）。そして、国籍が何であれ、少数派であっても同じ社会に住む市民
として十全な扱いを受けるべきであるし、労働力として受け入れるのであったとしても、
移民・移住女性を含めた移民・移住者たちが、安心して生産的な生活を送るための福祉と
教育訓練の機会を、社会は提供すべきであろう（青山 2009、p.94）。 
 
２．先行研究について 
本論文では、最も社会のなかで周辺に置かれている存在である移民・移住女性に焦点を
当て、彼女たちがどのように社会とかかわりながら市民として成長していくのか、つまり、
シティズンシップを形成しているのかについて明らかにすることが目的である。これまで
の日本社会における移民・移住女性に関する研究においては、彼女たちが、日本社会にお
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ける伝統的なジェンダー規範や男性中心主義、家父長制度によって、自身の存在が否定さ
れ、その主体性が阻まれていることが明らかになっている（高畑 2003、p.261；徐 2005、
p.119；オイ 2005、p.133 など）。ただ、移民・移住女性の主体性の構築に関して、邱シュ
ウェン（2003）は、フィリピン人女性を対象にした調査で、彼女たちがホスト社会から周
辺化されることによって引き起こされるストレスを解消するために行った社会参加  こ
こでは外国人市民代表者会議の一員としての社会参加  が、彼女たちの主体性構築に効
果があったことを実証している（邱 pp.92-93）。すなわち、会議の委員としての活動が、
彼女たちの社会的周辺化からくる相対的剥奪感を解消し、自分自身の意見を公的な場で伝
えるといった活動を通して、彼女たち自身の「自信」につながり、主体性の構築へもつな
がったとしているのである。この点は、社会的に排除されがちな存在である移民・移住女
性であっても、積極的にその存在を承認し、社会参加の機会を提供することによってシテ
ィズンシップを形成することが可能であることを示唆している。シティズンシップは日々
の生活のなかで育まれるものであり、そこへ積極的にかかわることにより、公的な事象に
関与することによって形成されるのである（７）。 
また、移民・移住女性とシティズンシップの関係性に注目した研究では、伊藤るり（2002）
の研究がある。伊藤は、フィリピン人女性移住者による結社活動の多くが、「妻」や「母親」
役割を起点としていることが多いという点に注目し、特に、世帯内再生産労働の諸活動を
シティズンシップ論の中に取り込む（伊藤 2002、p.37）という視点に着目した。これは、
従来のシティズンシップの概念から除外されている「妻」や「母」といった役割について
も、シティズンシップ形成という点からとらえることが可能であるという新しい角度から
のシティズンシップ形成への試みである。一見すると「妻」や「母親」といった役割を重
視することは、既成のジェンダー規範の再生産につながり、日本のジェンダー秩序をさら
に補強することにつながるとも考えられる。しかしながら、移民・移住女性にとって、こ
れらのジェンダー役割は「ホステス」「売春婦」といった表象の暴力に対抗するうえで、ま
た自らの社会構成員としての資格を正当化するうえで貴重な資源となるということである
（同上書、p.41）。すなわち、「妻」や「母」といったアイデンティティは、シティズンシッ
プ形成において重要性があると考えることができるのである。確かにそういった側面はあ
るかもしれないが、だからといって、こうした再生産領域に移民・移住女性を拘束してお
くことで彼女たちのシティズンシップは十分に形成されていくのかと考えると、疑問を抱
かざるをえない。かつては、ホステスや売春婦などのようなかたちで日本へ渡ってくる女
性たちも多かったが、最近では「介護労働者」として、特に、アジア諸国から日本へ来る
女性が増えてきた。いずれにせよ、移民・移住女性たちの立場は依然、社会的に周辺化さ
れ、低位に置かれたままなのである。彼女たちのシティズンシップを私的な領域にとどめ
るのではなく、広く社会にひらかれた公的領域の文脈のなかで形成するためには何が必要
なのかについて、さらに踏み込んだ議論や検討が必要とされるであろう。 
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３．本論文の構成 
本論文の構成は、次に示す通りである。第１部では、問題の所在として、まず、多文化・
多民族化する社会の状況について、世界的状況、および、日本の国内的状況から述べてい
く。特に、多文化・多民族化を促進しているとされる移民や移住者の特質について整理し、
彼ら／彼女らが社会でどのような存在として認識されているのかについて述べていく。さ
らに多文化・多民族化する社会のあり方  多文化主義についても検討する。次いで、多
文化・多民族化が国民国家にもたらした影響についても述べていく。すなわち、多文化・
多民族化は国民国家の枠組みを脆弱化させたということである。そして、この国民国家の
脆弱化によって、表出してきたのが個人や個人のアイデンティティのあり方であり、これ
により、従来の「国民」という概念が変容を迫られることになったのである（第１章）。そ
して、こうした多文化・多民族化への社会状況の変化を受け、日本社会はどのような影響
を受けているのかについて述べていく。日本社会も多文化・多民族化の影響を受け、多く
の移民・移住者を受け入れるようになった。しかしながら、彼ら／彼女らの日本での生活
は労働面、日常生活面、教育面、政治面等々で十分なものではなかった。また、移民・移
住者のような外国人の増加が、排外主義的傾向を生んでいるという実態も看過できない（第
２章）。しかしながら、現実的に多くの移民・移住者が生活している中で、日本社会は具体
的にどのようにして彼ら／彼女らを受け入れていくのかについて議論する必要がある。そ
こで、挙がってくるのが多文化・多民族化した社会におけるシティズンシップ概念の再検
討である。国民国家の枠組みが脆弱化し、国民の概念もあいまいになりつつある現在にお
いて、シティズンシップをどのように定義すべきなのかについて述べていく。すなわち、
多文化・多民族化した社会におけるシティズンシップ概念は、それぞれの多様性を尊重し
た、国民国家に縛られないような特質を持ったものでなければならないということになる
（第３章）。 
 
第２部は、第１部を受けて、国民国家の枠組みが弱体化した時代におけるシティズンシ
ップの概念について考えていく。まず、シティズンシップの古典的概念としてある T. H. マ
ーシャルのシティズンシップの定義を批判的に検討しながら、その定義を再検討していく
（第４章）。そして、今やマーシャルの共同体論（例えば、国民国家）を基礎としたシティ
ズンシップ概念（ナショナルシティズンシップ）は時代に合わなくなったということから、
国民国家の枠組みを脱したシティズンシップ概念への転換が必要となる。そこで、ソイサ
ルのポストナショナルな時代におけるメンバーシップのモデル（型）を基盤に、脱国家化
したシティズンシップのモデルについて検討し、多文化・多民族化した社会におけるシテ
ィズンシップの概念について迫っていく（第５章）。次いで、そうした定義を受け、日本社
会におけるシティズンシップ概念の変容や市民のあり方について検討する。特に、日本社
会においては、シティズンシップは「市民権」と訳されることが多く、権利として付与さ
れるイメージが強い。さらに、伝統的な家父長制度を内包する日本社会では、シティズン
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シップ概念からは女性や子ども、障がい者などの社会的弱者が除外されていることが多い。
つまり、日本におけるシティズンシップ概念は、そうした偏狭な特質を改めることが重要
だということになる（第６章）。 
 
第３部では、移民・移住女性とシティズンシップの関係について検討していく。まず、
従来のシティズンシップ概念は、主に公的な部分のみについて議論されがちであり、女性
が担う私的領域が周辺に置かれている点に着目し、男性中心的な解釈がなされているシテ
ィズンシップ概念の脱構築に向けて議論していく。なかでも、公私二元論的な考えに基づ
いたシティズンシップ概念が、国民国家の枠組みが脆弱化した時代にはそぐわないことに
ついて述べる（第７章）。次いで、日本における移民・移住女性の実態を概観しながら、シ
ティズンシップとの関係性について述べていく。特に、日本社会では伝統的なジェンダー
規範により、移民・移住女性の多くは、夫やパートナーに対して従順でなければならない
状況に置かれている。特に、家庭という親密圏における夫やパートナーからの暴力に晒さ
れやすい。よって日本に住む移民・移住女性たちの多くは、シティズンシップ形成という
点からは非常に大きく隔たっている状況である（第８章）。では、そうしたシティズンシッ
プ形成と大きく隔たり、夫やパートナー、家族に対して従属的であらねばならない移民・
移住女性たちの状況を改善するためにはどうすればよいか。ここでは「女性の人権」とい
う視点を援用し、移民・移住女性たちの存在を社会の中で承認し、さらには、男性と同等
の人権を保障していくことが重要であることについて述べていく（第９章）。 
 
第４部では、移民・移住女性たちがどのようにシティズンシップを形成していくのかに
ついて、インタビュー調査結果の分析の結果について述べていく。まず、その結果を述べ
る前に調査方法について説明している。本論文では、移民・移住女性たち自身の視点から、
シティズンシップ形成のあり方や、シティズンシップ概念について迫っていくために、彼
女たちの生の声を拾う必要がある。そこで、直接、被調査者である移民・移住女性たちに
インタビューをし、彼女たち一人一人の声を聞くという手法を用いた。また、被調査者の
プロフィール、さらには、彼女たちの現在に至るまでの人生（年表）も本章に提示してい
る（第 10 章）。そして、いよいよインタビューの調査結果について述べていく。まず、移
民・移住女性たちが、実際にどのような生活実態であるかについて整理した。一言でいう
と、彼女たちは夫やパートナーの下で生活することを強いられ、外部社会との接触や関係
性を絶たれていることが多いということが明らかとなった（第 11 章）。このように、移民・
移住女性たちの多くは、男性からの支配的な状況のもとで生活を送っているということが
表面化したが、そうした中でも、シティズンシップ形成に向けた事例について取り上げ、
何が要因となっているのかについて次に検討した。ここでシティズンシップ形成を促進し
た要因として明らかになったことが、受け入れ社会の言語である「日本語の習得」、シティ
ズンシップを育む「社会参加の場」、そして、シティズンシップを紡ぎ出す「社会関係資本」
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の存在であった。これら 3 点が移民・移住女性たちのシティズンシップ形成を促している
ことが明らかとなった（第 12 章）。そして、こうしたシティズンシップ形成が可能となっ
た移民・移住女性たちは、自らがシティズンシップを形成していく過程で「学び」のプロ
セスを経ていることについて述べている。女性の学びに関しては、これまであまり注目さ
れることはなかったが、特に、彼女たちが日ごろ関わっているインフォーマルな（私的な）
領域においても、シティズンシップ形成への学びが存在することが明らかとなった（第 13
章）。 
さいごに、終章では、本論文のテーマである多文化社会におけるシティズンシップのあ
り方を提示するため、これまでの議論や分析結果について整理し、考察を加えた。 
以上が、本論文の構成となっている。 
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注釈 
（１）外国人の受け入れに関しては、特に、経済界からの要望が高い。少子高齢化に伴う
日本社会全体の労働力不足や、2020 年の東京オリンピック開催に伴う建設労働力不足問題
などを解消するためである。ただし、その内容は一時的な労働者としての外国人の受け入
れに関しての議論が中心であり、一方では、安易な受け入れは避けたほうがよいとするよ
うな反対意見も多い。 
（２）正式には「出入国管理及び難民認定法」という。 
（３）正式には「日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国に関す
る特例法」という。 
（４）正式には「住民基本台帳法」という。 
（５）在留カードには、氏名、生年月日、性別、国籍、住居地、在留資格、在留期間とそ
の満了日、「入国許可」「在留更新」などの許可の種類とその許可年月日、在留カード番号、
交付年月日、有効期間満了日、就労制限の有無、資格外活動許可の有無、写真（16 歳以上）
が含まれている。 
（６）吉見俊哉（2001）は、S. ホールが問題にしているグローバル化と新しいナショナリ
ズムとの相補対立的な関係は、やがて世界各地の先進資本主義諸国で反復され、日本の政
治においてもマス・カルチャーとしてのナショナリズムが歴史の言説においても急速に勢
力をのばしてきたと言及している。そして、こうした動きは今日の各地で目立ってきてい
る「ヘイトスピーチ」に表われているようなナショナルなアイデンティティや「国民」の
歴史を宣揚する傾向として現れ、ますます圧倒的な力を有し、「大衆向けする響き」をもつ
としている（吉見 pp.88-89）。 
（７）参考、寺島俊穂（2009、pp.44-45）。 
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第１部 多文化・多民族化する社会とシティズンシップ 
 
第１章 多文化化・多民族化する社会 
 
第１節 国境を越える移民・移住者の存在 
現在、地球規模で起こっている文化的、政治的、そして経済的なグローバル化の影響は、
人びとがいとも簡単に国境を越え、自由に移動することを可能にした。例えば、国際移住
機関（IOM）（１）の報道によると、2009 年時点で、国内移動を含め、国境を越え、移動して
いる人びと（移民、移住者）の数は世界で 2 億人を超えていると推計している。これは世
界人口の約 3.0％に相当し、国の規模に例えると世界で 5 番目に大きい国になるということ
である（２）。こうした自由な人口移動の傾向は「移民の地球規模化」、「移民の加速化」、さ
らには、それぞれの移動する背景の複雑さから「移民の多様化」と呼ばれ（Castles & Miller
訳書、1996、 p.8）、その結果、世界の諸地域では異種混淆の様相を呈するようになり、異
なる人々の交流は社会の質的な変化をもたらすようになった。 
さて、こうした移動する人々のことは一般的に「移民」や「移住者」と呼ばれているが、
その定義は、経済的により豊かな生活を求め、生業の本拠地から新たな社会環境に拠点を
移して生活し、活動する人およびその家族のこと（３）と一般的に解釈されている。なかでも、
移動する場合、国境を越え他国に移り住む人々のことについては「国際移民」や「国際移
住者」とより詳しく分類され、表現されている。本稿では異なる文化圏からの移動・移住
者に焦点を当て、彼ら／彼女らの視点からシティズンシップのあり方について迫っていく
ため、移民・移住者と表現する場合は必然的に国際移民・国際移住者のことをさすことに
なる。 
それでは、なぜ人は移動するのであろうか。そこにはまず人びとの移動や移住を促進す
る“プッシュ・プル要因”が存在すると考えられるだろう。ここでは、特に、移民・移住
者が発生する要因として考えられるものとして 2 点あげてみたい。一点目は奴隷移動や難
民移動、あるいは経済発展のために強制的に労働力等として移動させられる「非自発的」
な移動である。これは、かつての帝国主義時代の植民地主義政策に起因し生じるものと考
えられる。そして、二点目は、先にも述べたように資本主義社会において国家間の経済的
格差が起因となり、人びとはより豊かな生活や個々の生活向上を希求し、経済的に低開発
な地域・国から先進地域・国へのひとの流れを特徴とした「自発的」な移動がある。近年
では、後者の国家を越えた「自発的」な移動形態が顕著になり、移動のレベルもかつての
政策的に行われてきた段階から、自発的な移動の段階へ移行してきたと理解されている（４）。
なぜなら、繰り返しになるが、国際的移動を試みる人々の多くは、第一に、新しい地での
「労働」を理由に移動することが多い傾向があるとされているからである。例えば、アメ
リカ合衆国では 1960 年代に農村から都市への流出者（国内移動者）の数が大きく減少する
につれ、外国からの移民流入が際立って増加した。そして、それは特に低賃金諸国からの
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移民がより多くなったという事実があり、1960 年代後半と 1970 年代全体を通じて、外国
人移民のなかでも低賃金労働力を供給し始めた（Sassen 訳書、1992、pp.98-99）。 
こうした国家間の特徴やニーズにもとづいた第三世界（低開発国）から第一世界（先進
国）へというある種の偏向性をもった国際的な移民・移住者の流れは決してめずらしいこ
とではない。小泉庸一（2005）はこうした状況を踏まえ、現在の国際移動における移民の
特徴をコリンソン（Sarah Collinson）の議論に依拠し、次の 3 つのタイプに整理している。
まず、第一のタイプとして挙げているのが「グローバル移民」である。これは、主に国境
には煩わされずに動く高度な技術者、経営管理者のことをさし、経済のグローバル化にお
けるキー（鍵）となる人物のことを意味する。そして、この「グローバル移民」は、どこ
にも所属しない脱国家的なアイデンティティをもつとされている。第二のタイプは「自由
化された商業移民・労働移民」である。このタイプは、先のグローバル市民と基本的には
似ており、国境に妨げられず、国家間の国境解放次第で自由に行き来する人たちのことを
言う。そして、第三のタイプは「トランスナショナル移民」である。これは第一、第二タ
イプ以外の移民をさしており、具体的には、合法あるいは不法の労働移動（移民労働者）
と、ほとんどすべての家族再会のための移動や、難民として移動をする人びとのことをさ
す。このタイプの特徴は他の 2 タイプと同様に国際的な移動をするが、それぞれの居住地
により強くつながっている傾向があり、グローバル化されるよりも、より強く居住する地
域に地域化されている。そして、このタイプの移民は統計的に 3 つのタイプのなかでも最
も多くを占めているのである（小泉 pp.23-24）。 
日本における移民・移住者の状況を見ても  原則として日本は移民受け入れ国ではな
いが  圧倒的多数がこの「トランスナショナル移民」である。法務省入国管理局の統計
よれば、現在、日本に住む外国人登録者の総数は 207 万 8,480 人であり、これは日本の総
人口の 1.63％となっている（５）。日本の場合、1970 年代までは、日本に住む外国人（外国
人登録者数）といえば在日韓国・朝鮮人のことをさしていた。しかしながら、1980 年代以
降、経済活動のグローバル化の進展により、国境を越えた人びとの移動が活発化し、日本
社会もその直接的影響を受け、多様な人びとがトランスナショナルな移民として受け入れ
られるようになった（６）。具体的には、1970 年代後半のインドシナ難民の受け入れに始ま
り、中国残留邦人とその家族の帰国本格化。留学生の積極的受け入れ、興行ビザによるス
ナック等で働くアジア系女性労働者の受け入れ、そして、バブル経済の影響による非正規
滞在者も含めたアジア系男性労働者の受け入れなどである。また、1990 年の出入国管理及
び難民認定法（以下、入管法とする）の改正に伴い、日系南米人の来日促進による労働力
の輸入もトランスナショナルな移民受け入れに大きく影響した。彼ら／彼女らの多くは単
純労働に従事することになり、特に、日系人に関しては労働規制がないため、安価で使い
やすい労働力として扱われた。最近では、ケア（介護や看護）の領域においても受け入れ
が進んでおり、また、特に外国人女性を中心とした家事・育児の業務をこなすドメスティ
ック・ワーカーの受け入れも検討されており、今後より一層、トランスナショナルな移民
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は増えていくことになると予想される。 
こうしたトランスナショナルな移民を中心とした国際的な人口移動現象は、受け入れ国
〈ホスト社会〉側の社会のあり方をますます多文化・多民族化していくことになるだろう。
つまり、そうした社会変動を促している存在として移民・移住者の存在は、もはや看過で
きないのである。とりわけ、母国のアイデンティティにつながったまま、居住する地域に
より強く地域化される傾向のある移民  トランスナショナルな移民  の存在は、それ
まで均質であった社会秩序に対し、文化的、政治的、そして社会的な変革を迫りつつある
存在である。よって、ホスト社会側としては、彼ら／彼女らのような同質的社会において
「差異」をもつ異質な存在は、集団的ハーモニ （ー調和）を脅かす恐れのあるもの（Kofman 
2005, p.460）として認識され、さらには、ホスト社会において社会的に欠陥のある存在
（deficient）（Jansen et al. 2006, p.189）として捉えられがちであり、排除され社会的周辺
に位置づけられてしまう場合が多い。 
多様な人びとや価値観からなる多文化・多民族化した社会では、それぞれがもつ「差異」
を認め、それらについて最大限尊重される多文化主義という考え方の採用が重要になって
くる。アイリス・マリオン・ヤング（Young）は、個々人の多様な社会生活を含んでいる社
会〈都市社会〉の規範理念のひとつに「排除のない社会的差異（social differentiation without 
exclusion）」を挙げている（７）（Young, I. M. 1990、pp.238-241）。移民・移住者のような
集団は、ホスト社会では社会的少数者集団として位置づけられ、基本的にホスト社会側の
十分な理解を得ることは非常に難しい。そのような場合、ホスト社会への同化を選択する
ことによって理解を得ることで、排除から免れることができるかもしれない。しかしなが
ら、彼女は、そうではなくホスト社会がそれぞれの「差異」を受け入れることが重要であ
ると言及している。ただし、単に「差異」を承認するだけで排除され社会的周辺に位置づ
けられた人たちの状況は改善されるとは限らない。なぜなら、社会的少数者集団の「差異」
を「差異」としてのみ承認するだけでは、「差異」に関わる諸問題を温存し、その集団特有
の問題として「個人化」してしまうことになりかねない。差異の承認は重要ではあるが、
ホスト社会における差異によるホスト社会側  マジョリティ側  と少数者側  マイ
ノリティ側  の不平等な関係性の改善こそが多文化・多民族化した社会においては早急
に取り組まなければならないことなのではないだろうか。馬渕仁（2010）は、過度な差異
の尊重による多文化主義  リベラル多文化主義  は個人主義に立脚し、それがマジョ
リティとマイノリティとの力関係を温存し、かつ現状の維持に貢献するとして警鐘を鳴ら
している（馬渕 p.15）。多文化的な様相を呈する社会では、差異や多様性について配慮す
ることはもちろんのことではあるが、同時に、マジョリティとマイノリティのあいだに存
在する不平等な力構造にも配慮する必要があるだろう。 
ところで、こうした移民・移住者のような異質な人びとの流入による社会の多文化・多
民族化は、既存の社会のあり方、つまり、国家のあり方を再構築する機会を迫っていると
とらえることもできる。単純な差異の承認だけではない多文化主義概念の新たな構築段階
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にきているといっても過言ではない。安達智史（2009）は、いまや差異のような私的な問
題は、私的な領域に留めることなく公的に承認され議論されるべきであるとし、多文化主
義をめぐる議論は、平等か承認かという問題から、多様性と結束  社会的結束や連帯、
あるいは統合  をめぐる新たな段階にきていると指摘している（安達 p.434）。そして、
「異質性を基調とするグローバルな社会において社会的連帯を生むためには、結束と多様
性の漸次的な融和が不可欠である」（同上）と言及し、多様性を許容しつつ、さまざまな人
びとがコミットできるような社会を創造することが求められていると論じている（安達 
p.443）。このような多様性に配慮し、差異を承認しつつ社会的結束・統合をめざすリベラ
ル・ナショナリズムのような考え方が台頭してきているが、そこで改めて問い直す必要が
あるものに「国家」の存在があげられる。かつて、世界の国の多くでは、一つの国家には
一つの民族（＝国民）が一般的とされていた。しかしながら、現代社会においてはその定
説は決して正しくないことは言うまでもない。国家≠国民である状況において、国家のあ
り方や「国民国家」という概念がどのように変容してきているのかについて明らかにする
ことは、多文化社会におけるシティズンシップのあり方について検討する本研究に大きく
関わる部分である。よって、次節では、「国民国家」という概念がどのように変遷してきた
かについて概観していきたい。 
 
第２節 国民国家という枠組みの崩壊 
 国際的な人口移動の増加により、これまで固定的であった地域や社会、さらには国家の
あり方は以前にもまして弱体化してきている。その大きな原動力となったグローバル化は、
人やモノ、情報などの流れを自由化することに拍車をかけた。その結果、国民国家の概念
は脱中心化され、凝集的でほぼ均質であった国家に多様性が加わることによって、その確
固たる中心軸が解かれつつあるようになった（８）。かつて、近代社会においては人びとの生
活は共通の国民意識や国民国家という枠組みに強く結ばれ、保護されていた時代であった。
それは、斉藤日出治（2003）が個人の権利は主権国家に支えられていた（斉藤 p.58）と
言及しているように、私たち個々人の権利やアイデンティティは、そうした強固な枠組み
を持つ国家によって維持、あるいは統制されていたのである。しかしながら、人種、民族、
ジェンダー、階級、世代、社会的地位、性的志向などのような文化的・政治的多様性が顕
在化し、地方分権や市民による市民活動やＮＰＯ活動などのような脱国民国家的な運動の
高まりにより、主流文化や主流集団への信頼が絶対的なものではなくなり、個々人のあり
方や個々人を規定するものがより一層表面化されることによって国家の存在は危うくなり、
その枠組みが脆弱化していったのである。 
 こうして、人びとの拠り所となっていた国民国家の脆弱化は、私たち人間が拠るべき確
かな場や空間・メンバーシップを曖昧で不確実性を伴ったものとし、個々のあり方や生き
方を一層際立たせることとなったのである。こうした個人がいかに生きるかを問われるよ
うになった、まさに今の社会情勢のことを後期近代社会  ポストモダン社会  と呼ぶ。
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ジャン・フランソワ・リオタール（Lyotard）はこうした近代化を経た社会のことを「大き
なナラティブ（物語）」にゆだねられていた近代（モダン）から、いまや私たちは多様な交
差の中で生活しているという実態を受け、近代（モダン）社会と区別し「ポストモダン」
と呼んでいる。ここでいう「大きなナラティブ（物語）」とは、言うまでもなく「国家」の
ことをさす。もはやこの「大きな物語」（＝国家）はその自明性と正当性を失ったとされて
いる（碓井ほか 2000、pp360-361）。このように、近代社会には絶対的であった国家が信
頼性を失墜してしまったことにより、ポストモダンはそれへの依存を懐疑的なものとし、
国家よりも個人へ関心のベクトルを移行させ、これまでの社会的状況を一変させることに
なった。ただ、一方で、こうした社会的状況変化をモダンからポストモダンへの単純な移
行ととらえず、「再帰性」という概念を手がかりに、社会がスパイラルに発展し、進化して
いくようにとらえる捉え方もある。中西眞知子（2007）は、ギデンズの考えに依拠しなが
ら（９）、ポストモダニティの時代は認識論の基礎への信頼性が危ぶまれ、すべての事柄につ
いて確信が持てず、様々な社会的政治的論題が生じてきた時代であるとした。その上で、
これからの時代は、これまで信じられていたものが崩壊したとする近代の解体を論じるポ
ストモダニストとは異なり、こうした崩壊や生じた諸課題に再帰的に取り組みながら近代
化がさらに徹底される時代（＝ハイモダニティの時代）になりつつあると論じている（中
西 2007、p.13）。つまり、後期近代社会は、単に国民国家の枠組みが解体していく時代で
はなく、そこで生じたさまざまな課題に対し一人ひとりが積極的にアプローチしながらら
せん状に発展していく契機に直面している時代であるということである。換言すれば、一
人ひとりの意識や行動が社会や国家のあり方、さらには地球規模の問題にまで影響を与え
ることになるかもしれないということである。ここで重要な要因となるのが個人や個々の
アイデンティティである。同時に中西は、再帰性が高く、より徹底したハイモダニティの
時代における自己アイデンティティの重要性についても言及している（同上書、p.14）。特
に、社会の発展は個人と社会のスパイラルな循環（中西 2003、p.105）にあるとし、自己
をモニタリングすることによって、自己アイデンティティを自ら再帰的に形成し、自己が
変化  内的な再帰性  することによって社会も変化  外的な再帰性  するとして
いる（同上書、p.106）。 
 
ここで、これまでの議論をいったん整理したい。つまり、国民国家の枠組みの崩壊は、
より一層、個人や個人のアイデンティティのあり方を表出させることになった。そして、
そもそもこれまで国民国家を構成していた「国民」という概念についても、国際的な人口
移動に伴う多文化・多民族化した社会においては再検討する必要が迫られているというこ
とではなかろうか。ポストモダンをむかえた現代社会は、これまで内面化されていた「国
民」や個人、そして自己アイデンティティを表面化し、それらの存在を改めて問い直して
いるのである（10）。 
 こうした個人や自己アイデンティティへ関心のベクトルが向かう時代について、ジグム
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ント・バウマン（Bauman：2001、2007）は、社会的枠組が液状化し、「固定的」であった
枠組みは、「液体的」モダニティの段階へ変化したと述べている。さらに、液状化した社会
では固定化され堅固に構築されたアイデンティティは重荷で強制的であり、アイデンティ
ティに一貫性や永続性を求めることは有益なことではないとしている。社会的枠組みが液
状化し、とらえどころがなくなった現在、個人やそのアイデンティティも暫定的で断片化
し、拠るべき場所を失ったように非領土化することとなる。必然的に、人びとの国民国家
への帰属意識も低下し、ばらばらになってしまう。ここに、今までにはない国家に基づか
ない主権や超国家的なつながりといった新しい概念や共同体が表出する。斉藤（2003）は、
グローバリゼーションの波の中では超国家的な主権の創出が求められるようになり、それ
が国家に代わりバランスを制御するための国際的な公共圏を構築するようになると述べ、
その一例に「欧州連合」（EU）をあげている（斉藤 p.58）。欧州連合加盟国は、それまで
国民国家に属していた基本的な権限を欧州連合機関に委譲し、国民国家はその主権を部分
的に放棄することとなっている。こうした国家の枠を超えた共同体が国家の上にさらに存
在することは、人びとの意識にも国家に基づかいない帰属意識やメンバーシップの新たな
形態が生まれることにつながるだろう。シティズンシップの概念についても同様に影響を
与えることになる。シティズンシップは一般的に近代的な国家システムの要求に対応し、
人々を諸国家へ配分していた。そうした機能は国民国家という強い枠組みが存在していた
時代にはこうした解釈や概念も有益であっただろう。しかしながら、国民国家概念の解体
をもたらしたグローバル化は、一括りにされない、超国家的で多様なアイデンティティの
承認を求めるシティズンシップの構築を要求するようになるであろう。 
 だが、一方では、こうした帰属意識の希薄化が、かえって主体の多元化に対するバック
ラッシュとして懐古的な国民国家主義的保守化傾向を復活させることになるのではないか
という懸念もある。これは、世界的に見ても一部の極右派の動きが活発化していることか
らも想像できるだろう（11）。また、グローバリゼーションは国民国家内部のローカルな主権
も喚起（斉藤 2003、p.58）することもあることから、こうした地域主義的な動きが、安
定した社会の脅威となることもあるかもしれない。いずれにせよ、多様な主権の出現は、
さまざまな限界、矛盾、困難と折り合いをつけ（中西 2007、p.18）ながら、進んでいく
ほかない。 
 ただ国民国家の枠組みが解体したからといって、現実に国家自体がすべて消滅するわけ
ではないし、それぞれの多様性を等しく承認することは困難である。よって、いかにして
個々人を、そして断片化したアイデンティティを束ねていくのか。あるいは、人種、民族、
ジェンダー、階級、世代、社会的地位、性的指向などのような文化的・政治的多様性を包
摂したシティズンシップの概念を提示できるかについて検討する必要がある。一般的に、
多文化・多民族化した社会では多様な主体間での共通認識を構築し、社会統合をめざすこ
とは困難であろう。しかしながら、多様な差異を「差異」のまま放置し、単に差異に寛容
であるだけでは社会としても進展がない。ピーター・マクラレン（2005）は「民主主義社
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会の共有された展望がなければ、差異の政治学が分離主義の新たな形態に陥るような闘争
を支持する危険をおかすことになる」（マクラレン p.447）と主張し「全体性（totality）」
をめざすことの重要性について言及している。彼の主張する「全体性」とは、同質的にな
ることやひとつに凝集されることをめざしているのではない。多様な主体間での社会的結
束は難しく調和しにくいことを踏まえつつ、それでも全体性をめざすには、内在する不安
定で多様な差異の重なり  重層性への視点をもつことが重要であると述べる。そして、
それら差異を均質にするのではなく、差異を認め、それぞれの対立や不確実さも認めなが
ら、それらが相互に作用し合い新しいものを創出するような関係へ導くような連帯感（12）
をつくることが重要であると述べている。国際的な人口移動に伴い、ますます多文化・多
民族化する社会の中でそうした社会の変化を促進する移民や移住者たちは、果たして、受
け入れ社会のなかで彼らのもつ重層性を認められながら社会的に統合されているのであろ
うか。次章では、その現状を日本社会に焦点を絞り、具体的にみていきたい。 
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注釈 
（１）国際移住機構（IOM）の報告によれば、2000 年、世界人口の 3％弱に相当する 1 憶
7500 万人が母国を離れて住んでおり、2050 年にはその数が 2 億 3000 万人に増加すると推
計されている（依光正哲編著『日本の移民政策を考える―人口減少社会の課題』（2005）明
石書店、p.116 より）。 
（２）国際移住機関（IOM)プレス・ブリーフィング・ノート日本語版 2009 年 12 月 18
日 http://www.iomjapan.org/news/press_207.cfm（検索日：2014 年 7 月 7 日） 
（３）定義については『現代社会学辞典』、『社会学辞典』、そして『新社会学辞典』など参
照した。 
（４）もちろん、そうはいっても難民・避難民のような非自発的な国際移動も少なくはな
い。例えば、国連難民高等弁務官事務所によれば、現在、民族紛争や迫害などにより難民
などとして国外・国内避難民の合計は 5000 万人以上となり、過去最多となっている。参考
URL: http://www.unhcr.or.jp/ref_unhcr/statistics/index_2014.html（検索日：2014 年 10
月 9 日） 
（５）法務省（入国管理局）平成 23 年末現在における外国人登録者数について（速報値）
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00015.html（検索日：
2014 年 7 月 9 日） 
（６）具体的な詳細事項は、河原他編『移民と政治 ナショナル・ポピュリズムの国際比
較』（pp.251-252）、渡戸・井沢編著『多民族化社会・日本―＜多文化共生＞の社会的リア
リティを問い直す』（p.16）を参照した。 
（７）その他に、多様性（Variety）、エロティシズム〈魅了するもの〉（Eroticism）、公開
性（Publicity）がある。 
（８）Jansen, Th., Chioncel, N. & Dekkers, H.は資本、人、情報などの自由化が国民国家
の概念を脱中心化させ、公的生活を統一のあいだに内在する緊張状態におくようになった
と言及している（Jansen, et. al 2006, p.193）。 
（９）ギデンズは近代の解体を論じるポストモダニストに対し、近代は秩序の崩壊や分裂
を生み出すものを特定化して、再帰的自己アイデンティティを可能にしているとしてハイ
モダニティ論を唱えているということである（中西 2007、p.13）。 
（10）かつてモダンでは国民化が内面化されていた。ところが、現代は、人権意識の世界
的な一般化が進むなかで、モダンが隠しもっていたこうした土着文化収奪的な国民化や植
民地主義がえぐりだされ、それを支えたオリエンタリズムやレイシズムが掘り起こされた。
よって、国民社会とは何か、国民とはどのような存在なのかという、脱国民化した時代（＝
ポストモダン社会）になったとされている（碓井ほか 2000、pp.184-185）。 
（11）移民受け入れ国であるイギリスでは、移民に対する差別的な風潮が高まっている
（2010 年 4 月 7 日：毎日新聞朝刊）。また、中立国であるスイスにおいても外国人を排除
するような動きが国民の間で支持されるなど（2010 年 12 月 8 日：読売新聞朝刊）、世界的
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に見ても、極右の動きは増している状況である。 
（12）マクラレンはこのことを「連帯の政治学」（p.456）と呼んでいる。 
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第２章 日本の状況・実状 
 
第１節 日本社会の現状 
 本節では日本社会に焦点を絞り、移民、移住者はどのような存在として社会に受け入れ
られているのかについて論じていきたい。ただし、論じる前に断わっておきたいのは、日
本は原則として移民受け入れ国家ではないということである。例えば、アメリカやヨーロ
ッパ諸国のように、国をあげて移民受け入れに積極的ではないし、それゆえ移民や移住者
に関わる法制度もそれほど備わっていない。しかしながら、現実的にはさまざまな解釈の
末、外国人を受け入れているという実態があり、多くの外国人が日本に住み、同じ住民と
して生活している状況である（１）。詳しい内容については後述するが、特に 1990 年の入管
法改正以降、海外からより多くの人びとが日本社会へ渡ることを可能にし、ますます多文
化、多民族化した社会へその変貌を遂げていることは自明であろう。 
 さて、まずここでは日本社会の実態について論じる前に、後期近代社会に入り、主体の
多元化が進んだ社会的状況の特徴について素描してみたい。すでに述べたように、国際的
な人口移動の結果、国民国家の枠組みは弱体化する傾向にあり、これまで固定的であった
地域や社会、そして国家は流動的になり多文化化しつつある状況である。これが近代から
後期近代へ移行した社会の特徴である。ジョック・ヤング（2007）はこうした社会の移行
について「これまでの確信と価値に支えられてきた世界が、リスクと不確実性に満ちた世
界、個人的選択と多元性にあふれた世界、経済的にも存在論的にも不安定な世界へ置き換
えられること」（Young 訳書 2007、pp.15-16）となったとした。そして、近代から後期近
代への移行を、これまでの福祉国家的な大きなナラティブ（物語）に守られていた同化主
義的な社会から、主体や主権の多元化による分断やそれに伴う排除を誘引する社会への移
行ととらえ、「（近代から後期近代への移行は）包摂型社会
、、、、、
から排除型社会
、、、、、
への移行として
あるとしている。すなわち、同化と結合を基調とする社会から、分離と排除を基調とする
社会への移行である。」（同上書 p.30）と論じている。そして近代と後期近代それぞれの特
徴を次頁の表１のようにまとめている。 
 かつて、近代社会では多様な考えや価値観というものはあまり可視化されておらず、ま
た、多文化・多民族化した社会にみられるような異なる他者の存在についてもほとんど見
られないような社会であった。それゆえ社会は安定し、少しでも逸脱するような者がいた
としても社会自体が寛容に包摂することで周縁化することを防いでいた（２）。しかしながら、
後期近代社会に入り、主体の多元化に伴うさまざまな価値観の存在が、これまで疑いもな
く確信が持たれていた価値観や考えを根底から崩し、その多様性や差異ゆえに社会の主流
から逸脱する者を多く生むこととなった。こうして逸脱した者は社会から見放され、社会
的脅威としてのレッテルを貼られ、排除されることになる。こうした逸脱者は社会的に同
化を拒んだものとして、異質な人びとという認識をされ、社会的マイノリティとして位置
づけられてしまう。そしてこの逸脱者のカテゴリーに移民・移住者も含まれている。なぜ
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なら、彼ら／彼女らは、異なる価値観をもつ外部者であり、文化的、政治的、そして社会
的にも主流（内部）とは明らかに異なるからである。ジョック・ヤングはこうした異なる
人びとを救おうとする意図が薄れてしまった社会を危惧し、「いま必要とされているのは、
排除された人々や不安定な状況にある人々を受け入れるような政治である。本当に必要な
政治とは、周辺にある人々が安心して暮らせるような社会をめざして前進し続けるような
政治であって、中心の人々が周辺にある人々に慈善を施すような政治ではない」（同上書、
p.80）と、新たな社会構造を創造することこそが緊急の課題であると指摘している（３）。こ
うした時代背景を踏まえつつ、次に、日本社会における移民・移住者の置かれている状況
を概観してみたい。 
 
表１： 
 近代 後期近代 
社会 
規模 
価値基準 
社会統合のあり方 
境界線 
 
障壁のあり方 
許容度 
包摂的 
少数者 
絶対的 
一元的合意 
明瞭 
 
透過的 
寛容 
排除的 
多数者 
相対的 
多元主義 
曖昧／連続している／ 
重なり合う／複合している 
規制的 
不寛容 
（後期近代における〈逸脱的他者〉（Young 訳書 2007、p.51）より、筆者作成） 
 
 現在、日本に住む外国人の数は平成 23 年（2011 年）末で約 207 万人であり、ここ数年
減少傾向にあるが総人口の 1.63％を占めている（４）。ただし、この数字にはカウントされて
いない非正規滞在者が 20～30 万人程度いるとも言われており、実際にどれほどの外国人が
現在日本に居住しているかについてははっきりしないのが現状である。さて、日本は表向
き外国人受け入れに消極的ではあるが、なぜこれほど多くの外国人を受け入れるようにな
ったのであろうか。まず、近年の外国人受け入れ、および在住する外国人に関する動向を
簡単に振り返ってみたい（５）。まず、日本に住む外国人について、在日韓国・朝鮮人の人た
ちをぬきにしては語れない。彼らは第二次世界大戦中に日本政府により朝鮮半島から強制
連行され、終戦後日本に残留した人びとである。彼らは日本に古くから定住しながら、国
籍が異なるという理由でさまざまな差別を受けてきた。例えば、1970 年代前半に顕著とな
った在日韓国・朝鮮人 2 世の就職差別問題。そして、1980 年代の 3 世の若者も含めた指紋
押印拒否運動。運動の結果、就職差別はいまだに残っているが、指紋押印制度については
現在は完全に撤廃された。また、日本人でないという理由で、彼らは当時、常時外国人登
録証というものの携帯を義務づけられており、必要があればそれを提示しないといけない
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というように、常に管理される存在であった。そして、その後、外国人受け入れの大きな
転機となったのは 1970 年代後半以降に始まったインドシナ難民の受け入れ開始であろう。
インドシナ半島の国々が社会主義体制へ移行したことにより、主に、ベトナム、ラオス、
カンボジアの三国から難民が近隣諸国へ脱出した。彼らはボート一隻で命からがら近隣の
フィリピンや香港、オーストラリアへ脱出したことから「ボート・ピープル」と呼ばれ、
日本政府もその受け入れに取り組むこととなった。国内では各地にインドシナ難民の定住
化を促進する施設が開設され、日本での生活に馴染むような教育がなされた。特に、イン
ドシナ難民の受け入れは、当時の日本に住むすべての外国人についての社会保障が整備さ
れるきっかけとなった。具体的には、1982 年に日本政府が批准した難民条約に基づき、国
民年金における国籍条項の廃止。また、児童扶養手当等も同様に外国人にも適用されるよ
うになり、1980 年代は外国人にとってさまざまな社会保障を獲得し、それぞれの法的地位
を安定させるための重要な期間であった（佐々木 2014、p.49）。次いで、1980 年には中
国残留邦人とその家族の帰国が本格化した。彼らは第二次世界大戦末期、中国大陸にいた
人びとで、戦争が終結に向かう混乱の最中、日本への帰国を果たせなかった人びとである。
その後、1972 年の日中国交正常化により、本人やその家族の日本への帰国が実現した。ま
た、この時代にはスナック等で働くアジア系女性労働者も増えていた。彼女たちは主に「興
行ビザ」（６）で日本へ入国し、主にエンターテイナーやホステスとして夜の繁華街で働いて
いた。1980 年代後半には、主に工場や建築現場で働くアジア系男性労働者の存在も目立っ
てきた。背景としては日本経済がバブル期に入り、さまざまな職種では労働者確保が必須
であったこと、そして、近隣のアジア諸国では国内に有り余る労働力があり、双方の希望
が合致したことがあったからであろう。しかしながら、彼らの多くはその後、非正規滞在
者となり、バブル崩壊後も日本に残留し続けた。その他、この時代は研修生や留学生、就
学生という身分で日本へやってくる人も多かった。そして、1990 年代以降、入管法の改正
（1990 年）により、南米からの日系人労働者を多く受け入れることになる。日系人（７）で
あれば、特に理由がない限りどのような仕事に就労しても構わないという、職種の規定が
なかったため、主にブラジルやペルーなどの南米諸国から日系人およびその家族が多く来
日した。こうして、日本は徐々に外国人に対して門戸を開くかたちとなり、建前では移民
を受け入れていないとしながらも、結果的に多くの移民、移住者を受け入れるようになっ
ていったのである。こうした「移民なき『移民政策』」（８）を実践している日本社会において、
実質的な移民・移住者である外国人はどのような対象として存在しているのであろうか。 
 そもそも彼らの存在は、建前上、日本は非移民受け入れ国であり、永住する外国人は出
入国管理政策で維持されていることになっているため、社会では潜在化し、複雑化した存
在として位置づけられている（河原他編 2011、p.242）。よって、彼らの存在や彼らに関
係する諸問題は、正面から取り上げられることもなく、むしろ非政治化され「見えない」
ものとされてきた（同上書、p.243）。特に、日本に在住する多くの移民が、前述した「ト
ランスナショナル移民」の分類に該当するため、日本社会では、彼らは単なる労働力の足
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しでしかなく、常に管理と排除の対象となっている。それは、先に述べたヤングの後期近
代社会の特徴である排除型社会構造からすると、主流社会（ホスト社会）からは不寛容な
扱いしか受けられず、「社会的逸脱者」としてのレッテルを貼られているのである。 
具体的に見ていくと、まず労働の場面では、先ほどから述べているように、大半の外国
人労働力はパートタイマーや派遣労働者、または期間限定労働者のような脆弱な形態で雇
用されており、安定した収入が見込めない。なかでも興行ビザを取得し、エンターテイナ
ーとして入国した外国人女性の多くは、性風俗産業で働いていると推定され、賃金不払い・
ピンハネ、軟禁、暴力などさまざまな問題に直面しているという実態がある（依光 2005、 
p.53）。インドシナ難民については、難民になる過程で母国での教育やキャリアの中断を強
いられた上、受け入れ社会では彼らの母国での資格や経験が全く評価されず、言葉の問題
や文化の問題などにより安定的な雇用機会に恵まれないという実態がある（同上書、
pp.55-56）。また、職場での昇進や身分上の扱いにおいても不当な差別を受けている場合も
ある。例えば、教員の場合、地域による差はあるものの（９）外国籍教員の場合、教員採用試
験に合格しても「教諭」にはなれず「期限を附さない常勤講師」として採用される。よっ
て、主任や管理職にはなれない（外国人人権法連絡会編 2010、pp.144-145）。さらに、2010
年以降、受け入れが始まった「技能実習」生についても研修という名目で多くの外国人を
短期（有期）で受け入れてはいるが、実際に現場では安価な都合のいい労働力として酷使
されているという実態には枚挙にいとまがない（10）。このように、移民・移住者である外国
人労働者たちは、その一端から見ても明らかなように労働市場の底辺に定位させられ、脆
弱にならざるを得ない環境に置かれているのである。 
次に、日常的な生活の場面ではどうであろうか。まず問題となるのは日本社会への適応
であろう。1980 年代以前まで日本は「単一民族国家」であるという考えが主流であったた
め、それ以降、多くの外国人が渡日してくるようになってはいるが、伝統的な考えはあま
り変わっていない。それゆえ、基本的に日本は相変わらずモノカルチャー社会である。よ
って異質なものや人に対しては不寛容で、なかなか受け入れることが難しい。例えば、日
系中国人 2 世、3 世は、自分たちの親の母国である日本で、よりよい生活や教育、職業に就
くという希望をもって日本へ移住してくる。しかしながら、現実は自分たちは日本では「日
系中国人」という外国人であり、日本社会へ溶け込むことに常にハンディを感じていると
いうことだ（依光 2005、pp.56-57）。おそらく、同じく日系であるブラジル人やペルー人
も同様であろう。彼らの大半が同じ地域に固まって居住しているという実態は、日本社会
が彼らを同じ住民として受け入れることが困難であるということを物語っている。また、
日本に居住するのであればまず住居が必要となってくる。しかしながら、部屋を借りる段
階での差別、いわゆる入居差別も後を絶たない。入居差別は単なる住居を借りることに対
する差別という問題だけではなく、個人の生活の基礎や地域社会に参加する基礎を構築で
きないといった大きな問題を含んでいる。ただ、この問題に関しては、実態把握は困難で
あり、結局外国人側が泣き寝入りするケースが多い。ただし、日本政府は 1995 年に人種差
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別撤廃条約を批准しており、こうした日常生活に対する人権侵害について行政側の働きが
今後期待されるところである（外国人人権法連絡会編 2010、p.150）。 
 社会保障の場面では生活保護の外国人に対する支給の問題がある。1990 年までは生活保
護を外国人に支給するかどうかについては曖昧であった。当該外国人が居住している自治
体に外国人登録さえしていれば、各自治体の裁量に任せて生活保護を適用させていたとこ
ろが多かった。ただし、非正規滞在者は、1990 年以前でも排除の対象であったため生活保
護が支給されることはなかった。最近では社会問題化している生活保護の不正受給問題な
どの絡みから、全体的に外国人に対して生活保護費を受給すべきではないといった風潮が
高まっている。しかしながら、ただでさえ経済不況などの影響を直接的に受けやすい存在
である彼ら／彼女らに対して、こういった社会保障が断たれた場合、まず、間違いなく彼
ら／彼女らの日常生活は成り立たなくなるであろう。そうなった場合、彼ら／彼女らを見
捨てても仕方がないといった社会的ムードが、日本社会に浸透しつつある。 
教育の場面では、まず、外国人の子どもたちにとっては日本の公立学校に入ることは義
務ではない。日本人の子どもたちには、小学校へ上がる前に必ず居住する自治体から「就
学通知」が届く。しかしながら、外国人の子どもたちには「通知」ではなく「案内」が届
く。つまり、彼らにとっては学校へ通うことは個々に任されていることになっているので
ある。まず、教育の場面では入り口の段階で大きな差が存在しているのである。そして、
仮に入学しても学校へ通うことを止めてしまう「不就学」の問題がある。日本に住む彼ら
がどのくらい不就学状態にあるのか、その正確な数字については定かではないが、おおよ
そ義務教育年齢にある外国人の子どもたちの 30％におよぶ子どもたちが国公私立学校に通
っていないといわれている（宮島 2003、p.180）。文部科学省の「学校基本調査」による
と、平成 25 年（2013 年）5 月 1 日現在の全国の公立小中学校に通う外国籍児童生徒数は 6
万 3497 人である。また、法務省入国管理統計の平成 25 年度の在留外国人統計によると学
齢期の 6歳～14歳の外国人数は 10万 1485 人となっている。単純に計算すると約 3 万 8000
人の外国人の子どもたちが学校に通っていないことになる。ただし、この数字には私立学
校や外国人学校へ通っている子どもたちの数も含まれているため正式な不就学の子どもた
ちの数字は不明であるが、数字から見ても相当の子どもたちが不就学状態にあることは想
像できる。また、こうした不就学に陥る状況は、日本の学校文化にも大きな原因がある。
なぜなら、学校では教科の勉強以外にも日本独特の文化や行動様式、生活様式を暗黙裡に
学ぶ場であり、それに適応できない場合は「できない子」「問題児」というレッテルを貼ら
れ、排除される。日本の学校には、外国人の子どもたちをしっかりと受け止める土壌がま
だ十分確立されていないのである。さらに、進学の問題では高校進学時における日本人生
徒との進学率の差が問題となっている。つまり、外国人児童生徒の低い高校進学率の問題
である。一般的に日本人生徒の高校進学率が 97％程度とされ、ほぼ 100％に近い状況であ
るのに対して、外国人生徒の進学率は 5 割程度であると報告されている。しかも、この割
合は外国人生徒の中でも中学校卒業者を母数とした割合であるので、不就学状態にある外
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国人の子どもたちを加えると、その半数以上の子どもたちが高校へ進学していないことと
なる（依光 2005、p.109）。高校進学は子どもたちの将来の職業選択の幅を広げたり、将
来の生活レベルを向上させるための道具となるのであるが、それさえ断たれてしまってい
るということは外国人の子どもたちの可能性を、彼らの意思に関係なく蝕んでしまうこと
と同じではないだろうか。また、最近、外国人の子どもたちの教育を保障するために各地
で運営されている外国人学校に対する差別的な扱いも大きな社会問題となっている。例え
ば、外国人学校は一般的に日本政府からの公的支援がほとんどないため授業料が高額であ
る。過去の民主党政権下では高校無償化の問題が議論され、国内の外国人学校や民族学校
もその対象にあがったが、結局、今現在はさまざまな政治的な問題がネックとなり保留中
ということとなっている。そして、外国人学校や民族学校は、学校教育法に定められてい
る一条校ではないとして日本の公教育のなかに位置づけられているために、上級校への進
学も、子どもたちが望んでも十分保障されていない状況なのである（同上書、p.110）。こう
した教育の面における差別的な扱いにより、外国人の子どもたちは将来への夢や希望を抱
けないような状況におかれているのである。 
さいごに、政治の場面ではどうであろうか。ここでは主に参政権の問題を取り上げてみ
たい。日本では周知のとおり、外国人には地方レベル、国政レベルの両選挙において選挙
権、被選挙権ともに認められてはいない。こうした状況の国は OECD（経済協力開発機構）
加盟国 30 か国のなかでは唯一日本のみである。特別永住者であっても政治へ参加する権利
は認められていない。隣の韓国では 2005 年、永住外国人に地方参政権を認める法改正が実
現した（外国人人権法連絡会編 2010、p.3）。日本でも民主党政権時代、外国人の選挙権
について地方選挙では認めようという動きはあったが、残念ながら現在、その動きは失速
している。選挙に関わるということは、単に「ひと（立候補者）を選ぶ」ということだけ
を意味しない。労働や教育を通して社会や経済的活動へ主体的に参加することと同様に、
選挙を通した政治的な参加も移民、移住者にとってはそれぞれの考えや主張を表現するう
えで重要な社会参加のツールである。そもそも、日本では選挙権は権利であり義務ではな
、、、、、、、、、、
い
、
。とすれば、現状では外国人には権利すら認めていないということになる。これでは国
際的にみても成熟した民主主義社会として誇れないだろう。近藤敦（2001）は、こうした
状況を踏まえながら、国民主権における「国民」とは人民を称することから日本に生活実
態のある外国人にも選挙権は与えられてもおかしくないのではないか（近藤 p.114）とし、
さらに、日本国憲法第 93 条に定められている地方選挙権は住民との定めがあることから、
外国人住民の地方参政権を許容することが有力な考えではないかと指摘している（近藤 
p.116）。今後は、日本国籍取得も非常にハードルが高い日本において、国籍を有していなく
とも日本に生活の基礎が確立していれば参政権から排除することなく、地方参政権から段
階的に認めていくような方向へ向かうことが期待される。 
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第２節 排外主義へ向かう日本社会 
 しかしながら、なぜ日本社会はこのような移民・移住者を管理し、排除や嫌悪するよう
な社会となったのだろうか。最近は特にそうした外国人に対する排外主義的傾向が顕著に
みられている。そのひとつが 2012 年 7 月から始まった新たな在留管理制度の施行（11）であ
る。この制度はこれまで市町村が交付していた外国人登録カードに代わり、法務大臣が在
留資格をもって中長期間在留する外国人に対し基本的な身分事項、および在留資格や期間
等が記載された「在留カード」を交付する制度である。また、中長期在留者や特別永住者
等の合法的滞在者は住民基本台帳法の対象となり住民票に個々の氏名や住所などの情報が
記載される。つまり、外国人に対する国家による管理が一層強化され、非正規滞在者や短
期の滞在者は適応外である。特に、以前の外国人登録制度では非正規滞在者もその対象で
あったが、今回の新たな制度はあからさまに彼らを排除するものとなった（12）。 
 さらに、近年、一般市民のあいだにおいても排外主義的傾向がひときわ目立ってきてい
る。その特徴的な出来事が外国人に対する「ヘイトスピーチ（13）」や「ヘイトクライム（14）」
である。2013 年 11 月 17 日の朝日新聞朝刊によると、ヘイトスピーチに関する調査を行っ
ているグループの調べでは、2013 年 3 月から 8 月の半年間にヘイトスピーチに関連するデ
モや街宣活動が全国で少なくとも 161 件あり、東京や大阪といった大都市だけでなく地方
都市にも広がっていることが明らかになった。こうした草の根レベルの排外主義がこれだ
け頻繁に起こるようになった背景には何があるのであろうか。先出のヤング（Young 訳書 
2007）が言及しているように、わたしたちの社会は近代社会から後期近代社会へ移行し、
かつての同化や取り込みを特徴とする社会から、分断や排除を特徴とする社会へと変容し
た。それは換言すれば同化と結合を基調とする「包摂型社会」から分離と排除を基調とす
る「排除型社会」への移行であった。この世界的規模で起こっている排除型社会への移行
が、ごく一般の人びとの排外主義的な行動を誘発しているのではないだろうか。特に、後
期近代社会は近代社会が追求した同化ではなく個別性や多様性というものが重要視されて
いる。これが近代社会では包摂されていたものに対する排除を生み、社会そのものを不確
実なものとした。こうした不確実性を伴う社会において、わたしたちはさまざまなリスク
や社会不安  例えば、いつなんどき失業するかもしれないといったこと  を抱えてい
る状況である。そうした場合、人間は何か確実なものを求めるために行動し、リスクを回
避するために、一部の人びと  例えば、周辺化されている移民や移住者のような外国人
をスケープゴートに仕立て上げ、差別と排除の対象として認知することで自分自身の安定
や正当性を確認する（15）。特に、人間は現代のような社会経済的に不安定な時期には、自分
より劣位にある者と自分自身を比較し、その者が優遇されようものなら、それだけで不満
を爆発させようとする（16）。移民・移住者などの日本に住む外国人に対するヘイトスピーチ
やヘイトクライムの素地は、こうした社会不安に対する人びとの不満が起源となっている
のではないだろうか。また、外国人に対する嫌悪感を煽るように、1980 年代末以降、在住
外国人の犯罪件数は減少傾向にあるにもかかわらず、新聞やテレビ報道などのメディアを
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通じて必要以上に外国人の犯罪を報道することも、彼らを治安への社会的脅威として位置
づけることもその一端であろう（17）。 
 一方で、こうした社会不安や不満が人びとを排外主義へ追いやっているという見方が一
般的ではあるが、そういった考えを否定し、社会不安や不平・不満のみで片づけてしまう
風潮に対し疑問を投げかけている説もある。ふりかえってみれば、本質的に社会不安や不
満などといったものはその程度の差はあれ、いつの時代にも存在していたし、人は不平や
不満の気持ちを抱くだけの理由で、簡単に大規模なデモや街宣活動、ヘイトスピーチのよ
うな排外主義的な行動を起こすとも考えられない。では、なぜ、今の時代になって排外主
義的な行動がこれほどまでに顕著になったのであろうか。樋口直人（2014）は、社会不安
や不満が人びとを排外主義に追いやっているという所説に対して、不安が（排外主義的）
運動の背景にあるという素朴実感論には多くの欠陥がある（樋口 p.49）とし、その理由と
して組織化（同上書 p.50）、政治的社会化（同上書 p.69 他）、歴史修正主義（同上書 p.95）、
そして何らかの「事件」（同上書 p.96）を挙げ、その土壌にインターネット社会の存在を
指摘している。樋口の説を図式化し、ひとが排外主義へ向かう過程を示したものが次に示
した図１である。 
 
図１：ひとが排外主義へ向かうプロセス図 
 
 
樋口（2014）の主張を参考に筆者作成 
 
 実際に、ひとが排外主義的行動のような具体的な活動を起こすには、不平・不満といっ
た感情だけではなく、それ相応のプロセスや環境が存在している。活動家は無からいきな
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り生まれるのではなく、それまで生きてきた過程、運動に出会う経緯、運動に共感する過
程が重要（樋口 2014、pp.69-70）なのである。わたしたちは子どもの頃から家族や学校、
メディアや地域社会などを介してその時代の、その社会特有のイデオロギーや政治的思考
を内面化する。そして、時にはそういったイデオロギーや政治的偏向性はそれらに関係す
る歴史的事件・事象により一層強化され、同じ考えの仲間と共感し合い排外主義的行動を
組織化することにつながっていくかもしれない。そうした組織化を促進し、排外主義的行
動を誘引した要因としてインターネットの存在は看過できない（同上書、p.105）。こうし
て草の根の排外主義は、その支持層を増やしながら組織力を強め、不安定で不確実性を伴
う後期近代社会において、確実に日本社会に浸透している。しかしながら、見落としては
ならないのは、移民・移住者のような外国人に対するこうした草の根の排外主義が日本社
会に浸透しているのと同時に、日本の法制度や政治体制も、以前にも増して排外的になっ
ているということである。それは先に述べたようにさまざまな場面での移民、移住者に対
する差別や偏見がいまだ根強く残っているということ。そして、新自由主義の結果、人び
とのあいだの階層構造が拡大し、新たな包摂の枠組みとして掲げられた「国民の一体性」
のイデオロギー（森 2013、p.5）が強調されているという現実である（18）。このように現
在、日本社会は上からの排外主義と下からの排外主義が連動しているような状況なのであ
る。 
 もちろん、国としても外国人住民の増加やこうした排外主義的傾向を見過ごしているわ
けではない。特に、多文化・多民族化しつつある現状は、既存の社会構造の変容を促して
いる。そこで社会的に周辺化されがちな移民・移住者のような外国人の存在を承認し、同
じ住民として寛容に受け入れ、社会の中に統合していこうというような多文化主義的な考
え方に基づいた取り組みも始まっている。例えば、総務省が 2006 年に発表した「多文化共
生推進プラン」がそうである。しかしながら、同プランにおいては、外国人も同じ地域に
住む住民として相互理解を深めようと書かれてはいるものの、それは各地方自治体の努力
目標の範囲に留まり、制度化されることはなかった（19）。実行力のある機関や省庁が積極的
に取り組めば期待はできるが、総務省が多文化共生を訴えかけるということは、結局のと
ころ、移民・移住者を含む外国人問題は地方の問題であり、国が主体的に取り組むべき問
題ではないということを改めて宣言したようなものである。 
しかしながら、最近、こうした日本の排外主義的傾向について国際的な勧告がなされよ
うとしている。ジュネーブで行われた国連人権規約（B 規約：市民的および政治的権利に関
する規約）委員会によって、差別的発言などを煽る街宣活動（ヘイトスピーチ）が人種差
別にあたるとし、その対策のための法整備の必要性が指摘されたのである（20）。おそらく、
日本政府は正式な勧告を受けた後、多文化共生社会の構築や排外主義抑制のための法整備
を早急に進めなければならないであろう。 
 移民・移住者のような存在を、今後、日本社会はどのように受け入れていくのか。換言
すれば、移民受け入れの実績のあるヨーロッパ諸国において進められている社会統合政策
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を参考にしながら、多文化共生の理念に基づいた政策設計をすることこそが緊急の課題で
あろう。その際、重要になってくるのが移民、移住者のシティズンシップである。彼ら／
彼女らのシティズンシップを、受け入れ側の社会がどのように認めていくのかについて検
討する必要がある。 
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注釈 
（１）渡戸一郎・井沢泰樹（2010）によれば、日本では移民政策ではなく外国人政策が中
心（p.45）であるため、「移民」や「移住者」という表現より「外国人」と表現することが
一般的である。「移民」の概念は多様であり、伝統的な移民国家では入国時に永住を許可さ
れた外国人を「移民」と呼ぶ。公式には非移民国である日本には、この意味では「移民」
はおらず、政策用語としては「外国人」が使われている。国連では「移民」を「外国生ま
れ」としており、日本については外国人登録者数が移民の数として用いられている（渡戸・
井沢 p.127）。 
（２）ジョック・ヤングはそれについて、同化主義的な国家福祉国家の役割は、逸脱者を
社会の周縁から中心へ連れ戻し、社会の主要な部分へ同化させることにあった（Young 訳
書 2007、p.26）と述べている。 
（３）ただし、ジョック・ヤングは単に過去の近代社会のような社会のあり方に戻れとは
考えていない（Young 訳書 2007、p.80）。 
（４）平成 23 年度末現在における外国人登録者数は 207 万 8480 人であり、前年と比較す
ると 5 万 5671 人の減少である。ピーク時は平成 20 年度末の 221 万 7426 人であった。法
務省「平成 23 年度末現在における外国人登録者数について（速報値）」URL: 
http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00015.html 参照（検索
日：2014 年 7 月 15 日）。 
（５）詳しい内容は、渡戸一郎・井沢泰樹編著者『多民族化社会・日本―＜多文化共生＞
の社会的リアリティを問い直す』2010 年、明石書店（p.16）に基づいているので参照のこ
と。 
（６）興行ビザとは、演劇などの芸能にかかわる活動やスポーツ等の興行にかかわる活動
を日本国内で行うために必要なビザ。かつてはダンサーや歌手などという名目で、非常に
ゆるい審査で大量に入国することが可能であったが、現在は興行ビザ取得後、不法就労や
非正規滞在をする者が増加したため平成 18 年（2006 年）同ビザ発行に関する基準が改正
され、厳格化された。 
（７）日本に来ることができる日系人は、具体的には純粋な日系 2 世、3 世のみ。親類で 
あっても日系でなければ日本で定住できるビザは発給されない。ただし、配偶者の場合は
日系でなくても入国できる。 
（８）北脇保之『シリーズ多文化・多言語主義の現在４「開かれた日本」の構想 移民受
け入れと社会統合』2011 年（p.49）、河原祐馬他編『移民と政治 ナショナル・ポピュリズ
ムの国際比較』2011 年（p.242）などを参照のこと。 
（９）ただし、在日の多い地域、例えば、大阪や東京では外国籍教員も「教諭」として扱
われており、主任にもなることは可能である。 
（10）最近では、2013 年 3 月に、広島県江田島市のカキ養殖会社で起こった、中国人技能
実習生による会社の同僚 8 人殺傷事件など、その背景には技能実習制度のあり方に問題が
33 
 
あるという指摘もされている。 
（11）法務省入国管理局「新しい在留管理制度がスタート Q&A 在留管理制度よくある質
問」URL: http://www.immi-moj.go.jp/newimmiact_1/q-and-a_page2.html 参照（検索日
2014 年 7 月 17 日） 
（12）「改定入管法 中長期在留者のための Q&A 日本語版 2011.6」、「改定入管特例法 特
別永住者のための Q&A 日本語版 2011.6」、「改定入管法 非正規滞在者・難民申請者のた
めの Q&A 日本語版 2011.6」いずれも編集・発行は移住労働者と連帯する全国ネットワー
ク・入管法対策会議、在留カードに異議あり！NGO 実行委員会、発行日：2011 年 6 月 15
日 
（13）差別的増悪表現のこと。特定の民族、人種、宗教に属する集団や個人に対して、そ
れらへの誹謗中傷や差別的発言、差別的行為を先導するような言論活動のことをいう。 
（14）増悪犯罪のこと。特定の民族、人種、宗教に属する集団や個人に対して、それらへ
の偏見や増悪が引き金となり起こる暴行や暴力行為などの犯罪のこと。 
（15）社会が不安で問題を抱えているとき、社会の中心領域の外側にいる周辺化された人々
はスケープゴートにされやすいと言われている（Young 訳書 2007、p.62）。 
（16）ジョック・ヤング（2007）はこうした人間の不平・不満がおこる心理的状況を「相
対的剥奪感」（relative deprivation）とし、これまで剥奪感は労働市場で平等に扱われてい
ない者が、能力や資格の面では自分と変わらないのに評価が自分より高い者と自分自身を
比較することで、欲求不満が起こり、剥奪感が生まれるという「上向き視線」（a gaze 
upwards）によって生じると考えられてきた。しかしながら、剥奪感は「下向きの視線」（a 
gaze downwards）によって生じる場合もあると指摘した。つまり、自分より下位にある者
と自分を比較し、その人が自分より恵まれていると感じるとすれば、それも相対的な剥奪
感なのである。すなわち、自分より劣位にある者が、自分よりいい生活をしているように
見えるとしたら、それだけで許せないというわけである（Young 訳書 p.35）。これは、近
年、ある芸能人の母親が生活保護を不正受給していたという疑いをかけられた事件があっ
たが、以後、生活保護受給者へのバッシングなどが起こったことなども、その一例として
あげられる。 
（17）桜井智恵子・広瀬義徳『揺らぐ主体／問われる社会』2013 年（p.53）参照のこと。 
（18）森千賀子（2013）はその例として、小泉政権下での靖国参拝や安倍政権下での愛国
心教育の推進などナショナリズムを高揚するような動きが活発化していることを指摘して
いる。 
（19）総務省が 2006 年に発表した地域における「多文化共生プラン」（詳細は、多文化共
生の推進に関する研究会報告書～地域における多文化共生の推進に向けて～、2006 年 3 月、
総務省）の内容は、「外国人の生活環境の整備」という狭い範囲のごく一般的なものであり、
そもそも総務省自体にはプランをもとに制度化するようなことを目指しておらず、結局、
多文化共生は各地方自治体の判断や責務に任さざるを得ないということになった。 
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（20）例えば、毎日新聞 2014 年（平成 26 年）7 月 16 日（水）朝刊、国際面（第 8 面）「ヘ
イトスピーチ対日審査議題に 国連人権委」参照のこと。 
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第３章 シティズンシップ概念の再検討 
 
第１節 周辺から問い直す 
シティズンシップ概念の詳細な議論については次章に委ねることとし、ここでは多文
化・多民族化した社会におけるシティズンシップのあり方について素描してみたい。構造
的に排外主義を内包している社会において、移民、移住者のような外国人は受け入れ社会
（ホスト社会）では日常的にさまざまな制限や差別を受けていることは、前節で述べた通
りである。よって、シティズンシップの観点からみても、彼ら／彼女らの多くはその周辺
に置かれている場合が多くみられる。特に、欧米諸国ではシティズンシップは「国籍」を
意味する場合が多く、明らかに受け入れ国とは異なる国籍を持つ移民、移住者はホスト社
会においてさまざまな制限を受けることは仕方がないことかもしれない。移民社会におけ
るシティズンシップの作用について述べたロジャース・ブルーベイカー（2005）は、シテ
ィズンシップとは閉鎖の道具であり、同時にその対象でもあると指摘した（ブルーベイカ
ー pp.46-47）。要するに、国民国家の枠組みが存在していた時代においては、シティズン
シップは人びとをそれぞれの国へ配分するものさしとしての役割を一心に担っていたので
ある。国民国家は民族的・人種的にも、政治的にも、また文化的にも同質性を基礎として
おり、国家への関与は、そこへの忠誠心を持った選ばれた人びとのみに開かれていた。ゆ
えに、移民や移住者などはその異質性によりシティズンシップから排除されていた。つま
り、国民国家は、その誕生のときから排他性を一つの特徴とし、さまざまな権利を享受で
きない人びとの存在を不問にしたのである（１）。それでは、シティズンシップはこうして人
びとを選別し、権利を享受できないようなひとを生むような概念でいいのであろうか。ハ
ンナ・アーレント（Arendt）は、移民、移住者のような基本的権利を全く保証されないよ
うな人びとや民族集団が現れてくるようになった時代の状況について、次のように述べて
いる。 
 
人びとは奪うべからざる人権、譲渡することのできぬ人権について語るとき、この権利
はあらゆる政府から自立した権利であり、あらゆる人間に具わる権利としてすべての政
府によって尊重されるべきだと考えてきた。ところが今、政府の保護を失い市民権を享
受し得ず、従って生まれながらに持つ筈の最低限の権利に頼るしかなくなった人々が現
れた瞬間に、彼らにこの権利を保証し得る者は全く存在せず、いかなる国家的もしくは
国際的権威もそれを譲る用意がないことが突如として明らかになった。（中略）生まれな
がらに人間に具わる人権などというものがそもそも存在するのならば、それはあらゆる
市民の諸権利とは根本的に異なった権利でしかあり得ない。この権利を発見するには、
まず無権利者の法的状態を観察し、彼らが一体いかなる権利を失っているか、そしてそ
のような権利を失ったことが何故に彼らを完全な無権利状態に陥れることになったかを
知ることが役に立つだろう。（中略）人々は長いあいだ人類を諸国民からなる一つの家族
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というイメージで想い描いてきたのだが、今や人類は現実にこの段階に到達したことが
明らかとなった  だがその結果は、これらの閉鎖的な政治共同体の一つから締め出さ
れた者は誰であれ、諸国民からなる全体家族からも、そしてそれと同時に人類からも締
め出されることになったのである。（中略）人権の喪失が起こるのは通常人権として教え
られる権利のどれかを失ったときではなく、人間世界における足場を失ったときのみで
ある。この足場によってのみ人間はそもそも諸権利を持ち得るのであり、この足場こそ
人間の意見が重みを持ち、その行為が意味を持つための条件をなしている。自分が生ま
れ落ちた共同体への帰属がもはや自明ではなく絶縁がもはや選択の問題ではなくなった
とき、あるいは、犯罪者になる覚悟をしない限り自分の行為もしくは怠慢とは全く関り
なく絶えず危難に襲われるという状況に置かれたとき、そのような人々にとっては市民
権において保証される自由とか法の前の平等とかよりも遙かに根本的なものが危うくさ
れているのである。彼らはたとえまだ無傷な文明が声明を保証してくれる場所で生きて
いるとしても、政治的には生ける屍である。 
 
（Arendt 訳書 1981、pp.271-280 より要点を抜粋） 
 
移民・移住者のような社会的に周辺に置かれている人びとは、ここにアーレントが言及
しているような状態に常におかれている。多文化・多民族化する社会の中で、その存在を
見落とされているといっても過言ではないだろう。こうしてグローバル化が進む中で、シ
ティズンシップの概念は人びとを選別し、差異化する機能を果たしながら社会を支えるシ
ステムとして強化されていった（２）。こうした社会構造の中で、移民・移住者のような外国
人はますます権利にアクセスし行使することもできず、アーレントのいう「諸権利を持つ
権利」（Arendt 訳書 1981、p.281）さえも否定されることになる。しかしながら、権利を
享受する主体の選別装置としての役割を果たしていたシティズンシップは、国民国家の枠
組みが脆弱化した後期近代社会においては、時代錯誤なものとなってはいないだろうか。
実際は、そうしたシティズンシップ概念への違和感は、まさしく移民や移住者のような存
在によって、ホスト社会へ改めて問いかけられているのである。再度アーレントの言葉を
借りて述べるならば、足場を失った移民、移住者こそが、従来のシティズンシップ概念に
何が不足しているか、何を改善すべきかについての要点について十分に把握しているであ
ろう。彼ら／彼女らの存在を単に社会的に逸脱した存在であるがゆえ社会的に周辺化され
ても仕方がないととらえるのではなく、シティズンシップの概念を再検討するために必要
な存在ととらえることのほうが、多文化・多民族化した社会においては妥当なのである。 
例えば、多民族国家であるアメリカでは、これまで人種問題といえばマイノリティ側の
問題として考えられていた傾向があった。異なる民族同士がアメリカ社会で共存・共生し
ていくためにはマイノリティである民族的少数者・弱者の差異のみに重点があてられてい
たのである。しかしながら、本来、こうした問題はマイノリティにのみ関係している問題
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ではないはずである。それはマジョリティ側の問題でもあるはずで、「暗黙の了解となって
いるマジョリティの大きな物語を脱構築する」（松尾 2007、p.30）必要があろう（３）。同
様に安達（2009）は、アメリカで主流であったこれまでの多文化主義に対して、その内容
がマイノリティである黒人に焦点をあて過ぎ、黒人のみの問題としてしまったことが偏っ
た狭隘な目的に終始してしまい、白人マジョリティを含めた主流社会の改変を妨げる「賄
賂」として機能している（安達 p.442）と批判している。日本社会においても、多文化共
生を目指すにはマイノリティとマジョリティ双方が共に取り組む必要があろう。李洙任・
田中宏（2007）は、在日コリアンを事例にあげ、彼らが日本社会でマジョリティである日
本人と共存・共栄していくためには、在日コリアンが地域社会にとってプラスの存在でな
ければならない点、また、新しい在日コリアンのあり方を模索し、新しいコミュニティを
構築するためには、日本人が一緒になって考えていかなえればならない（李・田中 p.98）
と論じている。多文化主義や多文化共生といった多文化や多民族化に関わる問題を考える
とき、どうしてもマイノリティ側の差異に収斂しがちではあるが、それでは本来の多文化・
多民族化した社会構築へ向けた議論を矮小化してしまう危険性を伴うものとなろう。 
移民、移住者のような社会的に周辺におかれた人びとの視点からシティズンシップ概念
に迫っていく理由はここにある。彼らの視点が受け入れ社会のあり方を脱構築し、さらに
は、これまでのシティズンシップ概念を再構築する礎石となる。先の日本社会における排
外主義とも関連づけるならば、排外主義の抑制策を考えることは、日本の社会制度を根幹
から見直すことにつながっていく。それはこれまでのような文化的な差異や多様性のみへ
の注目が正当性をもっていたことで蔑ろにされていた社会的、経済的な側面への注目によ
って、より一層、移民・移住者のような外国人が安定した生活を送ることを促進し、社会
参加が保障されるような社会への転換が可能となってくるだろう（永吉 2013、p.13）。 
 
第２節 多文化社会・多民族化した社会におけるシティズンシップ 
 国際的な人口移動の増加は、これまでの単一的な国家のあり方を多様で複雑性をともな
うものへ変容させた。また、国家を構成する人びとについても、これまでの同質的な集団
から異質な人びとを多数含む集団へと、その構成要素を大きく変容させている。このよう
な異質な人びと同士が共存する社会においては、社会的少数者が生まれることは必至であ
る。そして彼（女）らは社会から排除され、周辺化されてしまう。かつて確固たる存在で
あった国民国家は今やその力は弱体化してしまったが、こうした社会的少数者が生まれた
場合でも、国民国家は彼らを寛容に受け入れ包摂していた。しかしながら、現在はそうな
っていない。主体の多元化に伴い、多様な価値観の存在が、これまで確信が持たれていた
価値観や考えを根底から覆し、その多様性や差異ゆえに社会の主流から逸脱する人びとを
多く生んでしまい、包摂しきれなくなってしまった。これが後期近代社会に入り迎えた排
除型社会の始まりである。ここに移民、移住者のような存在は社会的逸脱者として位置づ
けられ、彼らのシティズンシップは受け入れ社会では優先順位が低いものとされた。 
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 とはいえ、後期近代社会に入り国民国家の枠組みが解体しつつあり、多文化・多民族化
した社会への変容を遂げているなかで、従来のシティズンシップの概念の再定義は不可避
なものとなっている。岡野八代（2003）が指摘しているように、移民、移住者のような「シ
ティズンたり得ない者たちの領域とされてきた領域をも視野に入れた新しいシティズンシ
ップの概念を模索すること」（岡野 p.188）が今まさに必要とされているのである。シテ
ィズンシップの内容は、これまでのような抽象的かつ均質的な性質のものではなく、状況
に依存した多様性を考慮したものでなくてはならない。とりわけ検討すべき点は、人種・
民族やエスニシティ、階級、ジェンダー、セクシュアリティなどの多様な規定を有する諸
個人のアイデンティティを承認することのできるシティズンシップが求められている（フ
レイザー 2003、p.60）。特に、これまでのシティズンシップの性格は、主権国家との関係
性において、「個人の人権を国民としての規定性に押し込め、外国の移民に対する管理権を
強化しようと」し、「国家は市場のグローバリゼーションを推進する担い手としてグローバ
ル資本の活動の制度的な整備を図るにもかかわらず、労働力移動に関しては国家的な制約
を強化しようと」した。「だが他方で、主権国家は超国家的な人権レジームが整備されると
ともに、この国際人権レジームを仲介する機関としての任務を果たすように強いられ」て
いた（斉藤 2003 p.62）。これからのシティズンシップは、超国家的な観点に基づき、国
家（国民）として規定されたものではなく、可能な限り制約や制限も受けず、個々の多様
性を最大限考慮しながら、排除や差別の根拠とならないようなシティズンシップ概念を提
示していくことが肝要となってくる。そのためには何をなすべきか。まず重要なことは、
移民や移住者のような社会的少数者集団の「声」を拾い上げ、彼ら／彼女らを脱周辺化す
ることである。 
近年、こうした動きに関連して、同化ではない社会統合という概念が移民受け入れ国で
は積極的にすすめられている。そのような中でシティズンシップも周辺から多様な「声」
を集約しながらその概念を再構築することも可能になっている。先に紹介した松尾は、ア
メリカの多文化主義に基づきながら、マイノリティを排除しない、また、同化ではない社
会統合のあり方を、多様な声を拓くことで可能になることを次頁の図２において示してい
る。 
 多文化・多民族化した社会において、シティズンシップの概念は、過去にあるような「誰
が市民となりえるのか」という国民国家の構成員資格を追求するだけの形式的なものでは
なくなっている。こうした上からの官製的なシティズンシップは結果として排除を生むか、
同化を強制されるかという二者択一を迫るだけなのである。今日のように人びとの移動が
常態化し、メンバーシップの境界が曖昧になりつつある社会では、国家や国籍に基づかな
いシティズンシップのあり方が必要とされるだろう。それは、これまでのシティズンシッ
プの概念を脱するものであり、より実質的なシティズンシップの内容に近づくものとなろ
う。 
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図２：社会統合理念の展開 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（松尾 2007、p,112 の図 6-1 より） 
一つの声に収束する力 
monoglossia 
多様な声を拓く力 
heteroglossia 
 
本質主義 
essentialism 
 
脱本質主義 
post-essentialism 
同化主義（assimilationism） 
融合主義（amalgamationism） 
文化多元主義（cultural pluralism） 
 
多文化主義 
multiculturalism 
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注釈 
（１）例えば、「国民」とはフランス革命時においては「人は自由かつ権利において平等な
者として生まれ、存在する」と謳い、人間的諸権利の普遍性を謳いながらも、この権利を
十全に享受できるのは国民国家において国籍をもつ者に限られていたとされてきた。つま
り、国民国家は誕生のときから、排他性を一つの要素としていたといえよう（立石・篠原 
2009、p.004）。 
（２）同上書（p.011）参照のこと。 
（３）松尾知明（2007）は、民族問題や人種問題を含んだアメリカの多文化教育が現在大
きなパラダイム転換を迎えていることを指摘し、そのひとつの要素に「白人性（whiteness）」
を問うことを挙げている。つまり、白人性というものが、アメリカ社会の中で、意識化さ
れない文化的な規範や構造的な特権を形成し、自己や他者や社会をみる視点を規定して（松
尾 p.56）いることに注目し、その構造を転換することも多文化教育の中で目指すべき内容
であると言及している。要するに、多文化・多民族化に関わる問題は、マイノリティ側の
問題という視点だけで解決しようとしても困難であり、マジョリティ側の問題としても受
け止める必要があるということである。 
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第２部 ポストナショナルな時代におけるシティズンシップとは 
 
第４章 シティズンシップの概念・定義 
 
第１節 T. H. マーシャルのシティズンシップ概念をめぐって 
本節では、国民国家の枠組みの弱体化によって迎えたポストナショナルな時代における
シティズンシップの概念について考察していく。シティズンシップの概念については、す
でに多くの論者が議論しているところではあるが、国民国家の解体がすすむ中、国家に基
づく制度としてあるシティズンシップはどのように再概念化される必要があるのであろう
か。国家に基づかないシティズンシップなどありえないという考えもあろうが、では、従
来通りの国家に拘束されたままのシティズンシップの概念のままで、現在の多文化・多民
族化した社会では問題なく調和するのであろうか。おそらく、結論を先取りして言えば、
もはやシティズンシップは国家に基づいて実現されるものではないだろう。多様な価値観
や異なる人々で織り成されている社会において、シティズンシップの概念やそのあり方に
ついては、さらに踏み込んだ議論が必要となろう。ここでは、そうした議論の試みとして、
現代的なシティズンシップ概念の軸を確立したとされる T. H. マーシャルの議論を中心に
用いながら、その概念について接近してみたい。 
 まず、マーシャルは、その古典的著作『シティズンシップと社会階級：原著＝
CITIZENSHIP and SOCIAL CLASS』（1993）の中で、シティズンシップを 3 つの要素に
分類している。それが「市民的要素」、「政治的要素」、そして「社会的要素」の三要素であ
る。第一の要素である「市民的要素」とは、「個人の自由のために必要とされる諸権利から
成り立っている」とし、具体的には「人身の自由、言論・思想・信条の自由、財産を所有
し正当な契約を結ぶ権利、裁判に訴える権利」などのことであり、それらは市民的権利と
直接結びつくものとされている（Marshall & Bottomore 訳書 1993、p.15）。特に、これ
ら市民的権利が形成された時期は 18 世紀とされ（同上書 p.19）、思想や宗教、市民革命
などさまざまな面での個々人の自由が尊重されることが重要であると社会が認識し始めた
時期であった。また、市民的権利の物語は当時すでに存在しており、共同社会のすべての
成人成員に与えられているとみなされた地位身分に対して、新しい権利が徐々に付け加え
られていくような状況であった（同上書 p.23）とされている。ただし、ここでいう「すべ
ての成人成員」とは「すべての男性成員」ということに留意する必要がある。なぜなら、
マーシャルがこのように定義した時代は、国家という枠組み内での同質的な社会  より
狭義にはイギリス社会  を前提としており、そこには移民・移住者のような外国人、女
性、子ども、障がい者などは含まれていなかった。続いて、第二の要素である「政治的要
素」がある。これは端的に言えば、選挙に関わることである。つまり、政治的権威を認め
られた団体の成員として、あるいはそうした団体の成員を選挙する者として、政治的権力
の行使に参加する権利（政治的権利）のことを意味している（同上書 p.15）。この政治的
42 
 
権利の形成は 18 世紀に始まった市民的権利から派生し、19 世紀に始まったとされている
（同上書 p.24）。特に、18 世紀の時点で、政治的権利は民主主義的シティズンシップとい
う観点からその分配の面で多くの欠点を持っていた。具体的には、当時の政治的権利は限
られた経済的階級の特権であり、「特別な成人男性」にのみ独占されていた状態であったた
め、それを解く必要があったのである。最後に、第三の要素である「社会的要素」がある。
この形成は 20 世紀に起こった。その内容は、社会的権利とされ、経済的福祉と安全の最小
限を請求する権利に始まり、財産を安全に分かち合う権利や、社会の標準的な水準に照ら
して文明市民としての生活を送る権利に至るまで、非常に広範囲の内容を補っている権利
のことである（同上書 p.15）。例としては、貧民の救済（１）や労働条件の改善と労働時間
の短縮など（２）、そして将来の国家を担う成人（市民）の育成に必要な教育などが挙げられ
る。ただし、ある特定の人  ここでは成人男性  の社会的権利を過剰に保証すると、
その特定の集団のみが一定の力  権力  を持つことになり、移民や女性などのそれ以
外の人びととの間に格差を生むことになるだろう。次の図はマーシャルの提唱したシティ
ズンシップの三要素の進化について簡単にまとめたものである。 
 
図３： 
 
 
 
このようにマーシャルは「市民的権利」、「政治的権利」そして「社会的権利」の三要素
が時代とともに進化し、系統的に発展していったとしている。しかしながら、シティズン
シップの発展は、実際にはマーシャルが述べているような単純なものなのだろうか。場合
によっては三要素が重なり合いながら、重層的に存在することもあろう。あるいは、三要
素が互いに競合し合いながら存在することも考えられるだろう（３）。おそらく、マーシャル
もこの三要素が、それぞれ完全に分断されて発展していたとは考えていなかったかもしれ
ない。なぜなら、亀山俊朗（2003）が指摘しているように、マーシャルがこの三要素間の
葛藤、とりわけ社会的権利と市民的権利の緊張関係を強調していたとしているように（亀
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山 p.256）、三つを単純に単線的に発展したととらえていないのかもしれない。 
次いで、マーシャルのシティズンシップ論で特徴的なのは、不平等を生む社会システム
としての社会階級に対し、シティズンシップがその不平等を是正する役割を担うことにな
ると述べていることである。こうした考えが起点とし、マーシャルはシティズンシップに
ついて次のように定義している。 
 
シティズンシップとは、ある共同社会の完全な成員である人びとに与えられた地位身分
である。この地位身分を持っているすべての人びとは、その地位身分に付与された権利
と義務において平等である。（原著：Citizenship is a status bestowed on those who are 
full members of a community. All who possess the status are equal with respect to the 
rights and duties with which the status is endowed） 
 
（Marshall & Bottomore 訳書 1993、p.37） 
 
 しかしながら、これにはいくつかの矛盾点がある。マーシャルがこれを定義した時代背
景は、第二次世界大戦直後のイギリス社会である。当時のイギリスは非常に階級的な社会
であったと考えられるが、そのような社会において、万人が平等であり続けることは不可
能である。例えば、労働場面における雇用者と被雇用者の関係などからも想像がつくよう
に、階級間における衝突が頻繁に起こっていたと考えられる。石沢真貴（1997）は、マー
シャルがシティズンシップの原理と資本主義における市場原理との緊張関係を捉えている
点に注目し、社会階級における不平等を内包している資本主義に対し、シティズンシップ
は諸権利の平等な分配を求めているがゆえ、その不平等を解消する装置として機能すると
考えている点を指摘している（石沢 p.24）。換言すれば、マーシャルは非常に素朴ではあ
るが、シティズンシップの理論は不平等な社会階級を平等にすると考えていたのである。
しかしながら、先にも述べたように、当時のイギリスは階級社会であり、そこには明らか
に圧倒的に権力を持つ階級と、そうではない階級との階級間の権力関係が存在していた。
そして、こうした社会では、圧倒的に力のある階級集団がさまざまことを決定し、力のな
い階級集団はその決定に従わざるをえない状況となっている。おそらくシティズンシップ
の内容についても同じであり、力のない層はシティズンシップ概念から排除され、そこへ
アクセスすることも制限されるだろう（４）。つまり、マーシャルはこうした階級的な社会に
おける権力関係の存在を見落としていたのである。ヤング（Young, I. M. 1996）は、社会
の集団とは社会的諸関係の産物であるがゆえに、私たちの集団の中で、ある人びとには特
権が与えられている場合、他の人びとは抑圧されている状況にあると言及している（Young
訳書 1996、p.110）。多文化・多民族化した社会を考えると、ホスト社会側の人間は特権
化された集団であり、移民や移住者のようなホスト社会につながりのない諸集団は、常に
ホスト社会の中で抑圧されている状況下にいるということになる。そして、ヤングは「抑
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圧」とは次の 5 つのポイントがあると指摘する。 
 
〈抑圧とは何か 5 つのポイント〉 
① 搾    取：集団の構成員の仕事や活動が生み出した利得が、他の人々のところ    
         へ行ってしまう一方、相互的に他の人々の利得がその集団の構成員 
         の利得とはなることがない場合。 
② 周 辺 化：集団の構成員が主要な社会的活動への参加  われわれの社会では 
         基本的には職場への参加であるが  から排除されている場合。 
③ 無 力 化：集団の構成員が他の人々の権威の下で生活を営み働いており、その 
         権威を超えて働く自律性や権威をほとんど有していない場合。 
④ 文化帝国主義：集団としてステレオタイプ化されており、その集団の構成員の経験 
         や状況は一般的には表面に表れてこない。また社会的事象に関する 
         自分自身の経験や視座を表明する機会がほとんどなく、それらに耳を 
         傾ける者もほとんどいない場合。 
⑤ 暴    力：集団の構成員が、集団に対する増悪や恐怖感に由来するいわれのない 
         暴力や絶え間のない嫌がらせを受ける場合。 
 
（Young 訳書、1996、p.110 より） 
 
 社会的にマイノリティ集団とされる移民・移住者のような外国人は、日常的にヤングが
指摘する抑圧の 5 つのポイントすべてに遭遇しているといっても過言ではない。例えば、
労働の場面では、彼らは常に搾取や無力化を強いられている。また、多くの国では政治的
権利の選挙権などが認められないがゆえ、政治的社会参加の周辺におかれている状況であ
る。さらに、前章でも述べた通り、彼らの存在はヘイトスピーチやヘイトクライムなどの
暴力の標的にされ、主流文化の中でそれぞれ固有の文化についても否定されがちである。 
シティズンシップの三要素それぞれについても、特権化は大きな影響をあたえることに
なるだろう。特権を与えられるのは、その社会  国家  にとっていわば有益な存在で
あることが多いからだ。ここでは個々人と社会（国家）の関係性が大きくかかわってくる。
マーシャルは自身のシティズンシップの定義でも述べているように、共同社会の完全なる
成員にさまざまな権利を付与することを約束していた。なぜなら、当時は社会（国家）と
個人の結びつきが非常に強かったからである。アンソニー・ギデンズ（2005）が社会  つ
まり国家のこと  とは人々を規制的にコントロールする組織である（ギデンズ p.17）と
述べているように、人びとは国家の支配下にあり、その関係は密接に結ばれていた。しか
し、こうした両者の互酬的な関係性は、近代社会では自明の理であると認識されていたが、
多文化化、多民族化した社会においてはそうした関係性は明らかに崩壊しつつある。つま
りは、マーシャルのシティズンシップ理論はナショナルなものであり、国民国家内部の、「す
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べての成人成員」に含まれていない存在  例えば、移民・移住者、女性、貧しい人々な
ど  を排除している視点やその構造については言及されていないのである（石沢 1997、
p.26）。よって、次にここでは民族的に社会から排除されている存在としてある移民・移住
者、そして、ジェンダーの視点から排除されている女性に注目し、マーシャルのシティズ
ンシップ理論に対してさらに踏み込んでいきたい。 
 第一に、マーシャルがシティズンシップ論を提唱した時代は国家の存在が確固としてあ
り、個人と国家は互いに密接で互酬的な関係性をもっていた。ゆえに、当時の国民国家に
おけるシティズンシップのあり方は国籍とほぼ等しいものとして理解されていたため、現
在のように移民・移住者のような国籍を異にする存在が同じ社会の中で生活することにな
るとは予測不可能であったであろう。石沢（1997）は、こうした国民国家の枠組みが健在
であった時代におけるシティズンシップに関して、ブルーベイカーが指摘した 6 つのポイ
ントについて以下に整理している。 
 
〈国民国家におけるシティズンシップの 6 つの要件〉 
① 成員間の平等 
② 国家の神聖性 
③ 民族・文化コミュニティへの帰属 
④ 意思決定における民主主義の原則 
⑤ 単一国籍の原則 
⑥ シティズンシップ所有者への社会的見返りとしての福祉コミュニティの実現 
 
（石沢 1997、pp.26-27） 
 
 ここからも分かるように、シティズンシップを持つということは、一国家への忠誠と帰
属心を求められ、その代わりに、さまざまな諸権利を付与され、あらゆる公的場面に参加
し、平等に扱われることが担保されていたのである。しかしながら、時代は変化し、国民
国家は移民、移住者のような外国人を多く受け入れ、社会が多文化・多民族化するといっ
た新たな局面を迎えるようになった。すでに述べたように、現代の国際移動において最も
多いとされる「トランスナショナルな移民」は、新しい生活の場を求め移住し、移住先の
社会に定着する傾向がある。彼らは、グローバル市民や世界市民（コスモポリタン市民）（５）
とは異なり、移動・移住した先で長く生活をすることを好む。特に、こうした移民・移住
者の流入はそれまでの福祉国家としての国のあり方に大きな影響を与え、その崩壊を迫る
ようになる。従来の福祉国家政策は「正規雇用の男性中心とした雛型」（亀山 2003、p.253）
で成り立っており、当然のことのように女性、高齢者、障がい者、外国人などの存在は除
外され、制限されていた。つまり、現在における移民、移住者の増大は、従来の福祉国家
の存続に赤信号を提示しているのである。 
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第２節 マーシャルのシティズンシップ概念を超えて 
 このように、現代社会において異なるエスニシティをもつ移民、移住者の存在はシティ
ズンシップの概念の変容を迫っている。それはこれまで絶対的であった国籍の価値を低下
させ、脱国民化・多元化によって国のあり方を根本から転換し（ブルーベイカー 2005、
p.233）、その結果、国籍を脱神聖化（ブルーベイカー 2005、p.235）することになった。
その一連の内容をまとめたものが次の表２である。 
 
表２：一国内におけるエスニシティ×シティズンシップの変容 
 過 去 現 在 
エスニシティ 単 一 複 数 
 
シティズンシップ 
 
調 和 
安 定 
包 摂 
 
階層化 
競 合 
排 除 
 
国家のあり方 
（福祉国家） 
 
一元的 
（安 定） 
 
多元的 
（不安定） 
 
国  籍 
 
有価値・重要 
神聖化 
 
価値・重要性の低下 
脱神聖化 
 
 例えば、トーマス・ハマー（Thomas Hammer）は、こうした移民や移住者の増加によ
る国家の変容、それにともなうシティズンシップのあり方について「デニズンシップ
（denizenship）」という新たなシティズンシップの概念を提示している。ハマー（1990）
によれば、デニズンとは「合法的な永住者としての資格を持つ外国籍住民のこと」（the term 
of denizen will be used here for persons who are foreign citizens with a legal and 
permanent resident status）（Hammar 1990, p.15）と定義している。居住する国や社会の
国籍は持たないものの、その社会に長期ににわたり居住しているという実績を持ち、すで
に、そこでの安定した生活やその社会に溶け込んでいるという、本来そこに住んでいる市
民と何ら変わりない実態をもつ人びと（デニズン）に、国籍保持者と同等レベルの市民権
を付与しようとする考えかたである。これは、移民・移住者を多く受け入れているヨーロ
ッパ諸国では一般的になっている考え方である。これは、「居住」という実態に基づいた見
解からの発想であり、現状に即したものであると考えられる。シティズンシップには、国
籍を持っているか否かを問う形式的な概念と、実際に生活をしている場において諸権利を
認めるべきであるとする実質的な概念の、大きく分類すると 2 つのタイプがあるとされる
が、ハマーの定義は後者に相当するであろう。国籍とシティズンシップが等値ではないよ
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うな状況において、ハマーの定義するデニズン的なシティズンシップのあり方は、外国籍
住民が増加している現状において、彼ら／彼女らの権利保護という点からは、多文化・多
民族化した社会におけるシティズンシップを定義する際、参考にすべき点が多々あるので
はないだろうか。 
 しかしながら、現実的には未だシティズンシップは国籍と等値とされているがゆえ、移
民、移住者のような外国人は、定住先の社会ではそのエスニシティを受け入れられること
は少なく、排除されている場合が一般的である。クリスチャン・ヨプケ（Joppke 2008）
は、エスニシティの中でも、それぞれの民族がもつ固有の伝統的文化に関わるものへの排
除が増加していることについて指摘している（６）。こうした移民排除の風潮は、特に、2001
年 9 月 11 日に起こったアメリカ同時多発テロ以降、顕著となっている。ただし、人口の流
動性が常態化しつつある時代では、これまで揺るがなかった国籍に基づいたシティズンシ
ップを想定するのは現実的ではなく、その他の実際的な動的要因、例えば、移動や移住を
考慮したシティズンシップのあり方を検討する必要があろう。そのような場合、シティズ
ンシップを考えるうえで留意すべき点は、移民・移住者の社会的、経済的権利までシティ
ズンシップの及ぶ範囲を拡大して検討する必要がある。単に移民・移住者のもつ異なる差
異に基づくエスニシティを承認するだけでは十分ではない。つまり、ナンシー・フレイザ
ー（Fraser）が提示しているように、過度に文化相対主義的な多文化主義にありがちな文
化的差異の承認（recognition）だけではなく、社会経済的な不平等を是正するような再配
分（redistribution）の要求についても考慮する必要があろう（Fraser 訳書 2003、p.263）。
本来、多文化主義のあるべき姿とは、文化的差異を認めるだけではないはずである。もし、
それだけに留まれば、それは個人主義に基づく、それぞれの個々人が持つ差異  例えば、
階層やジェンダーなどの社会的不平等の構造を温存させ、それらの不平等が権力のヒエラ
ルキーを再生産することに貢献してしまうことになるだろう。つまり、本来あるべき多文
化主義の姿とは差異の尊重ではなく、移民・移住者のような存在が積極的に受け入れ社会
に参加できるように、受け入れる社会側が彼ら／彼女らのアイデンティティや慣習に配慮
して社会制度を変革することが期待されているのである（キムリッカ 2012、p.239-240）。 
 次に、ジェンダーの視点から、マーシャルのシティズンシップ概念について簡明に見て
いきたい（７）。マーシャルのシティズンシップ理論のなかで、当時の時代的背景から予測不
可能であったエスニックな移民・移住者の存在を無視していたことに加えて、もう一点、
不足している視点はジェンダーの視点である。なぜ、マーシャルはジェンダーの視点を欠
いてしまったのであろうか。その理由は、当時の多くの研究者が、ジェンダーの視点につ
いては現在ほど重点をおいていなかったということが大きく影響していると考えられる。
マーシャル自身も、彼自身のシティズンシップの目的として「すべての人がジェントルマ
ンになる」（Marshall & Bottomore 訳書、1993、p.7）ことをめざしていたという言葉から
も想像がつく。それは、市民的、政治的、社会的諸権利の発展についても、女性への普及
は圧倒的に男性に対するよりも遅く、これらの諸権利はいまだ不平等に分配されている
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（Marshall & Bottomore 訳書、1993、p.158）という現実からも明らかである。それは政
治の分野では女性の参政権の問題や女性議員の少なさについても言えるであろうし、労働
の分野では昇進や雇用、男女間の賃金体系の違いなどからも、その平等への道のりは遅々
としている。 
 こうしたジェンダーの視点を欠いたマーシャルのシティズンシップ理論への批判論者と
して登場するのがヤング（Young, I. M.）である。彼女はマーシャルのシティズンシップ概
念を含め、これまで普遍的とされてきたシティズンシップ概念は女性集団を排除している
ことを指摘している（Young 訳書 1996、p.103）。その背景には、女性を公的な領域から
排除したことがその要因としてある。当時のブルジョア社会では、公的領域は主に理性的
存在とされていた男性によって独占されていた。一方で、男性と対抗軸に置かれていた女
性は、主に感情や欲望、身体的ニーズを満たす存在とされ、公的領域に対し家庭や家族中
心の私的領域に追いやられることとなった（同上書 p.102）。この時点で、男女の公私分
業化が固定された結果、女性は市民としては不十分な存在であると認識され、シティズン
シップとは無関係であるとされてしまったのである。こうした女性の周縁化、無能力化が、
女性をシティズンシップ概念の枠組みから外してしまい、現在でもなお女性が「二流市民」
（second citizen）として認知されるに至っているのである。 
 しかしながら、今日の社会では、シティズンシップの概念を検討する際には、ジェンダ
ーの視点を避けることはできない。公的な場から女性を排除し、女性を抑圧するような状
況は改善する必要があるということは、すでに人権の立場から重要な視点として世界中で
認知されている。それでは、女性自身を脱周縁化し、彼女たちの考えや意見、そして経験
を拾い上げるためには、シティズンシップ概念をどのように再構築すべきであろうか。ヤ
ングは、こうした状況改善の一案として、普遍性を求めない「差異化されたシティズンシ
ップ」（differentiated citizenship）の構築を提案している（同上書 pp.99-102）。先に述
べた移民・移住者についても同様であるが、社会の中で無視されてしまいがちな存在であ
る集団の差異に注目したシティズンシップ概念が、今日求められているのである。そして、
それら周縁化されてしまいがちな集団が、公的な場において、それぞれの経験や視座が生
かされるような配慮が社会には求められていると言及している（同上書 p.112）。いわば、
下からの多様なシティズンシップ概念の要求である。ただし、ブルーベイカー（2005）が
差異の強調に対して慎重さをもつよう警鐘を鳴らしているように、過度に差異化を強調す
るあまり、国家の成員としてのメンバーシップ（成員資格）が疎かになるという側面も認
識しておく必要があろう（ブルーベイカー p.284）。 
 以上、マーシャルのシティズンシップ理論について省察してきた。社会が多文化・多民
族化の様相を呈するようになった現在においては、国籍とほぼ等値として考えられてきた
シティズンシップの意味は衰退し、そうした変容にそぐわないものとなってきたことは明
らかである。シティズンシップが近代国民国家の発展と密接な関係を持っていた時代にお
いては、シティズンシップは多くの人びとにとって上（国家）から一方的に押し付けられ、
49 
 
付与されるものとして理解されていた。しかしながら、このようなある種の非選択的で非
自発的な性質を有していたシティズンシップは、国民国家の枠組みが弱体化し、社会が多
元化していく中では、個々のさまざまな状況を考慮していく必要があるのではないだろう
か。それは、過去のようにシティズンシップと国民国家をつなげず、特定の価値観や支配
に拘束されない、国民性やナショナリズムから完全に解放された軽いシティズンシップ
（Joppke 2013、pp.238-239）のような資質が必要となってくるということなのであろう
か。 
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注釈 
（１）しかしながら、当初、実際には救済されることによって、（救済を施される）人びと
は、労役場に収容されることになったり、政治的権利を失うなど、シティズンシップとい
う地位身分から切り離されるなど、市民であることをやめる結果となった（Marshall & 
Bottomore 訳書、1993、pp.30-31）。 
（２）当時、労働条件の改善と労働時間の短縮をもたらした工場法が制定されたが、それ
は市民としての地位身分を尊重するという点から、つまり、自由な雇用契約を結ぶという
市民的権利との兼ね合いから、あまり強くできなかったということである（Marshall & 
Bottomore 訳書、1993、pp.31-32）。 
（３）例えば、社会的権利は政治的権利以上に人間が基礎的な生活を送る上で重要な事柄
を含んでいるので、政治的権利以前に人びとの間で求められていた可能性も考えられる。
詳しくは注釈の（１）、（２）を参照のこと。 
（４）ブルーベイカー（2005）は、移民や移住者を例にシティズンシップは閉鎖の道具で
あるとともに閉鎖の対象
、、、、、
（傍点は筆者）でもあるとし、社会的に周辺におかれている者は
それへのアクセスすら認められていないとしている（ブルーベイカー p.59）。 
（５）現代の国際移動という観点に焦点を絞って言えば、グローバル市民については小泉
（2005）が指摘しているように「国境には煩わされずに動く高度な技術者、経営管理者の
こと」をさす。つまり、国家にとらわれない脱国家的なアイデンティティを持つ人々のこ
とをいう（小泉 pp.23-24）。コスモポリタン市民についても似たような意味を持つが、特
に、ヒーター（2002）は、その意味を人間は地球の環境や他の人間、植物・動物すべてに
対しても責任をもつといった道徳的な教訓を受け入れるのが世界市民であるとし、それに
則って生活する人々のことだと定義している。そして、超国家的な政治的権力や政治的活
動の必要性を信じ、そうした活動に自ら積極的に関わっていく人たちとしている。ただし、
この定義は理想的で実現することは難しいとしている。 
（６）例えば、ドイツの公立学校ではイスラム人女子生徒のスカーフ着用の禁止など、宗
教的なシンボルを公的な場所から排除する傾向が強くなっている（Joppke 2008, p.540）。 
（７）具体的には次章で詳しく述べている。 
 
51 
 
第５章 ネーションフッド（nationhood）からパーソンフッド（personhood）へ 
 
第１節 多様性や差異を配慮したシティズンシップへ 
国民国家を維持する装置として定式化されていた近代のシティズンシップ概念は、想像
した通り、国民国家を創造し、国民や国民としての意識を醸成し、またそれらすべてを補
完するための「包摂／排除の装置」（高橋 2011、p.253）として機能した。特に、こうし
たナショナルな側面を多分にもつシティズンシップに対しては、2 つの批判がなされている。
1 点は、「国民」ではないものを「他者」として排除しようとする、排他性とそのナショナ
ルな論理に対して。もう 1 点は、包摂の過程に、「国民」を国家にとって望ましい「主体」
として創出しようとする特定の政治性や権力の介在を見出している点である（同上書）。実
は、これら 2 つの批判ポイントは表裏一体の関係にあると言っても過言ではない。つまり、
国民国家という存在は、その根底に文化的、民族的、あるいは政治的に同質性の基礎を築
いているのであるが、そういった同質性に特定の政治性や権力をもって個々人を導き（包
摂し）、同時に、同質でないものを浮き上がらせ排除するという作業を繰り返しているに過
ぎないのである。この包摂と排除の繰り返しが、多文化・多民族化した社会においては、
国民かそうでないかという二者択一に陥り、国民内部の多様性や差異を無視したシティズ
ンシップを自明のものとしていたのである。とりわけ、国民内部の差異を捨象することは
かつてのシティズンシップ概念の閉鎖性を際立たせることになる。 
そうは言っても、依然として、シティズンシップはコミュニティの成員資格を問うもの
であることには変わりはなく、必然的にそのコミュニティから排除されるものを生み出す
ことになる。それは、シティズンシップの特徴でもあるように、一方では人びとの平等を
保障するものであるが、他方では人びとをコミュニティから排除する論理として機能する。
誰を、どのように包摂するのか、あるいは排除するのか。誰を「二級市民」として序列化
し、「非市民」として政治共同体の外部へ排除するのか。そういたことを決定づけることが
シティズンシップの役割となっている。 
しかしながら、本稿で取り上げるような移民・移住者を国民国家が受け入れるようにな
ったことで、従来のナショナルなシティズンシップ概念に変容が迫られるようになった。
それは、これまでの同質的な社会の中における〈他者〉として移民・移住者が位置づけら
たことの問題が明らかになってきたことによる。この〈他者〉という存在は、国家の内部
では、包摂／排除のグレーゾーンにおいて、きわめて不安定な存在として繋留されている
（高橋 2011、p.256）。つまり、〈他者〉という存在は、従来のシティズンシップ概念から
説明すると、差異化され、差異ゆえに他者として創出され、結果として排除されてしまう
存在ということになる。さらに、そうした排除を避けるためには、望ましい「市民」とな
るべく、他者は自己を変容させることを強制されるのである。このような社会的に抑圧さ
れているような状態である移民、移住者の存在を考えると、シティズンシップの概念はよ
り他者へ開かれたものへと変容する必要があるのである。それは、シティズンシップをナ
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ショナルな位置から脱却させるために、シティズンシップをより開かれた公正なものとし
て再構成するため、成員資格の「脱国民化」や「多文化主義」あるいは「差異」といった
問題が、シティズンシップをめぐる議論のなかで積極的に論じられるようになったことか
らも明白であろう。こうして、「政治的文化変容」（political acculturation）を要請した移
民の存在（ハーバマス 1996、p.201）は、国民国家という枠組みを脆弱化させるのに大い
に影響を与えることとなり、これまでの主に国籍を意味していた形式的なシティズンシッ
プのあり方を衰退させ、無意味化し、そして無価値化することとなった。そして、シティ
ズンシップの新たな意味の修正を迫っている。すでに国際政治学の分野では、1980 年代以
降の世界の経済分野を中心としたグローバル化の進展、さらに、2001 年に起こった 9.11 ア
メリカ同時多発テロ以降、従来の国民国家・主権国家秩序という枠組みでは世界はもはや
把握できないとした、政治共同体の変容が言われている（山崎 2005、p.81）。そうした意
味では、これまでの国民と等値とされてきたシティズンシップ概念は、その語意や国民と
の結びつきの関連性を改める必要があろう。つまり、私たちは、国民国家の枠組みの崩壊
が始まっている今、まさにそうした事実を受け止め、その概念について再検討する必要性
を迫られているのである（ハーバマス 1996、p.185）。このような動きは、特に移民・移
住者のような民族的少数者の存在、あるいは、フェミニズム運動などにより活発化した「新
しい社会運動」（１）がきっかけになったとも言われている（木前・亀山・時安編 2011、p.42）。
平等であり、同質であったはずの社会が、実にさまざまな差異や多様性から成り立ち、そ
れら差異や多様性ゆえに社会から排除され、無視される人々や集団から、マジョリティ側
社会への厳しい批判や要請を受けることになった。それが同時にシティズンシップ概念へ
の再検討も迫ることとなったのである。もはや、今日においてシティズンシップは、形式
的な地位や国籍などを示すものではなく、個々の〈生〉のあり方に基づきながらその意味
を考える必要があることを要請しているのではないだろうか。移民・移住者のような差異
化された他者の存在が、「国民」という枠組みをより一層複雑化させてきたということは明
らかである。シティズンシップも同様に、その程度をめぐって「国民」の内部がより一層
グラデーション化されることとなり、〈他者〉という存在がナショナルな論理を超えて全面
化してくることになってきた（高橋 2011、p.264）。それは、つまりそれぞれの状況を考
慮しながら、シティズンシップの概念を再検討する必要があるということを示唆している。 
かつて、個人と国家の関係性は一対一であった。しかしながら、移民や移住者の増加は
こうした関係性を崩壊させ、より複雑化させることとなった。こうした状況はシティズン
シップの概念自体にも抜本的な転換を要した。そもそも、シティズンシップは「人民」に
「遍く
あまねく
」保障される普遍的権利として構想されていた。しかし、一般的に現代のシティズ
ンシップは、国家の制度と結びつけられ、国家への所属と成員性を示すものと解釈される
傾向がある。シティズンシップという用語を「国籍」という意味で用いる国家も多いとい
う理由もこのためである（石川・渋谷・山本編 2012、p.6）。換言すれば、移民、移住者
の存在は、国民国家に基づいていたシティズンシップの概念そのものを解体したのである。 
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このように、シティズンシップ自体が国籍という意味を失い、確固たる民族的・文化的
なアイデンティティに基づくものではなくなった今、その支柱となるものは、より個人へ
向かうことになる。そして、個人が地域社会や国家などさまざまなレベルの社会へ関わる
ことでシティズンシップの条件が定まってくることになるだろう。こうして、より複雑化
してきたシティズンシップのあり方について、デレック・ヒーター（Heater）は「われわ
れが市民権概念の複雑化を、包容力をもって受け入れ、かつ柔軟になされた定義を有効な
ものとして受け入れる度量をみせないかぎり、その歴史的発展の軌跡を否定し、市民権に
関する空理空論を維持し、市民権の今後の発展を押さえつけてしまうことになるだろう」
（Heater 訳書 2002、p.196）と注意を喚起し、それへの応答として多重市民権（Multiple 
Citizenship）（２）という新しいシティズンシップの考えを提唱している。その背景には、何
度も繰り返し述べているように、移民や移住者の増加などによる国家間における個人の移
動が国民国家のあり方を複雑化し、そうした状況を理解したうえでシティズンシップの概
念を構築し直さないと乗り越えることが難しい問題（３）が起こってしまうという現実がある
からである。私たちは、もはや、一つの国や組織のみにつながっているような存在ではな
く、さまざまな社会や組織につながり、さまざまな場面で活動している存在なのである。 
こうした無数のシティズンシップを有するようになった個々人のシティズンシップは、
どのように体系化されているのであろうか。ヒーターは個々人に重なり合うように存在す
るシティズンシップ  多重市民権  について次頁の図４のように整理している。 
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図４：重なり合うシティズンシップの体系図 
 
 
 
 
 
（Heater 訳書 2002、p.226 を参考に筆者作成） 
 
 
 ヒーターによれば、シティズンシップの重なりは、無数の自治体からなる広い層（図４
では市民社会の層）からはじまり、その上に州や地域が築かれ、そのまた上に単一国家が
あるとしている（Heater 訳書 2002、p.226）。さらに、国家レベルの上には世界市民とな
るようなグローバルレベルのシティズンシップが想定されている。ヒーターはコスモポリ
ス的な考えについても「世界市民権」として  実際には世界市民という実態を理論上想
定することは困難であるが、近年は世界市民権の存在を肯定するような条件がますます揃
いつつあるような状況であり、検討する正当性が強まっているという状況から説明してい
る（同上書 p.227）。例えば、地球上に存在する生き物すべてに対し、尊敬と畏敬の念を
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持ち対応するような道徳的責任感や倫理観を持つ人のことを世界市民であると定義してお
り、超国家的な観点から自ら主体的、積極的に社会やコミュニティに責任をもって関わっ
ていくことが求められているのである。つまり、世界市民としてのシティズンシップには
責任や果たすべき義務のようなものが付随しているのである。 
 こうして私たち個々人は、日常的にさまざまな組織やネットワーク、世界とつながりを
もちながら、それぞれのレベルにおいて、そこでの責務を果たしながら生活しているよう
な状況である。多文化・多民族化した社会においては、個々人のアイデンティティの多様
化、そして忠誠心の多様化、それぞれ属する組織やネットワークといったコミュニティ内
における責任や義務などの複雑化など（Heater 訳書 2002、p.249）、単純に一対一の関係
性であった時代と比較すると、個人とシティズンシップのかかわりも無論多様になり、各
レベルにおいて複数のシティズン（市民）としてのあり方を使い分けることも求められる
ようになってきた。例えば、前章で述べた移民の三類型のうち、国境には煩わされずに柔
軟に移動を繰り返す脱国家的なアイデンティティをもつグローバル移民の場合は、特にグ
ローバルなレベルでのシティズンシップとの関係性が特化すると考えられるが、地域や国
家の領域的アイデンティティにつながれ、グローバル化するよりも地域化する特徴をもつ
トランスナショナルな移民の場合は、グローバルレベルではなく地域レベル  図４から
は市民社会レベル  においてのシティズンシップとの関係性を重点的に考慮することが
重要となってくるであろう。 
 特に、シティズンシップというものは、アイデンティティなどと比較すると、さまざま
なレベルに設定された「社会」とのつながりによって規定される傾向が強い。アイデンテ
ィティやエスニシティなどが主観的な帰属意識や文化や言語などと密接にかかわっている
のに対して、シティズンシップは国家、地域、コミュニティなどの複数の社会との関係に
よって規定されるものであると言われている（石川・渋谷・山本 2012、p.6）。一例を挙
げれば、移民・移住者などの外国人が、受け入れ先の社会で権利を認められ、外国人であ
れその社会に積極的な所属感を抱くためには、彼らが地域のお祭りなどのイベントに参加
し、彼らの存在や文化をアピールすることで、そのエスニシティを受け入れ側の社会に承
認されることによって彼らの市民としての意識形成  シティズンシップ形成  のプロ
セスが存在するようになる。そして、段階を踏みながら彼らのシティズンシップ形成へ向
けた活動は、地域社会から州レベルへ、そして国家レベルへと発展してくことが期待でき
るだろう。つまり、図４で示したヒーターの「重なり合うシティズンシップの体系図」は
それぞれの層（レベル）が分断されているのではなく、ひとつの「連続体」（ハーバマス 1996、
p.202）としてとらえることが妥当であろう。つまり、個別性や多様性が叫ばれる時代にお
いては、それぞれの実態に即したシティズンシップのあり方を検討する必要があるのであ
る。私たちは、まさに凝集的な統一体とみなされていた国民がひとつの領土に居住し、ひ
とつの行政に服従するといった一元的なシティズンシップのモデルが終わりつつあるよう
な政治的変化の過程にある（Benhabib 訳書、2006、p.164）ということに真摯な態度で向
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き合うべきであろう。 
 さらに、シティズンシップには 2 つの考え方があるとも言われている。ひとつは共通の
権利と義務によって構成される「地位としてのシティズンシップ」、もう一点は共通の権利
と義務によって構成されない実態に即した「内容のシティズンシップ」である（ブルーベ
イカー 2005、pp.73-74）。ひとつ目のシティズンシップは形式的なものであり、国家から
特権的に与えられる成員資格のことである。しかしながら、このタイプの考え方は現状に
は適していない。それ以上に、共通の権利と義務によって構成されない、個々の実態に即
した実質的なシティズンシップについて熟考することのほうが、国民国家のあり方が流動
化している時代においては現実味をもってくる。次は、この点についてさらに深く見てい
きたい。 
 シティズンシップについて考える際、個々の実態に注目する必要性が生じてきた文脈か
ら移民、移住者のような外国人の存在は無視できない。なぜなら、彼ら／彼女らの存在は
国家  特に福祉国家において、その安定を脅かす存在だからである。特に、マーシャル
の言うシティズンシップの三要素の中の社会的権利については、それらを移民・移住者に
対してどのように保障するかについては、その社会の根本的な部分を大きく変えることに
もつながるため綿密に検討されることが望まれる。こうした状況から、移民・移住者の実
際の生活が受け入れ社会にあるという事実を鑑み、彼ら／彼女らのシティズンシップを認
めようという動きもある一方で、依然として形式的に彼ら／彼女らを排除しようとする民
族主義的な動きも先鋭化している（４）。このように移民・移住者の存在は、シティズンシッ
プの概念を二分するようなものとして捉えられがちではあるが、それゆえ、彼ら／彼女ら
の個々の状況を十分に対応できるようなシティズンシップが構築できるかについて検討す
ることが、国際的な人口移動が一般化している現代では必要不可欠なこととなってくる。
ここでシティズンシップの概念を考えるにあたり、新たな基軸としてあるのが人権概念で
ある。マーシャルのシティズンシップ理論へのその後の議論として、ボットモアは「人間
的権利の拡大」（Marshall & Bottomore 訳書 1993、p.203）を挙げている。これが実現す
ると、シティズンシップはすべての人々を公平に扱うことが目指されるようになり、それ
によって、これまで移民や移住者のような存在に対して排他的であった社会制度や社会構
造そのものも改善されることが期待できるのではないだろうか。 
 
第２節 ソイサルのシティズンシップモデルについて 
 こうした、これまでの国家の成員資格のみを追求してきたようなシティズンシップでは
なく、シティズンシップの対象となる人や集団、個々の状況に基づくものへ、その概念を
転換する必要性を強調した論者にヤスミン・N・ソイサル（Soysal）がいる。彼女は、ポス
ト戦後社会におけるシティズンシップは、特定の一国家に基づいたものからパーソンフッ
ド（Personhood：人であること）に基づいた、より普遍性をもつものへと再編成されてい
くとした。そして、シティズンシップには国民国家の枠組みを超えた概念が必要であると
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述べている（Soysal 1994, pp.137-139）。こうした、国民国家の枠組みが弱体化してきたポ
ストナショナルな時代におけるシティズンシップのあり方についてまとめたものが次に示
している表３である。 
 
 
表３：メンバーシップのナショナルとポストナショナルモデルの比較 
 
モデルⅠ： 
ナショナルシティズンシップ： 
国家的シティズンシップ 
モデルⅡ 
ポストナショナルシティズンシップ： 
脱国家的シティズンシップ 
時期 
 
 
領域 
 
メンバーシップ 
と領域 
 
権利／基本的人権 
 
 
メンバーシップ 
の基礎 
 
正当性の源 
 
 
メンバーシップ 
の構成 
19 世紀～20 世紀中頃
まで 
 
国民国家 
 
同一（一致） 
 
 
単一状況 
 
 
国民の権利・国家の権
利（共有された国民性） 
 
国民国家 
 
 
国民国家 
時期 
 
 
領域 
 
メンバーシップ 
と領域 
 
権利／基本的人権 
 
 
メンバーシップ 
の基礎 
 
正当性の源 
 
 
メンバーシップ 
の構成 
戦後（第二次世界大戦
後） 
 
流動的な境界 
 
異なる 
 
 
複合的な地位、多様な
状況 
 
人権・普遍的人間性 
（人であること） 
 
トランスナショナルな
共同体 
 
国民国家 
 
Table 8.1. A Model for Postnational Membership（Soysal 1994, p.140） 
を参考に筆者作成 
 
 
ソイサルは、今日のような人々の移動が常態化し多文化・多民族化しつつある社会では、
メンバーシップの境界が流動的になりながらも、国民国家は依然存在し続けている現状を
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踏まえ（５）、シティズンシップのあり方について、国民国家の枠組みが崩壊しつつあるポス
トナショナルな時代においては、国籍や成員資格に基づかない「人であること」
（personhood）といった普遍的な人権に置き換えられるものであると主張している（Soysal 
1994, p.142）。その領域は、明確な境界線を持った国民国家から流動的な境界を持つ特徴へ
変化し、それに伴って、領域と成員資格（メンバーシップ）の関係も一致していた状態か
ら不一致するものとなった。そのため、権利／基本的人権のあり方も非常に複雑な関係性
になり、それゆえ、メンバーシップの基礎はこれまで共有された国民性で強く結ばれてい
たが、そうともいかない状況になり、個々に対応していくことが求められるようになって
いる。その結果、これまで疑いもない存在として君臨していた国民国家は、今や、その正
当性を失墜してしまい、頼れるものはトランスナショナルな、過去と比較すると非常に不
安定なものとなってしまった。こうした状況をもたらすことを決定づけた移民や移住者な
どの外国籍住民の増加は、国内の成員資格（メンバーシップ）や権利などが、必ずしも一
国家や国籍に基づかないことを示している。ゆえに、シティズンシップについても、これ
までのように一国家に拘束された画一的なものは不適切であり、国民国家という枠組みか
ら独立したものとして設定され、理解されることが望ましくなるであろう。そして、彼女
はシティズンシップを再構成するものとして「人権保障」という視点を挙げている（同上
書 p.145）。例えば、1948 年に制定された世界人権宣言は、すべての人びとが尊敬と権利
において自由と平等の下に生まれ、人種や肌の色、国籍や民族性の違いによる差別を受け
ない、と明確に述べている。1966 年の「市民権と政治的権利に関する国際条約」において
も、領域内の司法（裁判）権の行使の権利を尊重し、確かなものにすることを国家の責任
としている。また、「ヨーロッパ人権条約」についても、外国人の集団的排除に対して保護
することがその条項の中に含まれている。このように、あらゆる国際条約は、国民国家に
おける成員資格（メンバーシップ）に関係なく、それぞれ個々人に対する普遍的な権利に
ついて尊重することを約束している。こうした人権保障の動きは、1950 年代以降、急速に
高まった労働力の移動によって急浮上した。それは、移民・移住労働者が移住先で直面す
ると予測される、移民と国民のあいだで起こる衝突や不正な扱い、不平等な排除をなくす
ための指針となったのである。ただ一方では、人権という概念は非常に個人的なことであ
り、プライベートな問題でもあるとの考えから、あまりにも過度な人権への偏向は、シテ
ィズンシップのような公的な概念にはそぐわないのではないかという考えもあるかもしれ
ない。しかしながら、人権が普遍性を持つものとするならば、普遍的な権利や人としての
概念は、共同体  例えば、国際的な政府・非政府機関、法的機関、専門家ネットワーク、
そして科学的な共同体などの行為主体を通して、公式的な規範ともなり得るのである（同
上書 p.152）。 
こうした人権や権利に基づいたシティズンシップ概念への移行は、特定の国家や団体な
どの成員（メンバーシップ）という意味から拡大され、人びとの権利  特に、市民的権
利に基づいて定義される市民や地位のことを含むようになってきた（ハーバマス 1996、
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pp.188-189）。一般的に普遍的とされている人権概念が特殊なシティズンシップとともに具
現化され、発展していくということは、すなわち、シティズンシップはそれぞれの状況に
よりいかようにも変化するものであり、これまでの上から一方的に付与されるような非選
択的なものではなく、生成的な側面をもっているということを示している。ハーバマス
（1996）は、マーシャルの単線的なシティズンシップの発達（６）に対して、これは市民の
自律性が増したか減ったかという点には触れておらず、能動的なシティズンシップを実際
にどう行使するのかについては何も言及していない（ハーバマス pp.193-194）として批
判している。まさに、シティズンシップが付与されるものでしかないということへの異議
であり、シティズンシップのもつ生成的でありアクティブな側面を直視することの重要性
について示しているのである。 
 
さて、ここまでの議論を整理すると、これからのシティズンシップの概念は「誰が市民
であるのか」といった成員資格を問うものではなく、一人一人が社会に対してどういった
存在であり、どのように関わっているのかといった現実的な側面に注目する必要があると
いうことになる。この点に関して寺島俊穂（2009）は、「誰が市民になりうるのかという市
民資格を意味する形式的シティズンシップよりも、市民として何が望みうるのか、何がで
きるのかという実質的シティズンシップのほうが重要」（寺島 p.10）であると指摘してい
る。個のあり方が多様化する中で、個々の状況に向き合わず、仮にシティズンシップの概
念や定義をこれまでと同様に形式的に付与し、判断するのであれば、結局は「誰かが排除
される」状況をつくり出してしまうだけに他ならないのである。このように考えると、多
文化・多民族化した社会におけるシティズンシップ形成にとって「人であること」の承認
のみが重要ではないことが分かる。多様な人びとが排除されることなく加わることのでき
る社会構造がそこには存在することも同時に重要になってくるであろう。そこでキース・
フォークスは、ソイサルのシティズンシップモデルの比較図を受け「人権という普遍的権
利の擁護こそがシティズンシップのキーとなる」（Faulks 訳書、2011, p.198）としながら
も、それだけでは概念として不十分であるとし、「シティズンシップは参加と責任が伴う」
（同上書 p.213）と言及している。参加や責任という視点からシティズンシップを考えた
とき、そのルーツは日々の生活や地域コミュニティの内部においてみられることが往々に
してあるだろう。例えば、寺島は、「市民性の形成はあくまでも市民生活そのもののなかで
なされる」（寺島 2009、p.16）と考えられることから、そこへの「参加」とシティズンシ
ップの相互関係に注目する必要があるという見解を示している。移民・移住者の多くは、
受け入れ社会において、それぞれが居住する地域社会に根を下ろしながら生活している場
合が多い。しかしながら、そのほとんどは地域社会に快く受け入れられることはなく、周
囲から隔離され、ゲットー化されている場合が多い。つまり、「参加」を拒まれている状況
なのである。こうした身近な社会へ「参加」することによってシティズンシップが形成さ
れるという点については、既出のヒーター（2002）も同様に指摘しているところである。
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彼は人びとが市民としての意識を形成するためには、前述の図４に基づくならば、連邦政
府レベルより、州レベルが重要であり（Heater 訳書 2002、p.211）、市民としてのアイデ
ンティティや結束意識、また市民権の遂行能力、社会参加のための意識向上などは上位の
レベルよりも、より身近な下位のレベルにおいてより効果的に育成されるとしている（同
上書 p.212）。特に、女性に特化して言えば、女性は元来、地域コミュニティの活動へ参
画する等、ローカルでインフォーマルな分野に積極的に関わる能力が潜在的に備わってい
と言われている（Lister 2003, p.145）。本稿で取り上げることとなる移民・移住女性たちに
関してはどうであろうか。彼女たちはこうしたより身近な社会での活動を通じた公式、非
公式の社会への関わりをもち得ているのであろうか。また、関わりがある場合、それが彼
女たちのシティズンシップ形成に何らかの影響や変化を与えているのであろうか。これら
を検討していく意義は大きいと考える。 
 
 以上のように、現在、シティズンシップの概念は、これまでの国民国家を基礎としたも
のでは成立しなくなってきた。もちろん、国民国家は存在しているし、国民国家を超えた
ところでのシティズンシップは抽象的でわかりにくい（概念化しにくい）ものであろう。
しかしながら、そうした超国家的で、トランスナショナルな文脈でのシティズンシップの
概念化の必要性が求められるような時代が到来していることは誰もが認めるところではな
いだろうか。そのような中で、ソイサルの提示している「人であるということ（personhood）」
に基づくポストナショナルなシティズンシップはひとつのモデルになり得る概念であると
いえる。先に述べたハマー（Hammer）のデニズンシップのモデルでは、正式な成員資格
（メンバーシップ）はもたないものの、実際上、国民の一員になっている（nationhood）
という実態であるのに対し、ソイサルのモデルは「人であること（personhood）」を基盤と
した、普遍的な権利に基づきながらシティズンシップ概念を脱領土化・脱領域化すること
を試みている。いわば、国民国家と互恵関係にあったシティズンシップの概念を、その根
底から覆していることになる。確かに、ソイサル自身も、ポストナショナルな時代を迎え
てはいるものの国民国家は依然として存在しているために、いくら普遍的な人権（universal 
human rights）を声高に叫んでも、一方で国家統治権（national sovereignty）も存在して
いるがゆえ、ポストナショナルな時代のシティズンシップ考える際には、国家と人権のど
ちらを優先すべきかというパラドクスが存在していることは熟知している（Soysal 1994, 
p.157）。ヨプケ（2013）が「普遍的な人間も、国家によって探知されれば依然として「外
国人」のままである。外国人は、究極的には国家がもつ入国管理権力に従属しているので
あり、ポスト・ナショナル論者によって充当された居心地の良い地位に達したとは到底い
えない」（ヨプケ p.118）と指摘するように、実質的な側面を重視するシティズンシップは
理想に終わるのかもしれない。しかしながら、これまでの国籍の付与に象徴されているよ
うな形式的なシティズンシップのあり方は、人びとに安定をもたらした一方で、特定の集
団や人びとを排除し、いわば「二級市民」として位置づけてしまうという、人を分断する
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装置としての機能を果たしていた。だが、今ほど国民国家の枠組みが自明でなくなり、国
家と国民の結びつきが希薄化している時代において、脱国家化したシティズンシップのモ
デルを考えることは不可避であろう。そういった意味では、ソイサルが提示するように「人
であること（personhood）」に基盤を置き、人権という概念を主流化したシティズンシップ
を提示することは、結論を先取りして言えば、現代のシティズンシップを考えるにおいて、
もっとも必要性を迫られていることと言えるのではないだろうか。 
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注釈 
（１）20 世紀後半、民族的少数派の権利要求運動、女性の権利要求運動（フェミニズム）、
環境保護運動などの「新しい社会運動」の興隆によって、アイデンティティや差異が出現
し、平等であったはずの近代的シティズンシップは、そこから排除されてきた人びとや集
団から批判を浴びるようになった。このことがこれまでとは異なるシティズンシップ概念
が語られるようになったきっかけとされている（木前・亀山・時安編 2011、p.42）。 
（２）ヒーターはシティズンシップのことを市民権としている。ここではシティズンシッ
プと表現するがそれはヒーターの言う、市民権のことである。 
（３）例えば、民族間の衝突やマイノリティ集団に対する差別や排除行動、社会制度の不
整備など。 
（４）詳しくは第２章、第２節を参照のこと。 
（５）ここで、留意するべき点として、ソイサルは国家のメンバーシップ（成員資格）が
流動的になったからといって、真に国民国家の境界が流動的になったとは言えないと指摘
している。なぜなら、例えば、日本のような国は依然国境付近での出入国は厳格に管理さ
れているからである。また、国民国家の枠組みが弱体化しているとはいえ、国民国家は現
在も消滅はしていない。 
（６）18 世紀に市民的権利が、19 世紀に政治的権利が、そして 20 世紀に社会的権利が発
達したとしたシティズンシップの単線的な発達のこと。 
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第６章 日本社会におけるシティズンシップ 
 
第１節 高まるシティズンシップへの注目 
近年のシティズンシップへの関心は、日本社会においても諸外国と同様に高まりをみせ
ている。特に 1990 年代後半以降、シティズンシップに関連する「市民」や「市民社会」、
そして「市民運動」などといったフレーズや、シティズンシップ（citizenship）の日本語
訳の直訳のひとつとして浸透している「市民性」といった言葉を耳にし、目にしない日は
ほとんどないほどであろう。もちろん、「市民権」という権利の側面が強く出ているもう一
つの日本語訳の言葉に関しては、政治学、法律等の学問領域において 1990 年代以前からそ
れら領域において研究対象であったため、最近になって使われ始めた言葉でもない。 
こうしたシティズンシップへの関心の高まりは、国内の「シティズンシップ」に関連す
る書籍の出版状況をみても、その注目度の高まりは明らかである。国立国会図書館の検索
機能を用い、戦後、出版された本の中で「シティズンシップ」、「シチズンシップ」、「市民
性」、そして「市民権」という 4 つのキーワードのいずれかがタイトルに含まれている書籍
数を調べたところ（１）、その総数は 349 冊であった。そして、それら年代別の出版状況を表
したものが次の表 4 である。 
 
 上記の表からは、戦後から 1990 年までの 10 年間区切りでみた出版状況はそれぞれ平均
10 冊前後であったことが分かる。つまり、平均すると戦後から 1990 年まではシティズン
シップというキーワードをタイトルに含んだ本が 1 年間に約 1 冊出版される程度であった。
しかしながら、1990 年から 1999 年の 10 年間では 30 冊と、それまでの 10 年間区切りの
出版部数と比較すると約 3 倍に増えている。さらに 2000 年から 2009 年の 10 年間では 162
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冊と約 16 倍になり、2010 年以降は 2014 年 8 月の段階ですでに 110 冊となっており、2000
年から 2009 年の 10 年間の発行部数を大幅に上回るスピードであることが分かる。このよ
うな状況から、シティズンシップへの関心の高まりは疑いようのないものであることがう
かがえるだろう。また、市民としての意識や態度、さらには市民社会への関心を育むとさ
れている「ボランティア（活動）」や、市民活動の組織体としての「NPO（Non Profit 
Organization：非営利組織）」や「NGO（Non Governmental Organization：非政府組織、
民間の国際協力団体）」といった言葉などについても日常的に目にし、耳にする機会は多く、
それらの言葉の意味について全く知らないという人はごく少数であろうと思われる。こう
した現状から想像すると、シティズンシップに関わる問題は、私たちの日常生活にかなり
の割合で浸透しつつある状況なのである。 
 このように着実にシティズンシップへの人びとの関心が高まりつつある状況は確認でき
たが、そうした基盤をつくり、それへの関心の高まりを連動させることとなった「市民活
動」や「ボランティア活動」それ自体の存在も看過できない。なかでも、そうした活動が
人々のあいだに浸透したきっかけとなった大きな出来事がある。それが 1995 年 1 月 17 日
未明に発生した「阪神・淡路大震災」である。この震災を契機に、ボランティア活動や市
民活動、NPO といった存在が、社会で大きく取り上げられるようになったのである。当時、
被災地にはのべ 150 万人以上ものボランティアが自発的に震災の起こった神戸を訪れ、多
様な活動領域・分野で復興や救援活動を担っていた。のちに、この 1995 年は「ボランティ
ア元年」とも称され、日本のボランティア活動、市民活動が大きく転換した記念すべき年
となった。現在、ボランティア活動への参加者行動率は以下の表 5 の通りとなっている（２）。 
 
                 〈ボランティア活動行動者率：社会生活基本調査〉 
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 全人口のうち約 3 割の人びとが日常的にボランティア活動に従事していることとなって
いる。割合としてはそれほど高い数値ではないが、毎年、平均して 3 割の人びとが確実に
ボランティア活動へ積極的に参加しているという実態は誇るべきことである。もちろん、
ボランティア活動を含めた、こうした市民活動や市民運動は震災が起こるまで日本社会に
全く存在していなかったわけではない。かつては高度経済成長期の環境汚染に関連する住
民運動等に顕著に見られるように、市民自らが主体的に国や企業を相手に運動を起こした
歴史もある。もともと市民とは国家などの権威主体と対峙する存在として位置づけられて
いるが、市民一人一人がその責任感や自発性を糧に、さまざまな課題解決に取り組み、そ
れぞれの思いを市民活動としてかたちにしていったのである。こうして、これまでの日本
社会を構成していた主要な二大セクターであった行政（公）と企業（民間）に加えて、第
三のセクターとして NPO（ボランティア・市民）という新たな市民セクターが誕生したの
である。その後、せっかくの高まりをみせたボランティア活動や市民活動を絶やさないた
めにも、そういった活動をより活性化させ、そのための基盤整備をする必要があることか
ら、1998 年、新しい法律である「特定非営利活動促進法（通称、NPO 法）」が議員立法で
制定された。この法律のおかげで、ボランティア活動や市民活動の組織化に一層の拍車が
かかり、より活発な市民運動・市民活動が起こり、そのなかで、多くの社会問題が顕在化
し、それらの解決のための取り組みが進んでいったのである。これがシティズンシップへ
の関心を高めることとなった市民活動・市民運動の果たした役割であった。次の表 6 は、
市民活動を支えた NPO 法人格を取得した団体の年度別総数を 1998 年の NPO 法制定以降
から示したものである（３）。 
 
                        〈日本のＮＰＯ数の推移：内閣府〉 
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 NPO法が制定された当初はNPOと呼ばれる組織・団体は全国で 20団体ほどであったが、
その後、急速な増加の一途を辿り、2000 年を迎える前には 1000 法人を突破。その後、2001
年には 5000 法人を超え、2003 年には 10000 法人、2005 年には 20000 法人、制定から 10
年後の 2007 年には 30000 法人を超え、現在は、50000 法人に達しようとしている。これ
らのすべての NPO 法人に関わっている人びとを見積もると相当の人数になると予想され
る。NPO という市民社会をよりよく変革しようとする活動は、市民一人ひとりが社会に対
して批判的な見方を持ち、社会のさまざまな課題に関わろうとする態度を育成する。そし
て、こうした活動の広がりは、国家に対抗するような自治的な役割を担おうとする積極的
な市民意識の表れであると考えられる。シティズンシップの意義も、こうした市民一人ひ
とりの意識のあり方にも大きく影響すると考えられはしないか。ただし、NPO もその活動
内容やそれぞれの設立目的、価値観等は多種多様で異なっており、すべての NPO が自治的
な役割を担おうとするような意識を持っているかといえば、そうとは言い切れない部分が
あることは付記しておく。 
それでは、そうした「市民性」や「市民権」などと訳されているシティズンシップは、
具体的に日本社会においてどのように定義され、理解されているのであろうか。ここでは
その基礎となりうる「市民」という言葉から、その意味や解釈を探ってみたい。 
 「新社会学辞典」（1993）によれば、「市民」とは「完全な成員権を持つ都市の住民とい
う身分を表す」（森岡・塩原・本間編集代表 p.586）ものとして定義づけされている。そ
して、市民は経済的な側面からは市場において自己の労働と財産を自律的に利用すること
ができ、また政治的な側面からは共同体の意思決定に参加しうる参政権の担い手として存
在していることが求められ、社会的側面からは「財産と教養」に裏付けられた一定の生活
様式を送ることが出来る、いわゆる中間層であるとより具体的に定義づけされている。つ
まり、換言すれば、市民とは、それぞれが居住している社会において、経済的、政治的、
社会的領域におけるさまざまな権利を手に入れ、それらを行使することも可能である当該
社会の完全なメンバーシップをもつ人びとのことを指しているのである。この概念は、先
に述べたマーシャルのシティズンシップ理論と重なる部分が多い。繰り返しになるがマー
シャルは、シティズンシップとはある共同社会の完全な成員である人びとに与えられた地
位身分であるとし、この地位身分を持っているすべての人びとは、その地位身分に付与さ
れた権利と義務において平等であるとした。このマーシャルの理論の前提には、同質的な
社会というものが存在しており、この同質性を共有できるもののみがここでの完全な成員
として認められることを意味している。つまり市民とは同質性のようなある基準により選
別され、付与されるものであるという特徴を持っているということになる。日本社会にお
ける市民という概念も、すべての人びとを対象にしているように見せかけながら、じつは
経済的、政治的、そして社会的領域における基準をもうけ、それに該当するもののみを「市
民」として定義しているのである。よって、日本における市民概念には、辞書による定義
上、ある一定の特権的階級のみを指すという条件が付いているということになるだろう。 
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さらに、こうした市民概念には、「都市」や「共同社会」といったある特定の限定された
場や空間という概念が常に付随している。こうした限定化された市民概念はその偏狭さが
多文化・多民族化した社会においては支障となる場合がある。なぜなら、市民概念の及ぶ
範囲を制限してしまうと、より同質性が求められることとなり、おのずと同質性に賛同で
きない個人や集団、異質なものはそこから排除され、周辺化されてしまうこととなるから
である。しかし、そもそも「市民」とは限定化された場や空間にのみ存在するものとして
定義されていいのであろうか。かつて、市民とは国家共同体の構成員、つまり「国民」を
意味していた。ところが、人口移動のグローバル化などによる国家内の民族的、文化的多
様化が進むなか、必ずしも「市民＝国民」という図式は成り立たなくなり、「国民」とは誰
のことを指すのかという議論が生まれてきた。さらに、前述したように市民という存在が、
国家などの権威主体とは対峙する存在として位置づけられているとするならば、それは国
や都市に限定されるものであってはならないのではないだろうか。すなわち、新しい「市
民」や「国民」の定義が必要となってくるということになる。すでに、「国民」は国を構成
する住民  国籍を持つ住民のみではない。国家の国籍を有する個人によって構成される
「国民共同体」と規定するのではなく、多様な個人すべてを社会の構成員として受け入れ、
認める「住民共同体」（NIRA・シティズンシップ研究会 2001、p.152）として認識すべき
であろう。ただし、そうはいっても「国家」共同体は消滅してしまったわけではなく、そ
のかたちは依然存在し続けていることには変わりない。国家を構成するとされる「国民」
は、居住するその国の歴史を共有したりすることで存在できるが、「市民」までもが歴史を
共有しなければならないことはない。「市民」とは国家という枠組みにとらわれることなく、
狭義の「国民」よりも、普遍的な存在として認識されることのほうが多様な個人が集う社
会にとっては適正かもしれない。 
 
第２節 シティズンシップ概念をめぐる多様な視点 
ここまで日本における市民概念について考えてきた。市民活動やボランティア活動の興隆
や、それに伴う主体的な市民意識の向上など、日本社会では確実にシティズンシップへの
関心が高まりを見せている状況である。しかしながら、一方で、元来、日本社会には「市
民」という概念はなかったとする、市民概念やシティズンシップについて否定、もしくは
批判的な意見もある。例えば、佐伯啓思（1999）は、日本に市民社会は存在したのか、日
本に市民はいないという立場から、近年、よく耳にする「市民」という言葉に対して懐疑
的な態度を取っている。佐伯は、現代の日本社会において、ある種の流行のように語られ
ている「市民」や「市民社会」、そして「市民運動」という言葉に対して真正面から批判的
な投げかけをしている。そもそも「市民」とは、現在言われているような「国家（＝公）」
に対峙するものではなく、「公」への義務と不可分の関係性にあったとし、国家なしには市
民はありえず、国家と市民は対立しないものとしている。つまり、市民を語るには国家の
存在は必要不可欠なものであるという。特に、こうした国家と市民の関係性をふまえて、
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もしあなたが「市民」であると主張するなら国防や従軍をいとわないことが当然であり、
個人的な自己都合でそれを断るのであれば、あなたは「市民」とは到底言えないと鋭い指
摘をしている。つまり、その言葉の意味するところは、「市民」とは共同体の一員として強
い責任感を要求されており、それを果たすことが「市民」の役目であると述べているので
ある。そういった意味で言えば、超国家的な市民や地球市民といった概念は佐伯によれば
「空虚」であるということになる。しかしながら、佐伯も指摘するところではあるが、こ
うした責任をしっかりと果たすことができるような「市民」のあり方に対し、皆、賛同す
るであろうか。おそらくそうはならないだろう。その理由として佐伯は、戦後の日本は戦
前の国家主義の反動で「お上」である「公」よりも、「私」のことがらこそが重要だと風潮
が起こり、国家への博愛主義のようなものが持てなくなったとしている。要するに、佐伯
は、現在、社会で語られている「市民」や「市民社会」などは意味がない、薄っぺらいも
のであると指摘しているのである。彼の意見は確かに言い当てている部分もある。例えば、
「責任」という表現についてである。シティズンシップ概念について、普遍的なものとし
てのシティズンシップ概念こそが多文化・多民族化する社会においては重要な鍵となると
しながらも、やはり、その社会に対する個々の責任というものは払しょくできない。そう
言った意味では、佐伯の指摘はもっともなことであろう。しかしながら、彼独自の「市民」
論の前提としてあるものはマーシャル的な視点が根底に見え隠れする。つまり、彼の言う
「責任」とは、国家に忠誠心を示すための「責任」限定なのである。こうした市民概念で
は、時代が逆戻りしてしまう恐れがあり、新たな排除を生んでしまうといった危険性をと
もなうものとして理解されても仕方がないであろう。 
 一方、中野敏男（1999）は、国民国家の存在のゆらぎを認識したうえで、国家から自立
した「市民」や「市民社会」の危うさを指摘している。つまり「ポスト福祉国家」や「ポ
スト国民国家」と言われている時代ではあるが、むしろ「国家」の存在は以前にも増して
巨大化しているのではないかという点を指摘している。例えば、「ボランティア」という言
葉が市民権を得て、市民一人ひとりが自主的に動き、相互に支えあう社会は魅力的ではあ
るが、その背景に、今日のボランティア活動の意義を声高に宣揚しているのは何者なのか
という点についてしっかりと見据える必要があると言及している。例えば、学校教育の中
でのボランティア活動の奨励は、文部科学省内に設置されていた教育課程審議会（現在の
中央教育審議会）の答申に明言されており（４）、自発的に行われることがボランティア活動
であるにもかかわらず、そうではない状況  カリキュラムとして反自発的にボランティ
ア活動を行う状況  は、単に都合よく仕組まれたボランティアと国家システムの動態的
な連関であり、ボランティアに参加することで、国家にとって都合のいい方向へ意図的に
向けられているのではないかと、それは一種の動員のかたちであると指摘している。そし
て、その究極的な帰結として、現在のボランティア活動は戦時体制下の「戦時動員」と何
ら変わらない「無自覚」なシステムの動員ではないかと疑っている。ただし、もちろん中
野は現在のボランティア活動にみられる「自発性」は「国家」に対して明らかに批判的で、
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国民国家と市民社会は対峙しており、国民国家という枠組みを超えた個人・市民（市民社
会）という構図は成立するとしている。しかしながら、それがいつ何時、社会システムに
適合させようとするナショナルな動員として利用されるかもしれないという可能性につい
ては、中野が言及しているように敏感になる必要はあると考えられる。特に、市民活動や
ボランティア活動への参加はシティズンシップを育むうえで重要な決め手となる場合が多
い。例を挙げれば、市民運動やボランティア活動にかかわるなかで、人びとのなかに価値
規範が形成され、個々が社会の中で行為主体として成長することがよくある。また、市民
が政府や地方自治体の政策決定過程に参加することで一般市民の意思を政府や自治体に直
接反映しやすくすることが可能になり、本当の意味での民主主義の理念の現実化を求める
ことができるようになる。こうした市民参加、市民の社会参加は市民一人一人の意識を高
め、シティズンシップ形成へとつながっていくであろう。しかし、一方では、こうした市
民参加を逆手に取り、制度化することによって都合のいい市民モデルを作り上げ、中野が
指摘するように、市民を再統合してしまう危険性もはらんでいることも起こりうるだろう。
そして、都合のいい市民モデルへ回収されない人びとに関しては、周辺化し、排除するこ
とになるかもしれない。こうした「市民」という言葉に付与されている特権的ニュア
ンスは誇りでもあると同時に排他的なものでもあるのだ。もちろん、市民参加とい
う言葉には政府や自治体の政策決定に対する批判や、それに伴う市民活動へ導かれ
るような純粋な意味での市民参加という意味もあることは確かであるが、中野の指
摘するように、それには両義的な意味があるので、その点に留意することも必要で
あろう。 
こうした佐伯と中野からの批判と警告は真摯に受容すべき内容ではあるが、両者
の議論は、未だ国家という概念から解放されていない様子がうかがえる。ここで重
要なのは、これまでの議論によって明らかになったように、従来の国民国家への帰属
が絶対的であったシティズンシップ概念から、それへの帰属なくしてシティズンシップは
意味をなすのかということである。坂本義和（1997）は、冷戦時代までの 20 世紀は、国家
権力が強大な時代であり、その権力に結び付いたイデオロギーが国家を支えていた「絶対
化の時代」であったと言及している（坂本 pp.10-13）。しかしながら、冷戦後、世界政治
構造は大きく変化し、具体的には、それまで世界の中心に君臨していた国家が、その中心
から退き始めることによって、権力の多元化が生まれ、それに伴い強力なイデオロギーも
相対化が進み、同時に価値観等の相対化が進むようになってきた。これは、まさに多文化・
多民族化する社会への移行を表しており、社会は多文化主義的な様相を呈するようになっ
たのである。こうした相対化を担う存在として、坂本は国際組織、国家、市場、そして市
民社会をあげている。しかしながら、国際組織と国家はすでに述べたように相対化されて
いくことによって、かつてのような存在感を発揮できないような状況になってきた。それ
と引き換えに、市場はますますグローバル化し、市民社会はますます普遍化するようにな
った。つまり、これまでの国家に縛られていた存在から離脱し、自立していくようになっ
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た。こうした政治構造の変容を注視しながら坂本は、市民社会を民主化運動やさまざまな
市民運動が生みだした、人間の尊厳と平等な権利とを認め合った社会関係がつくる公共空
間であるとし、互いを認め合う人間関係を築こうとし、相互承認の社会を創ろうとする規
範意識をもって実在している人びとのことを市民と定義している（坂本 p.43）。つまり、
坂本は、市民やシティズンシップの意味や意義をとらえる際に、国家という立場に固執せ
ず、脱国家化した視点でその意味や意義をとらえる必要があるということに重点をおいて
いるのである。まさに、市民自らの主体性や市民意識  シティズンシップそのものに注
目することを重要視しているのである。繰り返しになるが、市民（シティズンシップ）概
念には①国籍を表す意味、②社会成員の享有しうる基本的な諸権利（自由権、社会権、参
政権など）かつ諸義務を指す場合、そして、③一社会の一員であるという感覚やアイデン
ティティ等を示す場合があるとされている（宮島 2004、p.7）。これまでは形式的に①、
②を軸にその概念を定義づけしてきたが、それは現在のような多元化した社会においては
適切ではない。まず、③で言及されているような「感覚」や「アイデンティティ」があっ
てこそ、②社会成員の享有しうる諸権利かつ諸義務へ、そして①国籍へつながっていくの
であるから、まず、個々の状況、とりわけ女性や子ども、外国人といった社会の中で周辺
化されている人びとへ注目することが肝要となろう。 
現在、市民社会はさまざまな人びとによって成り立っている。日本社会も同様に、表面
的にも内面的にも多様な人びとからなる社会にその容姿を変貌させている。しかし、残念
ながらこれまでの市民は、ある一定の特権的階級の人びとのみを指すことが多かった。そ
のため、その社会の正規のメンバーである市民として認められていた特権的階級の人びと
は、そうでない人びとを排除し、周辺化していた。ここに、移民・移住者のような外国人
であったり、女性であったり、子どもであったり、周辺化されている人びとがシティズン
シップ概念の枠からこぼれ落とされてしまう結果となった原因があるのである。もちろん、
近代化が進み、人びとの意識や「市民」や「市民社会」に対する考え、シティズンシップ
概念に対する考えなどは徐々に変化し、新しい考えや概念が出てきたことは確かである。
特に、近年は「人権」という視点が入り、さまざまな人権に関する国際条約が制定され、
多くの国々で締結されるなかで、諸権利を特権的なものとせず、いかなる人々も平等に持
つべきであると解釈し直されるようになった。その結果、かつての共同体主義的な、ある
種の閉鎖性をともなう市民概念やシティズンシップも崩壊しつつあり、社会のすべてのメ
ンバーを受け入れようという気運には社会全体として向かっている。しかしながら、それ
でもなお、現実の社会に目を向ければ、市民権から遠ざけられ、シティズンシップとは無
関係とされるような人びとも存在している。ハーバマス（2004）は、すべての人に等しく
開かれている公共圏を提示したが、まだまだ不十分であり、彼の言う公共圏は多様な意見
が反映されているものではないとの指摘もあるように（フレイザー 1999、pp.122-123）、
いまだ構造的な不平等が温存されている側面も否めない。仮に、周辺化されている移民・
移住者のような外国人や女性、子どもそれぞれの権利や差異を明確にしたとしても、その
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ためにより違い（差異）が際立つために改めて管理される対象となったり、文化相対主義
のような差異の過度な尊重がより構造的な不平等を持続させてしまうことも考えられるだ
ろう。ただ、差異を不可視化させてしまうことは、可視化する以上に、より周辺化された
人々を周辺化してしまうので、やはり、ジェンダーや人種、エスニシティなどの差異を自
覚化することが、より平等な状態に近づけることができ、排除された人々を脱周辺化する
ことにもつながると考えられよう。 
もはや、時代は以前のような安定的で集団的な、共同体主義に基づいていた近代的シテ
ィズンシップ概念では対応できず、時代遅れとなってしまった。今後は、「市民とはいかに
あるべきか」や「シティズンシップを形成する」といったことは、これまでのように上（国
家）から付与されるようなものではなく、社会を構成する市民自らが考え、構築していく
必要があるのである。まさに、市民社会を、シティズンシップの定義を「市民自身が再定
、、、、、、、
義
、
」（坂本 1997、p.46：傍点は坂本自身）していくのである。そのためには、移民・移住
者のような外国人であっても、女性であっても、子どもであっても、排除されることなく、
同じ土俵に立つことが不可分となってくるであろう。例えば、日本社会におけるシティズ
ンシップや市民権  具体的には社会保障の問題を考えたとき、在日コリアンの存在は大
きいと言われている（佐々木 2014、p.49）。また 1980 年代前後にボート・ピープルとし
て日本へやってきたインドシナ難民の存在も同様である。彼らの存在が、日本社会の国籍
問題に十分ではないが少なからず影響を与えたことは事実である。ただし、依然として、
移民・移住者や女性、子ども、障がい者などの社会的弱者とされる人びとは、シティズン
シップに関する主流概念からは外されていることには変わりない。その最大の理由は、社
会における家父長的支配がいまだに拭い去られていない現状があるからである。家族とい
う社会の基礎的な集団内の家族メンバー個々の関係性を見れば、その状況は十分に理解で
きるであろう。つまり市民社会のあり方も、市民概念のあり方も、ひいてはシティズンシ
ップ概念そのものも、今なお過去の男性中心主義的な考えや構造を拭いきれないでいる。
この点を問い直すことが多元的な社会におけるシティズンシップを定義するうえで重要な
ポイントとなるに違いない。次章ではシティズンシップ概念の男性中心主義的で、家父長
的な特徴を持つ部分を明らかにしてみたい。 
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注釈 
（１）検索日は 2014 年 8 月 12 日。ただし、ここでは論文や雑誌などの出版物は含んでい
ないため、それらを含んだ場合、さらにその総数は増大するものと予想される。 
（２）データは社会生活基本調査（5 年ごとに調査）の平成 3 年（1991 年）から平成 23
年（2011 年）調査をもとに作成。ボランティア活動の行動者率はすべて 15 歳以上対象と
なっている。平成 3 年、平成 8 年は「ボランティア活動」という表現はなく「社会的活動」
という表現であった。平成 13 年以降は「ボランティア活動」という表現で統一されている。
データは〈平成 3 年：http://www.e-stat.go.jp/SG1/toukeidb/GH07010201Forward.do〉、〈平
成 8 年 ： http://www.stat.go.jp/data/shakai/1996/2.htm#e2-7 〉、〈 平 成 13 年 ：
http://www.stat.go.jp/data/shakai/2001/kodo/gaiyok.htm 〉 、 〈 平 成 18 年 ：
http://www.stat.go.jp/data/shakai/2006/index.htm 〉 、 〈 平 成 23 年 ：
http://www.stat.go.jp/data/shakai/2011/gaiyou.htm〉それぞれの総務省統計局の URL を参
考にした。検索日はいずれも 2014 年 8 月 12 日。 
（３）内閣府ＮＰＯホームページ（検索日：2014 年 8 月 11 日）、ＮＰＯ法人ポータルサイ
トＮＰＯ法人の申請受理数・認証数より。 
URL: https://www.npo-homepage.go.jp/portalsite/syokatsutyobetsu_ninshou.html、 
URL: https://www.npo-homepage.go.jp/pdf/1406ninshousu.pdf（印刷ヴァージョン） 
また、特定非営利法人の推移については、以下の URL を参考にした。 
https://www.npo-homepage.go.jp/pdf/kihon/kihon_all.pdf#search='NPO+%E5%8F%96%
E5%BE%97%E6%95%B0+%E6%8E%A8%E7%A7%BB' 
（４）その内容は、「生きる力」の育成に向けて体験的・実践的な指導の充実させる中、特
にボランティア活動を一層促していこうとするものである。最近では、平成 19 年（2007
年）からすべての東京都の都立高校で始まった奉仕体験活動の義務化問題なども挙げられ
ている。 
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第３部 周辺化された存在としての移民・移住女性 
 
第７章 女性とシティズンシップ 
 
第１節 伝統的なジェンダー規範が女性に与える影響 
 ここまでの議論を整理すると、第一に、シティズンシップ概念は、いまだその伝統的概
念である共同体主義に基づいた内容から脱し切れていない状況であることが明らかとなっ
た。それは、時代は変わっても、かつての国民国家への帰属、換言すれば「国籍」と同等
のものとする解釈が今なおシティズンシップ概念の大部分を占め、形成していることを物
語っている。それゆえ、シティズンシップ概念が及ぶ範囲は、主に国籍や市民権などを特
権的に有している人びとのみが関わる領域に限定され、それ以外の人びと  具体的には
社会的に周辺化され、排除されている人びとにとっては関係ないものする傾向がいまだ存
在する。それは、そうした特権的な人びとの活動する場であるフォーマルで公的な領域と、
それ以外の領域  例えば、インフォーマルで私的な領域とを分断することとなった。こ
こでいう公的な領域の代表は「国家」であり、私的な領域の代表は「家族」であると考え
ることができる。次の表 7 は、こうしたシティズンシップ概念の状況を整理したものであ
る。 
 
 
表 7 
私 的 領 域 公 的 領 域 
家 庭（家 族） 国 家 
社 会（都市社会など） 
 
排除・周辺化された人びと 
（権限をほとんどもたない人びと） 
 【例】女性、子ども 
    移民・移住者のような外国人 
 
特権的な人びと 
（ある一定の権限をもつ人びと） 
【例】男性 
 
 
 
 
 
しかしながら、社会の多文化・多民族化が進行する中でシティズンシップについて考え
るとき、ある特権的階級の人びとにのみ関係するシティズンシップ概念を定義しても何ら
対象外     シ テ ィ ズ ン シ ッ プ     対象範囲 
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意味はない。社会の周辺に置かれ、排除されている人びとの存在をシティズンシップの概
念に組み込むことこそが、多文化・多民族化した社会におけるシティズンシップを検討す
る際には本質的に重要になってくるのである。とりわけ、海外から移住してくる移民・移
住者の存在をぬきにして、多文化・多民族化した社会におけるシティズンシップのあり方
について語ることはできないだろう。彼ら／彼女らの多くは、受け入れ社会においては常
に社会的に欠陥のある存在として捉えられがちであり、さらには、社会的に脅威な存在と
して周辺化され、排除されている場合が多い。よって、シティズンシップ概念からも、そ
の存在がぬけ落とされていることが往々にしてある。移民・移住者の多くは、労働を主な
目的として、新たな社会へ移り住むようになることが多いが、彼ら／彼女らの受け入れ社
会での生活は決して楽なものではない。日常的に様々な面で差別され、苦痛を強いられて
いる状況なのである。その背景に考えられることは、彼らの存在を単なる一時的な労働力
としてしか見ていない日本社会のご都合主義が存在している。例えば、吉富志津代（2008）
は日本社会が経済状況により受け入れを始めた外国人労働者に対して、彼らは日本で日本
人と同様に働き、生活する覚悟で渡日しているにもかかわらず、日本社会には彼らを受け
入れる準備がほとんど整っておらず、同じ「生活者」としての視点が欠如していると指摘
している（吉富 p.85）。現在、すでに国内の外国人住民数が 200 万人を超えているにもか
かわらず、移民・移住者はいつまでたっても異質な他者であり、彼ら／彼女らに対する十
分な社会制度の改善や、受け入れ側自体の意識改革はいまだ手つかずのままなのである。 
 さて、近年、こうしたシティズンシップ概念の転換をせまる移民・移住者の国際的な移
動における一般的な特徴のひとつに『移民の「女性化」』が挙げられている（１）。おそらく、
一般的な労働者として想像する移民・移住者は男性が多いと考えるが、実際はそうではな
い。女性の移民・移住者も男性の数を凌ぐほど多く存在しているのである（２）。しかしなが
ら、移民・移住女性の多くは常に男性の従属物として扱われていることが多いため、男性
移民・移住者と同じように存在していながらも、移住の過程、そして、移住後の受け入れ
社会においては社会的に不可視な存在となっていることが多い（Benhabib & Resnik 
2009, p.4、Lister 2003, p.45、Siim 2000, p.27）。その主な理由は、彼女たちは常にパート
ナーと従属的、主従的な支配関係におかれているケースが多く、社会の中でひとりの価値
ある人間、あるいは、市民として扱われることは少ないがゆえに、「二流市民（second 
citizen）」として位置づけられてしまっているからなのである。ルース・リスター（Lister 
2003）は、国際的な移民・移住者や難民のうち、実にその半数が女性であり、移民・移住
者のなかで女性の影響は多大なるものであるにもかかわらず、移民政策に関する議論はす
べて男性移民・移住者に基づいたものであり、女性移民・移住者たちの存在や移住先にお
ける労働者としての女性の存在は無視され、さらに、女性の経済的に不安定な立場という
ものは、一般的に人種差別的な傾向の強い移民法においても、非常に厳しく影響を受ける
こととなる場合が多いと論じている（Lister 2003, p.45）。つまり、移住プロセスの根底に
はいまだ男性移民・移住者という固定概念が主流であり、そのため、移住後も労働あるい
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は生活する主体としての女性移民・移住者というイメージが皆無に等しく、男性の所有物
として、すべてのものごとが男性を介するものとして理解されてきたのである。 
 こうした状況を生んでしまう背景の中心には、おそらく、伝統的な社会構造の中に埋め
込まれている家庭環境や家族内での男女のあり方、またはその関係性が大きく影響してい
ると考えられる。特に、家族は歴然とした性別役割が徹底している空間であることが多く、
なかでも、日本社会はそうした傾向が非常に色濃く残っている。日本に来る移民・移住女
性の多くは日本人男性と国際結婚し渡日している場合も少なくはなく、結婚生活において
日本社会特有の不均衡なジェンダー構造や家父長的態度、さらには移民・移住女性たちに
対する排他主義的態度やステレオタイプ的な考えなどに苦しめられていることが多いと言
われている（高畑 2003、p.261：邱 2003、p.82：徐 2005、p.119：オイ 2005、p.133）。
こうした近代家族のあり方について、天童睦子（2010）は「「近代家族」（modern family）
は、家族成員間の「友愛」と「個人の尊重」の理念のもとに形成された家族との様相を取
りながら、その背後に家父長制的権力関係を内包したシステムなのである」（天童 p.10）
と、家族のもつ機能を鋭く指摘している。後期近代社会に入り、個々の能力や個人のあり
方が尊重される時代にはなったが、とりわけ、家族といった非常に私的で親密な関係を構
築する場  親密圏においては、個の尊重よりも、性別役割分業的で伝統的な価値規範が
その威力を存分に発揮されてしまうような状況なのである（３）。また、そういった親密圏は
公共圏と対峙して存在しているために常に閉ざされた領域となってしまうため、周囲から
その中で何が起こっているのか、また、何か起こった場合、どのように対処すべきなのか
についてはほとんど明らかにされていないことが多いのである。それが、より安全とされ
ていた「家族」、「家庭」という存在を崩壊させ、最悪の場合、家族関係によって傷つく人
びとを大量に排出してしまう「家族からの難民化」（金井 2009、p.138）という事態を引
き起こしてしまうことが、家父長的態度を内包した現代家族関係の特徴とも言えるであろ
う。こうした家族関係における女性の立場について、齋藤純一（2003）は、家庭は家父長
制規範による女性への抑圧が発動され再生産される空間と規定し、女性にとってはそこか
らの解放・自由が第一義的な課題となるのであるが、そうした親密圏の中に潜むリスクか
ら退出する自由が制度的に保障されていないことが問題であると言及している（齋藤 
pp.30-32）。つまり、女性は家庭や家族に対して、絶えず従順であることが求められている
のである。いわゆる、フーコーのいう「従順な身体」であるべきとされているのである。
ミッシェル・フーコー（1977）は、従順であるということは服従させうる、役立たせうる、
つくり替えて完成させうる身体をもつことであり（フーコー p.142）、それらを持つこと
を徹底させるためには、恒常的な強制権、身体の運用への綿密な取締り、体力の恒常的な
束縛をゆるぎないものとすることが必要であり、こうした規律や訓練というものを人体の
中に組み入れ《従順な》身体を造り出すことが重要であると述べている（同上書 p.143）。
女性たちは、家父長的態度の下、伝統的に「女性とはこうあるべき」という考えを社会に
よって意図的に学習させられ、男性を媒介とする存在であるということを認識させられて
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いるのである。それは、もちろん福祉国家における社会の諸制度においても、女性という
存在は、男性を介する存在であるため、制度の中心に位置づけられることはあまりなかっ
たことも大きく影響している（４）。 
 こうした、男性中心主義的な社会構造から、女性が社会  具体的には公的領域から排
除されてしまう構造、つまりは、男女間のジェンダー不平等を再生産してしまう排除のメ
カニズムについて、ホブソン（Hobson 2000）は次の図 5 のように提示している。 
 
 
図 5 排除のジェンダーを反映したメカニズム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 3.1 Gendered Mechanisms of Exclusion (Hobson 2000, p.90) 
をもとに筆者作成 
 
 
 ホブソンによれば、ジェンダー不平等を再生産する排除のメカニズムは社会的行為者
（social actors）と諸制度（institutions）の相互作用によるものだと言及している。政策
立案などにおける支配的、あるいは特権的な社会的行為者は社会におけるさまざまな規則
を制定し、実行する（rule making）。また、社会的行為者は何が合理的で公正であるのか
について定義するための分散する力（権力）（discursive power）を保持している。諸制度
とは、市民としての権利と義務のための枠組みであり、主張やクレームなどを明瞭に表現
し、実行するための条件でもある（policy formation/implementation）。そして、法廷やユ
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ニオンなどの支配的な規範や実践へチャレンジすることのできる権利と保護のための法的
な枠組み（legal framing）を提供する。こうした長期間にわたるプロセスは政策上のフィ
ードバック（policy feedback）を通じて、排除の再生産に影響を与え、また、社会的行為
者の日々の実践や規範（norms and practices）のなかでジェンダー不平等が永続的なもの
へと恒久化されていくこととなるのである。男性中心主義的な社会において例を挙げ、簡
単に説明すると、まず社会的行為者を「男性」とし、諸制度を「福祉国家における諸制度」
とする。男性は男性中心主義的な社会においてはまさしく中心的な存在であり、社会のさ
まざま重要な決定に直接影響を与える存在である（rule making）。つまりは社会において
何が正しいのかについて決定する力を持っていることになる（discursive power）。こうし
て制度化された福祉国家の諸制度は当然、男性に優位な内容になっており、女性にとって
は不利な制度として社会へ浸透していくこととなる。こうしたことが日常的に継続して実
践され、繰り返されることによって、最終的に、女性にとっては尊敬・承認の不足（lack of 
respect recognition）をもたらし、同時に、社会的財への不十分なアクセス（less access to 
social goods: redistribution）を生む結果となるのである。このメカニズムから分かるよう
に、男性中心主義的な社会構造は、女性を公的領域から締め出すだけではなく、女性への
尊敬や承認をしない、さらには十分な社会的資源を獲得することすら認めないという、未
承認・不分配の状況をつくり出しているのである。 
 
第２節 二流市民としての「女性」 
 それでは、こうした女性に対する未承認・不分配の状況をつくり出している原因として
具体的に考えられることは何であろうか。その考えられうる主な原因として、家庭という
私的領域（親密圏）における再生産労働    ケアと子育てに女性が従事させられているこ
とにその第一の原因があると考えられる。労働には大きく分類して 2 つのタイプが存在す
る。一つは「生産」労働。もう一つは「再生産」労働である。生産労働とは、直接モノを
つくる（生産する）ことで、直接的に報酬や対価を得る労働のことである。それに対して、
再生産労働とは、直接モノを生み出さず、それゆえ報酬も発生しないような労働のことを
指し、生産労働を支える労働として位置づけられている。具体的には専業主婦が家庭内で
主に担う家事や育児のような労働のことをいう。最近では介護なども含め、ケアワーク全
体も含まれている。さて、こうした再生産労働に女性が従事させられるようになった背景
には日本の経済状況や、それに呼応するかたちで変容していくこととなった家族形態の変
容が大きく影響している。そもそも、近代以前の社会において家庭・家族は、経済活動（労
働や仕事）や教育活動（子どもの教育）など、すべての種類の活動を含んでいた。つまり、
家族内で生活のすべての活動が行われていたのである。しかしながら、近代以降、それぞ
れの活動の専門化が進み、経済活動（労働や仕事）は会社で、教育は学校でといったよう
に活動が細分化されていった。その中で、唯一、家庭・家族に残された活動が家事や育児
などのケアワークということになった。そして、それらすべての活動の責任を女性が担う
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ことになったのである。日本社会において、特に、そういった傾向が強まった時期として
高度経済成長期があげられるだろう。当時、男性（父）は会社で働き、女性（母）は男性
が労働しているあいだ家庭を守るというモデルが完成した。それが基盤となり、今も根強
い性別役割分業意識が構築されるに至ったのである。それは、現代の日本人の性別役割分
業意識にも色濃くあらわれている。佐々木尚之（2012）は、日本版総合的社会調査（Japanese 
General Social Survey: JGSS）を用い、日本人の性別役割分業意識について検証したなか
で、日本人は、ほとんどの年代で性別役割分業に対して柔軟な考えをもちながらも、実際
には性別役割という概念に縛られているという実態を明らかにした。なかでも高齢世代は
強く、固定的な性別役割分業意識をもっているが、それほど年齢効果は存在するものでは
ないことを示した。しかしながら、離家や就職、結婚、出産などさまざまな人生の転機や
ライフイベントを迎える20 代から30 代の性別役割分業意識に大きな変化がみられない一
方で、40 代以降になれば、再び固定的な性別役割分業意識の方向へ大きく傾いていること
に注目し、多くの日本人が性別役割分業を否定しているにもかかわらず、実際の生活を送
る上で、性別役割分業意識は根強く残っており、そうした意識と実態の乖離の状況に長年
さらされることによって、結局は性別役割分業という現実を受け入れざるを得なくなって
いる（佐々木 2012、p.77）ことを明らかにしている。さらには、とりわけ女性本人の高
学歴化の影響を受けた若年世代における保守化に注目し、その理由を非正規雇用の増加な
ど、昨今の経済状況の不安定化によって未婚女性が再び男性に扶養してもらうことを期待
するような伝統的な女性のあり方に回帰していることや、子育ては女性の仕事という上の
世代や社会からのプレッシャーを真剣に受け止め、それを達成しようとする意識からきて
いるのではないかと述べている（佐々木 2012、pp.77-78）。特に、家事、育児は女性の
仕事という価値観が社会に存続している限り性別役割分業意識は無くならないであろう。
そこへ家庭（私的領域）と公的領域は別とする考えが加わることによって、女性が家事育
児を担うことが、何ら社会的な観点から見ても問題ではないと解釈されてしまうのである。
家事や育児の責任を一手に引き受けるのは、まぎれもなく女性であり、女性がその全負担
を強いられているのであるが、家庭の問題は家庭で処理するべきであるという家族主義（５）
的な考え方があるために、家庭での女性の存在や家庭が抱える問題は見えなくなってしま
うし、アプローチすることすらできないのである。伝統的な価値観へ再び立ち戻ってしま
う女性の意識も改善する必要があるが、社会全体がいまだ「女性＝家事・育児を担うべき
存在」というスタンスである限り、女性がそのように考えを変えてしまうことは仕方のな
いことかもしれない。 
 こうして、女性を社会から不可視化し、二流市民のような扱いをするということは、女
性を経済的な行為主体として位置づけて見ないということを意味すると同時に、このよう
な領域における活動をシティズンシップの範囲から完全に除外することにもつながるだろ
う。それは、結果として家事や育児などといったケアという仕事への社会の関心やその価
値を低下させることにもつながっていくだろう。こうした状況に歯止めをかけるためにも、
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岡野（2007）は育児のようなケアにかかわる仕事を私的な関係に留めておくことが、結果
として母や子どもを危険にさらすことにつながっていくことになるため、こうした仕事を
社会的責任ある仕事しての理解し、配慮する必要があると言及している（岡野 p.134）。
子育てのような仕事は社会全体が責任を持って行うべき仕事であり、女性だけが担うべき
ものではないということを社会全体で認識し、共有する必要がある。さもなければ、子育
てのようなケアすることが必要な仕事は個々で処理すべきプライベートな問題ということ
になり、結果として、既存の権力関係の中ですでに周辺化されている女性たちの立場をよ
り悪化させることとなってしまう（金井 2009、pp.145-146）。つまり、女性が自立した
いという気持ちを封じ込め、彼女たちの自立そのものを妨げることとなってしまうのであ
る。ここまでの議論をもとに、女性の自立を阻み、シティズンシップの概念から周辺化す
るプロセスを簡略化して図式化したものが、次の図 6 である。 
 
 
図 6 女性の自立を妨げる負のスパイラル 
 
 
（筆者作成） 
 
 
 まず、男性中心主義的な社会において、女性は家庭という私的領域（親密圏）へ閉じ込
められる（私的領域への監禁）。そこでは家事や育児、最近では介護といったケアと称され
る労働へ従事させられることになる（ケア・子育て・家事への従事）。それらケアワークと
して括られる再生産労働は、外（社会）からは見えない労働としてあるため、それに従事
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している女性自身も不可視な存在として社会に位置づいてしまうのである（社会的弱者・
二流市民としての存在）。よって、男性と違い、弱者として社会的に認識されてしまった女
性は自立への道が困難になるわけである。つまり、子育てや家事のような再生産労働を価
値のない労働として私的領域に追いやり、公的領域での価値ある労働（生産労働）と分断
してしまうような公私二元論的な考えが、結局のところ、女性を社会的に排除し、シティ
ズンシップの概念から周辺化しているのである。外面的には性別役割分業は改善すべきと
いう風潮になってはいるが、依然、男性が女性の生き方を事実上支配し、家庭内において
も弱い立場にある女性の生活全般を管理しているのである。ただし、近年では、齋藤（2003）
が論じているように、家事やケアワークのような労働を私的領域に留めておくのではなく、
政治的な問題として捉え直そうというフェミニズムの対抗言説が出てきたことによって、
ドメスティック・バイオレンスやセクシャル・ハラスメントのような問題を、単に私的な
不運として個人的に耐え忍ぶべき問題とするのではなく、公共的な「不正義」として捉え
返されるようになるなど（齋藤 p.33）、公私二元論の境界を越えた議論がではじめてきて
いる。こうした問題を乗り越えるためには、公私を分断しない、フェミニズム運動でよく
取り上げられているスローガンにあるような「個人的なことは政治的なことである」
（personal is political）（６）という発想が重要な視点となりうるであろう。 
 歴史的にも概観しても、女性の存在は民主主義の出発点においても除外されており、男
性の姿しかそこには見られなかったと言われている（Sapiro 1998, p.177）。それは、単に
女性が民主主義の条件から無視され、忘れられたわけではなく、もちろんそこには女性の
存在はあったが民主主義の理論と実践がすでにジェンダー化されていたことに起因してい
たということなのである（同上書 p.178）。マーシャルのシティズンシップ理論において
は、シティズンシップがあるコミュニティの完全な成員メンバーに与えられた地位・資格
であり、それは共同体主義に重きをおいたものであり、その対象は限定的な男性成員を標
準モデルとしたものであったように、そこには階級やジェンダー、人種、エスニシティ、
セクシュアリティなどへの配慮がなされておらず、当然のことのように、移民・移住者の
ような外国人や女性の存在は除外されていた。以上のような現状から、現代の福祉国家の
あり方を再検討した場合、民族的・人種的少数者である移民・移住者やジェンダーの不平
等の犠牲になっている女性たちに焦点をあてる必要性が浮上してくるだろう。特に、フェ
ミニズムの観点からは、こうしたマーシャルのシティズンシップ理論への批判は鎮まらな
いであろう。シティズンシップが、私的領域をその権利の及ぶ範囲から外して成立してい
たという事実や、シティズンシップ論はなぜ私的領域と公的領域のあいだに境界を引いて
しまうのかということについてはかねてから批判がなされていた（齋藤 2003、p.136：岡
野 2009、pp.186-187）。国民国家の枠組みの相対化が進んできたことで、多様性に配慮し
た、過去のあるような「誰が市民となりえるのか」といった国家の構成員資格を追求する
だけの形式的なシティズンシップでは新しく生じてきた問題が解決困難であるポストナシ
ョナルな時代において、シティズンシップの概念を公的領域のみ対象としてしまうことは
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問題であろう。女性の労働力の国際移動の増加は、「移民の女性化」という現象を社会に浸
透させるとともに、移民女性の市民としての位置づけ、社会変動に伴うケアニーズの増大
と「ケアの危機」、家庭内ケアや高齢者ケアの外部化と親密圏の境界といった「ジェンダー
とシティズンシップ」の課題とも深くかかわっているとされている（天童 2010、p.18）。
なかでも、これまでの女性とシティズンシップの関係性の中心は、女性の政策決定への参
加、社会参画、経済的自立といった主に公的領域における男女間の格差を是正することに
議論の関心が集中していた。しかしながら、今後のシティズンシップの議論では公的領域
だけではなく、平等か差異かのジレンマ、正義とケアの対抗図式、公／私の二分法といっ
た古典的議論を超えた、親密性の構造転換の着想（同上書、p.19）が必要であると言われて
いる。それは、究極のところ、公私・男女という二元論を維持している社会構造への挑戦
なのである。公的／私的の二項対立、個人・家族／政治の二項対立を脱構築することが、
従来のシティズンシップ論を脱構築することにもつながっていくことになろう。 
 男性優位社会であり、家父長制社会でもある日本社会において女性たちは、家庭内にお
いて評価されるべきである規範や価値（７）が、公的領域・政治には関係がないものとされて
しまう。そして、そのように規定されてしまうがゆえに、そうした規範や価値を体現する
と考えられる女性たちは、公的領域において二級市民へと貶められてしまうことになって
しまうのである（岡野 2009、pp.189-190）。女性を公的領域（公共圏）から除外し、私的
領域（親密圏）へ拘束するのであれば、私的領域も公的領域と同等にシティズンシップの
及ぶ範囲として承認すべきであろう。公私間に存在するシティズンシップの境界を取り除
くこと、つまり、家族や女性の問題をシティズンシップ論がかかわる範囲の一つとして位
置づけることが、シティズンシップの再定義にきわめて重要となろう。以上、議論をまと
めたものが次の図 7 である。 
 
 
図 7 シティズンシップの議論が及ぶ範囲の拡大 
 
ナショナルな時代                ポストナショナルな時代 
私的領域 公的領域  私的領域 公的領域 
家 族 国 家  家 族 国 家 
（子育て・家事）   （子育て・家事）  
親密圏 公共圏  親密圏 公共圏 
不可視 可 視  可 視 可 視 
 
 
 
 太線内はシティズンシップ論のおよぶ範囲を示している。国民国家という枠組みが強力
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であった時代は、シティズンシップの概念は直接的に「国民」を表すものであったため、
左図のナショナルな時代においては、その概念の及ぶ範囲は公的領域に限定されていた。
当時は私的領域群  女性が主に担う領域とされている  と公的領域群  対して、男
性が主に担う領域とされている  はそれぞれ相容れなかった。しかしながら、ポストナ
ショナルな時代に入り、社会の多様化が進むと、かつてのように「公」と「私」は完全に
分断して存在するものでもなくなり、相互に影響し合わなければならない状況になってき
た。そうなってくると、シティズンシップの及ぶ範囲も自ずと拡張することが必須となる。
つまり、女性のみが主に担ってきた私的領域も公的領域と同様にシティズンシップの対象
となる領域として位置づけることが肝要となるのである。 
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注釈 
（１）移民の女性化については、カースルズ＆ミラー、サッセンなどを参照のこと。 
（２）次節の表９などを参照のこと。 
（３）ただし、家族という存在は、近代国家成立時には、国民統合の装置でもあったとと
もに、国家権力の介入を防ぐ防波堤の機能も果たしていたということである。つまり、家
族という私的領域への権力不介入を確立したということであり、いわば、国家から独立し
たものとしてあったという側面も持ち合わせているということである（辻村 2004、p.86）。 
（４）もちろん、シングルマザーなど、母子家庭支援の社会福祉制度などは女性の立場を
中心に考えられたものである。しかしながら、若年層シングルマザーの場合においては、
仕事を見つけることが非常に困難であるという現状がありながら、若く、働けるというこ
とで支援が受けられなかったりすることもある。 
（５）家族主義とは、特に社会規範やイデオロギーとして主張されている家庭こそが家族
の福祉の責任を第一に負わなければならないといった、家庭の問題は家庭内で処理するべ
きという考えのことである（青木 2007、p.79）。 
（６）第二波フェミニズム運動においては、私的領域における家父長制や性支配の構造を
重視して普遍主義や近代主義を批判し、近代人権批判を展開。特に、「個人的なことは政治
的である（personal is political）」として公私二元論を批判したラディカル・フェミニズム
の展開によって、人権論にも大きなパラダイム転換がもたらされたということである（辻
村 2004、p.83）。 
（７）例えば、女性は主に家庭内において、家事・育児を担う存在であるといった伝統的
価値観など。また、女性自身もそうした価値観に縛られていることが多く、女性が家事・
育児に専念することが当然と考えている。 
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第８章 日本社会における移民・移住女性の状況 
 
第１節 移民・移住女性の全体像 
 ここでは、日本国内に焦点をあて、移民・移住女性たちの実態について詳しく見ていき
たい。まず、日本国内にいる外国人のうち、女性の占める割合はどの程度なのであろうか。
毎年、法務省入国管理局が発行している「在留外国人統計」を参考に、その数値を算出し
男女の割合をグラフ化したものが、下記の表 8、および表 9 である。 
 
 
表 8 外国人登録者数統計における男女（20 代～50 代）の人口比 
 
 
出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」（昭和 59 年〔1984 年〕度版 
～平成 23 年〔2011 年〕度版）をもとに筆者作成 
 
 
 
表 9 外国人登録者数統計における男女割合数値（％） 
 
 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1995 1996 1997 1998 1999 
女性 50.1 50.8 50.6 50.3 49.3 50.8 50.3 50.6 51 51.7 52.4 
男性 49.9 49.2 49.4 49.7 50.7 49.2 49.7 49.4 49 48.3 47.6 
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※表 9 のつづき（上段は女性、下段は男性の割合） 
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
53.4 53.8 54.1 54.5 54.8 54.4 54.2 54 54 54.7 55.2 55.3 
46.6 46.2 45.9 45.5 45.2 45.6 45.8 46 46 45.3 44.8 44.7 
 
 
出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」（昭和 59 年〔1984 年〕度版 
～平成 23 年〔2011 年〕度版）をもとに筆者作成 
 
 
 表 8、9 は、1984 年から 2011 年までの 23 年間、それぞれの年度ごとの外国人登録者総
数から、20 代～50 代の男女総数を抽出し（１）、その人口比を表したものである。表 9 は人
口比の具体的数値（割合：％）のみを表にしたものである。この表をもとに、まず、全体
として言えることは、日本国内の男女別の移民・移住者総数を見たところ、女性の数が男
性を上回っているということである。特に、1984 年から 1996 年あたりまでは男女それぞ
れの総数はそれほど大きな違いはなくほぼ五分五分であったが、1997 年～1998 年を境に、
女性の割合が徐々にではあるが増加している傾向にある。そして、2009 年以降は、その傾
向が決定的になったととらえることができないだろうか。もっとも最近の 2011 年では全外
国人登録者数のうち女性の占める割合は 55.3％であるのに対し、男性の占める割合は
44.7％と、男女間で約 10％（1 割）の差ができている状況である。つまり、日本における
移民・移住者は女性のほうがその絶対数は多いことになる。 
 では、移民・移住女性たちが日本へやってくるのはどのような理由からなのであろうか。
まず、考えられるのは「国際結婚」による日本への移住プロセスがあると考えられる。近
年、未婚や晩婚化がいわれているなかで、国際結婚の割合は着実に増えている。厚生労働
省の人口動態調査（２）によると、夫婦の一方が外国人である婚姻件数は平成 24 年では 2 万
3657 組であり、昭和 40 年の 4156 組と比較すると約 6 倍になっている。国際結婚件数がも
っとも多かったのは平成 18 年（2006 年）で、その件数は約 4 万 5000 組にも及んでいた。
その後、減少傾向にあるが、それでも 2 万組を超えている。平成 24 年において、国内にお
ける全婚姻件数が 66 万 8869 組だったことからすると、国際結婚率は全体の 4％となって
おり、決して少ない数字ではないことが想像できる。また、この数値は夫外国人と妻外国
人を合わせた婚姻数であるが、両婚姻件数のうち、妻が外国人である場合に特化するとそ
の割合は約 73％であり、日本の国際結婚のうちそのほとんどが「夫＝日本人／妻＝外国人」
という組み合わせであることが明らかとなり、外国人女性が日本へやって来る大きな理由
の一つに「国際結婚」が位置づけられるということは確実であろう。 
 さらに、「家族滞在」というかたちで日本へやって来る女性も少なくないであろう。女性
の夫やパートナーが就労目的で渡日するのに同行する、あるいは、のちに呼び寄せる場合
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も少なくない。夫の扶養を受ける存在として配偶者である妻やその子どもが、家族滞在と
して在留することは珍しいことではない。この「家族滞在」については、先の法務省入国
管理局発行の「在留外国人統計」においてもその実態をうかがうことは可能である。次の
表 10 は「在留外国人統計」にもとづいて、すべての在留資格（３）のうち「家族滞在」の占
める割合の推移を 3 年ごとに示したものである。 
 
 
表 10 外国人登録者数に占める家族滞在者の占める割合の推移（％、(  )内は実数） 
 
 
 
出典：法務省入国管理局「在留外国人統計」（平成 5 年〔1993 年〕度版 
～平成 23 年〔2011 年〕度版）をもとに筆者作成 
 
 
 表からも明らかなように、年々、家族滞在者の数は増加している。その割合自体は母数
も同時に増えているので大きな変化は見られないが、実数でみると、確実に家族滞在者の
数は増加しており、特に、2005 年以降は急増している。また、1993 年時点と 2011 年時点
の実数を比較すると約 20 年間（18 年間）で 2 倍強に膨れ上がっている。おそらく、家族
滞在者のなかには必ずと言っていいほど「妻」は含まれていると考えられるので、これだ
けをみても、移民・移住女性たちが夫やパートナーとともに日本へ渡ってきていることが
みて取れる。 
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以上のことから勘案すると、相当数の移民・移住女性が男性を介することによって、日
本に居住しているという実態が確認できるだろう。もちろん、日本へ来る理由は一様では
なく、それぞれのケースによって異なることは当然である。中には単身で日本に移住する
ことを決意して渡日した女性もいるだろう。しかしながら、その多くは国際結婚や家族滞
在といったように、夫やパートナーに付随し、依存したかたちで日本に居住することにな
ったと考えられるのである。 
 
第２節 コントロールされる移民・移住女性たちの生活実態 
さて、移住先の社会  ここでは日本社会において、移民・移住女性たちの生活実態は
どのようなものなのであろうか。彼女たちの日常生活の実情は、国際結婚や家族滞在のよ
うに男性を媒介したかたちで生活しているというケースが多いということから、おそらく
家族や夫やパートナーに束縛され、抑圧された生活環境に置かれていることが多いと予想
される。経済的な豊かさや高い生活レベルに憧れ、日本人男性との結婚を決意し、日本に
来たわけではあるが、彼女たちを待ち受けていたのはそういった期待を見事に裏切るもの
であったことが多くあったと考えられる。大沢真理（2007）は、1980 年代以降、特に、日
本社会では「男性稼ぎ主」型社会としての社会のあり方が強化されたと指摘している（大
沢 p.67）。そうしたなかで、とりわけ女性は福祉の担い手として位置づけられ、家事や育
児、介護といったケアの領域を引く受けることとなった。すなわち、男性中心的社会であ
る日本社会の家族形態において、女性は男性や家族をサポートするような役割として位置
づいているのである。特に、移民・移住女性のように外国人である妻に対しては、こうし
た価値観が日本人女性に対する以上に発揮されることが多いと言われている。それを明白
に表しているものに、彼女たちの多くが「専業主婦化」しているという実態が挙げられる。
無論のことではあるが、国際結婚をし、定住している移民・移住女性のなかには就労して
いる女性たちも存在していることは確かである。この移民・移住女性の専業主婦化につい
て、日本人男性との結婚率がもっとも高いフィリピン人女性の場合について考えてみる。
彼女たちの場合、未婚時の就労率は 81.7％ということから、ほとんどのフィリピン人女性
が仕事をしているという実態であるのに対し、婚姻後、その割合は 31.9％に減少している
のである（大曲・樋口・鍛冶・高谷・稲葉編 2011、p.22）。これは、フィリピン人女性の
大多数が、結婚後、自分自身の意志かそうでないかははっきりしていないが、仕事を辞め、
専業主婦になること選択していることを示している。フィリピン人以外の統計は次の表 11
に示したとおりである。なお、本統計データは、2000 年の国勢調査をもとにオーダーメイ
ド集計されたものであるということを付記しておく。 
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表 11 婚姻状況別の移民・移住女性の就労率の変化（％） 
 
 
 
出典：大曲他、2011「家族・ジェンダーからみる在日外国人――2000 年国
勢調査データの分析から――」『茨城大学地域総合研究所年報』（p.23）、
及び、移住連貧困プロジェクト編、2011『移住連ブックレット④日
本で暮らす移住者の貧困』移住労働者と連帯する全国ネットワーク
（p.30）を参考に作成。 
 
 
表 11 より、すべての国の女性が結婚後、労働や就労の機会から遠ざかっていることが分
かる。特に、フィリピンやタイ出身の女性は有配偶の場合の就労率が低く、30％前後とな
っている。これに対して、ブラジルやペルーといった南米出身女性は結婚後も 6～7 割の女
性が働き続けており、フィリピンやタイ出身女性と比較すると 2 倍強の格差がある。また、
結婚後、引き続き就労していたとしても、妊娠や出産というライフイベントを迎えること
によって、女性は否応なく仕事を辞めざるを得ない状況になると考えると、有配偶の割合
は、年を経るごとにさらに下降するものと考えられる。 
こうした状況が意味するところは何であろうか。労働や就労の意味を考えたとき、第一
に、経済的に自立ができるという点があろう。つまり、仕事を持つことによって人は自立
し、さまざまな自己決定を行うことができるということである。また、第二のポイントと
して、労働は人の地位を向上することができる。第一の点と関係することではあるが、仕
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事を持っているということは、その社会における周囲からの社会的地位が確立しているこ
とでもある。以上を考慮した場合、移民・移住女性が労働のための就労の機会から遠ざけ
られることは、彼女たちの自立を阻み、また、彼女たち自身の社会的地位を下げることに
つながっている。そうなれば、彼女たちは結局、夫やパートナーへ依存するしか選択肢が
ない状況に追い込まれることになる。それは、移民・移住女性たちをより確固たる脆弱な
存在として価値づけることになるのである。 
さらに、最近では国際結婚が破たんし、離婚してしまうケースも少なくない。つまり、
移民・移住女性の母子家庭が急増している状況であるということなのだ。彼女たちの場合
は、まず、周囲に親族や知人など近親者がいることはほとんどない。また、居住している
地域社会の住人とのつながりもほとんどない場合が多い。要するに、社会関係資本（４）が希
薄である。仕事もなく、親類関係も周囲にいないという状況になれば、貧困に陥るリスク
は、離婚した日本人女性と比較すると非常に高いものとなることが予測される。もちろん、
移民・移住女性のような外国人女性であっても母子家庭になった場合、生活保護のような
何らかの社会保障に頼ることは可能である。しかしながら、そういった重要な情報の収集
やそれへのアクセスや申請過程において、スムーズに進むことは難しいのが現状であろう。
しかも、最近では新しく改定された入管法において、移民・移住女性の在留権、特に日本
人の配偶者／永住者の配偶者となっている女性については、配偶者と離婚、あるいは死別
したときの対応が旧入管法と比べるとその内容が変更している（５）。なかでも、「日本人の
配偶者」「永住者の配偶者」の在留資格をもって在留する者が「配偶者の身分を有する者と
しての活動」を継続して 6 か月以上おこなわないで在留している（正当な理由がある場合
を除く）場合、妻としての在留資格を認めないとしている。これは法務省が、外国人女性
が「6 か月以上配偶者としての活動をしていない」とみなした場合、一方的に女性の在留資
格を取り消して、簡単に退去強制手続きに入ることが可能になることを意味しているので
ある。離婚時はもとより、最近では“結婚のかたち”も多様化している状況のなかで、「6
か月以上配偶者としての活動をしていない」とは何を基準に判断するつもりなのか、疑問
が残るところである。 
加えて、離婚後、移民・移住女性たちが自立に向けた取り組みや制度が保障されている
かといえば、それも未整備のままである。特に、離婚後の経済的な自立は彼女たちにとっ
て欠かすことのできないものとなろうが、職業支援や職業訓練などの移民・移住女性を対
象にした就労支援制度や生活面での支援制度などは、いまだ手つかずの部分が多い状況で
ある。例えば、かつて、ハローワークでは外国人住民を対象にした職業訓練講座（介護関
連の職種対象）が行われていたことがあった。多くの外国人が訓練コースに入り、資格を
取り、介護関連の施設等へ就職していった。外国人住民にとって自立した生活設計が望め
ると言うことで、彼ら／彼女らにとっては非常にありがたい制度であった。しかしながら、
ここ数年の経済状況の悪化などにともない、訓練講座に充てられていた予算が各自治体で
は削減され、現在は開講されていない。 
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生活保護に至っても、申請のための準備の煩雑さ、面談におけるストレスや二次的被害
など、とりわけ日本語会話能力や読解能力が不十分であるために、彼女たちに負荷がかか
る部分は避けることができない。結局、対策を取る手立てがなく、現行の入管法下ではオ
ーバーステイとなってしまい、幸いに仕事が見つかったとしても、性風俗産業など職種が
限定されていたり、劣悪な労働条件である場合が多いのである。 
 
第３節 暴力に晒される移民・移住女性たち 
ところで、日本人男性と結婚した移民・移住女性が離婚に至る主な原因の一つにＤＶ（ド
メスティック・バイオレンス：家庭内暴力）があげられている。つまり、日本人男性との
国際結婚生活の背景には移民・移住女性配偶者に対する深刻なＤＶ被害が内在しているの
である。移民・移住女性の多くは既に述べているように、夫に対して脆弱であり、女性は
「従属する配偶者」と称されているように、明らかに家庭や夫につながれている状態であ
る。その結果、特に、ドメスティック・バイオレンスに見られるような家父長的態度と暴
力に苦しみ、耐える移民・移住女性は多かったと報告されている。彼女たちは結婚生活で
日本特有のパターナリズム（６）とそれにともなう暴力に苦しめられていることが多いのであ
る。こうした親密な関係間に起こりうる暴力  ＤＶとはどのようなものなのであろうか。 
日本では、1990 年代あたりから日本人男性と国際結婚をした移民・移住女性とのあいだ
で起こるＤＶ被害が問題化し、移民・移住女性支援においてもＤＶはその中心的な課題の
一つとなってきたと言われている（移住労働者と連帯する全国ネットワーク貧困プロジェ
クト編 2011、p.33）。もともとＤＶはセクシャル・ハラスメントとともに 1970 年代のア
メリカで問題視され、日本では 1990 年代以降、社会問題化した。特に、ＤＶは 1970 年代
に始まったフェミニズム運動が告発した問題であり、現代社会は 21 世紀中ごろまでに男女
平等の権利を保障する制度を達成するようになったが、一方で、いまだ女性たちは政治や
雇用、教育、家庭等において劣位者として差別や排除の対象となっているのである（小島 
2005、p.138）。こうした男女平等という建前で現状はそうではないという矛盾した状況に
おいて、移民・移住女性のＤＶ被害は日本人同士のカップルよりも高比率で起こるとされ
る。そこには文化的な違いや、妻のほうが日本語ができないことからくる夫婦間のコミュ
ニケーション不足、法的な問題など、さまざまな要因が重なってＤＶとして現れるのであ
る。こうした暴力をふるわれる状況を避けるためにはそこから逃げ出すことが一番重要で
あるが、移民・移住女性たちにとってはそれができない。逃げ出したとして、前述したよ
うに、その後の生活をどのように再設計するのか、具体的にはどこで生活をするのか、生
活費はどのようにして稼ぐのかなど乗り越えるべき困難は非常に大きい。結局、逃げた当
初は、もう戻らない、怖いと一様に言うが、身体の傷が癒え、子どもを抱えてこれからど
うするかを考え始めると、経済的な不安や在留資格の問題などもあり、考え直した揚句、
もう一度夫のもとへ戻り、また暴力を受けるという繰り返しになってしまうケースが多い
のである（大森 1997、p.191）。 
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この親密な関係間におけるＤＶには、大きく分けると身体的暴力、精神的暴力、性的暴
力、経済的暴力、社会的暴力、そして子どもを利用した暴力と 6 種類あるといわれている（７）。
身体的、精神的、性的暴力はＤＶの種類としては比較的よく知られているが、経済的暴力
以下については少し説明を加えたい。まず経済的暴力とは、「生活費を渡さない」「外で働
くことを妨害する」「家計の収入について何も教えない上に使わせない」といったように、
生きていくことを困難にさせるといっても過言ではないような暴力のことである。次いで、
社会的暴力であるが、これは「妻の生活や人間関係、行動に対して無視したり制限したり
する」「実家や友人との付き合いについて制限し妻を独占しようとする」といった妻を自分
の所有物のように扱うことである。最後に、「子どもを利用した暴力」であるが、これは「子
どもに暴力を加えたり、暴力を見せる」「妻から子どもを取り上げる」「子どもに危害を加
えると言って脅す」などである。妻にとって大事な存在である子どもを利用して、妻を束
縛するといった暴力の形態なのである。これら 6 つの暴力はすべて移民・移住女性にとっ
ては頻繁に起こっていることである。なかでも説明を加えた 3 つの暴力である「経済的暴
力」「社会的暴力」「子どもを利用した暴力」は、彼女たちを家庭内に縛り付けて逃げられ
ないような状態にする効果があり、周囲に頼る知り合いがいない移民・移住女性にとって
社会からますます孤立させ、彼女たちをより一層無力化することにつながるのである。さ
らに、この 6 種類の暴力に付け加えるならば「文化的な暴力」についても、移民・移住女
性に対する暴力として見落としてはならないであろう。文化的暴力とは例えば、妻の出身
国やその文化を否定したり、見下したりすることなどが当てはまる。日本人男性と国際結
婚する外国人妻の出身国でもっとも多いのは中国であり、次いでフィリピン、韓国・朝鮮、
タイとつづく（８）。これらの国々は日本と比較すると、若干、経済発展が遅れているような
イメージがある。こうした国々から妻をもらうことで、日本人男性側は少しでも妻よりも
優位に立とうとしているのである。次頁の図 9 は主に移民・移住女性が苦しめられている
夫やパートナーからの暴力についてまとめたものである。 
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図 9 暴力と移民・移住女性 
 
 
 
 
実際にＤＶ被害に遭っている移民・移住女性のなかで一時保護（９）へたどりついた女性た
ちの割合は、一時保護された全女性のうちの約 8％～9％ということであり（10）、毎年、約
一割程度存在しているということである。ただ、この数値は氷山の一角であり、一時保護
にたどりつくことができた移民・移住女性は幸いなほうで、ほとんどの移民・移住女性は
一時的にでも暴力を避けることは困難である場合が多いのである。また、保護されたとし
てもそこでの生活のストレス、特に言葉や文化的習慣の違いなどにより、結局、保護先か
ら夫のもとへ戻ることになる女性も多いのである。 
こうしたＤＶ被害を受け入れてしまう移民・移住女性の背景については、次の 5 点が挙
げられている。 
 
 
① 言葉の壁があり、情報にアクセスしにくい。 
② 日本に親族などが少ないなど人間関係が限られているうえ、地域社会との関係が希薄で
ある。 
③ 法制度が分からない中で、在留資格を失うことを恐れ、公的機関や相談機関に相談する
ことを躊躇する。 
④ ＤＶ被害について、同国人コミュニティに知られることによって、そのコミュニティか
ら排除されるということに対する恐れ（例：日本人男性との国際結婚が多いフィリピン
人はコミュニティ内の社会的地位やプライドがあり、自分自身がＤＶ被害にあっている
ということを周囲になかなか言い出せない）。 
⑤ ＤＶ被害の相談員や関係者が、移住女性の知識や文化的背景について無知であるため、
被害者を傷つけ、結果として被害者支援どころか二次被害を起こすことがある。また、
そういったことを未然に防ぐための通訳派遣などの支援体制が十分ではない。 
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このような現状から考えると、社会がＤＶを移民・移住女性だけに関わる不運な問題と
する認識を改める必要があるだろう。すなわち、移民・移住女性のＤＶ問題を彼女たち自
身の私的な問題から公的な問題として捉える必要性があるということである。これまでＤ
Ｖは家庭や男女という親密な関係性のなかに置かれていたため、私的領域の問題として処
理されることによって公的な問題としてとらえられることがなく、結局、法の外側に置き
去りにされたままであった。つまり、これまで日本社会は、女性に危害を加えることによ
って、女性を従属的な立場に置き、その力の奪うような女性に対する差別を国の慣習ある
いは文化の保護を口実に容認してきたのである（ドワー 2007、pp.135-136）。こうしたこ
とを受けて、2001 年にようやくＤＶに関する法律「ＤＶ防止法（配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護に関する法律）」が制定、施行された。これにより、ＤＶ被害者の救済と
して、従来の公私二元論のもとで私的自治の領域に属していた家庭内に、国家権力が一定
の介入を行うことが認められたのである。そして、2004 年の改正では、「被害者の国籍、障
害の有無を問わずその人権を尊重すべき」という移民・移住女性にとって歓迎すべき規定
が盛り込まれた。そこには日本人でなくとも法が想定している被害者はその対象となり、
さらに在留資格の有無も問わないことが付記されている。こうして、これまでのＤＶを社
会的慣行として容認する考えから、ＤＶは明らかな人権侵害であるといった考えに移行し
ている点は高く評価したい。また、最近では、より移民・移住女性一人一人の状況に寄り
添った社会福祉的な支援の必要性も高まりつつあるという現状から、「多文化ソーシャルワ
ーク」という概念も出始めている。通常のソーシャルワークという概念に“多文化”とい
う要素を加味した考えである。つまり、多文化ソーシャルワークとは、外国人の多様な文
化的・社会的背景を踏まえて彼らの相談にあたり、彼らの抱えている問題の解決に向けて
その人へ働きかけるだけではなく、その人の周囲の環境にも働きかける支援のありかたで
ある（石河 2011、p.184）。ＤＶに限っていけば、被害者の抱えている問題を解決するこ
とはもちろんのこと、ＤＶが生まれる背景や、被害者の周囲の環境を変えることもその支
援範囲であると言える。 
こうして、次に待ち受けているのは、ＤＶ被害者である移民・移住女性たちの自立へ向
けての支援である。国際離婚後の移民・移住女性の置かれている状態と同じく、ＤＶ被害
者である移民・移住女性たちに対する自立へ向けた職業訓練や職業紹介などの支援制度は
現在確立していない。彼女たちには長期的な経済的、社会的、精神的なケア・支援・カウ
ンセリングが必要である。さもなければ、再び加害者である夫やパートナーのもとへ戻っ
てしまうことになりかねない。彼女たちの自立に向けてはさまざまな問題を克服しなけれ
ばならないが、まず、必要と考えられるのは「言語（日本語）の習得」ではないかと考え
る。これまでは家庭や夫に束縛されていたため、移民・移住女性自身自らが主体となり行
動することはなかった。しかしながら、夫から離れ、自立した生活を送る場合、日本語で
会話し、読み書きをすることは基本的な生活を送るうえで不可欠となる。また、銀行や市
役所など日本語を使用する機会はますます多くなってくるであろう。こうした自立に向け
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た支援も怠ってはならない。 
 
本節では日本社会における移民・移住女性の実態について概観してきた。ここまでの内
容を要約すると、日本社会における移民・移住女性たちは、日本社会特有の伝統的なジェ
ンダー不平等に基づいた価値観や家族制度に抑圧されている状況にあることが明らかとな
った。そして、そうした状況が、彼女たちのイメージを、男性中心的な社会構造への依存
を要する脆弱な存在として固定化してしまった。彼女たちの主体的なシティズンシップ形
成を可能にするためには、こうした固定化した概念を払しょくする必要がある。そのため
には、ジェンダー化された社会構造や意識を改める必要があるだろう。次章では、その点
について詳しく見ていくこととする。 
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注釈 
（１）男女とも 20 代～50 代の年齢区分の総数を抽出した理由は、本論文の研究調査におい
て、筆者が実際にインタビューをした移民・移住女性の年齢が 20 代～50 代であったことか
ら、同じ年代区分の総数を出すことにしたためである。 
（２）厚生労働省「平成 26 年 我が国の人口動態 平成 24 年までの動向」2014（平成 26
年）、厚生労働省大臣官房統計情報部（p.32）より 
（３）「家族滞在」以外の在留資格には、「永住者（一般永住者、特別永住者）」、「留学」、「日
本人の配偶者等」、「定住者」、「人文知識・国際業務」、「技術」、「技能」、「永住者の配偶者
等」、「企業内転勤」、「投資・経営」、「教育」、「研修」、「興行」、そして「その他」となって
いる。「留学」以下は非永住者という分類になっている。 
（４）社会関係資本（social capital）とは、人びとの協調行動や社会の効率性を高めるも
のとしてある人とのつながりや信頼関係のことをいう。さらに、人間の持つ資本には、文
化資本と経済資本などもあり、社会的地位の再生産の議論においては、これらの資本を多
く持つ人ほど、進学や就職等において有利であり高い社会的地位につくことが可能である
と言われている。「社会資本」ともいう。詳細については第 12 章第３節で触れている。 
（５）詳しくは「改定入管法 中長期在留者のための Q&A 日本語版 2011.6」（編集・発
行：移住労働者と連帯する全国ネットワーク・入管法対策会議 在留カードに異議あり！
NGO 委員会）2011 年、などを参照のこと。 
（６）パターナリズム（paternalism）とは、父権主義とも訳されているが、力（権力）の
強い者が、弱い立場にある者の意志に反して行動に介入し、権力を振りかざすことをいう。
ここでは日本の家族関係に伝統的にある家父長制のことを指す。 
（７）「ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）とは」杏林大学医学部法医学教室（Department 
of Legal Medicine, Kyorin University School of Medicine）URL: http://sakurasou.holy.jp/ 
dv1.pdf#search='%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%9A%84%E6%9A%B4%E5%8A%9B+
%E6%9D%8F%E6%9E%97%E5%A4%A7%E5%AD%A6%E5%8C%BB%E5%AD%A6%E
9%83%A8'（検索日：2012 年 9 月 20 日）を参照した。 
（８）厚生労働省「平成 26 年 我が国の人口動態 平成 24 年までの動向」厚生労働省大
臣官房統計情報部（p.32）より。 
（９）一時保護とは、ドメスティック・バイオレンスから逃れるために、家を出る決意を
するが、加害者に知られないような安心できる身を寄せる場所がない場合、被害者が一時
的に避難することである。この間、被害者は専門家等とこれからの生活に関する相談や計
画をすることができる＜参考：配偶者暴力（ＤＶ）・交際相手暴力（デートＤＶ）被害者ネ
ット支援室（東京都ウィメンズプラザ）＞。一時的（場合によっては長期的）な避難場所
としては公的、および民間のシェルターが存在する。公的なシェルター（具体的には母子
支援施設など）へのアクセスについては各自治体の女性センター、福祉事務所、警察など
を介して紹介されることが多い。しかしながら、移民・移住女性の多くは、外国人である
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ということから、なかなか自ら公的な支援を頼ることはない。その多くは、民間のシェル
ター、例えば NPO や教会などの宗教関連施設へ逃げ込むことが多い。 
（10）移住労働者と連帯する全国ネットワーク・女性プロジェクト「移住（外国人）女性
ＤＶ施策に関する自治体調査と提言」2011 年（p.5）の 2007 年、2008 年、2009 年のデー
タより。 
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第９章 ジェンダーの主流化とシティズンシップ  女性の人権という視点から 
 
第１節 多様性か、伝統文化か 
 ここまで見てきたように、ジェンダー不平等に基づいた日本社会特有の家族制度や男女
の役割に関する伝統的価値観は、移民・移住女性にとって常に抑圧的であり、また、彼女
たちを周辺に追いやることで無能力化してきた。こうした社会的状況に対し、少しでも改
善するためには、彼女たちの存在を周辺化しているジェンダー化された、男性性に偏った
社会構造や、それに影響を受けた人びとの価値観や意識を改める必要があろう。すなわち、
彼女たちのようなマイノリティの存在により配慮した社会への構造転換が求められるので
ある。 
こうした移民・移住女性のような社会的マイノリティの存在を排除する、多文化主義と
真正面から対抗するような社会構造の特徴についてフレイザー（2003）は、「ストレートで
白人で中産階級の男性を人間の規範とし、そしてそれとの対比で他の全ては逸脱として扱
うような、文化帝国主義的な形態の公的生活である。」と定義している。そして、ここで挙
げているジェンダーや、またエスニシティのような多様性を認めないような社会は現状に
あるような多文化的様相を呈している社会にはそぐわず、「差異を逸脱とみなす今日の支配
的な考え方に代わって、人間の多様性が肯定的に理解されるように」しなければならない
であろう（Fraser 訳書 pp.278-282）。その実現のためには、すべての人が等しく同じよう
な権利を享受し、また尊重される必要があるだろう。 
移民・移住女性に関して言えば、排除され、周辺化されてきた社会的地位やその存在自
体を向上させることが、第一に重要となるだろう。特に、国際的にも、日本国内における
移民・移住女性への権利侵害については、2011 年 5 月 31 日に、国連人権理事会第 17 会期
において、2010 年 3 月に行われた訪日調査の報告にあるように早急な改善が求められてい
る（１）。その内容は、「移住女性に対する暴力と差別」と題し、日本に定住する移民・移住
女性に関する、より幅広い権利侵害についての指摘と改善勧告、法制度の枠組みへの提言
が行われた。具体的には、国際結婚した移民・移住女性たちの DV 被害やその救済、日本
人夫との離婚や子どもの親権に関することなどについてである。とりわけ、移住者に対す
る差別的な扱いの容認や司法の怠慢、人種差別やゼノフォビア（２）に対する法律の制定など、
早急に対策を取るべきであると勧告している。親密圏内における DV については、移民・
移住女性は最も人権から逸脱した扱いを受けている。ただ、一方ではこうした個別ケース
に真摯に対応することは、現実的に不可能であるという考えもある。また、社会が差異を
過度に承認することは、逆説的に見れば社会の調和を乱すことにつながる可能性も無視で
きない。つまり、個々の権利を認めることは集団としての社会を崩壊させることにつなが
りかねないというのである。 
しかしながら、リスター（2003）は、移住女性のような社会的マイノリティに分類され
るような集団の権利や存在を社会的に認めることは、一般的な集団としての結束を侵食す
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るのではないかという危機感を抱きながらも、そうした少数者集団の地位を脱周辺化し、
寛容と多様性の尊重をもって受け入れることが、第一に重要であると言及している（Lister 
2003, p.50）。多元的、多文化的な社会におけるシティズンシップの構築に重要なのは、ま
ず彼女たちのような社会的マイノリティの文化的な権利を承認することが重要である。す
なわち、移民・移住女性を含めた女性の地位や存在を向上させるためには、まず女性を一
個人として扱い、その存在を社会的に承認し、女性の権利そのものに社会全体が注目する
必要があるのではないだろうか。 
ただし、女性の権利保障には女性固有の権利を尊重するのか、あるいは普遍的な人権を
尊重するのかといったジレンマやせめぎあいが常につきまとっているともいわれている
（辻村 2004、p.84）。例えば、妊娠中絶問題を例に挙げれば、中絶するという女性の自己
決定権を尊重するのか、あるいは中絶は行ってはいけない行為であるという意見を尊重す
るのかといったジレンマやせめぎあいである。また、家庭内において女性の権利を尊重し
た場合、これまでの家族形態を全否定することになるともいわれている（メリー 2007、
p.151）。なぜなら、DV 被害を受けた妻が夫のもとを去るということは、従来の婚姻関係の
崩壊につながるということで、家族の永続性と神聖さを侵すこととなってしまうからであ
る。つまり、DV のような女性に対する暴力を人権侵害であると定義することは、セクシュ
アリティ、結婚、家族に関する地域的文化的な慣行に変化が求められていることを象徴的
に意味しているのである（同上書）。 
多様性の尊重か、伝統文化の継承か。女性の人権という視点を既存の社会構造に組み入
れることは、その伝統的慣習を脅かすという困難さを生じさせることになるのかもしれな
い。しかし、女性の人権に注目することは、既存の男性支配を当たり前とするジェンダー
化された国家や主権を再構築することでもあると考えると、ジェンダーの主流化（３）にとも
ない、女性の人権という視点を新たに盛り込むことは、社会構造の更新、及び質的転換と
いう観点からすれば、非常に意義のあることなのである。1970 年代に起こったフェミニズ
ム運動において「個人的なことは政治的なことである」（The personal is political）という
スローガンがあるように、女性の問題を政治的な問題として取り上げることは、ひいては、
すべての周辺化されたマイノリティに光をあてることにもつながっていく。 
 
第２節 再配分と承認 
 さて、移民・移住女性たちのシティズンシップ形成という点に立ち返れば、第一に、彼
女たちの固有の権利を承認することが重要であることは確認できる。しかしながら、単に
彼女たちの文化的側面に基づく多様性や、各々がもつ差異を承認するだけで、果たしてシ
ティズンシップ形成は十分に可能となるのであろうか。 
既述のように、移民・移住女性たちは主流の社会構造からは承認されず周辺化された存
在である。すなわち、社会から周辺化され、承認されていないということは、同時に、社
会の中にあるさまざまな資源が不平等に分配されている状態であり、また、それらへのア
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クセスさえも制限されている状態であるということを意味している。例えば、移民・移住
女性たちが実際の生活においてそれぞれ固有の文化や個々について社会から承認されてい
たとしても、それを取り巻く社会制度やシステム、経済的不平等や秩序が改善されていな
い場合はどうであろうか。おそらく、彼女たちの日々の生活状況は決して向上しないだろ
うし、依然、排除された感覚をぬぐい去ることは困難かもしれない。つまり、シティズン
シップ形成において権利を認めることは重要なことではあるが、単に個々の権利を承認す
るだけでは不十分なのである。特に、社会制度やシステム、経済的不平等な状況を再編成
することがシティズンシップ形成には不可欠であろう。そこで、こうした状況を克服する
概念として、フレイザー（2003）は、差異や多様性に関する文化的な側面を尊重する「承
認の政治（politics of recognition）」の重要性を認めながら、それでも存在する社会的不平
等を是正するためには、社会的、経済的、政治的な配分の不平等を修正し再配分する「再
配分の政治（politics of redistribution）」が重要であると指摘している。とりわけ、従来の
多文化主義概念では差異の承認に焦点化される傾向があり、社会・政治経済的なことはあ
まり考慮されることがなかった。しかし、移住女性に代表されるような社会的に周辺化さ
れている人々のシティズンシップ形成という観点からすれば、承認に重点をおいた場合、
それはかえって、分離主義を助長することとなり、集団間の相互孤立化を招いてしまうこ
とになるかもしれない。さらに権威主義（父権主義）が助長し、排除が生まれることにな
るかもしれないだろう（フレイザー・ホネット 2012、pp.111-112）。よって、この両者を
切り離して考えることは適切ではない。承認のパラダイムでは文化的あるいは象徴的な変
革が可能であり、承認されないとなると文化的に排除される人びとの階級が作り出されて
しまう。また、再配分のパラダイムでは経済的な再構築を可能とするため、再配分がうま
くいかない場合、貧困にあえぐ階級の人びとが作り出されてしまう。こうした承認と再配
分の関係性と、それによる移民・移住女性たちのようなマイノリティのホスト社会におけ
る位置づけを図式化したものが次の図 10 である。 
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図 10：再配分と承認のマトリックス 
 
 
 
 
  
 
 
 
図 10 からも明らかなように、承認および再配分ともに十分でない場合は、完全に社会的
に排除された状態であり、シティズンシップ形成とは無縁であろう（D）。また、承認だけ
されていても再配分が不十分な場合、社会での存在は認められてはいるが、実生活上にお
いては排除されていることとあまり変わりないであろう（C）。一方、再配分は保障されて
いるが社会から差異を承認されていない場合、生活上困ることはないが、個々のアイデン
ティティは承認されていない状況であり同化と同義である（A）。結局、このいずれもシテ
ィズンシップ形成は不十分なものとなろう。シティズンシップ形成において最も理想的な
関係性は承認および再配分ともに保障されている場合である（B）。日本の場合は、すでに
述べたように、建前上、移民・移住者を受け入れている国ではないため、彼らにとっての
再配分は非常に限定的であり不十分である。よって、再配分は保障されていないことにな
る。さらに、承認については多文化主義の影響を受けて徐々に異なる文化や他者の権利を
尊重しようという気運が高まっているため、過去と比較すると承認は進んでいるといって
よいであろう。よって、現在の日本社会は、図 10 にある「周辺化、排除」から「極端な差
異化」への移行途中と考えられる。 
承認＋ 承認－ 
再配分＋ 
再配分－ 
まいな 
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女性の人権という視点を既存の社会構造に活かすということは、単純に女性の存在を承
認するだけにとどまらない。承認するということはその存在を社会のなかで具体的に位置
づけることであるので、最終的に女性の社会的、経済的、政治的な立場を男性と対等とな
るように、社会構造を変革することが求められる。しかしながら現実には、社会制度やシ
ステム、法律や政策など社会全般に関することはすべて男性中心的な価値観により決定さ
れており、女性は周辺化され、資源は男女間で不平等に分配されているような状態である。
それは、移民・移住女性たちにとっては「女性」というジェンダー概念にさらに「日本人
でない」というエスニシティ概念が加わり、より一層、不利で、不平等な状況に追いやら
れることとなっている。ただ、こうした男性中心主義的な構造を見過ごすことは問題であ
り、それを乗り越えることこそがジェンダー平等を現実的なものとすることになるのであ
って、男女共に平等な参加と公正な配分という目標なくして、ジェンダーの公平に関する
説得的なヴィジョンはありえないのである（Fraser 訳書 2003、p.268）。ここに、承認の
政治と再配分の政治とを二者択一的に分離したものとしてあつかうのではなく、不可分の
関係にあるものとして、その意義を見出すことができるのである。 
 
第３節 「女性の人権」という視点の重要性 
移民・移住女性たちは、日常的に夫やパートナー、家族に対してあらゆる側面で従属的
であることを強いられているのと同時に、公の場においても伝統的で不平等なジェンダー
秩序に支配されつづけている。こうした私的、公的両領域における移民・移住女性たちへ
の支配や抑圧され続けている背景には、公的・私的領域を問わず、あらゆる場面において
「女性の人権」という視点が欠けていることが大きな要因となっていることが多い。こう
した状況を改善するためには、まず、さまざまな現場において、「女性の人権」を主流化す
ることが肝要となろう。ジェンダーという視点から法律、政策、プログラム、慣習、慣行、
およびあらゆる不平等を評価することによって女性も男性も共に、女性がどのような領域
で差別を受けてきたかを見極めること（ギア 2007、p.162）が重要であり、それをもって
女性の置かれている状況を改善することができるからである。特に、普段から社会の周辺
に位置づけられている移民・移住女性たちにとっては、シティズンシップ形成という観点
から、公的な領域への参加の促進が要求されよう。つまり、「女性の人権」を表面化させる
とともに、公的な領域における女性の参加を通した地位向上に向けた道筋を設定すること
が必要となろう。 
こうして、社会への積極的な参加を遂げることができた移民・移住女性たちは、以前の
ような夫やパートナー、家族に対して従順であった存在から「公的な自己」（public selves）
（４）への変容を遂げ、シティズンシップ形成を可能にすると考えられる。このようなシティ
ズンシップ形成へ向けたプロセスは、女性が自らの被抑圧的な状況に気づき、そこから再
び自己を取り戻していくというエンパワーメントのプロセスと似通っている部分がある。
富田晶子（2010）は、ジェンダー領域のエンパワーメント概念について世界銀行のカバー
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（Kabber）の定義を用い、女性が過去に否定されていた生活上の能力を再び獲得してくこ
とと説明している（富田 p.98）。すなわち、「女性の人権」という視点の欠如により、これ
まで否定されていた女性の「力」や「地位」を再び社会のなかに組み入れ、男性に偏向し
ていた力や制度を再配分し、ジェンダー平等の視点に立った社会へ再組織化していくこと
が、移民・移住女性たちのシティズンシップ形成にとって最も重要なことではないだろう
か。 
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注釈 
（１）詳細については、移住労働者と連帯する全国ネットワーク発行の「Migrants Network
（Ｍネット）October 2011, No.143」（pp.3-13）参照のこと。 
（２）ゼノフォビア（xenophobia）とは見知らぬものに対する嫌悪感を意味し、日本では
主に、外国人嫌い、外国人排斥などと訳されている。 
（３）ジェンダーの主流化とは、ギアによれば、あらゆる分野と全レベルで、法律、政策、
プログラムなど計画されたすべての行動において、女性と男性への影響を評価するプロセ
スのことをいう（2007、p161）。 
（４）ベンハビブ（Benhabib 2004）は、女性が積極的に社会とかかわりを持ち続けるこ
とによって、フーコーの言うこれまで配偶者などに従属させられていた従順な身体（docile 
bodies）から公的な自己（public selves）へ変容を遂げることが可能であるとしている
（Benhabib p.209）。 
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第４部 移民・移住女性のシティズンシップ形成へ向けて 
 
第 10 章 移民・移住女性へのインタビュー調査の実施 
 
第１節 半構造化インタビュー法の採用 
 移民・移住女性たちがどのようにシティズンシップを形成しているのかという課題に迫
っていくためには、彼女たちの日常生活に向き合うなかで、彼女たち自身の「語り」や「声」
に耳を傾ける必要があろう。なぜなら、移民・移住女性たちを含めた女性たちの人権につ
いての観念が、社会構造において欠落している場合が多いため、必然的に彼女たちの「声」
は社会の中で不可視なものとして扱われがちであるからである。すなわち、彼女たちの語
りや声の内容からは、これまで表面化する傾向になかった女性の声や語りからシティズン
シップ形成の手がかりについてうかがい知ることができるかもしれないのである。そこで、
本論文では、直接、移民・移住女性たちへのインタビューを通して、沈黙を強いられ、周
辺化されてきた彼女たちの声を拾うことで課題に迫っていきたい。 
 さて、インタビューでは中心的な質問  ここでは「日本に来た理由」や「現在の生活
状況・地位へ至った経緯」等  を基礎的質問項目として挙げ、それ以外はシティズンシ
ップ形成に関連するような質問をし（１）、ほぼ語り手に自由に語ってもらうという半構造化
インタビューの手法を採用した。おそらく、一問一答形式のような構造化されたインタビ
ューでは、形式的になりがちな受け答えしかできず、本論文の課題のような個人のシティ
ズンシップ形成を促すような意識変容に迫ることは困難であると判断したからである。さ
らに、インタビュー法を採用した理由は大きく 3 点ある。第 1 に、移民・移住女性たちの
視点からシティズンシップの意味や文脈を捉える必要があるために、直接的に彼女たちの
声を拾う必要性があったということ。第 2 に、彼女たちの語りは、過去から現在までの時
間的な流れの中で語られていることから、いついかなるときにある言説が語られているの
か、また、ある時空間において語られないのはなぜか（赤川 2001、pp.76-78）を推察す
ることによって、シティズンシップ形成にどのような要因が決定的な出来事になっている
かを把握しやすいということ。第 3 は、インタビューという手法が、彼女たちのような周
辺化されたマイノリティたちの声を拾い上げることを可能にするからである。特に、第 3
のポイントにあるように、インタビューを通して移民・移住女性たちに「声」を発する機
会を与えることで、それまで表現されていなかったような経験を可視化し、現実のものと
して、それに形と意味を与え、他者に伝達され、他者がそれ  移民・移住女性の存在  に
ついて考える機会が与えられるのである（Hays and Flannery 訳書 2009、p.111）。こう
して「声」を与えられた移民・移住女性たちは、支配的で、抑圧的な力に対して「声に出
し、自らを語る」という行為を通して、そうした力を跳ね返すようになるのである。 
ただし、こうした個々の語りにのみ重点を置くことは、単に個人の生活史を追うような
手法でしかなく、それは個別的でしかないという批判もあるだろう。確かに、インタビュ
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ーを通して語られる経験は、移民・移住女性による個別固有のものである。しかしながら、
個別的な語りの中にこそ、誰もが普遍的に共有せざるを得ないような個別を通して見出さ
れる普遍（盛山他編 2005、p.129）があると考えるならば、個々の語りや声というものか
ら帰納的に一般的な原理や法則を導き出すことも可能であろう。 
 このように、移民・移住女性たちはインタビューを通して、それぞれがこれまでに経験
してきた事柄を、個々の人生の物語の中でこれまでの自分の生き方をふりかえりながら語
っている。先述のヘイズとフラネリーは、意識変容をもたらす学習の中心をなすものとし
て、物語やナラティブという考え方があると言及している（Hays and Flannery 訳書 2009、
p.167）。つまり、これまでの人生経験や体験を語るという行為には、彼女たちの意識変容
をうながすようなプロセスがみられるということなのである。 
 さて、こうした人生の物語を語るということを研究対象にすることは、一般的にライフ
ストーリー研究として認識されている。このライフストーリー研究（人生の物語研究）で
は、人びとがライフ（人生、生活、生）を生きていく過程、その経験プロセスを物語る行
為が重要になってくる（やまだ 2000、p.2）。そこで何が語られるのか。それが語られる
背景は何かなどを分析していくことが、研究の軸になるのである。そして、語られる物語
は決して静態的な構造ではなく、物語の語り手  ここでは移民・移住女性たち  と聞
き手  ここでは筆者  との間において共同的に生成されるダイナミックなプロセスに
よって構築されるのである（同上書、p.1）。すなわち、聞き手とのやりとりの中で、物語は
より具体性をもつようになるのである。移民・移住女性たちにとって、それぞれの物語で
語られる内容は彼女たちの日々の経験や体験であることに違いない上、日常生活での葛藤
の経験なども語りの内容に表れるであろう。そして、そうした葛藤をどのようにして乗り
越えてきたのか、また、過去の出来事と現在の状況を往還しながら、葛藤を乗り越えた今
どのような意識の変容があるのかについても明らかになろう。つまり、ライフストーリー
とは、彼女たちが生きてきた人生の経験的真実を直接的に表しているものなのである（同
上書、p.16）。また、こうした生成的な側面を持つライフストーリー研究は、本論文におけ
る移民・移住女性たちが社会の中でどのようにシティズンシップを形成しているのかとい
う課題を明らかにする上でも、適していると考えられる。なぜなら、前掲のやまだ（2000）
も言及しているように、ライフストーリーの手法は、仮説検証よりも、仮説（理論・モデ
ル）生成的アプローチにおいて、より威力を発揮すると考えられるからである（やまだ 
p.12）（２）。 
 こうして、自己の物語を語りながら、自己のあり方を再確認していくことは、新たな自
己を発見し、自己と社会との関係性について改めることにつながるかもしれない。つまり、
「私の物語」を語るほど、逆説的に、プライベートに閉じた「私」という概念が解体され
て、自己が公共の場にひらかれていく（やまだ 2000、p.30）のである。特に、社会的周
辺におかれている移民・移住女性たちの「語り」や「声」は、単にそれぞれの状況のこと
を語っているだけではなく、その語りや声が社会や公的空間のあり方を問い直すことにも
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つながり得るということなのである。以上のような意味においても、インタビューを通し
て彼女たちの声や語りに真摯に耳を傾けることは、多文化・多民族化した社会におけるシ
ティズンシップのあり方に迫る上でも重要なのである。 
 
第２節 被調査者プロフィールと分析の枠組み 
まず、インタビュー協力者である移民・移住女性たちには、筆者からインタビューの趣
旨を簡単に伝えることとした（３）。そして、あらかじめインタビューでの会話の内容を IC
レコーダーに録音すること、第三者には決してその会話の内容を絶対に漏らさないこと、
そして、論文等に会話の内容を使用することもあるが、その時は必ず発言した個人が特定
できないように最大限配慮することを伝え、了承を得た上でインタビューを実施した。イ
ンタビュー協力者である移民・移住女性たちの多くは、筆者が 2010 年 4 月から週に 1 回程
度のペースで訪問している移民・移住者支援団体「Ｘ」を介して紹介して頂いた女性たち
である。インタビュー実施時期は 2010 年 9 月から 2014 年 6 月にかけて行い、合計 13 名
の方にインタビューをすることが出来た。13 名のうち 1 名は筆者が週一のペースで訪れて
いる団体にボランティアとして関わっている女性であり、インタビューを行う前から筆者
とは知り合いであった。しかし、残りの 12 名に関しては、インタビュー時が互いに初対面
同士という関係性である。協力者である移民・移住女性全員が、現在、関西地方在住であ
る。それぞれのインタビュー時間は短い人で 60分、長い人になると 4時間近くにも及んだ。 
次頁の表 12 は、被調査者である 13 名のプロフィールの概略を示したものである。ほぼ
全員が既婚女性であり、その半数以上が何らかの形で仕事に従事している。出身国や年齢、
来日経緯や現在の社会的地位などは出来るだけ重複しないように、さまざまな立場の移
民・移住女性に協力をお願いした。なかには、少数ではあるが家庭の事情等によりインタ
ビューの直前になって断られたり、インタビュー了承の返事を頂けないケースもあった。
被調査者の個別的な状況から判断すると、本サンプルは比較的多様な背景をもつ移民・移
住女性の集合体であるという点で、彼女たちの語りをもとにある程度まで本論文の課題に
迫ることは可能であると考えられる。なお、本論文の分析において被調査者の語りを引用
する際は、語り手の発言の趣旨を最大限尊重して、基本的に修正を加えずそのまま使用す
ることとする。ただし、語りの内容に補足や説明、修正が必要な場合は、筆者による補足
を〔 〕内に記すこととする。また、次節では 13 名それぞれのインタビューの内容をもと
に作成した、被調査者個別の誕生から現在に至るまでの経緯をまとめた年表を付している。
なお、次ページの表の内容やデータは基本的にインタビュー当時のものに基づいている。
ただし日本在住歴に関しては2014年時点で計算している。氏名はすべて仮名である。また、
表中の事例番号 13 イザベルさんの※印の部分については現在、在留資格の裁判中というこ
とである。
107 
 
表 12：調査対象者のプロフィール（概略） 
 
事例番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 ⒑ 11 12 13 
氏  名 マリア メアリー ゴック リン カレン エレナ アフィア ムスリマ ラサ ケイ ソフィア イサベル ソヨン 
出 身 国 ブラジル フィリピ
ン 
ベトナム ベトナム フィリピ
ン 
ペルー アフガニ
スタン 
アフガニ
スタン 
アフガニ
スタン 
中国 フィリピ
ン 
ペルー 韓国 
年  齢 37 歳 57 歳 49 歳 55 歳 28 歳 32 歳 30 歳 39 歳 49 歳 32 歳 53 歳 48 歳 40 歳 
渡日時期 1994 年 1990 年 1981 年 1984 年 2005 年 1998 年 2003 年 2009 年 2009 年 2003 年 1986 年 1994 年 2000 年 
日本在住歴 20 年 24 年 33 年 30 年 9 年 16 年 11 年 5 年 5 年 11 年 28 年 20 年 14 年 
日本語会話 可 可 可 可 可 可 可 不可 不可 可 不可 可 可 
渡日理由 家族滞在 国際結婚 難民 難民 国際結婚 日系就労 家族滞在 家族滞在 家族滞在 留学 国際結婚 日系就労 留学 
在留種別 定住者 永住者 帰化済み 定住者 定住者 定住者 永住者 永住者 永住者 就労ビザ 定住者 ※ 配偶者 
職  業 会社員 英語講師 NGO 
代表 
主婦 
パート 
無職 夫 専業主婦 専業主婦 専業主婦 会社員 主婦、 
英語講師 
※ 無職 
家族構成 娘、息子 息子、娘 夫、息子 夫、娘、 
父 
息子 工場勤務 夫、 
子 2 人 
夫、 
子 2 人 
夫、 
子 4 人 
本人 夫 夫、娘、
息子 
娘 
収入源 本人 家族で 夫婦で 家族で 生活保護 夫婦で 夫 夫 夫 本人 夫婦で ※ 生活保護 
出身国家族 母、兄家
族、親戚 
兄弟姉妹 
親戚 
兄弟姉妹 
親戚 
親、兄弟
姉妹等 
親、兄弟
姉妹 
親、兄弟
姉妹 
親、兄弟
姉妹等 
親、兄弟
姉妹等 
親、兄弟
姉妹等 
父母、弟 
弟の嫁子 
父、兄弟
姉妹 
親、兄弟
姉妹等 
親、兄弟
姉妹等 
学  歴 高校中退 大卒 不明 高卒 大卒 専門学校 高校中退 不明 不明 大卒 大卒 大学中退 大卒 
インタビュー
実施日 
2012/ 
08/13 
2010/10/ 
12,11/02 
2011/ 
01/20 
2010/ 
09/02 
2010/09/ 
15,11/07 
2010/ 
11/25 
2010 
/09/06 
2010 
/09/06 
2010 
/09/06 
2012/ 
07/08 
2012/ 
06/30 
2014/ 
06/07 
2013/ 
04/25 
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付記： 
 
１．それぞれの内容・データはインタビュー当時のものに基本的に基づいている。ただし、
日本在住歴に関しては 2014 年時点で計算している。 
 
２．表 12 に挙げている移民・移住女性たちの氏名はすべて仮名である。 
 
３．事例番号 12 のイサベルさんの表中にある※印は、現在、彼女自身、在留資格について
は裁判中であり、仮放免の状態であるため詳細については記載できないので「※」印とし
ている。 
 
４．事例番号 13 のソヨンさんについては在留資格が配偶者となっているが、実際にはイン
タビュー時、離婚裁判中であるため、別居中であった。 
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本稿における分析では、まず 13 名全員のインタビューの全内容についてトランスクリプ
トを作成するために文字化した。そして、彼女たちのインタビューの語りから、シティズ
ンシップ形成に関わっていると考えられる言説を抽出した。次いで、それぞれの語りの内
容を、時間的経過に基づき整理し、そこからどのようにシティズンシップを形成していっ
たのかを追っていった。最後に、これらの資料を参照しながら、各事例間での共通性や相
違点を析出し、彼女たちのシティズンシップ形成を促進する要因を探索した。特に、シテ
ィズンシップ形成に関しては、積極的に社会へ参加し、そこでの意思決定過程において自
己の役割を効果的に果たしていることが大きく影響すると想定されることから、彼女たち
の語りの中でそれに関係するような語りがあるのかを注視しながら事例分析を行っていっ
た。さらに、社会参加等を経ながらシティズンシップを形成していく過程で、彼女たち自
身、シティズンシップ形成へ向けた何らかの学びを経験していることも考えられるため、
その点についても注視しながら分析を行った。 
シティズンシップ形成への学びに関しては、ここではユネスコの 21 世紀教育国際委員会
報告書（The International Commission on Education on for the Twenty-first）である
Learning: The Treasure Within（邦題：「学習：秘められた宝」）（４）について少し触れてみ
たい。ユネスコは生涯学習という概念において、人びとの市民（シティズン）としての教
育の重要性について明示している。本報告書では「市民としての学習」について次の 4 つ
の観点が設定されている。それが Learning to live together（共生のための学び）、Learning 
to know（知るための学び）、Learning to do（為すための学び）、Learning to be（人間と
して生きるための学び）である（５）。これらの内容からユネスコが描く将来に求められるシ
ティズンシップ像を導くと、多様な価値観を理解し、そのために様々な課題に興味を持ち、
それらを解決しようと主体的に関わり、将来の社会はどうあるべきか、自己はどうあるべ
きかについて考え、行動できるひと、となるであろう。すなわち、シティズンシップ形成
には、端的に言えば、個々の社会に対して主体的に関わろうとする意識への変容と、その
意識をもとに実際に行動する行動的市民への成長がみられることが必須となろう。こうし
た点に基づきながら、まず次節以降、表 12 の調査対象者それぞれのこれまでの経緯の詳細
を記した年表を提示し、次章にて、本論文で取り上げる移民・移住女性たちのシティズン
シップ形成へ向けた過程を見ていきたい。 
 
第３節 インタビュー協力者（調査対象者）の年表 
 次頁から提示している表は、本論文においてインタビュー協力してくれた 13 名の移民・
移住女性それぞれの誕生から渡日を経て、現在の地位や生活状況に至るまでの軌跡を記し
た「年表」である。 
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インタビュー協力者（調査対象者） 
 
年  表
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事例番号１：マリアさん／ブラジル 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1975 年 ブラジル・マナウス市 誕生（家族：父、母、兄、本人） 
1993 年（18 歳）  日系人男性と結婚、出産（長女） 
高校を中退する。 
1994 年（19 歳） 日本・静岡県 長女（6 か月）とともに夫が住む日本（静岡県）へ、専業主婦となる。 
→カトリック信者であったが、近所に教会はなかった。 
1996 年（21 歳）  夫と前妻の子（9 歳：女、7 歳：男、6 歳：女）を日本へ呼び、同居生活が始まる。 
1999 年（24 歳）  ブラジルへ長女（6 歳）と一時帰国 
→ブラジルで長男の妊娠が分かる→その後、出産 
2000 年（25 歳） 静岡から兵庫県 S 市へ 家族が増えたため、夫婦ともに働ける職場を求めて、S 市へ転居。 
→教会が近くにある地域を探し、現在の地域に定住することを決める。 
地元工場勤務。新しい生活が始まる。 
→教会へも通い始める。 
2003 年（28 歳） 職場で 地元上場企業に派遣社員として勤務。 
2005 年（30 歳）  交通事故に遭い、重傷を負う。 
2008 年（33 歳） 家庭内で 15 年間生活を共にした夫と別居することを決意。 
→上記職場において派遣社員から正社員となる。 
二度目のブラジルへの帰省（本人、長女、長男）。 
現在（37 歳）  ➣家族３人（本人、長女：大学一年生は現在京都で一人暮らし、長男：中一）で生活。 
➣長女が大学卒業し、長男が中学卒業すると同時にブラジルへ帰国予定。ブラジルには現在、
母、兄家族、親類が住んでいる。 
➣また、これからは自分のキャリアアップ（日本語能力）を図りたいと考えている。 
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事例番号２：メアリーさん／フィリピン 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1953 年 フィリピン 誕生～成人：バンブーダンスのダンサーとして活躍 
1980 年代中頃 日本・九州地方 ダンサーとして 2 度目の来日時に公演先で日本人の夫（現在別居中）と出会う。 
1990 年（36 歳） 日本・関西地方 A
市 
日本人の夫との結婚のため、娘 2 人と息子 1 人と共に日本（A 市）へ。 
専業主婦となり、家事や子育てに追われる毎日。同時に、夫からの行動制限、家庭内暴力、家父長
的態度に悩まされる。 
1995 年（41 歳） 教会 A 市、カトリック教会でフィリピン人コミュニティを結成する。 
→英語でのミサの開催やフィリピン料理や踊りのイベントを開催した。 
同時に同地域に住むフィリピン人女性同士での悩み相談やアドバイス、支援活動なども行った。 
1990 年代後半 幼稚園 
小学校など 
娘の幼稚園の運動会で、保護者演技としてフィリピンの伝統舞踊バンブーダンスを披露。 
→この頃から、娘や息子の学校に保護者として関わり始め、ＰＴＡの役員や会長等に抜擢される。 
2000 年（46 歳） 家庭内で 夫の娘（メアリーさんの前夫との子）への虐待が発覚。 
2003 年（49 歳）  夫との別居を決意（離婚はしなかった）。 
→晴れて自由になった。 
子どもの友人の母親らの協力で新居もスムーズに見つかり新しい生活が始まる。 
地元小中高校での英語講師としての仕事も順調に進む。 
現在（58 歳）  ➣仕事も以前と変わらず順調。 
➣子どもたちも独立。一番上の娘は結婚し孫も生まれた。下の娘、息子もそれぞれ独立し仕事をし
ている。 
➣現在は、同居する子ども２人と安定した生活を送っている。 
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事例番号３：ゴックさん／ベトナム 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1961 年 ベトナム 誕生 
1981 年（20 歳） 日本・九州地方 兄と二人、難民キャンプへ。 
1982 年 日本・関西地方 関西地方にある難民定住センターへ移動する。 
 →センターでの日本語の学習開始（3 ヶ月間）。 
 →現在の夫と出会い結婚し、長女出産。 
1983 年（22 歳） 日本・四国地方 家族で四国へ半年間移住する。 
1983 年末 日本・関西地方 B
市 
再び家族と共に関西地方へ戻り、B 市に定住する（現在の居住地）。 
夫婦共に靴製造会社に就職（夫、子ども 5 人） 
1995 年 1 月 
（34 歳） 
 震災に遭う。 
→勤務先が全壊し、失業する。 
教会でのボランティア活動に参加する。 
1997 年（36 歳）  ベトナム人支援団体の設立に伴い、専従スタッフとして関わる。 
 ※現在、同団体代表としてベトナム人支援活動に精力的に関わっている。 
2011 年（50 歳） 
現在 
 ➣団体が設立 15 周年を迎える。 
  →これまでの支援活動に加え、新規プロジェクト活動にも取り組む予定にしている。 
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事例番号４：リンさん／ベトナム 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1955 年 ベトナム 
（南ベトナム） 
誕生 
1975 年（20 歳）  政治的不安定により自国に居づらくなってきたため国外脱出を考える。 
→当時、結婚し、子ども（長女）出産。 
様々な仕事をしながら、子育てをする。 
1978 年（23 歳）  国外脱出を決意し、実行したが、カンボジア付近で捕まる。その後、刑務所へ。 
 →収容先（病院など）からの脱出を何度か試みるが失敗。 
1980 年（25 歳）  フィリピンの難民センターへ向けて、2 度目の国外脱出。 
1981 年（26 歳） フィリピン フィリピン難民センターへ無事到着。 
 →アメリカ、オーストラリアへ難民申請をしたが不受理。 
  その後、日本へも申請したが同じく不受理。 
1982 年（27 歳）  難民センターでボランティア活動を始めながら、看護師の資格を取得。 
活動中で、知り合った病院の先生の紹介も有り、再度、日本への難民申請を決意。１年後ビザがお
りる。 
1984 年（29 歳） 日本・関西地方 難民定住センターへ。 
 →自立した生活を目指すためにセンターで日本語教育を受ける（3 か月間） 
1985 年（30 歳） 関西地方 K 市 関西地方の K 市へ移住する。 
 →定住センター時代にお世話になった神父さんの紹介で移住を決意。市内のレストランで働く。 
  同年、今の夫（内縁関係）と出会い、同居を始める。 
2005 年（50 歳）  事件が起こる。 
 →当時、経営していたブティックが盗難事件に遭い、多額の借金を抱えることになる。 
115 
 
  その借金返済のためにある事件に関わるようになってしまい、それがきっかけで移民・移住者
支援団体Ｘと出会う。 
2008 年（53 歳）  Ｘでボランティアを始める。 
 →主に、医療機関や公共機関などでの通訳（日本語＝ベトナム語）にあたっている。 
現在（57 歳）  ➣現在は主婦業（家事、父親の介護）の傍ら、飲食店の手伝いや化粧品会社の訪問販売員、英語講
師、そして、在日ベトナム人の公共機関での通訳業務などを日常的に行っている。 
➣その他、月に数回、依頼があれば地元公民館でベトナム料理教室の講師として活躍している。 
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事例番号５：カレンさん／フィリピン 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1982 年 フィリピン 誕生 
  大学で社会福祉、介護を勉強し、卒業後しばらく介護職の仕事に就く。 
救命救急のライセンス（国際赤十字）も取得。 
2005 年（23 歳） 日本・関西地方 日本人男性と結婚している親戚の女性の紹介で日本人配偶者として来日。 
※結婚当初から DV（主に精神的、経済的なもの）を受ける。 
2006 年（24 歳） 兵庫県 Z 市 息子の誕生。その後も DV は続く。 
2008 年（26 歳）  自分自身への DV、そして同じく DV で苦しめられている親戚の同郷女性の姿を見、離婚を決意。 
知り合いを介し、支援団体Ｘへ相談。 
→日本人夫との離婚調停を開始。 
2010 年（28 歳） 兵庫県 B 市 和解離婚が成立し、子どもの親権を取る。しかし、養育費の請求は放棄。 
新しい生活の場へ移る。 
 →短期間の介護の仕事や教会での簡単な仕事に加え、足りない分は生活保護を受けている。 
2011 年（29 歳）  息子の通う保育園との間で、ちょっとした連絡ミスの事件がおこる。 
 →しっかりとした日本語学習を受け、早く生活保護から抜け出し、安定した仕事に就く必要があ
ると認識する。 
2012 年（30 歳）  居住している自治体の母子家庭支援制度について詳細情報を入手するため区役所へ。 
 →担当者と面談する。 
  ➣日本語学習を本格的に開始。5 級取得。 
→再出発（介護など、自分の専門性を活かした安定した仕事への就職）へ向けて準備中。 
2013 年 4 月～  ハローワークの求人により、地元の幼児対象の英会話スクールで講師（パートタイム） 
以前、働いていた介護施設でパート（2 度目のチャレンジでパート職を得る） 
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事例番号６：エレナさん／ペルー 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1978 年 ペルー・首都リマ 誕生～3 歳まで 
1980 年（2 歳）  母の実家（ジャングル／田舎）へ移る～12 歳まで 
1993 年（15 歳）  その後、16 歳で再び首都リマ（いとこの家）へ 
   →その間、専門学校へ行かせてもらうが、卒業後、仕事がない。 
1999 年（21 歳） 日本・関西地方 C
市 
日本在住の叔父（父親の兄弟で日本人女性と結婚）夫婦の助言で日本へ移住することを決意 
 →理由はペルーにいても将来の見通しが立たないため 
  叔父の妻の勤務先でボランティアしたり、日本語学校へ通う。 
 →現在は日本語能力検定４級、３級取得 
※この間、叔父と叔母が常に将来についての相談や助言に当たっている。 
2000 年（22 歳）  滋賀県の工場に勤務 
2001 年（23 歳）  現在の職場（大阪）へ転職 
 →仕事が終わった後、日本語学校で日本語の勉強を続ける。 
  同郷ペルー人との交流に積極的に参加 
2003 年（25 歳）  職場の日本人男性と結婚 
 →結婚後、ペルー人主催のイベントにあまり参加できていない。 
  しかし、代わりに夫に色々と心配事を相談できるようになった。 
現在（34 歳）  ➣仕事に追われている毎日であるが充実している。 
➣夫との家庭生活も順調。 
  →将来は子どもがほしいと考えている。 
   永住者（帰化を目標にした）としての在留資格変更の予定。 
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事例番号７：アフィアさん／アフガニスタン 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1980 年 アフガニスタン 誕生 
 タリバン政権による弾圧が続き、十分に学校教育を受けることができなかった。 
 高校を中退する。 
2000 年（20 歳）  現在の夫（アフガニスタン人）が日本へ難民申請し許可され、定住者としての査証を取得。 
2002 年（22 歳）  夫と結婚 
2003 年（23 歳） 日本・関西地方 C
市 
夫の生活している日本へ家族呼び寄せで渡日 
2004 年（24 歳）  第一子を出産 
 →家事育児に専念し、買い物以外、ほとんど家庭の外と接触することはない。 
2008 年（28 歳）  第二子を出産 
 →家事育児に専念し、買い物以外、ほとんど家庭の外と接触することはない。 
2009 年～ 2010
年（29 歳） 
 長子が幼稚園に通い始める。 
 →幼稚園の送り迎えなどが日課となり、同じ園の保護者（母親）と交流する機会が増える。 
現在（32 歳）  ➣家事育児に専念しながら、子ども時代に断念した学校での勉強にもう一度挑戦したいと考えてい
る。そのため現在は漢字ドリル等を使い、独学で漢字の勉強をしている。 
➣最近、近所の教会の信徒の方が生活や子どもたちの様子を見に定期的に来てくれるようになった。 
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事例番号８：ムスリマさん／アフガニスタン 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1972 年 アフガニスタン 誕生 
1990 年代前半 
（20 代前半） 
 現在の夫と結婚 
 長女（1993 年）、長男（2002 年）が生まれる。 
2001 年（31 歳）  1990 年代後半、タリバン勢力の増大に伴い、アフガニスタンを脱出した夫は日本へ難民申請する。 
 →難民認定され、定住を許可される。 
2009 年（37 歳） 日本・関西地方 H
市 
夫の生活している日本へ、娘、息子とともに家族呼び寄せによって渡日 
 →長女は地元の中学校へ、長男は小学校へ進む。 
 
2010 年（38 歳）  近所の夜間中学で日本語を勉強し始める。 
現在  ➣家事育児をしながらも、現在は通い始めた夜間中学での日本語の勉強が楽しいということで、今
後、しっかりと日本語の勉強を継続していきたいと考えている。 
➣また、日本語検定試験も受け、日本語能力条件をクリアし、帰化も考えている。 
注）日本へ来て 1 年未満という事で、あまり特徴的な出来事等は見られなかった。 
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事例番号９：ラサさん・アフガニスタン 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1962 年 アフガニスタン 誕生 
1980 年代後半 
（20 代後半） 
 現在の夫と結婚する。 
 →子ども（次男 1990 年生、長女 1992 年生、次女 1993 年生、三男 1996 年生）が生まれる 
2008 年（46 歳）  1990 年代後半、タリバン勢力の増大に伴い、アフガニスタンを脱出した夫は日本へ難民申請する。 
 →約 10 年越しで、ようやく在留許可される。 
2009 年（47 歳） 日本・関西地方 Y
市 
夫の生活している日本へ、子どもたち 4 人とともに家族呼び寄せによって渡日 
 →長男（家事、父の仕事の手伝い）、長女（仕事と夜間高校）、二女（高校生）、二男（中学生） 
 →家事育児に専念する日々で、日本語もあまり分からないため（簡単な日常会話であれば問題な
い）、外へ出かけることはほとんどないが、隣近所の日本人によく助けてもらう。 
2010 年（48 歳）  近所の夜間中学で日本語の勉強を始める 
現在  ➣日本語の学習を続け、日本語検定試験を受け、将来は日本へ帰化したい。 
➣毎日の勉強（日本語）が楽しくて充実している。 
➣家族が多いので、日本語能力が十分付いたら、家計を助けるために働きたいと考えている。 
注）日本へ来て 1 年未満という事で、あまり特徴的な出来事等は見られなかった。 
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事例番号 10：ケイさん／中国 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1980 年 中国・福建省 誕生～父、母、弟と暮らす。 
 →その後、大学（観光系学部）まで進む。 
2003 年（23 歳） 日本・関西地方 C
市 
父親の強いすすめもあり、日本へ留学。 
日本語学校へ入学 
2005 年（25 歳）  日本の大学（学士：観光関係）へ入学 
 →日本人の友達も多数でき、勉強も楽しかった。 
  学費や生活費はアルバイトを掛け持ちして自分でやりくりしていた。 
 →頼まれて、イベントでの通訳ボランティアの仕事をしたこともある。 
2008 年（28 歳）  大学卒業 
 →卒業後、1 年間就職活動をする。 
2009 年（29 歳）  大手化粧品会社の就職。 
 →空港免税店での販売が主な担当である。現在は勤務 3 年目。 
  概ね仕事内容には満足しているが、できれば旅行業界への転職を希望している。 
  但し、現在の在留資格上、転職は難しい。 
現在（32 歳）  ➣市内のワンルームマンションで一人暮らし。 
➣同郷の中国人が同じマンションに住んでいるので心強い。 
➣休みの日は大学時代の友人や職場の人と食事に行ったり、趣味の山登りに行ったりと充実した生
活を送っている。 
➣カトリック信者であり、休日は地元教会での中国人対象のミサのまとめ役の仕事で忙しい。 
➣もうすぐ日本在住 10 年になるので永住権を取得したいと考えている。 
 
122 
 
事例番号 11：ソフィアさん／フィリピン 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1959 年 フィリピン 誕生 
 父（弁護士）と母（教師）のもとに生まれる。 
 姉、弟がいる。 
1981 年（22 歳）  フィリピンで結婚していたが離婚し、大学（Medical Technology）に入学。 
そこへ、日本から研修に来ていた現在の夫（医師、日本人）と出会う。 
1986 年（27 歳） 日本・関西地方 A
市 
現在の日本人の夫との結婚を機に渡日。 
 →専業主婦を主に、フィリピン観光関係の仕事や、英語講師の仕事を依頼があればこなしていた。 
 →日本語学校（アドバンスコース）に通っていたが、ほどなく辞める。 
  ※現在は簡単な日常会話はできるがほとんど英語で会話する。 
 →教会での活動にも参加（現在は世話役） 
1994 年（35 歳）  友人の紹介で現在勤めている英語学校にパートタイムの講師として勤務。 
1998 年（39 歳）  上記英語学校にてフルタイム（専任講師）として勤務。 
現在（53 歳）  ➣フィリピン人コミュニティ（フィリピン領事館と関係ある団体）の秘書として活動（2 年前は副会
長を務めていた）。 
➣毎週日曜日、教会で行われる英語ミサの世話人。 
➣仕事に関しては新しい展開（大学等で英語を教えるなど）を模索している。 
➣これからは自分の生活を中心にゆっくり休みたい。 
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事例番号 12：イサベルさん／ペルー 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1966 年 ペルー 誕生 
 父（2005 年に死去）、母、弟 3 人 ※本人は長女 
 大学生の時、妊娠・出産（娘：現在はペルーに在住）し大学を中退。 
1994 年（28 歳） 日本・関西地方 N
市 
ペルーの日系家族に養子に入り、日本へ仕事を求めて渡日。 
1 年半、N 市のビス・リモコン製作工場に勤務 
1995 年（29 歳） 関西地方 S 市 関西地方南部の S 市へ引っ越す。 
ここで鉄筋をカットする工場で 1 年間勤めるが、仕事が合わず退職。 
1996 年（30 歳） 関西地方 H 市 H 市へ引っ越す。食品関係の工場に勤務する。 
ここで、現在の夫（ペルー人）と結婚。 
 
➢その後、Ａ市（ピザ工場勤務）、Ｙ市（長女、長男を出産）と引っ越しを繰り返す。 
➢この期間、育児に専念するため仕事を辞め、毎日家にいたためストレスがたまり精神的に大変な
状況であった。 
 
2006 年（40 歳） 
 
現在（48 歳） 
O 市 現在の住まいである O 市へ。一応の安定した生活を送る。 
➢ただし、在留資格に問題があり、家族全員あまり外とのかかわりをもたないようにしていた。 
在留資格の問題で裁判中であるが、家族全員仮放免中であり、生活は以前より安定。 
支援団体の紹介で現在工場勤務。 
夫は失業中。子どもはそれぞれ中学生（長女）、小学生（長男）。 
➢空き時間は公民館でスペイン語を教えたり（週一回）、ペルー料理教室講師（不定期）など、積極
的に地域社会とかかわっている。 
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➢地域社会や母国ペルーとはフェイスブックなどのソーシャルネットワークやスカイプなどを利用
し、煩雑にコミュニケーションを取っている。 
➢今後はペルーに帰る予定はなく日本に定住することを希望しているため、ビザ（在留資格）や日
本語のことなどが心配である。 
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事例番号 13：ソヨンさん／韓国 
いつ（年・年齢） どこで 何があったか（出来事） 
1973 年 韓国・済州島 誕生 
 
 
 
2000 年（27 歳） 
 
 
 
 
 
 
日本・関西地方 D
市 
 父、母、兄弟 5 人は現在済州島に在住。 
➢渡日するまで、韓国では保育士・幼稚園勤務の経験がある。 
➢敬虔なカトリック信者 
留学生ビザで渡日 
最初の 2 年間は日本で保育の勉強をしようと関西地方のある大学へ進学を希望するが失敗。 
その後、別の専門学校へ入学するが、合わず、退学する。 
シスターの紹介で同じ関西地方にある別の大学へ進学。 
2009 年（36 歳）  入学した大学が経営破たんで通学が困難となり卒業せずに中退する。 
➢その後、いったん韓国に帰国し、保育士として働く。 
2011 年 3 月（※4
月）（38 歳） 
日本・関西地方 C
市 
在日の叔父の紹介で、在日韓国朝鮮人で同じ済州島出身の夫（現在、離婚裁判中）と結婚。 
その後、夫の仕事の関係により関西地方から熊本へ引っ越す。 
2012 年（39 歳） 
 
 
現在 
 夫より、別居を言い渡される。 
 理由）本人によれば、姑の入れ知恵により夫の態度が 180 度変わった。 
この時、すでに妊娠し出産を控えていたが、生まれてくる子どもも認知しないと言われる。 
➣子ども出産（娘） 
離婚裁判中 
生活保護を受給しているが、早く仕事を見つけて自立した生活を送りたい。 
娘（6 カ月）が保育園に入園できることになったので本格的に仕事を見つけたい。 
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注釈 
（１）例えば、「普段は何かしていますか？」や「地域とのつながりや交流はありますか？」、
「家庭ではどのような生活をしていますか？」など普段の様子を聞きながら、何か活動し
ている場合は、その活動によって以前の自分自身と比較してどのように成長したか、ある
いは意識に変化はあったかについて聞き出すような質問を投げかけていった。 
（２）ただし、「語り（ナラティブ）」に基づく研究は、語り手の主観や解釈によるところ
があり、例えば、語り手が虚構の語りをしてしまう場合もあることを考えると、決して万
能な手法とは言えない部分もあることは、調査者として念頭に入れておく必要あろう。 
（３）事前に伝えたこととしては、「移民・移住女性たちのシティズンシップ形成について
調査している」といったような難しい内容には触れず、「ちょっと、皆さん（移民・移住女
性の皆さん）が毎日どん生活を送っているかお話を聞きたい」といったように、あまり難
しくないような説明をし、お話を聞かせて頂く了承を得た。 
（４）UNESCO (1996) ‘Learning: The Treasure Within’ UNESCO Publishing を参照の
こと。 
（５）前掲、‘Learning: The Treasure Within’, pp.22-23。 
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第 11 章 移民・移住女性の置かれている状況 
 
第１節 家庭という親密圏内における暴力 
 本稿で取り上げている被調査者である移民・移住女性たちは、それぞれ日本へ来ること
となった理由はさまざまであり、また、それ故に個々に抱えている問題も多種多様である。
最終的にはそれぞれの抱えている問題をさまざまな資源や支援を活用して、あるいは、自
分自身で孤軍奮闘して乗り越え、ホスト社会に溶け込んでいくこととなるが、そこへ行き
つくまでの道のりは非常に険しいものがある。例えば、彼女たちの中には、難民として渡
日し、日本社会への適応に苦しんだ経験を経てようやく安定した生活を手に入れたケース。
日本人男性との結婚を経験する中で日本の伝統的な習慣や価値観に馴染めず、結婚生活が
破たんしてしまったがようやく自分自身のやりたいことをしながら自由に生きているケー
ス。そして、母国の家族や親類に経済的な支援をするために報酬のよい日本で働くために
やっては来たが、渡日前に抱いていた理想とかけ離れた状況に落胆しながらも何とか日々
の生活を送っているケース。さらには、日本での新しい生活に期待したものの、今もなお、
母国における伝統的な習慣に縛られ、より状況が悪化してしまったケースなど、さまざま
である。特に、彼女たちの多くは既婚者であるため（１）、結婚生活の中で起こる問題を多く
抱えている傾向がある。 
 
ケース１：事例番号 5 カレンさんの場合 
 フィリピン出身のカレンさんは、日本人との偽装結婚に巻き込まれたようなかたちで日
本へ来ることとなった。そのきっかけは、親戚が日本人男性と結婚していたので、その紹
介でカレンさん自身も日本人男性と結婚することとなった。しかし、実はこの結婚相手（カ
レンさんの日本人の元夫）の兄（親戚の夫）が偽装結婚をあっせんしているふしがあった
のである。日本に来た当初はその義兄一家とともに生活をしていた。一緒に生活するなか
で、カレンさんは義兄の妻（カレンさんの親戚）が 10 数年間にわたり、義兄から暴力（ド
メスティック・バイオレンス、以下、ＤＶとする。）を受け続けていたことを知った。カレ
ンさん自身も結婚当初から夫による精神的な暴力や生活費を一切渡さないといった経済的
暴力に晒されてきた。子どもが生まれてからもこうした夫からのＤＶは続き、このままで
は親戚の女性のようにＤＶによって麻痺させられた地獄のような人生が待っていると悟っ
たカレンさんは、家を出る決心をした。そして幸いなことに、当時、住んでいた自治体と
の連携により、スムーズに夫の元から逃れることができ、現在、支援を受けている団体「Ｘ」
とつながることができた。その後、裁判をへて和解離婚が成立し、子どもの親権も無事取
得できた。現在は、介護のパート職と英語講師をかけもちし、同時に生活保護費も受けな
がら親子二人で暮らしている。 
 
 彼女のケースからは、移民・移住女性の多くが日常的に日本人男性パートナーからの暴
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力の被害により支配されていることが推測できる。移民・移住女性のＤＶによる全国レベ
ルでの被害状況の実態を正確に表したデータは少ないが、婦人相談所によれば、2009 年に
一時保護されたＤＶ被害女性 6,625 件のうち、外国籍者の保護件数は 528 件（全体の約 8%）
であり、日本人女性との人口比を勘案すると、外国人女性がＤＶの被害に遭っている割合
は日本人女性と比較すると圧倒的に高いということである（移住連貧困プロジェクト 
2011、p.33）。これは移民・移住女性に限ったことではないが、まず、彼女たちがＤＶ被害
にあう割合が高くなる理由として考えられる最大の要因は、夫を含むパートナーの家父長
的態度であり、妻は夫の所有物であるといった社会通念であると考えることができる。特
に、カレンさんはこうした夫からの暴力から何度も脱出しようと試みたが、行動に移すこ
とはできなかった。その理由は、次の彼女の語りになかにあらわれている。 
 
〈カレンさん〉 
 〔助けを求める方法、情報〕わからなかった。あの、えっと…。（ずっと家の中にいるよ
うに言われたりしたの？）あったよ。お家の中、あちこち、何ていうんだろ。例えば、
お薬屋さんにおしゃべりに〔行くと〕、男と一緒にしゃべったらそれも駄目、とか。お話
をするのも駄目とか。例えば、近いの友達いるとか、話ももちろん気持ちがねちょっと、
あの〔友達と話しをすると〕enhance するやね、何とかすっきりする、できるね。でも、
それもだめ。 
 
 おそらく、彼女は一日中、家の中にいることを日本人の夫から命じられ、監視されてい
たようなのである。これでは脱出しようと思ってもできず、夫からの支配に耐えるしか他
ないであろう。同様の状況はカレンさん以外の移民・移住女性も経験している。例えば、
事例番号 2 のメアリーさんは自身の経験を次のように語っている。 
 
〈メアリーさん〉 
 〔ＤＶ的なことは〕前は 1 回か 2 回ぐらいはあったんですけど、もの投げたりとか。向
う〔フィリピン〕ではわたしの兄弟、あの、お兄さんとかみな結構やさしいでしょ。こ
ん〔な〕ことあって、なんでわたしここにいる〔の〕とか、なんでわたしこんなことあ
るんですかと…。だから自分が情けないことはあるんですよね。なんでみたいな。 
 
 メアリーさんの場合は、その語りの内容からも察することができるように、常に夫から
の支配による主従関係を要求されていた。特に、家庭という閉じられた関係の中で、彼女
は夫から彼女自身のことを認めてもらえず、外部との接触も絶たれていた状況であった。
カレンさんやメアリーさんのように、日本人男性との国際結婚をきっかけとして日本へや
って来た女性の多くは、まず日本人男性に対して脆弱な存在であり、従属する配偶者（２）
となることを求められる。そこには常に夫が妻を抑圧することを当然とする関係性が成立
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しており、最初は従順であった妻が、夫に対してはむかうような態度や言動を見せると途
端に、夫は暴力で妻を押さえつけようとする態度に出るのである。さらに、こうした関係
性を継続させている原因のひとつに母国への家族への気遣いといったものがある。つまり、
自分自身と日本人男性との国際結婚を後悔したことを母国の家族や親類、知人に知られる
ことを避ける傾向があるのである。国境を越えての結婚は本人にとっても大きな決断であ
り、母国の家族にとっても相当の負担を強いることになる。また、特にアジア出身の国際
結婚の花嫁に限って言えば、日本人男性との結婚は両国間の経済的格差による「経済的な
上昇」や人生の「成功」を意味することがある。こうした姿を国際結婚した女性たち  特
にアジア出身の女性たちは母国の家族に対して、いかなる過酷な状況になっても見せ続け
なければならなく、夫から暴力を受けているということは、彼女たちにとって「負け」を
意味することになるのである（高畑 2003、p.266）。さらに、法的な問題も彼女たちを夫
からの暴力に晒し続け、彼女たちの苦しみを不可視化している要因となっている。簡潔に
言えば「在留資格」に付随する問題である。彼女たちの合法的な日本滞在の資格は、日本
人夫に依存せざるを得ない状況になっている。日本人男性と結婚してからは、その後の在
留資格の取得や更新、さらには長期的な永住資格の取得には必ず夫の協力が必要とある。
もし、夫やパートナーの協力がなければ非正規滞在になる可能性もある。こうした制度を
悪用することで女性を支配し、ＤＶ等のような状況から女性を逃げ出すことを妨げている
ということも起こっている。さらに、子どもが生まれた場合も、日本人男性である夫の認
知も必要になってくるであろう。このような状況から明らかなように、移民・移住女性の
地位や権利のほとんどすべてが、男性に委ねられているというのが現状なのである。 
 他にも、同じように夫からの精神的、経済的ＤＶを受けていたのは事例番号 1 のマリア
さんである。 
 
ケース２：事例番号 1 マリアさんの場合 
 マリアさんは同じブラジル出身で日系人である現在の夫（別居中）とブラジルで知り合
い、結婚した。その後、夫が仕事を求めて日本へ行く決断をしたため同行することとなっ
た。渡日当初は、マリアさんが外（家庭外）へ出ることを極端に嫌い、自由な時間を持つ
ことさえ認めてもらえなかった。そのことについて「夫のお母さんみたいだった」と表現
している。子どもの学校ＰＴＡ活動などにも参加することを許してもらえず、地域社会と
の交流がなく、地域の中でも浮いた存在になっていった。周囲の反応も「あの家には何も
頼めない」といったように、マリアさん一家を避けるようになっていった。また、夫はこ
れまで一度も自分の給料を生活費として家庭に入れず、普段はマリアさんのお給料（約７
～８万円）だけで家族の生活をやりくりしていた。こうした夫からの扱いに耐え切れなく
なり、結婚 10 年目を超えたころから夫との離婚を考え、現在は別居中である。夫には離婚
することを望んでいるが、夫はそれに一切応じない。ブラジルでは離婚すると多額の慰謝
料を支払う義務があるということから夫は離婚することに拒んでいるという。現在は、夫
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からの経済的支援を一切受けず、娘と息子の 3 人で生活している。 
 
 マリアさんの場合も、同様に経済的ＤＶを中心にその被害を受けている。特に、子育て
に係る経費についても一切夫から支払ってもらうことはなかったという。夫は離婚歴があ
り、ブラジルにはすでに 3 人の子どもがいたのであるが彼らを日本に呼び、一緒に暮らす
こととなるが、彼らの面倒すらマリアさんに押し付け、夫自身は全く関与しなかったとい
う。そこで、マリアさんは「きっとわたしの娘〔夫とマリアさんの間にできた長女〕も同
じことになるんや」と思い、それも夫と離婚する決心をしたきっかけになったという。と
にかく、経済的な負担、さらには夫と前妻の子どもの面倒まですべてマリアさんに任せる
という彼女にとっては納得のいかない結婚生活であった。マリアさんは当時の状況をふり
かえりながら、夫からの暴力を受けてきたことについて次のように語っている。 
 
〈マリアさん〉 
 〔日本に来てから〕15 年間はずっと、もう、あの奴隷やな。これして、あれして。ほん
とわたし 4 人子どもやったんよ〔夫とのあいだに 4 人の子供を妊娠したが、2 人を夫の命
令で中絶した〕。そこがわたし一番納得せんかったんよ。2 人とも〔夫は〕堕ろせ言うた
よ。（中略）全部わたし「はいはいはい」。旦那やから聞かなあかんなぁと思ったけど、
違うわって。これあかんわって。もうつらかったんです。死にたかったんや。 
 
 また、事例番号 13 のソヨンさんも夫から言葉による暴力を受けていた。 
 
〈ソヨンさん〉 
 旦那さん〔結婚する前は〕家族に内緒で〔二人で〕どっかへ行っても大丈夫って言われ
てるから結婚もしたし、生活もしたし、教会へも行ったんですけど、そこで、なんか聞
いたかわからんけども、家族は全部彼〔夫側〕になったんですよね。〔ソヨンさんの信仰
心について夫やその家族から不平不満が出ていた〕もう、だから〔夫やその家族のこと
が〕怖かったんですよね〔信じられなかった〕だからもう〔夫は二人の間に生まれた子
供について〕「私の子どもじゃない」とかそんな話、もう、信じられない言葉言ったんで
すけどね。 
 
 彼女たちがこうした精神的にも身体的にも厳しい状況に追い込まれるようになった背景
には、彼女たちの「孤立感」が影響していると考えられる。通常、日本人女性であれば、
何か家庭内で問題が生じれば支援機関や自治体の相談窓口、もっと身近には親類や家族、
知人へ頼ることで何らかの対処は可能になると考える。しかしながら、移民・移住女性た
ちの場合は、そうした日ごろから頼れるようなつながり  人的・社会的なネットワーク
が相対的に希薄である場合が多い。つまり、換言すれば、ＤＶのような状況に陥った場合、
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そういった状況から自分自身逃れるすべをほとんど持っていないのである。日本へ来て間
もない状況ではそういった情報を得ることすらできないし、家庭に閉じ込められていれば、
困っていることがあったとしても外からは見えず、支援も行き届きにくいであろう。また、
互助的な役割を持つ同郷人同士のコミュニティ  エスニック・コミュニティの存在も十
分ではないだろう。マリアさんの場合は、近くにそういったコミュニティが存在せず、孤
立することは避けようがなかった。また、後述するが、移民・移住者の多くは宗教的信仰
心が強く、教会などに集合することが多く、そこで知り合った同郷人と交流することで日
常的な悩みや相談事を共有し合うことも行われていたりする。しかしながら、マリアさん
やメアリーさんたちのように、当初から外出することを夫に強く禁じられている場合も多
く、そうした集まりへアクセスすることすらできない場合も多いのである。結局、日本社
会という、まったくの新しい土地で周囲に身寄りがなく、支援を求める手立てすらも分か
らず、経済的自立が困難である場合は、家庭外へ逃げ出すこともできず、現状を受け入れ
るしかほかないのである。それがかえって、移民・移住女性の男性への依存を高めてしま
うことになり、家庭が過酷な状況であっても、そこへしか頼るべき場所はないのであるか
ら、家父長制に象徴されるような伝統的な男女関係がより強化されることになるのである。
つまり、ＤＶ被害者である移民・移住女性たちは家庭という「閉ざされた政治（権力）空
間」において離脱の自由がなく、ＤＶ加害者である夫やパートナーと別れるということは、
これまで自分の人生を「投資」してきたことを棒に振るのと同じであり、さらには、別れ
た後の生活費や住居費の確保、子どもの世話など残された家族に迷惑がかかるといった過
剰な気遣いにより暴力的な関係性から逃れられないのである（小島 2010、pp.152-153）。 
 特に、こうした男性自身がＤＶのような「暴力」を引き起こしてしまう背景には男性自
身の女性  ここでは移民・移住女性  に対する定義やその認知的枠組みにその素因が
あると考えられる。人が物事を定義する際、人びとはシンボリックな「認知的枠組み」に
よって、その対象・客体がいかなる属性、特徴、機能を有しているものであるかを類型的
に理解し、「評価的枠組み」によってそれが好ましいものか、好ましくないものかを判断し、
それに対する自己の行動の仕方やそれへの対処の仕方を「指令的枠組み」の指示に従って
選択するのである（宝月 1980、p.23）。例えば、夫  日本人男性  が自分に対して従
順であるべき考えていた妻  移民・移住女性  が従順でなくなったとき、夫は妻に対
して、従順でない不道徳な人物という認知をして（認知的枠組み）、こうした行為はあって
はならないと評価し（評価的枠組み）、支配・抑圧してもいい、暴力をふるってもいい（指
令的枠組み）となるわけである。一例を挙げると、アフガニスタン出身の事例番号 7 のア
フィアさん、事例番号 8 のムスリマさん、事例番号 9 のラサさんは特にイスラム文化にお
ける女性に対する考え方も影響しているせいか、夫（男性）からの支配や抑圧を当然のこ
ととして受け入れている。例えば、特徴的な語りとしてラサさんは「上の娘（17 歳）はお
見合いしているけど、まだまだ結婚は決まってないです。大きくなったら、もうあと 2~3
年。ま、結婚たぶんする。」（アフィアさんの通訳）と語っているように、男性が女性の人
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生を決定することは彼女たちの習慣では当たり前なのである。よって、日本で生活してい
く中で、自分たちと同じ女性が、教育を受け、自由に行動し、仕事を持っていることに強
く影響を受け「働きたい」「勉強をしたい」「出かけたい」と考えることは、夫であるイス
ラム人男性にとってイスラムを冒瀆している人物として認知され、一族の恥であり、不道
徳な人物と判断され、最終的に暴力で分からせるしかないとなるのである。 
 では、こうした女性に対する身体的、精神的、経済的など、数々の暴力の形態の存在や
継続はどのように強化されているのであろうか。その手がかりとなるものに、次にあげる
「パワーとコントロールの車輪」（３）という図がある。 
 
 
 
図 11 パワーとコントロールの車輪 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
出典：冊子「女性に対する暴力をなくすために 脱暴力宣言（堺市）」（p.8）より 
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 男性がＤＶを引き起こしてしまう理由には、前述した意識に関わる背景とともに、社会
構造も大きく関係してくる。つまり、男性が暴力を起こすことを容認する社会のあり方と、
弱い立場の女性を支配することを当然とする社会構造が男性から女性に対するＤＶを促す
のである。この構造を分かりやすく説明したものが図 8 の「パワーとコントロールの車輪」
である。車輪の中心が男性の権力（パワー）を表現しており、その権力がさまざまに形を
変え、女性を支配するのである。そして、車輪の外面を覆っている目に見えるかたちで引
き起こされる身体的暴力は、その内側の見えにくいさまざまな暴力と組み合わさることに
よって、より女性を支配する力を増大させるのである。さらには、車輪の周囲（外部社会）
にある種々の社会的要因は、男性が女性を支配することを促す要因として影響している。
こうした社会構造が、男性の女性への暴力を再生産しているのである。移民・移住女性に
関して言えば、ここまでに挙げた事例と関連させた場合、生活費を渡さないなどの経済的
暴力、言葉による精神的暴力や脅迫や威嚇など、また、男性の特権を生かした家事・育児
の強要など、ほとんどが該当してくる。さらには、家庭内に閉じ込めるなどといった社会
的隔離も移民・移住女性に対して頻繁に行われているということはすでに述べた通りであ
る。特に、「友達に会わせない」やカレンさんやソヨンさん、そしてメアリーさんのように
「教会に行かせない」といったことにより外部社会との接触を遮断している場合が多い。 
 
〈メアリーさん〉 
 教会に行かせてもらえない。「それはだめだめ」とか言うでしょ。だんなさんもたまに帰
ってきたら、あのもう疲れたとかね。全然役に立ってくれない。（略）帰ってきたら、も
う飲んで、で、あの、あたしたちも、料理、豆とか「これちょうだい」みたいな感じ。〔家
に帰ったら〕座るだけでしょ。布団だって〔敷かないし〕。仕事から帰ってきあたら疲れ
ただって何もしないし。日本人の男の人最初だけまぁ優しいし…。 
 
 こうしたメアリーさんの語りからは、社会とのかかわりを断絶させられ、家事育児に専
念させられ、家庭に縛られた生活であったことがうかがえる。とりわけ、メアリーさんは
敬虔なカトリック信者であるが、こうした信仰は彼女自身のアイデンティティの拠り所で
もあった。しかしながら、それらを夫やパートナーから否定されるという経験は、「パワー
とコントロールの車輪」で言えば、彼女の文化を、そして彼女自身を否定され、過小評価
されたことにもなり、非常にダメージが強いものとなる。 
 
第２節 文化―エスニシティの否定 
さて、こうした、自分自身のアイデンティティ  ここでは特にエスニック・アイデン
ティティ  とでもいうべきものを否定される経験は、移民・移住者にとっては少なくな
い。 
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ケース３：事例番号 10 ケイさんの場合 
 ケイさんが日本へやって来た目的は日本の大学へ留学するためであった。旅行が好きで、
中国の大学では観光専門の勉強をしていたため、日本の大学でもサービスや観光について
学ぶことのできる学部をもつ大学へ進学した。学費や生活費は親からの仕送りと彼女自身、
いくつものアルバイトを掛け持ちし、そのほとんどを自分でやりくりをしていた。学生時
代は毎日新しい学びがあり充実した学生生活を送っていた。ただ、あまりいい先生に巡り
合うことができず、日本人学生の中にもそれほど積極的に関わることができなかったよう
である。卒業後は大手化粧品会社の販売員として働いている。当初の希望であった旅行業
ではないが、外国人のお客様も多いらしく、対人サービスはもともとやりかたかった仕事
であったので、今の仕事に誇りを持っている。現在は、仕事のほかにも教会で行われる中
国人対象のミサの責任者としても活動している。仕事と教会の仕事で全く休みが取れない
ため、休日は外出することは少ないという。13 名の調査対象者のなかで唯一独身であり、
中国人としてのアイデンティティは非常に強く、将来については母国である中国へ帰ると
いう選択は考えておらず、このまま日本で働き続けることを希望している。 
 
 親の勧めもあり、日本の大学へ進学するという大きな希望を抱き渡日したケイさんであ
ったが、日本での学生生活を含めた生活全般はそれほど順調ではなかった。その理由は、
彼女自身が中国人であるということに対する周囲の反応にあった。特に露骨な差別を受け
たわけではないが、日常的に劣等感のような感情を抱かざるを得ないような状況に追い込
まれるようなことがあったそうである。それは大学でも、職場やアルバイト先でもしばし
ば起こっていたようであった。 
 
〈ケイさん〉 
 （学校で何が大変でしたか？）〔一番は〕日本語ですね。でも…〔大変なことは〕差別か
な。〔日本語学校では差別的なことは〕学生さん同士ではなかったんですけど、〔大学で
は〕先生はやっぱりそういう、〔差別するような先生〕いたんですね。で、それで、ま、
私もあんまり勉強しなかったし、先生が、先生もちんぷんかんぷんやって、毎日ちょっ
と…。いや、別に、向こうがたぶん、別に私たちに対してではないんかな…。なんか別
にそういう〔差別的な〕雰囲気出てるんですよ。私はあんまりそんな感じはされてない
けど。友達はあるんかな。ま、別にそういう〔差別はある〕社会だし。中国行ってもそ
うだし。（それは職場でも同じようなことがあるんですか？）うんうん、そう。〔大学の〕
勉強でも。日本語書くときにあったんかな。 
 
 それ〔最低賃金以下での雇用〕はね、一回あったんですよ。びっくりした。友達の〔紹
介〕、で、工場行ってなんか小さい部品作るんで、一日、一時間 600 円いくら。びっくり
した。それに次の日、「あんた来なくていい」て言われた。「はぁ？」〔という感じ〕。（法
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律違反？）でしょ。ありえない。日本でそういうこと〔外国人だから安い賃金で雇うこ
と〕ひどいでしょ。 
 
 こうした日常の何気ない経験であっても、当の本人は相当のストレスを感じるであろう
し、自分自身の存在（エスニシティ）を否定されたということにもつながり、ホスト社会
に対する信頼が崩れても仕方がないことであろう。スチュアート・ホール（1998）はエス
ニシティの概念を「歴史的、文化的、政治的に構築されたもの」（ホール p.85）としてい
る。そして、私たちは誰もがエスニック的に定位されており、「エスニック・アイデンティ
ティは、自らが何者であるかという主体的感覚にとって決定的なもの」（ホール p.86）で
あるとしている。もちろん、ホスト社会側の日本人も独自のエスニシティを保持している
が、多文化・多民族化した社会のように複数のエスニシティが共存し、競合するような社
会では、一方のエスニシティが正当で、もう片一方が誤りであるということはない。ホー
ルが述べているように、ひとつのエスニシティが他の諸エスニシティを周縁化し、収奪や
置換、忘却することによってのみ生き残りうるようなものではないのである（ホール p.86）。
それぞれのエスニシティが等しく存在することが、多文化・多民族化した社会においては
要望されるのである。 
こうした自分たちが日本社会にとって異質な存在である外国人であるがゆえに、不平等
な扱いを受けた経験がある移民・移住女性たちは、ほかにも多く存在している。例えば、
ケイさんと同じように職場での不当な扱いを受けた経験のある事例番号 6 エレナさんは、
それを次のように語っている。 
 
〈エレナさん〉 
 外国人を馬鹿にする。〔日本語を〕しゃべれないから。言葉分からないから、日本語分か
らないから。でもほんとに〔相手の日本人は〕悪い気持ちで言ってないかもしれないし、
〔日本人が〕変わるの難しい。でも時間の問題。日本人も生きるために仕事する。外国
人も生きるために仕事する。ここの外国人のせいで〔と日本人は決めつけるのか〕。なん
で一緒に頑張ろう〔と考えないのか〕。日本人はできない仕事〔を外国人はやっている〕。
でも社長は日本人。でも外国人いたらもっといいこと〔仕事〕する。そんなところも分
かってない。みんな一生懸命。〔会社の〕専務さん、外国人に早く早く働けって毎日言う。
無理。私しんどい。でも早くする。〔専務さんに〕言われてるから。でも〔専務さんは私
たち外国人ことを〕分かってくれない。 
 
 移民・移住者女性にとって自分自身の存在を否定されるだけではなく、必死に職場に適
応しようとする努力さえも正当に評価されないということでは、お互いによい関係は作れ
ない。エリクセン（2006）が、エスニック・アイデンティティは、政治的闘争のための象
徴的な道具（エリクセン p.150）であると言い表しているように、それが否定されようも
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のなら、それまで均衡を保っていたエスニシティ間の境界はもろく崩れ去ることになり、
相互の関係性はさらに悪化するだろう。雇用関係において、移民・移住女性たちは圧倒的
劣位の立場に置かされているが、それは雇用する側が彼女たちのエスニシティを考慮する
ことなく、単なる使い捨て労働者としてしか見ていないという事実に端的に表れているだ
ろう。そして、こうした構造は家父長制を内包する家庭という場においても同じことであ
ろう。こうした状況は家庭や職場といった特定の場を超えて、広く社会一般においても起
こっている問題でもある。例えば、事例番号 3 のベトナム出身のゴックさんは、地域社会
におけるベトナム人に対する偏見について次のように語っている。 
 
〈ゴックさん〉 
 〔阪神淡路大震災後の日本人とベトナム人間の問題について〕震災直後はあったよ。あ
ったけど、あの、やっぱりそういう、ええと、〔お互いに〕知らないから差別とかあるけ
ど。ベトナム人あんまりいい人やないとかいわれるかもしれないけど。うん、たぶん、
日本人から見るとうるさいし、子ども多いしとかいろいろあの、あまり仕事したくない
とかマイナス点ばっかりになる。で、〔日本人からのベトナム人に対する印象が〕マイナ
スばっかりになると〔ベトナム人は〕自信が持てないですよ。 
 
 地域社会という、いわば多様なエスニシティがせめぎ合う空間においては、実際にエス
ニシティ間の闘争は当たり前のように起こっている。そういった場においては、力のある
エスニシティ  ホスト社会においてマジョリティである集団、ここでは日本人  が他
のエスニシティに属する人びとを抑圧することで周辺化し、排除する。こうしたことが常
態化することによって、ますます、周辺化された人びとはホスト社会のなかで差別や偏見
に晒されることとなり、無力な存在として生きる力を失っていくことになっていくのであ
る。 
 
小 括 
 ここまで、まず、移民・移住女性たちが社会の中でどのような状況におかれ、どのよう
な生活実態であるのかについてみてきた。端的に言うならば、彼女たちの存在は、常に男
性  権力をもつもの  に委ねられており、自己決定や自己表現するという機会を奪わ
れている現状である。特に、家庭という親密圏においては、彼女たちを家事や育児といっ
た「再生産領域」に束縛することによって、彼女たちの現状を見えにくくし、見おとして
しまいやすいようにしているということが明らかとなった。そして、この見えにくさ
、、、、、
が、
結果として、彼女たちを取り巻くジェンダーの不平等を温存することにつながっているの
である（４）。 
 さらに問題と考えるのは、こうした状況が移民・移住女性の外部との関係性を遮断して
しまっているといることである。例えば、友達同士のつながりや同郷コミュニティとのつ
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ながりはもちろんのこと、地域社会との交流など、自身の生活圏外とのかかわりがほとん
どもてないような状況におかれているのである。それは生活していく上では最も重要と考
える人的・社会的なネットワークを築くことの困難さを物語っている。こうした“関係性
の貧困”もまた、彼女たちをより不可視な存在として周辺化しているのである。 
 また、彼女たちを苦しめている数々の問題のなかで、主としてＤＶというかたちであら
われる「暴力」の問題が存在していることも明らかとなった。特に、ＤＶといえば身体的
に危害を加えるといった目に見える暴力が真っ先に思い浮かぶであろう。しかしながら、
それに加えて、周囲とのつながりを絶たせたり、家父長的な関係性を強要するような「社
会的暴力」、生活費を渡さないことや、自立を阻むような「経済的暴力」、さらには移民・
移住女性たちのエスニック・アイデンティティを否定するような「文化的暴力」などの周
囲からは分かりにくい暴力の存在も明らかとなった。 
 それでは、こうした支配的な状況にありながら、移民・移住女性たちはそれらにどのよ
うに立ち向かい、シティズンシップ形成に近づこうとしていったのか。次節では、その様
子について、彼女たちの語りから探っていきたい。 
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注釈 
（１）13 名中 12 名が既婚（別居中、および内縁の妻も含む）、あるいは結婚経験者（現在
は離婚）である。12 名中、日本人男性と結婚している（結婚していた）ものは 7 名で、残
りの 5 名は同郷出身者と日本で出会い結婚、あるいは母国ですでに結婚し、家族滞在とい
うかたちで渡日してきている。 
（２）英語では“dependent spouses”と表現されている（Lister 2003, p.46）。 
（３）図 8 の「パワーとコントロールの車輪」のオリジナルは、アメリカ・ミネソタ州ド
ゥールース市のドメスティック・バイオレンス介入プロジェクト作成の図を引用した「夫
（恋人）からの暴力」調査研究会著『ドメスティック・バイオレンス』（有斐閣発行）に掲
載されている図を、著者の許可を得て、かながわ女性センターが加筆修正したものである
ということである。 
（４）伊田久美子（2012）は移民・移住女性のみに限らず、女性一般の貧困の見えにくさ
について、「再生産領域」の労働は社会を根底で支える土台でありながらも、見えにくく見
過ごされがちであり、そういった不可視性が起こるのは、ジェンダー構造に由来するもの
であるとしている（伊田 pp.98-99）。 
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第 12 章 シティズンシップ形成を可能にする諸要因 
  日本語の習得、社会参加の「場」、そして社会関係資本 
 
第１節 日本語の習得 
 本研究における被調査者である移民・移住女性たちのほぼすべては、日常的に夫やパー
トナーから、あるいはホスト社会から抑圧され、支配的な扱いを受けていることが明らか
になった。それは、時として彼女たち自身に対しても、自らが無力な存在であるという意
識を植え付けることになってしまい、結果として、彼女たちの本来もっているさまざまな
力をも奪いとってしまうことになっている。こうして無力化された移民・移住女性たちは、
社会の中で弱者として位置づけられ、男性に、あるいは家父長制社会構造そのものに依存
せざるを得ないような状況に追い込まれているのである。それでは、そのような状況にあ
る彼女たちが、夫やパートナーからの支配から少しでも解放され、一人の自立した人間と
して成長しながら、シティズンシップ形成を可能にする方法はないのであろうか。 
 ここで、その手がかりとすべく、移民・移住女性たちの語りのなかからひとつのキーワ
ードを提示してみたい。それは「日本語」の習得である。ホスト社会の言語習得というの
は、移民・移住女性のような外国人住民にとって、その社会へ直接かかわっていく上で非
常に重要なスキルとなる。もし、ホスト社会の言語習得の機会がなく、ホスト社会の言語
が理解できない場合、まず、その社会へ積極的にかかわることは困難であろう。さらに、
ホスト社会の言葉が分からないということは、その社会において常に疎外感を感じながら
生活を送らざるを得ない状況にもなりがちである。石井恵理子（2011）は、地域社会の構
成員として地域社会で共に生きていくことは、現代の社会のあり方についてそれぞれの立
場から問題点を協議し、互いに納得できるよう交渉と調整をしていくプロセスが重要で、
それを成立させるための共通言語としての日本語習得の重要性を指摘している（石井 
p.89）。そう考えると、ホスト社会の言語習得  ここでは日本語の習得  は、その社会
へのアクセスを可能にし、さらにはその社会に直接参加しているという意識の醸成、すな
わち、シティズンシップ形成を促進する上で、何らかのプラスの効果をもたらすことが期
待できるのではないだろうか。ただ、一方では、文化相対主義的な考え方を支持する多文
化主義者などによる母語保障側からは、ホスト社会の言語習得はマジョリティ文化の強要
であり、同化主義にほかならないとの批判があるかもしれない。しかしながら、現実的に
考えると、移民・移住女性にとって日本語の習得は、社会から脱周辺化が期待できるだけ
ではなく、家庭や夫から解放され、自立するという意味でも必要不可欠となるであろう。
なぜなら、実際に彼女たちは「日本語」という言語の障壁により、社会参加を阻まれてい
るからである。 
本調査において、移民・移住女性たちが語った内容のなかで、ほぼ全員が語っていた内
容がある。それは「日本語を勉強したい」「日本語が分かればもっといろんなことができる」
「日本語が分からないからなぁ…」といった内容のことである。例えば、アフガニスタン
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出身のムスリマさんとラサさんは、「言葉（日本語）が分からないから仕事ができないから、
やっぱり部屋（家庭）の仕事をすることになる」（アフィアさんの通訳）と、本当は外で働
きたいが、日本語が使えないことが、結局、家で家事・育児するしか選択できないと語っ
ている。事例番号 12 のイサベルさんは今後について「いろんなことやりたいかなぁって。
ほんと、私、勉強、日本語もうちょっと勉強したいかなって。うーん。」と、日本語能力を
さらに上昇させることが、日本で定住していく上で重要になってくると考えている。マリ
アさんに関しては日本語が分からないことで苦労したことを次のように語っている。 
 
〈マリアさん〉 
〔日本語の勉強は〕してないです。ひらがな…1 年生の漢字ぐらいかな。最初は大変だっ
た。だって、子ども病気だと病院行っても分からへん。それで旦那がついてこないやん。
どしたらええやん、どしたらええやん、なんか。小さいとき娘中耳炎なっとったけど、
なんかわたし知らなかったんよ。ずっと泣いて泣いて。病院連れて行っても、先生が「風
邪、風邪」だけいうて、ずーっと一晩ずっと泣いて。子ども大きくなってから、わたし、
2 番目生まれてから、あの…、中耳炎が。あ、それで、今も娘、耳が悪い、どっちかいう
たら。私が、その時〔連れて行ってなかったことが〕意味〔原因〕だったんだな…。先
生もわからんかったし、わたしもしゃべらんかったし。病院の中ではいろいろつらかっ
たわ…。 
 
 マリアさんは日本語が理解できなかったため、娘の病気に気づいてやれなかったことを
今でも後悔をしている。このようにホスト社会の言語が理解できないということは、身体
の調子が悪くても病院で診てもらうことをためらわせ、役所等の機関へ提出する必要があ
る書類があったとしても、その提出を諦めてしまうといったように、ときには生命の危険
や生活に関わることなどにも影響することもあり、より彼女たちの生活を不利な状況に追
いやってしまうこととなってしまうのである。 
インドシナ難民として日本へやって来たリンさんは、他の移民・移住女性と異なり、渡
日当初、難民定住センターで日本語を 3 か月間学習した経験がある。しかしながら、彼女
はその経験を次のように語っている。 
 
〈リンさん〉 
 あの 3 ヶ月だけ、聞くは分かる。でも、ことば出ません。あの･･･、先生に習って、大阪
来たときは、皆大阪弁使ったときは〔何を話しているか分からなかった〕、もう、全く勉
強意味ないなと思ってます。これは大変なと思っています。 
 
 彼女は難民定住センターで日本語を学習した経験があるにもかかわらず、習った日本語
が全く役に立たなかったことを述べている。おそらく、当時の定住センターでの日本語学
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習の内容は、実生活ですぐに使えるような日常生活に基盤をおいた内容のものではなかっ
たのであろう。彼女のように日本語を学習しても、その内容が実生活で使えないこともあ
るようである。彼女の場合、現在の彼女自身の日本語能力は、3 か月の定住センターでの生
活を経た後、自立するために見つけたレストランで働く中で自らが獲得してきたと自負し
ている。このように、せっかくホスト社会側が提供した日本語学習の機会も学習者のニー
ズを満たしていない場合もあることは、しっかりとホスト社会側は受け止める必要がある
だろう。 
さて、実はリンさんのように、独自に日本語を獲得していった移民・移住女性は少なく
ない。本稿の被調査者 13 名のうち、一度も日本語学校や日本語教室に通うことなく日本語
を獲得した（しようとした）経験のあるものは約半数の 7 名にもなる。つまり、大半の移
民・移住女性たちが、自らの力で日本語を獲得しているというのが実情なのである。では、
具体的に移民・移住女性たちはどのように日本語を獲得しているのであろうか。例えば、
リンさんのように職場において仕事をする中で日本語を覚えていくようになったケースも
あるだろう。しかしながら、移民・移住女性のほとんどは家庭内で一日の大半を過ごして
いることが多いという現状を勘案すると、実は、非常に身近なものを日本語教材として利
用していたことが分かった。それはテレビの存在である。 
 
〈メアリーさん〉 
 私〔日本語〕ほんとに勉強してない。学校というかあの、クラス？日本語クラスみたい
ななかったんですけど…あの…テレビ見て、テレビとか子どもたちの話とかあちこち、
あの…、日本語、ドラマが一番、ドラマ、ドラマが一番、ま、わかるわからないと聞く
から、子どもたち、教えてもらって、 
 
 メアリーさんのように、主にテレビドラマなどから独学で日本語を学んだというような
ケースは、本稿被調査者のなかで一度も日本語学校や日本語教室に通ったことのない 7 名
全員も同じように経験していたということであった。結局、現在の日本の状況では、日本
語の習得は各自の努力目標として個人的な問題として処理されている。よって、日本語が
分からないということは自己責任という風潮になっているようなのである。本来であれば
移民・移住者にとってホスト社会の言語（日本語）の習得とは基本的な内容であり、公的
な支援があってしかるべきではあるが、現在の日本はそこまで制度化されていないのが実
情なのである。ただ、こうした現状を憂慮し、最近では草の根レベルにおいては各地域に
おいて「日本語教室」が市民の力によって開講されていることも少なくない。そこでは、
移民・移住女性を含む多くの外国人が日本社会に入っていくための手段として実用的な日
本語を学習している。次にあげる 2 つの事例は、そうした草の根レベルでの日本語学習の
取り組み例である。また、日本政府としての取り組みについても民間の取り組みと共に、
ここで紹介する。 
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1-1 A 市生涯学習センターでの日本語教室の取り組み（１） 
 
〈実施の概要〉 
開催場所 A 市生涯学習センター（研修室） 
開催日時 火曜日 10 時～12 時 
 水曜日 18 時 30 分～20 時 30 分 
 金曜日 14 時～16 時 
参加者）講師 10 数名程度 
    学習者 30 名程度（うち新入生 3～5 名） 
学習者の出身地 
 
ベトナム、在日コリアン、中国、台湾、ネパール、オーストリア、
ペルー 
全体の流れ 
 
18 時 30 分 講師打ち合わせ 
      授業開始 
19 時 30 分 ブレーク 
      新入学生の自己紹介 
      歌・合唱（四季の歌） 
20 時 30 分 学習終了 
 
（訪問日：2013 年 2 月 27 日（水）18:30～21:15） 
 
 
 本教室は、国連が 1990 年を「国際識字年」とすることを決定したのに先立ち、ユネスコ
で世界から非識字者をなくす活動が行われていたことをうけ、A 市においてもその推進連絡
会が結成されたのをきっかけに 1990 年 5 月から教室をスタートさせた。ここでの日本語学
習の実施形態は、学習者の目的に沿ったかたちでグループ分けされて実施されている。例
えば、日本語会話を中心に学ぶグループや、書きとり（識字）中心のグループなどに分か
れており、学習者がそれぞれ自分の学びたいグループに参加し学習する。日本語上級者に
は難しいコースとしてアドバンスコースが設置されており、また、新入学者には新入学者
専用のコースも設けられている。学習者の傾向としては、在日コリアンの人びとは主に漢
字ドリル学習等の識字が、ベトナム人は役所や医療機関で使用できるような日常会話につ
いての学習が人気であるということである。まさに学習者のニーズに対応した多様なコー
ス設計となっている。筆者も戦争残留婦人の方の識字学習の支援をさせていただいた。小
学校中高学年レベルの漢字ドリルをいっしょにやった。学習者がドリル学習している様子
を横で見守りながら、出来たら答え合わせをするといったスタイルであった。印象に残っ
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ていることは、学習者の出来たときの喜んでいる姿である。一般的な日本語学習コース等
にありがちな講師と生徒という力関係があらわれているような一斉授業スタイルではなく、
学習者もボランティア講師も共に学習していくという学習スタイルが新鮮であった。なお、
本教室は、A 市内の 3 か所にある他の生涯学習センターでも開催されているが、昨今の自
治体の財政状況により、センターの統合、閉鎖に伴い、2014 年現在、教室も統合、閉鎖さ
れるという危機的状況に陥っているということである。 
 
 
1-2 B 市日本語教室での取り組み（２） 
 
〈実施の概要〉 
開催場所 公共施設（教室） 
開催日時 月曜日 13 時 15 分～15 時 15 分 
 水曜日 13 時 15 分～15 時 15 分 
 金曜日 13 時 15 分～15 時 15 分 
参加者）講師 50 名（ボランティア） 
    学習者 70 名程度 
 
学習者の出身地 
 
主は中国帰国者の 1 世、2 世中心、その他の国籍者数名 
全体の流れ 
 
13 時 15 分 各種連絡事項の伝達（教室開始前） 
      授業開始（各テーブルに分かれてグループ学習） 
15 時 15 分 学習終了 
      今後の予定（イベント等の案内） 
      各自学習者は帰路につく 
15 時 30 分 スタッフふりかえり 
 
（訪問日：2013 年 4 月 26 日（金）13 時 15 分～17 時） 
 
 本教室は、1987 年、主に中国帰国者一世、二世を対象に設立された日本語教室である。
近隣にある大学の日本語学習支援をしているクラブと協同で活動しているという特徴があ
る。設立の目的は、中国帰国者等の自立を支援するための日本語教育等の実施である。学
習者は近隣に住んでいる方が多いが、遠方からの参加も少なくないということである。そ
の理由は、一世の場合は 2008 年に改定された帰国者支援法により交通費が支給されること
が決定されたため、遠方からでも経済的負担なく参加できるということが影響していると
いうことであるそうだ。教室の様子は、各テーブルに学習者 1～3 名に対し、ボランティア
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教師１名が一グループで、日本語のレベルや、学びたい内容（病院へ行く、区役所へ行く、
時事問題学習：アベノミクスとは何か等）に応じて、主に会話することに軸をおいた内容
となっていた。また、日本語教材テキスト「みんなの日本語」を使用しての、日本語文型
を積み上げていく学習も同時に行っている。さらに、特徴的なのは、パソコン検定を受け
る学習者や次回のパソコン教室に参加するための人専用にパソコンでの日本語入力の練習
も可能ということである。このパソコン教室は約 10年前から年に 1～2回開催していたが、
その後、学習者からの開催への要望もあり、徐々に回数を増やしながら現在に至っている
ということである。 
特に、帰国者のなかでも若い世代（二世世代）では、仕事も生活もうまくいっている人
と、そうではない人と、二極化しているそうである。当教室に学習に来ている二世世代は、
50～60 歳代と比較的年齢層が高く、最近まで働いていたが年齢や病気により仕事を失い、
生活保護に頼ることになった人がかなりいるということである。よって、仕事を得るため
に日本語教室に来ている人が多いとは言いにくい状況である。事務局の方の話では二世世
代は無職者が多く、生活保護受給者・家庭が多いということである。一方で、一世世代は
日常的な生活を送る上で支障がないよう日本語を学習している人たちが多い。そして、一
世世代の中には、さまざまな面で優遇されていることもあり、経済的にも生活面でとりた
てて困ったことはなく、毎日の日本語使用の必要性は低いため、気晴らしや友人・知人と
の交流のために教室に通っている人も多いようである。本教室で学ばれた一世になかには、
幼少期日本語を使っていたことがあったり、日本への帰国が早期であったなどの理由によ
り、日本語が飛躍的に上達し、現在、教える立場として活躍しているようなモデルとなる
ケースもあるようだ。ただ、中国帰国者を取り巻く環境には依然深刻な問題点もある。例
えば、生活状況が非常に苦しいケースであったり、高い離婚率などである。また、日本人
の友達が少ないため社会で孤立する危険性をもっている。さらには、世代間の格差も大き
な問題である。特に働き世代でもある二世世代の貧困は早急に解決が必要な問題であると
いうことである。その他、教室ではさまざまイベントや季節行事、農作業、日本語での作
文発表会なども本教室では定期的に行われており、学習者はこのような催しを毎回楽しみ
にしているということである。 
 
1-3 国  文化庁（３）  の取り組み 
近年は、こうした草の根レベルの動きに加え、国も独自の取り組みをはじめている。そ
れが、1994 年から文化庁が行っている日本語教育に関する施策・事業（地域日本語推進事
業）なのである。まず、その取り組みにおいて『地域における日本語教育の充実』のなか
で、「「生活者としての外国人」のための日本語教育事業（平成 19 年～）」、「地域日本語教
育支援授業（平成 18 年～平成 20 年）」、そして「親子参加型日本語教育（平成 14 年～平成
17 年）」を展開した。また『日本語教育のリソース』では「中国帰国者に対する日本語教育」
を、そして『難民に対する日本語教育』を、それぞれ目標に掲げている。 
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さらに、『地域における日本語教育の充実』のなかでは、「地域日本語教育コーディネー
ター研修」が開催されている。特に、地域において必要とされている日本語指導者に対す
る指導的な役割を果たしている者等を対象に、必要な能力について理解を深め、その能力
の向上を図っている。研修では、演習を中心に参加者同士がそれぞれの地域の現状や課題
について情報交換を行い、それら課題解決の観点と日本語教育のリソースや方法について
整理する。そして、最終的に小グループに分かれ、今後の発展的なプランづくりのシミュ
レーションを行っている。こうした指導者側の能力向上のための支援も学習者支援と同様
に重要であろう。 
また、女性ということに特化した日本語教育事業を見てみると、外国人母子を対象とし
た学校の余裕教室を活用した親子参加型の日本語教室の実施事業が、平成 14 年度から 17
年度のあいだ実施されていた。ただし、同事業は「…最低限必要な会話能力及び読み取り
能力」を習得することであり、日常生活を円滑に行うための「習慣やルールについて基本
的な知識を習得」し、「日本の文化に対する理解や関心」を高めることに重点が置かれてい
る。つまり、それは親（外国人女性）にとっての自立が主目的ではなかった。また、その
標準時間数は年間を通して最低 60 時間であることからも、決して十分とはいえない。 
 そして、日本語に対する在住外国人の意識に関する実態調査では、「日本語教室での成果」
について、「日本語が話せるようになった」と答えた人が約 6 割（59％）で、次いで、「知
り合いが増えた」と答えた人も約 6 割（55.9％）いた。また、「地域に住んでいる人と交流
する（出会う）機会を得た」と答えた人も約 4 割（36.8％）いた。これらからは、学習者
が日本語会話能力が向上した以上に、日本語学習を通して、人的・社会的ネットワークな
どの社会関係資本の広がりの効果があったことについて、能力向上以上に高く評価してい
ることがうかがえるだろう。 
 
以上、日本語の習得について草の根の 2 つの事例、および、国の取り組みについて概観
してきた。草の根の 2 事例については、日本全体の日本語教室のあり方を代表するもので
はないが、国の事例とともに考えたとき、そこからはいつくかのポイントと課題が明らか
になった。まず、日本語を習得することはホスト社会へかかわる上で欠かせないものとな
っていることを、移民・移住者自身もしっかりと自覚しているということである。特に、
仕事を見つけるためには日本語能力は必須であるので、彼ら／彼女らはいろいろと苦労し
ながらも日本語教室へ通い学習を続けている。そして、日本語が上達していくにつれ、話
せるようになったという喜び以上に、日本語能力の向上を介して地域社会とかかわり、地
域の人びとと交流し、つながることができたことについて高く評価していることが明らか
となった。これは先にあげた石井の指摘とも関連するところではあるが、日本語を習得す
ることが、地域社会の構成員としての意識形成に重要な役割を担うことにもつながってい
くことが示されている。こうした点は、普段、家庭内で抑圧されているような存在である
移民・移住女性たちにとっても、日本語を話せることが公的空間でもある地域社会への参
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加意欲を高め、最終的に彼女たちのシティズンシップ形成につながっていくと考えられる。  
ただし、考えるべき問題は、こうした日本語教室に彼女たちが果たして継続して通い続
けることが可能であるのかという点である。ただでさえ彼女たちは家庭に束縛されている
上に、その多くは教室に通うといった経済的に余裕のあるものは少なく、自身の生活設計
でなかなか日本語教室に通う時間を確保することが難しいことも予測される。そのため、
通えたとしても、徐々に教室から足が遠のいていくようになり、最終的に通うことができ
なくなるケースも珍しくない。さきの文化庁の日本語教育実態調査においても、その明確
な理由は述べられてはいないが、平成 21 年度の日本語学習者数が 170,858 人であるのに対
し、2 年後の平成 23 年度は 128,161 人と 2 年間で 2 割弱の減少率となっている。移民・移
住者の多くは、経済状況やそのときの家族の状態などにより、大きく生活スタイルが変動
することも予想される。そのため、何らかのきっかけで突然、日本語教室へ通うことがで
きなくなる場合も珍しくはない。彼女たちのシティズンシップ形成促進のために、こうし
た事態を最小限に留めるような取り組みや支援制度、例えば日本語教室に継続して通うこ
とができる経済的支援や個々の生活状況に即したワンストップ的な日本語教室の開設など、
今後、具体的な提案が必要になってくるであろう。 
 
第２節 社会参加を促進する組織・場  「学校」「公民館」「教会」 
 さて、すでに述べたように、シティズンシップ形成が促進されるためのひとつの方策と
して「社会参加」は重要な視点となる。シルビア・フラー（Fuller 2008）らは、カナダの
シングルマザーを対象に、彼女たちの社会参加を目的としたボランティア活動に関する調
査で、次にあげる 2 つの効果を明らかにした。まず 1 点目は、彼女たちのボランティア活
動への参加が従来の依存からの脱却を促し、仕事や諸活動への社会的価値を高める効果が
あること。2 点目は、それが仕事への願望（aspiration）を促進する効果があるということ
である（Fuller. et.al, 2008, pp.163-167）。一般的に移民・移住女性を含めた多くの女性は、
夫やパートナーであったり、シングルマザーの場合は、社会保障制度であったりと、常に
何らかの人や制度に依存した生活を送っているようなことが多い。よって、シティズンシ
ップ形成には、まずそういった依存した状態から彼女たち自身が解放されることが不可欠
である。そこで、ボランティア活動などを通した社会参加は、彼女たちがそうした依存状
態から抜け出すことを可能とし、加えて、自立へ向かうために必要な働くことの意義や働
くことに対する意欲を高める効果を見込むことができるのである。 
移民・移住女性に限定して考えてみても、同じようなことが言えるのではないだろうか。
彼女たちは日常的に夫やパートナーから支配的な扱いを受けていることで、常に夫やパー
トナーに対して依存することを余儀なくされている。こうした状況の中では、彼女たち自
身が主体的に活動しようという気持ちには到底なれないであろう。ましてや、家庭という
私的空間の中に閉じ込められていればなおさらである。しかしながら、ボランティア活動
などをきっかけに、家庭外の社会とつながりをもち、そこへ積極的に関わっていくチャン
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スを得ることによって、社会の中の自分の存在というものを改めて見つ直すことができ、
それが自己を相対化し、社会的な存在としての自己について理解することにつながってい
くことになろう。つまり、従来の「私的な存在としての自己」から「公的な存在としての
自己」への変容がシティズンシップ形成には重要であり、その変容を促すものとして「社
会参加」が位置づいているのである。前述の日本語の習得に関しても社会参加を実現し、
シティズンシップを形成していく上では重要なツールとなる（４）。移民・移住女性たちは、
日本語教室で日本語を学習し、日本語を習得することで、社会とのつながりを構築する。
その結果、彼女たちの社会参加が促進されるようになる。それは、日本語教室という「場」
がシティズンシップ形成を生み出す「場」として機能していたと解釈することも可能であ
ろう。 
それでは、移民・移住女性たちは、実際にいかにして社会参加を実現しているのであろ
うか。また、日本語教室のようにシティズンシップを生成していく「場」は他に存在しう
るのであろうか。こうした視点に基づきながら、次いで彼女たちの語りについて詳細に見
ていくことにする。 
 
ケース４：事例番号 2 メアリーさんの場合（学校） 
 フィリピンの伝統舞踊であるバンブーダンスのダンサーであったメアリーさんが日本へ
来ることになったきっかけは、日本へ公演に来たときに知り合った日本人男性からプロポ
ーズされたことによる。結婚が決まった当初はフィリピンで新婚生活を送っていたが、そ
の後、子どもが生まれ（長女／離婚したフィリピン人夫との間の子、長男／日本人男性と
の子。次女／長男に同じく）、次女が 3 歳を迎えたときに日本へ渡り、ようやく夫である日
本人男性と家族水入らずで生活することが可能となった。渡日当初は、前述したように夫
や子育てに拘束された日々であった。しかしながら、夫の長女に対する虐待事件が発覚し
たのち、メアリーさんは夫の行為に対して「許せない」と思い、子どもたち 3 人と家を出
る決心をした。本当は離婚するつもりであったが、自身の在留関係のことが気がかりとな
り、離婚はせず、数年前から別居中ということになっている。いきなりの子ども 3 人との
生活は大変であった。それまで全く仕事もせず、家事・育児に専念していたため経済的に
も自立していなかったからである。しかしながら、次女が幼稚園に通っていたころから PTA
活動や園でのさまざまな活動に携わっていたことが功を奏し、周囲の知人関係からの援助
もあり、地元学校や塾での英語講師の仕事を引き受けるようになった。さらに、1990 年代
当時、近隣の小中学校で増加傾向にあった滞日フィリピン人児童生徒の支援員を地元の教
育委員会から委託され、学校支援員としての仕事なども同時に行うようになった。現在も
こうした仕事は継続して続けている。当時は生活すること自体大変であったが、今では子
どもたちもそれぞれ成長し、家族協力して経済的にも自立し、比較的安定した生活を送っ
ている。 
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 メアリーさんが日本へ移住するきっかけとなったのは、日本人男性との国際結婚である。
結婚当初はしばらくの間、日本とフィリピンと離れた生活であったが、数年後、ようやく
日本での親子水入らずの生活が実現することとなった。メアリーさんは日本で幸せな生活
が送れることに大きな期待をしていたが、実際に日本での生活はそうした期待とは異なり、
ただひたすら家事育児に専念するだけの毎日であったのである。そのような日々の中で、
メアリーさんがはじめて家庭以外の社会とかかわるきっかけとなったのは、子どもたちが
通学している学校を通してであった。 
 
〈メアリーさん〉 
 （筆者：最初日本に来たときは、お仕事も何もできないからずっとお家にいたんですか？） 
そうそう、ずっとお家に。娘が３歳も、全然保育所とか行かなかったんですよ。５歳の
とき、幼稚園の時。（お兄ちゃんは？）お兄ちゃんも同じ…あの、一年生なった、あの、
あっ、お兄ちゃん先に、お兄ちゃん、３歳、ちがう、まだ６歳やったな、その次の、私
すぐに来た次の年、中学校に…中学校にいれたんですけど、お兄ちゃん。で、あの…、
で、ま、小学校だからね、あの、何、給食があったんで、でも宿題とか、紙〔学校から
の案内〕、全然、日本語全然読めない、カタカナ、平仮名書いても、まだ、読むまででき
ない。で、また、あの…、最初ね、宿題やっても、お父さんも、旦那さんもたまに帰っ
てきたら、あの、もう…疲れたとかね、ぜんぜん役に立ってくれない。役に立たなかっ
たんですけど。帰ってきたら、もう〔お酒〕飲んで、で、あの、あたしたちも、料理、
豆とか、「これちょうだい」とかみたいな感じ、座るだけでしょ、布団だって、仕事から
帰ってきたら疲れただって、何もしていないし。 
 
 上記の語りの内容からも明らかなように、メアリーさんは当初、慣れない日本での生活
において夫からの協力を全く得ることができず、完全に孤立しているような状態であった。
子どもの教育に関しても夫からの協力はほとんどなく、メアリーさんにすべてを任せてい
たという状況であった。さらに追い打ちをかけるように、夫は、敬虔なカトリック信者で
あったメアリーさんが日曜日に教会で行われるミサへ参加することを認めず、また、数少
ない同郷の友人や知人と自由に会うことさえも許さなかったという。こうして、周囲との
接触をまったく絶たれたメアリーさんであったが、日本に来て 2 年が過ぎ、日本語も少し
ずつ理解できるようになってきた頃、次女が 5 歳になり幼稚園へ入園したことをきっかけ
に、徐々に社会との関わりが増えてくるようになった。 
 まず、その大きな契機となったのは幼稚園の園長先生から「PTA 役員になってくれない
か」という連絡があったことにはじまる。まだまだ日本語能力の面でも不安がぬぐえなか
ったメアリーさんはもちろん断るつもりでいた。園長先生からの申し出を夫にも相談した
が、当然ながら断るように強く言われたそうである。しかしながら、園長先生の粘り強い
説得の末、メアリーさんはしぶしぶ役員職を引き受けることにした。 
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〈メアリーさん〉 
 そそ、そうそう、もうほんとにわからないんですけど、ま、たまたまオフィサー〔園長
先生のところへ〕行ってまた、お母さんたち何人かいるけど、その 5 人、役員って 5 人
ですね、そしたら、おーっ、みたいな…最初、話、私の話、目立ったことなかった、目
立ちたくない。だって話したら、まだ、最初の日ね、緊張します、緊張しました。でも
やっぱり誰か声掛けるみたいな、「あ、おそいな」とか「天気」とかなんかねえ。で、あ
たし、それだけ。で、ね、みたいな感じ。返事する時やっぱり〔日本人でないことが〕
ばれたり、発音とか、「えっ、日本の方じゃないの」みたいな…。で。もう、紹介したで
しょ、もうほんと皆。（中略）自己紹介とかミーティングとか、皆ほんとに優しに理解、
私のことも認めてくれて、助けてもらえて、やっぱり外人だ、外国人だからもうあれか
な、最初不安があったんですけれども、差別とか、でも皆、お母さんたち皆優しくして
くれて…。 
 
当時、メアリーさんは日本人のお母さんたちの集団に入っていくことに対して大きな不
安を抱えていた。それは日本語があまり出来ないということもあったが、最大の理由は自
分自身が外国人ということで、お母さんたちの集団の中に受け入れてもらえるか分からな
かったからである。しかしながら、実際に PTA 役員活動を始めると、他の保護者は快くメ
アリーさんのことを受け入れてくれ、役員期間中、充実した時間を過ごすことができたと
いうことである。メアリーさんは PTA 役員の経験について振り返ったとき「いい経験です
ねぇ。友達もできたし、ま、日本語もほんとに、日本語片言とか…も、でも片言でも…（日
本人のお母さんと一緒にいると日本語も上達するのではないですか）そうですね。」と答え
ているように、当初の心配をよそに、この経験が大きく自分自身を成長させてくれた契機
となっていったことは彼女自身も認識しているところなのである。 
その後、メアリーさんは、より主体的に社会参加をするような経験をすることとなる。
それは、幼稚園での運動会の PTA の出し物に、彼女の母国フィリピンの伝統舞踊であるバ
ンブーダンスを保護者全員で披露しようということになり、そのリーダーにメアリーさん
が抜擢されたのである。メアリーさんはダンスの練習では常に指導的立場に立ち、運動会
当日に向けて、日々、幼稚園の保護者と共に練習を重ねたそうである。実はこの長期間に
及ぶ経験が、彼女の自己肯定感の向上につながっていたのである。なぜなら、メアリーさ
んを中心としたダンスの練習は、彼女にとっては単なる練習ではなく、ダンス練習を通じ
て、彼女自身のエスニシティが社会に受け入れられたことをも意味するからである。バン
ブーダンスはメアリーさんにとって「私の民族の踊りなのよ」と語っているように「特別
なもの」なのである。それを周囲の日本人保護者が一緒に練習するということは、彼女の
民族の誇りを周囲も認めていることと同然なのである。エリクセン（2006）によれば、エ
スニシティとは「我」を表す認識であり、アイデンティティにもかかわるような、人とし
ての属性を示す非常に重要な部分であると定義している（エリクセン pp.27-29）。 
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つまり、メアリーさんにとって、彼女のエスニシティが周囲に受け入れられたという経
験は、彼女自身のアイデンティティそのものが周囲に受け入れられたことと同義というこ
とになるのである。メアリーさんは、これまで直接的にエスニシティを否定されるような
経験はそれほどなかったというが、夫から日常的に家事育児に専念することを強要され、
教会へ行くことすら認めてもらえなかったという状況から察すると、彼女自身のエスニシ
ティは、特に夫から完全に否定されていたといっても過言ではないだろう。しかしながら、
運動会の練習をきっかけに、周囲が彼女を PTA 役員として受け入れ、さらにバンブーダン
スを通して彼女のエスニシティを承認し、受け入れたということが、彼女自身を大きく変
化させたのである。そうした変化をメアリーさんは次のように語っている。 
 
〈メアリーさん〉 
 そうですね、もうほんとに、あの…自信が、ほんと自信もって違う、〔周囲に受け入れて
もらえないのではないかという〕あたしの考えと違ったぁと思ったんですけど。だから、
その、あの、フィリピン人の友達もまだなかった。先に日本の〔友達ができた〕。 
 
 こうした「自信」は、メアリーさんのその後の社会参加をさらに拡大することとなる。
幼稚園での活動を契機に、彼女に対する学校や地域社会を含めた周囲の信頼はより一層高
まり、彼女自身もより積極的に社会へ関わろうという意識が芽生えるようになっていった。
その結果、子どもが小学校にあがる頃には PTA 会長を務めるまでになった。また、当時学
校現場で急増していた滞日フィリピン人児童生徒の学習支援員を、教育委員会から委託さ
れるなど、社会の中で中心的な役割を担うようになっていったのである。こうした一連の
経験を通して、メアリーさんはこれまで自分が歩んできた夫への従属を強いられ、社会と
の接点を断たれていた生き方を改めようとする意識さえも芽生えてきたという。このよう
なメアリーさんの経験からは、彼女が周囲にその存在を承認されながら、依存を強いられ
ていた状況を脱し、一人の自立した個人として社会に積極的に関わろうとする意識がうか
がえる。 
さて、メアリーさんほど積極的な「社会参加」までは至らないが、こうした「子ども」
を介しながら社会との関係性を構築している状況は、メアリーさん以外のケースにも見受
けられる。例えば、イサベルさんは社会と接点をもつ手段について次のように語っている。 
 
〈イサベルさん〉 
 そうそう、子どものお母さんとか、おばあちゃんとか、あの私、心配のときは、あの…
仕事できないから、何があの…、何が〔か〕やってほしいから。そしたら、あの、公民
館、違うの公民館、違うの公民館でペルーの料理作ったから、そしたらちょっと、あの、
知り合いのひと、ちょっと多めに〔知り合いの人がたくさんできた〕。 
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 イサベルさんは困ったことがあれば、特に子どもたちの友達の保護者や公民館での知り
合いなどに助けてもらうことが多いそうである。こうした事例はカレンさんも同様であっ
た。彼女の場合、子どもの小学校入学前までは、当時通っていた教会でシスターのお手伝
いが中心の生活であった。彼女の場合は、そのときすでに日本人の夫とは離婚が成立して
いたので、夫からの束縛に悩むことはなかった。ただ、教会での仕事上の拘束や生活保護
を受けていたという被支援者であるという立場的に弱い状況が、自立したいと願う彼女の
思いと相反し、もどかしい日々を送っていた。しかしながら、子どもが小学校に入学した
のをきっかけに、地域清掃活動や PTA 活動、学校行事や地域行事等に関わる機会が増えて
いく中で、家庭以外の社会との接点を頻繁に持ち、そこでの活動を通して自分自身の存在
意義が確認でき、徐々にそうしたもどかしさから解放されるようになった。 
このように、メアリーさんらのケースに代表されるように、移民・移住女性たちのなか
には、子どもを介した社会参加によってシティズンシップを涵養している状況が確認でき
る。さらに、それは、シティズンシップの主流概念からは排除されている「母親」という
地位であっても、社会参加を通してシティズンシップを形成することが可能であることを
証明している。そもそもシティズンシップの概念では、女性は「二流市民」として位置づ
けられていた。ましてや「母親」や「妻」という立場は常に男性（夫）を介するものとし
て理解され、シティズンシップの主流概念からは完全に議論の外に取り残されているよう
な状態である。しかしながら、「妻」や「母」といった役割を担っているメアリーさん以下
のケースからは、そうした「母親」という地位であっても、シティズンシップ形成とは無
関係ではないということを示している。この点は、従来のシティズンシップ概念に対して
大きな転換、あるいは、変更を求めることになるであろう。 
さらに、「学校」以外の場においても、さまざまな形態での社会参加を通してシティズン
シップ形成を可能にするような「場」が存在していることも明らかになった。 
 
ケース５：事例番号 4 リンさんの場合（公民館） 
 インドシナ難民として渡日したリンさんは、まず地方の難民定住センターにおいて 3 ヶ
月間、日本の生活習慣に慣れるための訓練に従事した。そして、その後、自立するために
新しい就職先のある現在住んでいる町へ移り住むこととなった。当初はその町で、定住セ
ンターでお世話になった教会の神父さんから紹介されたレストランでウエイトレスとして
働いていた。そして、現在の夫（内縁関係）に出会い、一緒に生活をするようになる。現
在の生活状況に至るまでには、さまざまな苦労を経てきたということであるが、もともと
社交的で人との交流や人づきあいが得意で活動的であったリンさんは、レストラン勤務を
経て、他の飲食店で働いたり、得意の英語を教えたり、化粧品の販売員の仕事をしたりと、
休む暇もないほどがむしゃらに動き続けてきたということである。さらに、仕事以外にも
ボランティアとして、筆者も関わっている教会の移民・移住者支援 NGO「Ｘ」において、
ベトナム語の通訳として市役所や病院などに付き添い、同郷人の支援活動にも関わってい
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る。なぜこれほどまでに活動的なのかについては、「だって家の中は自分病気になる〔家に
閉じこもってばかりいると病気になる〕。」と答えているように、外に出て働くことが彼女
の場合は生きがいであるようなのである。特に、リンさんは、忙しい仕事の合間をぬって
地元の公民館で、市民対象のベトナム料理講座を担当していることに誇りを持っている。
彼女自身、料理は非常に得意で、何かイベントのあるときは、私たちにも自慢の手料理を
ふるまってくれる。こうした自分の得意分野を活かした活動を続けることが、現在は彼女
の生きがいとなっているのである。 
 
 こうして、幼少期からボランティア活動など、社会におけるさまざまな活動に慣れ親し
んできた経験のあるリンさんは、日本へ来てからも、そうした活動に関わるチャンスを常
にうかがっていた。彼女が口癖のようにいつも言っている「経験してな、勉強してな、そ
したら分かる」という語りからも想像がつくように、彼女の信念は、積極的に社会に出向
き、そこでさまざまなことを経験することが、自分自身を成長させると信じているのであ
る。最近では、ベトナム人であるという彼女自身の特徴を生かした活動に積極的に取り組
んでいる。 
 
〈リンさん〉 
 〔今の仕事は〕化粧品のＡの販売して、あとはネイルとか、あのエステとか。それとも
うひとつは公民館。いろんな授業、料理。料理教えるとか、イベントもみな頼まれたら
それ行きます。（日本社会と色々と関わっているんですね）はい。料理教室であれば 30
人、40 人ぐらい。男性の人も来ているよ。夫婦で来ている。一緒にベトナム料理の勉強
しに。いまベトナム料理有名やから。（結構毎日忙しいの？）ええ、そうですね。でも、
あの忙しくないときは父親の家行ってお掃除してあげて、あの、父親のことでもね、病
院も連れて行ってあげたりね、もう、あと･･･あの料理つくりの経験、自分の勘、今度の
料理、今度のクリスマスのとき、何料理つくろうとか、ね、考えてね、新しいね〔新し
いレシピ〕（そういうときは楽しいですか？）楽しいです。 
 
 もともと家の中に閉じこもってしまうことが好きではなかったリンさんは、家庭外で活
動することに対して、自分自身が生き生きとできているという感覚をもっている。もちろ
ん、自分自身は日本人夫の「妻」という立場でもあるので、「主婦として家〔のこと〕ちゃ
んとします。」ということであるが、本音は「けど、一番私はまだほんと言うたら〔外で働
きたい〕気持ち。〔夫から〕おい、これしなさい〔と言われること〕それ大嫌い。」と語っ
ているように、「妻」という立場の重要性についても理解しながらも、一個人として活発に
活動することに生きがいを感じているということが読み取れる。そして、そうした「生き
がい」を実現できるのが、リンさんにとっては「公民館」という場であったことに間違い
はない。キャロライン・モーサ（Moser 1993）は、ジェンダー平等や女性のエンパワーメ
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ントをめざすには、従属的な立場から女性を自由に解放することが第一義的に重要である
と述べている（Moser 訳書 p.87）。リンさんの場合、公民館でのベトナム料理の講師とし
て周囲に承認されることが、家事をしなければならないという従属的な立場から彼女を解
放することにつながっていったようである。特に、メアリーさんの場合も同様であったが、
彼女たちしか持ちえない独自の資源  例えば、それぞれの母国における民族固有の文化
に関連するものなど  を活用することが、彼女たちの自尊感情を高めたことが確認でき
る。換言すれば、普段、社会において異質なものとしてとらえられがちである移民・移住
女性たちの民族的・文化的な差異を、ホスト社会が承認することが、彼女たちのシティズ
ンシップ形成を促進することにもつながっているということである。これは、エスニシテ
ィとシティズンシップ両者の関係が、互いに相補的な関係性を内包していることを示唆し
ている。この点については、次の事例を見ていく中で、さらにその本質を見極めていきた
い。 
 
ケース６：事例番号 3 ゴックさんの場合（教会） 
 インドシナ難民として日本へ来たゴックさんは、難民定住センターで生活した後、そこ
で知り合った同じベトナム人男性と結婚し、仕事を求めてさまざまな地を転々としながら、
ようやく現在住んでいる町に定住することとなった。当時はバブル経済の影響により景気
も良く、仕事も多くあり、仕事と家庭のあいだを往復するだけの毎日であった。生活する
うえで、とりたてて目立った問題もなく、家族全員ひっそりと平穏な生活を送っていたと
いうことであった。しかしながら、転機は突然訪れることとなった。1995 年 1 月に起こっ
た阪神・淡路大震災である。この震災をきっかけに、職場も被災し、ゴックさん一家は仕
事もすべて失うこととなってしまうなど、それまでの安定した生活が一変した。何もかも
失ってしまったゴックさんは、当時通っていた教会の神父さんの勧めで、震災により被災
した人びとの支援活動に参加するようになった。こうして半ば強引に被災者支援のボラン
ティア活動に関わるようになったゴックさんであったが、震災から 2 年後、特にゴックさ
んが住んでいた地域はベトナム人が多く住んでおり、さまざまな生活支援を必要としてい
る実態が震災をきっかけに判明し、教会内にベトナム人支援に特化した NGO が設立された。
そして、ゴックさんはそこへスタッフとして関わることとなったのである。このことがゴ
ックさんの現在までの人生を大きく変えることとなった。現在はその NGO の代表として、
多忙な毎日を送っている。 
 
ゴックさんの場合は、「教会」  具体的には教会の神父さん  が彼女の社会参加を促
進することとなった。この「教会」の存在は、移民・移住女性だけでなく移民・移住者全
体にとって非常に重要な存在となっている。なぜなら、彼女／彼らの多くはキリスト教や
イスラム教などさまざまな宗教の信者が多く、本論文における被調査者である移民・移住
女性たちの多くも、まず移住先の社会では「教会を探す」「教会の近くに住む」と誰もが語
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っているように、「教会」の存在は日本で生活する上で不可欠と言っても過言ではない。た
とえイスラム教の信者であっても、教会はほぼ世界中どこへ行っても存在しているため、
何か困難な状況に直面した場合は、宗教は異なっても助けを求めて教会を訪れることが多
いということである。教会の方もこうした状況を理解し、宗教、宗派を超えて個々の移民・
移住者に向き合い、適切な支援制度へつなげていく役割を担っている。すなわち、現在の
教会は単なる宗教的施設という性質をもつだけではなく、移民・移住者のような外国人た
ちの安心できるコミュニティであるという性質をもつなど、その存在意義が変容しつつあ
るのが現状である。例えば、エレナさんやマリアさんは、教会の存在を次のように語って
いる。 
 
〈エレナさん〉 
 教会、必ず日曜日行ってました。（教会は生活に必要？）安心。ゆっくりできるところ。
もっともっと苦しかったら、神父さん、いろんなこと言ってくれる。ママ〔日本人の親
類〕も、こんなことあったと〔いろんな話聞いてくれる〕。気楽になれる。日曜日朝行っ
たら、神父さん、話聞いたら、こんなこと言ったらしんどくないね。また一週間がんば
れる。でも一週間経ったら何かたまっていくんですね。今は、旦那さんいるからいろい
ろしゃべるから気持ち楽になるね。 
 
〈マリアさん〉 
 どっちかいうたら、友達作って、そういう、悩んどうよ、とかな。話できる人と会うの
は、それの〔教会へ来ることの〕一つの目的やな。だから、みんなも、あなた、それと
か、こうしたらええよ、とか、そういう話あえるんやな。だから、悪い人とやったら、
ドラッグしたらええやん、とか、人殺したらええやんとか、悪いことばっかりやん。で
も教会やったら、皆が励まして、なんか、な。その気持ちで教会に来るんじゃないかな
って思うわ。 
 
 エレナさんやマリアさんの語りにあるように、教会は移民・移住女性にとって、日ごろ
のストレスから解放されるだけの場ではない。そこでは自分自身と同じような境遇の女性
たちと出会うことを可能とし、さらには自分とは異なる人びととも出会うことができる。
もちろん、日本人とも関わることは可能であり、教会は単なる宗教施設として機能してい
るだけではなく、移民・移住女性にとって多様な人びとと出会い、人間関係を結べる場で
あり、社会とのつながりを構築できる場として存在しているのである。いわば、教会は彼
女たちにとってコミュニケーション・コミュニティのような役割を担いながら、さらには
インフォーマルな学びの場ともなっているのである。最近の特徴では、移民・移住者の増
加による、教会に対するイメージの変化やニーズの変化にともない、教会では多言語によ
る外国語のミサが定期的に行われるなど、教会側の対応やその存在意義も徐々に変化をみ
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せているのである。 
さらに、ここで忘れてはならないのは、ゴックさんの事例に顕著にみられるように、教
会は移民・移住女性たちの生き方や意識においても多大な影響を与えているということで
ある。ゴックさんは震災前、夫と共に地元の靴製造工場に勤務していた。そこでは単純作
業の繰り返しで、お世辞にも面白い仕事と言えるものではなかった。しかしながら、生活
を維持していくためには、面白くなくても働かなくてはならず、当時のことを「仕方なく
〔仕事を〕していた」と語っている。震災後、勤めていた工場が被災したのと同時に仕事
を失ったゴックさんは、神父さんの誘いをきっかけとして、教会で被災者支援の活動に従
事するようになった。最初はあまり乗り気ではなかったが、被災者の状況などと向き合う
中で彼女は徐々に仕事や働くことへの意識を変容させていく。その意識変容がもっとも顕
著にあらわれ始めたのが、同じ教会内にベトナム人被災者を支援する NGO が設立され、そ
の有給スタッフとして働き始めたときのことである。NGO スタッフとしての仕事は、以前
の仕事のような受動的なものではなく、ゴックさん自身が主体性をもって関わることが要
求される仕事である。さらに、支援が必要なベトナム人の状況を改善するということは、
社会に対して能動的に関わることであり、これまでの周辺化された自己ではない「自己」
が求められる。すなわち、主体性をともなった活動は、最終的に女性にとって自己の社会
的地位を高めることにつながっていき（Fuller. et.al 2008, p.170）、それは、シティズンシ
ップ形成への可能性を秘めているともいえるのである。 
 
〈ゴックさん〉 
 いや、私でも役に立つんやとかね思う時が多いですね。〔相談者からの〕電話の一言だけ
で十分にそうもらえるというか。〔そういう〕感じがしょっちゅうあるから。だからすご
くやりがいや、やりがいがありますね。〔震災前の〕仕事やったら何となく仕事しないと
いけないけど、これは退屈の日がなくて、仕事したくない時はないですね。全くないで
すね。〔今は仕事に対して仕方なくしていることは〕ないですね。だから、〔現在の NGO
での相談業務について〕えっと相談されたらいろいろ事例がやっぱり分かるようになっ
て、で相談できる立場になるんですね。だから、あの、相談されると即答に返事できて、
あの、しかも、あの、間違えない情報提供するのは、あの、経験がないと無理ですね。
だから最近は、あの、いや、これ〔現在の仕事〕向いてるなと。やっぱりそういう感じ
しますね。 
 
現在の仕事を「〔今の仕事について〕すごい天職かなって」と考えるまでになったゴック
さんは、過去の自分である家事育児に縛られ、「なんとなく仕事をしていた」という消極的
な態度はもう見られない。相談に来たベトナム人に適切なアドバイスや支援を提供するた
めに自ら情報を収集したり知識を得るために勉強したりといった努力も怠らない。それが
周囲の信頼を高め、さらには、相談者としてのゴックさんの自己の確立につながっている。 
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徐阿貴（2005）は、夜間中学の独立運動において、在日朝鮮人女性自らがその運動に直
接関わることで、当事者としての意識や主体性を構築することが可能となったことを明ら
かにしている。ゴックさんの場合も同様に、ベトナム人支援に関わる運動に「運動する側」
として直接的に関与し、その運動の主体となったことで、彼女自身のシティズンシップ形
成に接続していくような、公的で、社会的な存在としての自己を構築することが可能とな
ったのである。そして、そうした自己の変容を可能にした場である教会の存在についても
次のように語っている。 
 
〈ゴックさん〉 
 教会っていうのはそういう拝むところだけじゃなくて、やっぱり、えっと教会って福祉
とか、やっぱり、その福祉活動とかついてるんですね。うち、やっぱり人助けることも
あのそういう神教えること、実行する場っていう感じで…。 
 
 「実践の場」としての「教会」は、実際に、移民・移住女性たちを活動の中心に位置づ
けることによって、彼女たちの行動や意識を変える潜在力を持っている。一方で、教会は
そのような潜在力とは無関係の非常に閉じられた空間であるかもしれない。しかしながら、
先に述べたように、今や教会の存在意義は教育的な意義をもっていたり、つながりをつく
るような場であったり、本論文のように移民・移住女性たちの社会的地位を向上させる機
能をもっている場でもあるようにさまざまであるならば、単に宗教的なものだけにおさま
らないことは自明である。すなわち、移民・移住女性たちのシティズンシップ形成には、
母や妻といった彼女たちの存在を認めることに加えて、彼女たちの社会的地位を向上させ、
シティズンシップ形成に向けての自己変容をうながすような学校や公民館、教会のような
「場」の必要性も考慮されるべきであろう。 
 ところが、なかにはここでふれた移民・移住女性たちと同じように教会と関わりをもっ
ていても、シティズンシップ形成とまるで無縁のような事例も存在した。では、その違い
はどこにあるのであろうか。次節ではその要因についてみていきたい。 
                                         
第３節 シティズンシップ形成をうながす社会関係資本（social capital） 
 しかし一方で、メアリーさんやゴックさんらと同様に、学校や公民館、教会などの外部
コミュニティとのつながりをもちながらも、シティズンシップ形成とはかかわりが薄い移
民・移住女性たちも存在していた。例えば、事例番号 11 のソフィアさんは、本人の学歴も
大学卒であり、日本人の夫は医師ということで非常に生活レベルも高く安定しているため
シティズンシップ形成への意識も高いと思われたが実際はそうではなかった。 
 
ケース７：事例番号 11 ソフィアさんの場合 
 ソフィアさんが日本へ来ることとなった理由は、日本人の夫との国際結婚である。二人
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が知り合ったのは、夫がフィリピンの大学病院へ研修に来ていたときに、当時その大学の
学生であったソフィアさんと出会い、結婚を決め日本へ来た。日本での生活は専業主婦と
してであったが、「好きなことをやっていい」と夫からも言われていたので、比較的自由に
過ごしていたそうである。もちろん夫からの DV などもなく、互いに尊重し合っている夫
婦関係であり、現在もそういった関係性は続いている。日本語については渡日当初は日本
語学校で学習していたが忙しくなり、中級レベルに入ったころに辞めたそうである。また
得意の英語を活かしたいと考えており、幸運にも英語の専門学校で教える機会を得ること
ができた。現在、そこでの勤務年数は 13、14 年目に入るということである。家庭では夫と
のコミュニケーションは主に英語であり、たまに簡単な日本語を使用する程度で、日本語
での会話はほとんど成り立たない（５）。教会ではフィリピン人コミュニティの代表として、
チャリティー活動や文化的イベントを開催したりと、精力的に活動している。そのため、
知り合いもほとんどがフィリピン人で、日本人の知り合いは夫の同僚や知人ぐらいである
ということである。夫が医師ということもあり、現在の生活には何不自由もないというこ
とで、日本語の必要性や日本人、日本人社会と関わることにそれほど必要性を感じておら
ず、本人曰く常に「日本に住む日本人男性と結婚した外国人」という意識である。もし仮
に、生活上、何か問題があったとしても、日本人である夫がいるので、自らが問題に立ち
向かっていく必要性はないと考えている。 
 
 ソフィアさんと前述の移民・移住女性たちと比較すると、同じ移民・移住女性ではある
が、両者のあいだには決定的な意識上の違いが存在する。前述した移民・移住女性たちの
ケースでは、全体として日本社会へ関わろう、日本社会に認めてもらおうというような意
識が見られるが、ソフィアさんの場合はそういった意識があまり見られない。すなわち、
前述の女性たちは日本社会における「生活者」としての意識が高いが、ソフィアさんの場
合は、その存在を表す適切な言葉はみつからないが「一時的な滞在者」といった印象があ
り、そのため積極的に日本社会とのかかわりもつことは彼女の中では優先的なことではな
いようである。つまり「お客様（外部者・部外者）」というような状況なのである。それは、
以下に記しているように、彼女の語りの中にも自らが自分自身のことを「お客様（外部者・
部外者）」として位置づけているような内容をしばしば読み取ることができる。 
 
〈ソフィアさん〉 
 病院で夫の知り合いとも「こんにちは」だけ。「私は外国人だから」といって〔あまり話
はしない〕、それだけ。 
 
 〔知り合いの日本人である〕高い階層の人はとても親切。日本に住んでいれば日本語の
大切さは分かるけど、私が日本語話せないと分かると、英語で話してくれる。 
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 〔勤務している〕プレスクールの校長先生とは、日本語が分からないから連絡ミスなど
の問題もある。でも「ごめんなさい、私分からないから」で済ませる。 
 
 こうした社会と少し距離を置くといった傾向は、事例番号 10 のケイさんにも少し見られ
る。彼女の場合は、留学生として日本へやって来たのが最初であった。そして卒業後の現
在は日本の企業で働いている。彼女は被調査者の中でも若年層に属し、また唯一の未婚者
であるため、生活スタイル全般も自分中心となっている特徴がある。このような個人的な
状況も少なからず影響していると考えられるが、彼女の日常的な行動・生活範囲は、職場
と自宅の往復であり非常に狭い。さらに一般的な仕事と違い、勤務体制も少し不規則な部
分もあり「〔仕事のないときは〕家で寝てる」ということもあり行動範囲が広がる可能性も
あまり期待できない。ただ、彼女もソフィアさんと同様に普段から教会には頻繁に関わっ
ている。特に、ケイさんは現在、中国人ミサの責任者としての仕事が重なり、仕事が休み
の日も休日を返上して中国語で行われるミサの調整を行うことに、すべての自由な時間を
奪われている状況である。また、彼女は現在の仕事に関してもあまり執着がない。とりわ
け、現在の仕事内容は第一希望ではなかったので、常に次の転職のチャンスを狙っている
ような状況なのである。 
 
〈ケイさん〉 
 （今の仕事はずっと続けることもないかもしれないってことですか？）ま、そうですね。
とりあえず、何かビザが難しいから。ちょっと法律が厳しいから、ややこしいから、と
りあえずしばらく〔今の仕事に〕行って…。（中略）（いずれは中国？）世界で回ってい
くし。（これからは中国に帰るかもしれないし、日本にいるかもしれないってことです
か？）うん。ま、とりあえずビザは確保しないと。日本にいたいときはね。 
 
 ケイさんの場合も、ソフィアさんと同じく日本社会に対するつながりの意識がその他の
移民・移住女性たちと比較すると脆弱な状況である。特に、ケイさんは今日本に住んでい
るが、今後、自分自身がどこで生活することになるのかについては未知数で、日本にこだ
わっていないとしている。このような個人化した意識が結果として彼女たちのようなケー
スの場合、社会参加への意識を低くしており、シティズンシップ形成への見込みの低さを
もたらしているのではないだろうか。 
 さらに、彼女たちのケースから見落としてならないのは、彼女たち自身が持つ「つなが
り」の希薄さである。具体的に言えば、社会参加を促進するためにも不可欠であると考え
られる人的な「つながり」の希薄さである。リスターは、人びとが排除され、孤立する要
因としてつながりの欠如を指摘している（Lister 訳書 2011，p.128）。社会につながりの
ない場合は、社会への直接的な関与もないし、関心もない。すなわち、つながりの欠如は、
シティズンシップを形成することにもつながらないであろう。例えば、メアリーさんやゴ
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ックさんのように自分自身のことを「生活者」とみなすならば、おのずと生活する社会に
おける人的なつながりは太くなり、その社会において外部者のような感覚はあまり生じな
いであろう。しかしながら、ソフィアさんやケイさんのように自分自身を一時的な「滞在
者」や短期滞在的な「出稼ぎ者」としてみなせば、当然のように人的な「つながり」は意
識的に育まれることは少ないであろう。さらに、生活する社会においては周辺化されてし
まいがちであり、シティズンシップ形成も期待できない。 
さて、こうした彼女たちのもつ人的資源は、言い換えれば「社会関係資本（social capital）」
（６）ともとらえることができるだろう。「社会関係資本」とは、人びとが何らかの行為を行
うためにアクセスし活用する社会的ネットワークに埋め込まれた資源であり、それは、個
人ではなく社会関係（social relationship）に基づくものとされている（Lin 訳書 2008，
p.32）。さらに、それは人びとの関係性のなかに存在するものであり、社会関係資本は人的
資本と比べると可視的ではないとされている（Coleman 訳書 2004，p.477）。つまり、人
的資本にみられるように、単に「誰かを知っている」というだけではなく、その知り合い
とどのような関係性を構築しているかが重要なポイントになってくるのである。本論文の
例で説明するならば、メアリーさんの事例が最適であろう。彼女の場合、シティズンシッ
プ形成に向けた自己確立には子どもの幼稚園の園長先生の存在が大きかったことは言うま
でもない。しかし、ただ単に園長先生と知り合いであったと言うだけではなく、メアリー
さんと園長先生のあいだには強い信頼関係があった。そうしたお互いに「信頼関係」があ
ったからこそ、彼女のシティズンシップ形成は促進されたと言っても過言ではないだろう。
ゴックさんやリンさんについても同様のことが言えるであろう。ゴックさんの場合は、教
会の神父さんとの強い信頼関係があったからこそ、ベトナム人支援 NGO の運営を任される
ことになり、運動の主体となることで社会的な存在である自己を確立し、シティズンシッ
プ形成へ接続していくこととなった。リンさんの場合も同様に、神父さんとの関係性が影
響している。イサベルさんの場合は、メアリーさんやゴックさん、そしてリンさんらと比
較すると、まだまだシティズンシップ形成の不十分さは否めないが、公民館の職員との信
頼関係が彼女のシティズンシップ形成を徐々に促進しているようである（７）。 
このように、メアリーさんたちの事例からは、社会関係資本がシティズンシップ形成に
少なからず影響していることが明らかとなった。そして、それは彼女たちの社会的地位に
ついても確実に上昇させている。それでは、こうした社会関係資本はどのように育まれて
いるのであろうか。ヴィヴィアン・ロウンデス（Lowndes 2006）は、特に女性と社会関係
資本の関係についての研究のなかで、女性の社会関係資本は近隣との特別なネットワーク
のような、非公式の社交性（informal sociability）のなかに組み込まれているとしている
（Lowndes  p.221）。そして、女性のもつ社会関係資本の特徴として次の 3 点を挙げてい
る。 
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・地域社会のネットワーク（social network） 
  フルタイム労働者（＝男性）よりもパートタイム労働者のほうが友人や親類と会った
り話したり、近隣住民と関わりを持つことが多い。 
・市民生活への関与（civic engagement） 
  男性は若干、女性よりも社会的サポートに頼らない傾向がある。 
  子どもが小さいときは、より地域への参加がある。 
・地域社会への関心／見方（view of the local area） 
  女性のほうが男性よりも近隣住民に対する信頼をもち、友人や親類と連絡を取り、イ
ンフォーマル（非公式）な社会的サポートを受ける。 
 
（Lowndes 2006, pp.220-221） 
 
 
 未だ、女性が活躍する場や女性の活動は、家事や育児などのような家庭内の私的な領域
に限定されがちであり、市民社会のような外部社会よりもドメスティックなものとしてと
らえられている場合が多い（同上書 p.224）。しかしながら、家事や育児などのケア労働
の責任を追っている女性は、社会的活動に対して制限を受けてはいるものの、それが、逆
に、地域社会での社会的ネットワークの構築を生み出しているという効果もあると考える
ことも可能である（同上書 p.225）。本論文における移民・移住女性の例を見ても、彼女
たちは日常的に夫やパートナーからの抑圧や支配に苦しめられ、家庭内に縛りつけられな
がらも、妻や母といった地位を介して、地域コミュニティにおける近隣住民や知人、友人
との信頼関係や相互依存関係を基点とした地域社会との関わりを通してシティズンシップ
を形成する機会を得ている様子もうかがえた。既に述べているように、シティズンシップ
の概念は主として公的で、政治的空間のようなフォーマルな領域のみで語られることが多
かった。それゆえ、女性が主に担うケアワークに代表される私的な領域  インフォーマ
ルな領域はシティズンシップ概念の枠外に位置づけられていた。よって、上記のような女
性がインフォーマルな領域で生みだしている人とのつながりによって生み出された社会関
係資本はインヴィジブル（不可視）なものとして理解されていた。しかしながら、こうし
たジェンダーの視点に配慮したインフォーマルな領域における社会関係資本の構築、そし
て、そのシティズンシップ形成への効果については、たとえ社会的に周辺化された移民・
移住女性であってもシティズンシップ形成とは決して無関係ではないということを提示し
ている。 
 さらにいえば、リン（Lin 2008）は社会関係資本をより効果的に機能させるためには、
閉鎖的で緊密なネットワークよりも、持っていない資源に自由にアクセスすることを可能
にするような、言い換えれば、ブリッジを構築しやすい弱い紐帯（８）のような特質をもった
社会関係資本のほうが望ましいとしている（Lin 訳書 2008、p.35）。移民・移住女性に限
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ることではないが、移民・移住者の場合、同じ国の出身者同士が強い紐帯で結ばれている
エスニック・コミュニティを構築し、受け入れ社会の中でゲットー化している場合が多く
見られる。そのコミュニティ内にいるときは安心感があり居心地はいいかもしれないが、
一歩そのコミュニティ外へ出た場合、その居心地の良さは保障できない。同郷人のエスニ
ックなネットワークで強く結ばれているソフィアさんやケイさん、そして、地域社会との
関係を断ち独自の文化的慣習のなかで生活をしているアフガニスタン出身の女性たちなど
は、同じ民族間同士のつながりは強固であり、その中での社会関係資本は緊密であった。
一方で、メアリーさんらは、それぞれのエスニックなつながりももちながら、外部のロー
カルな社会とのつながりも同時に重視していた。そして、そことゆるくつながっていたこ
とで、そこで培われた社会関係資本を活かしながら地域社会への社会参加を実現し、そこ
でのシティズンシップ形成を可能なものとしている様相が浮かび上がっている。 
 以上より、まず、社会関係資本とシティズンシップは不可分の関係にあると考えられる。
そして、シティズンシップ形成という点からは、ゆるく開放的なホスト社会との「つなが
り」  社会関係資本の構築が効果的であるということが分かる。同郷人同士のあまりに
も強い紐帯で結ばれ過ぎることは、受け入れ側の社会という観点からは、シティズンシッ
プ形成の可能性を考えた際に何らかの障害となりうることもあるかもしれないのである。
もちろん、強い紐帯である社会関係資本が移民・移住女性たちの物理的、精神的支えとな
ることに異論はない。しかしながら、それは時としてシティズンシップ形成を阻むことに
もなりえるのである。 
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注釈 
（１）A 市生涯学習センターでの取り組み、及び、組織内容等については、筆者が 2013 年
2 月 27 日に実際に日本語学習の活動に参加させていただいた際、代表者の方から頂いた会
の資料やお話を聞いた内容を参考にまとめたものである。 
（２）B 市日本語教室での取り組み、及び、組織内容等については、筆者が 2013 年 4 月
26 日に実際に教室の活動に参加させていただいた後、意見交換会を開いていただき、そこ
でのお話や、事務局の方とのメールでのやり取り、当組織の資料などを参考にまとめたも
のとなっている。 
（３）文化庁の取り組みに関しては、URL: http://bunka.go.jp/kokugo_nihongo/kyouiku/ 
index.html（検索日：2013 年 2 月 4 日）を参考にした。詳細については同 URL を参照さ
れたい。 
（４）邱（2003）は、フィリピン人妻の主体性構築に関する研究において、彼女たちの社
会参加の条件のひとつに、外国人がホスト社会において社会参加を行う条件に一定の日本
語の能力を含めた文化能力を備えていることが重要であるという宮島（2000）の主張を受
けて、「流暢な日本語」を挙げている（邱 p.86）。  
（５）ソフィアさんは、今回インタビューした移民・移住女性のなかでムスリマさん、ラ
サさんに続き、簡単な会話はできるが、ほとんど日本語をしゃべることはできない。よっ
てインタビューは本人に希望もあり終始英語で行ったため、彼女のすべての語りの内容に
ついては、筆者が日本語に訳した内容を記載している。 
（６）社会関係資本とは、一般的に人びとの協調行動や社会の効率性を高めるものとして
ある人とのつながりや信頼関係のことをいう。例えば、コールマン（2006）は、社会関係
資本とは個人間の関係
．．
のなかに存在しているものであるとし、それは個人が獲得した技能
や知識というものに具現化されているような有形性が低いものよりもさらに低いものとし
ている（コールマン p212）。また、ブルデュー（1991）は、社会関係資本とは人同士のつ
きあいのようなものであるとしている（ブルデュー p.70）。両者は比較的、近しい間柄で
の社会関係のことを社会関係資本としている。一方、リン（Lin 2008）は、社会関係資本
とは人々が何らかの行為を行うためにアクセスし活用する社会的ネットワークに埋め込ま
れた資源としている（Lin 訳書 2008、p.32）。リンは、社会関係資本をコールマンなどの
ように閉鎖性のある関係性が重要としていない。おそらく、あまりにも強いつながり（社
会関係資本）は、場合によっては現状以上の新しい社会関係を構築することを停滞させる
こともあると考えるので、閉鎖性を伴うような社会関係資本は、かえって個人に利益をそ
れほどもたらすことはないのではと考える。 
（７）イサベルさんの場合は、以前から生活上何か困ったことがあった場合よく公民館へ
相談に行っていた。そして、そこで生活上の相談などをしていたときに職員から公民館で
開講しているスペイン語の講師になってくれないかという依頼を受け、現在は週 1～2 回の
ペースで日本人生徒を対象に教えている。また、その他にも、毎週ではないが公民館から
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イベントがある時はスペイン料理の講師として活躍したり、また、地元の小中高等学校へ
も国際交流や異文化理解の講師として派遣されたりと、公民館との関係性を深めたことが、
結果として彼女の社会参加の機会をうながしていることを考えると、今後、シティズンシ
ップ形成への期待がもてる。 
（８）弱い紐帯に関しては、グラノベッター（2006）を参照のこと。 
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第 13 章 シティズンシップ形成への学び 
 
第１節 女性の周辺にあるインフォーマルな学びへの注目 
これまで検討してきたように、移民・移住女性たちの多くは社会の周辺におかれ、夫や
パートナーからの支配を受け、家庭という私的空間において家事や育児に従事させられて
いるような抑圧的な状況にありながらも、社会参加を通して自らを脱周辺化し、シティズ
ンシップを形成していくことが可能である様子が浮かび上がってきた。それは、換言すれ
ば、彼女たちの日常であるインフォーマルな領域におけるさまざまな経験が、シティズン
シップ形成へ向けた何らかの学びや気づきの契機として位置づいていることを示唆してい
る。これまでの議論にもあったように、シティズンシップとは主に公的で、フォーマルな
領域における概念としてあり、そのような場においてのみ育まれ、学び取ることができる
ものとして認識されていた。さらに、女性は「二流市民」とされていたために、主要なシ
ティズンシップの議論からは常に排除されていた状況であった。すなわち、女性などによ
って主に担われているような私的空間などのインフォーマルな領域においては、シティズ
ンシップは形成されないものであるとする一面的な考え方が一般的に共有されていたので
ある。しかしながら、本論文で扱った諸事例は、インフォーマルな領域はシティズンシッ
プ形成と必ずしも無関係ではないことを示し得ている。特に、移民・移住女性に限らず「女
性」たちは、先の社会関係資本の部分でも触れたように、地域社会や地域コミュニティへ
の参加など、ローカルでインフォーマルな分野に積極的にかかわる能力が男性以上に長け
ており、潜在的にそうした能力が備わっていると言われている（１）。こうした状況から考え
ると、これまであまり注目されてこなかった移民・移住女性たちのインフォーマルな領域
におけるシティズンシップ形成への学びの萌芽の存在は、シティズンシップ形成の議論に
おいて、これまでにない新たな視座を与えることになるであろう。すなわち、インフォー
マルな領域における学びによって、シティズンシップを形成することは可能であるという
ことである。 
さて、フォーマル、インフォーマルな学びについては、両者間において明らかな差が存
在している。一般的に正規のカリキュラムとして可視化されているフォーマルなカリキュ
ラムは、体系的でなく、不可視なカリキュラムとしてあるインフォーマルな学び以上に価
値の高いものとして位置づいていることが多い。例えば、フォーマルな教育に代表される
ものとして「学校教育」があるが、一般に学校では質の高い教育を提供し、学校に行って
さえいれば一定水準の学力に到達できると誰もが確信している（ハミルトン 2003，p.31）。
それに対して、家庭などにおけるインフォーマルな領域における学びは価値が低く、そこ
では学ぶ内容など何もないととらえられていることが多い。しかしながら、学びは何もフ
ォーマルな領域のみに起こるものではないだろう。特に、シティズンシップ形成という市
民生活そのものに関連する内容であったり、コミュニティへの参加などが要求されるよう
な学びは、フォーマルな学習だけでは十分に補えきれるものではない。つまり、シティズ
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ンシップは、知識の領域であるより多くが技能であり、学術的な主題と同じような方法で
適切に、かつ十分に学習できるとは判断できないのである（不破編訳 2002、p.73）。さら
に、見方を変えれば、フォーマルな学びは「国家の道具」であるとされ（ジャービス 2001，
pp.15-16）、フォーマル教育は、既存の社会への社会化の装置として、その社会の価値体系
を持続させることが目的とされるような部分もあり、行動的な市民形成  シティズンシ
ップ形成にはそぐわないとされている（ハミルトン 2003，p.28-30）。つまり、知識的な
ものの獲得ではなく、実践に結びつくスキルを経験的に学ぶことがシティズンシップ形成
に役立つのである。 
さて、こうしたシティズンシップ形成について、インフォーマルな学びへ注目すること
と同時に、女性の学びへの注目がなされるようになった発端の一つに、ユネスコが1997年、
第 5 回国際成人教育会議で掲げた『ハンブルグ宣言』がある。宣言のなかでは、その重要
課題テーマの一つに、「女性の統合とエンパワーメント（Women’s integration and 
empowerment）」が挙げられている。その内容は以下の通りである。 
 
女性は等しい機会への権利をもつ。社会は労働の現場や社会生活のあらゆる側面におい
て女性の十全な参画に依るものである。成人教育は、女性たちの多様性を尊重し、女性
たちの成人教育へのアクセスを制限するような偏見やステレオタイプの考えを排除し、
女性たちから利益を制限し、地域社会に対する責任があることにおいて、すべての女性
の教育的機会を拡張に最善を尽くすべきなのである。女性の権利や、リテラシー、教育
や研修への権利を制限するいかなる企てを一切認めない…。 
 
（UNESCO, ‘CONFINTEA V; The Hamburg Declaration, The Agenda for the Future’ , 
Fifth International Conference on Adult Education 14-18 July 1997: pp.4-5） 
 
これにより、女性がフォーマル、インフォーマルを問わず、日常的に関わっているあら
ゆる場面における行動や活動を尊重し、価値あるものとすることが確認された。そして、
成人教育の分野においても、これまで周辺化されがちであった女性の学びを積極的に促進
し、評価することが約束された。さらに、未来への課題（The Agenda for the Future）の
なかの「テーマ１：成人教育と民主主義」では、重点とすべきポイントとして次の 3 つの
項目が挙げられている。 
 
 
・行動的市民の育成（encouraging active citizenship） 
・女性のエンパワーメント（enhancing the empowerment of women） 
・市民参加の強化（to reinforce the participation of citizens） 
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 民主主義に基づく社会の構築に向けて、成人教育の目指す基幹となるべき点は、受け身で
はない主体的に行動できる市民を育てることである。なかでも、これまで周辺化されがち
であった女性の活動を積極的に評価することによって、女性自身をエンパワー（２）すること
が不可欠となり、そうすることによって社会全体として市民の参加が強化されることにな
るのである。そして、これら 3 点の目標を達成するために具体的に何をすべきかについて
は、学習社会を形成するために行動的市民の育成をプロモーションし、参加型民主主義社
会を実現することが重要で、特に、ユネスコのハンブルグ宣言では、女性のリーダーシッ
プの可能性について開発していくことが要求されている。すなわち、女性の社会への十全
な参加やその貢献を確実なものとし、そこに注目することが求められているのである。 
これまで、女性の学習、加えて女性が地域社会で学ぶ存在であるということについては、
それほど注目されることはなかった。本来、女性の学習は、非常にさまざまな社会的状況
のなかで行われているとされている。具体的には、コミュニティ・グループ、家庭、職場、
宗教組織、レジャー活動、そしてフォーマルな教育場面など、文字通りすべての生活状況
の中で行われるのである。しかしながら、女性の学習に関する研究の現状は、これらの多
様な学習環境の一部しか描いていないと言われている（Hays and Flannery 訳書 2009，
p.28）。さらに、主体的な「学習者としての女性」という概念が乏しく、学習面でも女性は
元来より不可視な存在として周辺化され、排除される傾向にあったのである。もちろん、
女性の学習すべてが排除されていたというわけでもない。しかしながら、前述していると
おり、学びの重要性はフォーマルな領域の教育に価値が置かれていたため、地域コミュニ
ティや子どもを介した活動、教会などインフォーマルな領域において多く活動している女
性たちの学びにはあまり注目がいかなかったのである。 
さらに付け加えると、これまでの女性の学びの大部分を占めていたものが、外在的な課
題設定に基づいた「女性問題学習」が主流であったことも影響している。こうした「上か
らの啓蒙」や「女性学の課題の浸透」という捉え方だけでは、それは学習者にとって一方
的な学習課題設定であり、女性問題解決のための当事者性を高め、学びの主体を育てるこ
とにはつながらないのではないか（高橋・槇石編 2005、p.36）との批判もあった。確か
に、シティズンシップ形成という観点から見たとき、女性の学びが外在的な課題設定に基
づいた、教授される「女性問題学習」に収斂されてしまうことは、先のユネスコのハンブ
ルグ宣言にもあるような女性の行動的市民として学びの視点の欠如にもつながるという危
惧がある。そして、講座や学級での学びだけが女性の学びととらえることは狭いとらえ方
であり、結果として、女性の学びの可能性を矮小化することになってしまうのである。す
なわち、女性の学びについては、フォーマルな場における形式的な学び以上に、女性たち
それぞれの日常生活の過程全般における諸経験（３）ひとつひとつに着目することが重要にな
ってくるということを意味している。換言すれば、それはこれまでの従順な女性のイメー
ジを払しょくするような行動する女性の学びへの注目であり、女性を受動的な存在ではな
く、主体性を持った、エージェンシーとしての女性（同上書 p.64）という認識への転換が
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必要となろう。 
 
第２節 葛藤がもたらす意識の変容 
ここまでの議論において、女性の学びや学習に関しては、まず基礎的なこととして、移
民・移住女性を含めた女性のシティズンシップ形成という見地からすれば、学びの方法と
学ぶ場（領域）、そして女性の社会的地位（立場）の 3 点が重要な鍵となるようである。つ
まり、学びの方法は教授法ではなく、自らが学ぶような手法が望ましく、学ぶ場（領域）
としてはフォーマルな領域に限定するのではなく、家庭や家族、地域社会、コミュニティ
など、インフォーマルな多岐にわたる場についても考慮する必要があるということである。
そして、女性の社会的地位（立場）としては、女性は被支配的な地位や立場であることが
多いが、女性のための学習は、社会の中の女性の従属的な位置から生じるかもしれない
（Hays and Flannery 訳書 2009，p.160）とあるように、被支配的、被抑圧的な地位や立
場にあることが反って、女性たちにとっては、その状況から脱しようとする力になり、シ
ティズンシップ形成への学びに近づくことも考えられるという点を確認する必要がある。
例えば、本論文の被調査者である移民・移住女性たちの事例においても、完全なシティズ
ンシップ形成というところまでは到達出来てはいない部分もあるが、さまざまな個々の経
験や葛藤を経て、それぞれの置かれている抑圧的な状況に自覚的になったケースも見られ
る。 
事例番号 5 のカレンさんは、現在、日本人の夫と正式に離婚し、子どもの親権も取得し
親子 2 人で生活している。しかし、なかなか正社員の仕事が見つからず、現在は生活保護
を受けながら、英語教室の講師や介護施設でアルバイトの介護職員として働いている。子
どもが小学校に上がり、これからますます教育費などがかかるため、しっかりとした仕事
をみつけ、収入を得て、安定した生活を送ることを望んでいるが、経済的に完全に自立す
るには難しい状況である。しかしながら、夫との生活は「すごい大変やったね。すごい大
変なのよ。毎日、心の中で泣いてるよ。」と語っているように、まず基本的に生活費をもら
えない状況であり、買い物すら自由に行けないような、夫の支配下に完全に置かれた環境
であったため、生活は苦しいが離婚した今の生活のほうがまだましであると考えている。
また、家庭内暴力も少しあったらしく、「〔自分で好きなようにできない家庭生活は〕我慢
できない。と、あと、暴力もあったから。だから、ちょっと、これ、あの一回あったら次
も〔暴力が〕くるから、もう…。」というように、常に夫の行動を気にしながらの生活を送
っていた。もちろん、そういった環境について、彼女は「おかしいやん」と考えていたが、
知り合いのフィリピン人や母国の家族の手前、夫のもとから離れて別居するということは
彼女が負けたことを意味するので、周囲にそう思われたくないために我慢していた。しか
しながら、夫が自分や子どもには全く生活費は与えないくせに、夫自身は自分のためにお
金を使い、相談もなく友人の保証人になるなど、納得のいかないことが続き、家を出る決
心をすることになる。その時の気持ちをカレンさんは次のように語っている。 
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〈カレンさん〉 
 〔子どももいるし、なぜ勝手に保証人になるなどを決められるのか納得いかなかったこ
とに対して〕わたし、負けたくないね。もう、〔家を〕出たほうがいいやん。頭おかしく
なるやん。ここ〔にいたら〕…。〔家を出ることは負けるということであるが〕あたし強
いから、負けないくらいに頑張っている〔頑張れる〕。でも子どもがいたから〔頑張れる〕。
〔当時、知り合いのフィリピン人夫婦と同居していて、その夫婦の関係と自分たちの夫
婦の関係の差を目の当たりにし〕もうええわ〔結婚生活をやめることは負けることだけ
どええわ〕と決めるは〔決めた〕。 
 
 夫からの支配的で、抑圧的な生活は仕方がないものとして、半ば諦めて受け入れていた
カレンさんであったが、このままの状態では自分自身も子どもも将来が見えないことに気
づき、別居や離婚に対しての周囲の反応を気にしていたことをやめ、夫からの支配的、そ
して抑圧的な状況を脱することを決心したのである。同時に、夫から離れることは、より
生活を不安定にするかもしれない状況になるかもしれないという不安がありながらも、子
どものためにも早く自立した生活が送れるように強くあらねばならないとしている。そし
て、夫と正式に離婚が成立し、これまでの夫への従順さを求められていた生活から解放さ
れ、新しい生活が始まることとなったいま、生活の変化についてカレンさんは次のように
語っている。 
 
〈カレンさん〉 
 〔昔の生活と今の生活の違う点は何ですか？〕一番違う？一番の変わったね…、あ、昔
とね…、あ、あの、もっとしっかりしたかねと思う。私、もっと、えと、昔は independent
だけど、自分で全部、あの、やってることは、したいことはしたんだけど。でも、今は
もっとしっかりしてるになって、何かいろいろ、それと…、何かいろいろそれと、いろ
いろあったから、あそこで勉強になった。だから、もっとしっかりしたかなっと思って。
昔より。昔はね、シングルだから、なんでもやっても、ともだちとしてやったり、あの
何ていうかな、ディスコ行ったりとか何でもできるんが、今は考えてる。自分だけじゃ
なくて、何か、昔の私は happy go lucky 何でもＯＫとか何でも。今はちょっと考えて、
これは consequence〔結果〕があったから、何がくるとか、何が悪いとか、だから、これ
はちょっとしっかりしたかなと思って。前、全然考えてないから、えーっと何でもした
いことする。で、今はしたいことちょっと待てって言う感じで、これしたらこういうこ
とする、こう、ちょっとしっかりした、なったかな…。〔成長したってこと〕そうやね。
何かね。 
 
 夫への依存を脱し、自分で経済的に自立し、子どもを育てていかなければならないとい
う状況になった今、カレンさんは昔の自分から比較すると大きく成長したと実感している。
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さらに、夫との抑圧的な生活、その後の離婚成立までを振り返って、次のようにも語って
いる。 
 
〈カレンさん〉 
 何かね、私にとってね、〔夫との夫婦生活や離婚は〕いい経験だったみたいね。あそこか
ら、もっと強くなって、もっとしっかりしてた、しっかりてるになった。なんか色々勉
強になったから。あそこから、何か、ありがたいでもないけど。なんか全部負けたくな
い。頑張ったから。なんか、自分で何ていうんだろ、自分の experience は前向き、前向
きにやってる。と、前はシングルだから、何も関係ないし、お父さんお母さんだけのこ
と考えてる。今は子どもがいるから、ちゃんと考えないといけないとか。いろいろね。
だから、今はね。もしほかの例えば、好きな人できても一番は（子どもの名前）。好きな
人できてもやめるしかない。難しいからな。〔昔のことがあった〕だからこそ、もっと強
くなる。 
 
 カレンさんはそれぞれの語りの中で「勉強になった。」「経験になった。」と頻繁に語って
いる。つまり、過去の経験が確実に現在の彼女自身の考えや価値観を変化させたことを実
感しているようである。すなわち、過去に起こったさまざまな出来事が、彼女自身の意識
変容を起こすきっかけとなったのであろう。ヘイズとフラネリー（2009）は「意識変容の
学習とは、簡潔に言うと、学習者自身の感覚、世界観、過去の経験の理解、未知への方向
づけに関する基本的な変化などに結びつく学習」（Hays and Flannery 訳書 p.166）であ
るとしている。カレンさんの場合も、まさしく、夫からの支配的な関係に加えて、将来へ
の不安や焦り―具体的には子どもとの将来の生活が彼女自身の意識変容を起こしたのであ
る。 
 こうしたカレンさんのようなケースは、事例番号 1 のマリアさんも同様であった。彼女
の場合も夫からの経済的暴力を日常的に受けていた。ブラジル出身のマリアさんは、同じ
くブラジル出身で日系人の夫とブラジルで結婚し、夫が日本へ働きに行くのと同時に同行
することとなった。彼女は日系人ではなく、あまり日本へ行くことに対しては前向きでは
なかった。しかしながら、彼女の母親が「妻は夫についていくべき」という考えかたであ
ったため、それについて従うしかなく、夫と共に渡日することを決意した。しかしながら、
日本での結婚生活は順調ではなかった。早くブラジルに帰りたいと思っていたマリアさん
は、当初、夫と「10 年間は日本で働き、お金を貯め、その後はブラジルへ帰る」という約
束をしていたが守られず、一向に帰国の意思を見せない夫に対し、徐々に不信感が募って
いた。ただ、彼女もカレンさんと同じように夫と別居や離婚することはカトリック信者で
あることも影響し「良くないこと」と考えていたため、不信感はあっても、実際に別居や
離婚に踏み切ることはなかった。しかしながら、そういった状況もある出来事をきっけか
に夫に従順であるべきというマリアさんの考えを一変することとなった。それは、日本に
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来て 11 年目に彼女自身に起こった交通事故である。 
 
〈マリアさん〉 
 10 年たったのにぜんぜん〔ブラジルに〕帰らへんし。わたしは自分自身の中では〔帰ろ
うと〕思ってたのに。騙されたと思とったんや。ちょうど、その事故あったんも 11 年だ
ったんで、自分の中では 11 年やから、10 年〔で帰国してたら〕やったら〔こんな事故に
遭うことも〕なかったんやと思とったんや。それからわたしは今まで何でも旦那さんに
「はい、はい」、なんでもついていってたもんはバカらしいなって、なんでわたしがこん
な生活しなあかんやん。どっちかっていったら幸せな生活じゃなかったんです。やから、
それで、わたしがその事故から変わって、でも…。なんかこういう自分の心が、ここに
いるからこうなったんやなって思いながらたって。 
 
 彼女の場合も、我慢して夫に従順についてきたが、10 年でブラジルへ帰国するという約
束も守られず、おまけに交通事故に遭ってしまうという悲劇も重なり、それまで溜まって
いた夫への鬱憤が大きく彼女の気持ちを変えるきっかけになっていったのである。さらに、
日常的な夫からの経済的暴力も、彼女自身の意識変容に大きく影響を与えている。 
 
〈マリアさん〉 
 〔夫は経済的に家族を支えると言うことが全くなかった。〕だから、それわたしすごく我
慢したんやけど、15 年間やけど、その事故の後から、「何しとんやわたし。」「何そんなに
苦労しとんや。」って。自分の仕事のお金でも、電話代、ガス代全部わたしが払っとたん
や。わたしのお金なんも残ってなかったんや。で、コツコツ。向こうは 50 万もらっとっ
たんや。後から分かったんやけど。わたしは 7 万とか…。で、わたしは、そういう食べ
物とか、何でこんな苦労しなあかんなぁとか色々考えて、でもう、わたしは自分〔夫〕
のお母さんみたいじゃない、もう無理って思たんよ。カトリックやけど、神様だめにな
るんやけど、幸せじゃないやん。子どもも「お母さん幸せじゃない」、わたしも、お母さ
んいつも我慢しとったわけじゃない。わたし、どっちかいうたら、わたしのお父さんち
ゃんとしたお父さんやった。子どもの学費もわたしが払っとったよ。わたしのお父さん
〔は夫と〕違う。 
 
 マリアさんは、生活費のことといい、子どもの学費のことといい、夫の家族に対する考
え方や接し方に違和感を抱き、それが夫に対する不信感に変わり、夫へ尽くしている自分
自身の存在が許せなくなっていったのである。それは、すなわち、自己のあり方を省察す
る行為ともとれる。フレイレ（Freire 訳書 1979）は、沈黙を強いられている被抑圧者自
身が、批判的思考を繰り返しながら自分自身と世界とを意識化し、その状況を主体的に変
革してくという行動と省察の過程が人間には備わっているとしている。マリアさんの場合
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も  もちろんカレンさんの場合も同様であるが、抑圧されている自己に対して、「今のま
までいいのか」と批判的に自問自答することによって自己との世界のかかわりを見ていく
中で、自らの被抑圧性に気づくというプロセスが生じている。特に、マリアさんの場合は、
子どもたちという第三者的立場からの「お母さん幸せじゃない」という言葉が、夫との関
係性に終止符を打つ決定的な契機となっている。 
 マリアさんが夫と決別し、最終的に自立への道を選ぶことを決めたのは子どもの学費に
関することがきっかけとなっている。夫にはマリアさんとの間の子ども以外に、前妻（ブ
ラジル人）との間に 3 人の子どもがおり、その子どもたちも日本に呼び、一緒に暮らして
いた。しかしながら、その 3 人の子どもたちは夫からの学費の支援が全くなく、結局、高
校まで行ったが中退してしまった。 
 
〈マリアさん〉 
 〔旦那の連れ子たちは夫が学費払わなかったために高校を中退したことについて〕きっ
とわたしの娘も同じことになるんやって。で、娘中学に入ったら、旦那（お給料）50 万
もらっとったのに、「俺お金ないから」って中学校ずっと払って、わたしずっと払って、
一年生からずっと払うようになって、で、なんかおかしいやん。で娘は、先生から、「あ
なたの娘は賢いよ」言われて、で、娘は、で娘に聞いたら「高校行きたい。でもきっと
お父さんダメなんや」で、「大丈夫よ、お母さん頑張るから」言うて。で、娘 2 年生の時
が、もう、あの、〔夫と〕別れるって決心して…。で、1 年間準備して、娘が高校受かっ
たら、わたしが、もう、家出て…。で、今、ちゃんと高校行かせたし、今大学行ってる
し…。〔当時の生活は〕つらかった。で、今離婚して、自分で食べたいもの自分で食べる
し…。 
 
 マリアさんは、せめて自分の子どもには夫の連れ子のようにはしたくないと考え、この
ままでは同じ道を歩むことになるとの危機感を感じ、夫と別れる決心をする。彼女は夫と
の 15 年間に及ぶ結婚生活を振り返り「〔日本に来てから〕15 年間はずっと、もう、あの、
奴隷やな。これして、あれして。（中略）全部間違えとんや。全部わたし「はいはいはい」
旦那やから聞かなあかんなぁ思とったんやけど、違うわって。これあかんわって。もうつ
らかったんです。」と語っている。過去の夫による被抑圧的な生活は、カレンさんとマリア
さん共に振り返りたくもない出来事であろうが、逆説的にそうした状況があったことによ
り、その抑圧的、支配的な状況に気づくことができたという点では、彼女たちがシティズ
ンシップ形成へ向かうための経験であったと評価できるであろう。そして、何よりもそこ
には子どもという大きな存在があったことは看過できない。 
 さて、カレンさん、マリアさん両者の気づきから意識変容へ至る過程において「子ども
の存在」は見逃せない。ヘイズとフラネリー（2009）は、「（子どもを持ち）母親になるこ
とは、それまで自分自身を人に頼りがちで、学ぶことができないと思っていた女性に、学
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ぶ者として、そして他者を教える者として自分自身を見る新しい見方を促すことがよくあ
る。」（Hays and Flannery 訳書 p.47）と言及している。2 人の場合も、子どもの存在が、
彼女たちの意識変容を促したことは間違いないであろう。社会関係資本の部分でも述べた
ことではあるが、母親や妻といった周辺化されがちな存在であってもシティズンシップ形
成とは無関係ではない。それは「学ぶ」という側面においても母親や妻という立場を活か
すことでプラスに働く作用があるのである。すなわち、学ぶということは、ただ狭い意味
での心理的・認知的過程としてではなく、特定の社会的文脈のなかで具体的な課題解決と
結びつけて経験知を学んでいくとともに、日常生活や社会的活動の実践のなかで「ものの
見方」、思考方法、そして行動そのものを変容させていくことにつながっていくのである（高
橋・槇石編 2005、p.74）。 
 
第３節 公的な存在としての自己の確立 
 ここまで、個々のさまざまな経験や葛藤を経て、自らの置かれている抑圧的な状況に自
覚的になることで意識変容を遂げるに至ったカレンさんとマリアさんの事例をみてきた。
彼女たちの事例からは、支配的で抑圧的な構造を持つ関係性や親密圏であっても、そこで
の葛藤や経験を通して自己のあり方や考えを省察することによって自己を更新し、シティ
ズンシップ形成へ向かう姿勢の一端がみられた。さらに、本稿の被調査者のなかでは、シ
ティズンシップ形成の兆しが最も顕著に表れていると判断できる事例も数少ないが見受け
られた。例えば、ゴックさんとメアリーさんは、カレンさんやマリアさんと同様に自己を
省察しながら、実際に社会へ主体的に関わっていくことを通してシティズンシップ形成に
より接近している様子が浮かび上がっている。 
 事例番号 3 のゴックさんは、現在、在日ベトナム人を支援する NPO の代表として日々、
精力的に活動している。彼女自身、ボート・ピープルとして 1980 年代初めにインドシナ難
民として来日したわけであるが、現在はその当事者としての視点を生かしながら、同郷の
同じ境遇の人びとの生活支援事業を主として、地域社会で在日ベトナム人に対する地域社
会の理解を促進し、その生活状況の改善のための活動をしている。ゴックさん自身、もと
もと主体的に社会に関わるようなことは得意ではなかったということで、「〔今のような仕
事をするなんて思って〕ないですね。だから、〔最初は〕いやいやながら入ってて…」とい
った状況であった。代表になるまでは支援を受ける側であったゴックさんが、いきなり支
援する側になるわけであるので、そのように考えるのも無理はないであろう。しかしなが
ら、NPO での活動を通して、在日ベトナム人からさまざまな生活相談を受けていく中で、
当初乗り気ではなかった NPO の仕事に対して「やりがい」を感じるようになっていった。 
 
〈ゴックさん〉 
 普通やったら、私、別に学校とか法律のこととかあんまり興味ないんですけども、ちょ
っと法律の相談あると、ちょっとでも法律のどこかに調べて、えー、あっこういうこと
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あるかって、でも自分のやっぱり知恵になるから、やっぱり、知識になるから、だから、
えっと、うちの場合は忙しくて勉強はしないんですけど、そのタイプ、私勉強しないタ
イプのほうなんですよ。だからそういうことに来るとだからやっぱり調べようというか、
なんの病気かなといわれるときはこの病気について調べようと、それでひとつ新しい発
見みたいな感じで、そういうタイプなんですね。だから新しいことはすごく面白いです
ね。 
 
 相談者からの相談に適切に対応するためには、それ相応の準備も必要である。そのため
にゴックさんは事前勉強を怠らないことを心がけているそうである。そして、実際に相談
に乗り、相談者に事前に調べたことを伝えながら、相談内容を解決し、相談者が身も心も
軽くなって帰っていく姿をみて、ゴックさんは「なんか、いや…私でも役に立つんやとか
ね、思うときが多いですね。（どのようなときにそう感じますか？）〔相談者からの〕電話
の一言だけで十分そうもらえるというか感じがしょっちゅうあるから、」と語っている。こ
れまであまり他人から頼りにされることなかったゴックさんであるが、NPO の仕事を通し
て、他人から必要とされることで自己の社会的存在価値、つまり、公的な存在としての自
己を認識するようになった自己変容・意識変容がうかがえる。 
 事例番号 2 のメアリーさんについても、ゴックさんと同様に地域社会において PTA 役員
や会長として、また、地元小中高等学校での英語講師や滞日フィリピン人児童生徒の支援
員としての役割を果たすことで、被支配的・被抑圧的な立場から、公的な立場となる自己
を確立することによって、地域社会においてシティズンシップを形成していった。彼女の
場合は日本人の夫からの度重なる DV に耐え忍んでいたわけであるが、それが子どもにも
及んだことが発覚し、「でもあと何年か、旦那さんも洗礼受けたんですよ。で変わるかな思
ってたんですけど変わらなかったんですよ。ぜんぜん。で、それで、もう、ほんとに…娘
に暴力されたりとか…もう、あれなんですよ。で、だから私最後に決めたんですよね。も
う変わらないから家出る。ひとつ許せないことしたから、それで…。」というように、自ら
や家族への被抑圧性の重大さに気づくことができ、夫と別れることに決心がついた。その
後の、生活の変化についてメアリーさんは次のように語っている。 
 
〈メアリーさん〉 
 （夫と別れて新しく出発するぞという気持ちだった？）そんな感じ、でもみんな〔子ど
もたちと〕一緒だから、もう、あれ別れた、私何も問題ないから、あっちが出たから、
自由みたいな、あの、生活厳しいけれど、でも、４人一緒に、４人だけ、がんばって、
友達もたくさん出来たし。〔中略〕（その後、今の仕事などがどんどん増えていったんで
すか？）増えていったんですよ。あの、まえより、あの･･･お金が、何か、自分の、ショ
ッピングとか、自分のもの、お父さんと一緒でも、いつも何でまた買った、何これみた
いな感じでいちいち言われるんですよ。だから自分の、ま、前も塾、前から始めた塾〔こ
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こでのお給料も元だんなに管理されていた〕、今はお金も自由に使えるし、向こうの（フ
ィリピンの）家族にも、少しでも送るし、向こうで困るときも困るし、お姉ちゃん病気
のときでも一万円でも送るし。前はねぇ、ちょっとでも、〔夫にお金の使用目的について〕
何でも聞くね。 
 
 メアリーさんの語りからは、彼女が従属的な状況におかれていた状況を表す内容の一つ
に、ものごとを決める際の意思決定権がすべて夫に掌握されていたことが分かる。前半の
カレンさんやマリアさんの語りからもこうした状況は看取できていた。すなわち、移民・
移住女性たちの多くは、家庭内という私的領域において、ほとんどの場合、意思決定権が
ない。言い換えれば、すべての決定事項が夫やパートナーに委ねられており、自己決定す
ることすら認められていない場合が多いのである。おそらく、こうした被支配的・被抑圧
的な関係性にある状況が、彼女たち自身を周辺化するのはもちろんのこと、シティズンシ
ップ形成の契機さえも与えていなかったと考えられる（４）。また、夫と別居したことが、よ
り一層メアリーさんを自立へ促したこともシティズンシップ形成を促進した一部であると
考えられる。つまり、離婚などを契機として、これまでの家族形態が変化したことが女性
の学習を促進し、世帯主となった女性は自立的であることを学ぶと考えられているように
（Hays and Flannery 訳書 2009、pp.45-46）、現実的にも自立を迫られているような状況
が、結果として、シティズンシップ形成を促進することにつながることもあるのである。 
 移民・移住女性たちは、家庭という私的でインフォーマルな領域において、常に抑圧的
な関係性を夫やパートナーから強いられていることが多い。しかしながら、彼女たちはそ
うした状況の中においても、ただ単に一方的に抑圧的な関係性を受容しているだけではな
く、そうした関係性の中で諸経験や葛藤を繰り返しながら、自らの考えや価値観を省察し
ていることが明らかとなった。そして、この自己省察という行為  学びが彼女たちの主
体形成、すなわち、シティズンシップ形成に結びついているのである。移民・移住女性た
ちのこうした学びが存在しているということについては、一般的に注目されることはほと
んどなかった。なぜなら、こうした学びはフォーマルではないからである。シティズンシ
ップ形成という観点から移民・移住女性たちのような周辺化された人びとと男性とを比較
すると、明らかに家庭や地域社会、近隣コミュニティなど、インフォーマルな領域とのつ
ながりが深いことが分かる。女性たちのシティズンシップ形成について見ていく場合、特
にフォーマルな領域以外の私的領域におけるインフォーマルな学びについて探究する必要
があるだろう。 
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注釈 
（１）Lister（2003、p.145）を参照のこと。 
（２）エンパワー（エンパワーメント）とは「自ら力をつけること」という意味であり、
女性たちが自ら行動することによって、自分たちの状態や地位を変えていこうとする、き
わめて行動的で自立的な考え方ということである（高橋・槇石編 2005、p.88）。 
（３）ここでの諸経験とは家庭や地域コミュニティなどにおける諸経験を含む。 
（４）ここで主張したいことは、移民・移住女性に限らず女性のシティズンシップ形成促
進には男性（夫やパートナー）と別れることで実現するということを述べたいわけではな
い。あくまでも、男性との関係性において、男性からの被抑圧的な関係性にあった場合は、
その関係性を継続するとシティズンシップ形成は困難になることもあるということである。 
176 
 
終章 多文化社会におけるシティズンシップとは 
  周辺からアプローチすることの重要性   
 
１．これまでの議論の整理 
 ポスト・ナショナルな時代に入り、国民国家の枠組みが揺らぐなかで、それ以前までは
確かであったものが確かでなくなりつつあるような昨今、シティズンシップ概念もその様
態を変化させつつある。すなわち、国民国家という枠組みにとらわれない脱領域化し、脱
国家化したシティズンシップ概念への転換点を迎えているということである。これまでの
シティズンシップ概念はマーシャルの定義に代表されていたように、ジェンダーやエスニ
シティなど、多様性や差異が考慮されていないという欠点を含んだものであった。また、
シティズンシップの意味は概ね「国籍」と同義であったことから想像すると、シティズン
シップは自らが獲得していくものと言うよりも、付与されるものとしての意味合いが強か
った。こうした非選択的で非自発的な性質をもつシティズンシップは、自ずとシティズン
シップ概念に包摂されるものとされないもの、すなわち、社会的に排除されるものを生む
基準として機能することとなったのである。 
 しかしながら、近年、本論文で取り上げているような移民・移住者などのような存在を
はじめとして、民族的、文化的、政治的、そして社会的に多様な人びとの存在が社会の中
で目立つようになり、社会のあり方が多様になったことで、過去にあるような一元的なシ
ティズンシップモデルではもはや対処できなくなってきた。つまり、個々のそれぞれ異な
る状況を勘案しながら、これまで排除され、周辺化されてきた人びとについてもシティズ
ンシップの概念から排除するのではなく、シティズンシップを形成する主体であるとの認
識に立つことが避けられないようになってきたのである。そのように考えると、シティズ
ンシップの内容は、過去にあるような国家から付与され、それによって人を分断するよう
なものではなく、多様な市民自らが考え、導き出すものであると定義されてもおかしくは
ない。要するに、これからのシティズンシップの概念は「誰が市民であるのか」といった
形式的な成員資格を問うものではなく、一人一人が社会においてどういった存在であり、
どのように社会と関わっているのかといった事柄が反映されるような、個々の現実的な側
面に注目する必要があるということになろう。 
 そこで、多文化・多民族化したポスト・ナショナルな時代におけるシティズンシップ概
念を定義づける上で注目されることとなるのが、個々の社会とのかかわりの度合いである。
言い換えれば、それぞれの「社会参加」とシティズンシップ形成がどの程度の関係性を有
しているのかについて検討することが求められるのである。「社会参加」に関して言えば、
本論文における移民・移住女性たちは一般的にそれらからはほとんど無縁のような存在と
して位置づけられている傾向がある。なぜなら、彼女たちは日常的に夫やパートナー、家
族から行動を制限され、社会参加よりも夫やパートナー、家族への従順さを強いられてい
るからである。また、ジェンダーやエスニシティの面において、彼女たちはホスト社会か
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らはマイノリティとして社会的に周辺化されている存在であるということも、彼女たちが
社会参加をする存在として見られていない原因のひとつであろう。しかし、こうした被支
配的で被抑圧的な状況に追いやられがちな移民・移住女性たちにおいても、全く社会との
かかわりが皆無であることは決してない。彼女たちは、彼女たち自身の日常的な経験や活
動を通して、積極的に社会と関わろうと、いや実際に関わっているのであり、さらには、
彼女たち自身が置かれている支配的で抑圧的な社会的状況から脱出しようとひたむきにも
がいている姿も見受けられることがある。にもかかわらず、これまではそうした彼女たち
の経験や活動に関心が向けられることは少なく、伝統的な家父長制度のもとで、彼女たち
の経験は不可視なものとして一方的に処理されてしまっていたのである。 
 以上より、多文化・多民族化したポスト・ナショナルな時代を迎えた今、シティズンシ
ップ概念の再考は避けられない状況になっている。そうした際、移民・移住女性のような、
これまでシティズンシップ概念の議論から排除され、周辺化された立場、あるいは視点か
らシティズンシップ概念に迫るということは、その内容をより時代の変化に即応したもの
へ再構築するという点において重要な意味をもつのである。 
 
２．シティズンシップを形成する移民・移住女性たち 
 シティズンシップ概念から排除されていた女性たちは、通常、社会において「二流市民
（second citizen）」として位置づけられていることが多い。それは、シティズンシップが主
に、公的領域における概念として語られることが多く、女性の大半が、シティズンシップ
概念が直接的に影響する「公的領域」よりもほとんど影響しない家庭などの「私的領域」
において拘束されているからである。シャンタル・ムフ（1998）は、近代におけるシティ
ズンシップ概念について、公的領域は女性の参加の否定のうえに築かれてきたものであっ
たとし、女性を排除することが、公的領域の一般性と普遍性を公準として立てるのに必要
不可欠であるとしている。そして、個人の自由の主張の核心にある公／私の区別において、
私的なるものを家庭的なるものと同一視し、そこへ女性を従属させる重要な役割を果たし
たとしている（Mouffe 訳書 p.144）。こうして、女性が従属させられるようになった家庭
のような私的領域では、女性は家父長的態度な男性に悩まされ、女性は常に男性を介する
存在とされ、女性自身が主体性をもつことを許される機会はほとんどない。移民・移住女
性に関して言えば、身分や立場上の点からも夫やパートナーに従属させられている程度が
高く、自由に行動することさえも許されていない場合が多いのである。そして、日常的に
彼女たちはジェンダーとエスニシティという二重の基準により社会的に周辺化されている
のである。さらに、「男は仕事、女は家庭」という根深い男女の性別役割分業の概念が一般
的に女性の立場をさらに固定化し、周辺化してしまっている。こうした公私二元論的な考
えはシティズンシップ概念にも影響し、女性が主に担っている私的領域部分はシティズン
シップ概念が及ばない範囲として設定されてきたのである。 
しかしながら、ポスト・ナショナルな時代を迎えて以降、多様性や差異が目立つように
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なり、公私の区別は徐々にあいまいになっていった。さらに、フェミニズム運動にも後押
しされ、「個人的なことは政治的なことである（personal is political）」という言葉に代表
されるように、女性が主に担ってきた私的領域部分における問題もシティズンシップの及
ぶ範囲として、公的領域の問題として議論されるようになってきたのである。先のムフに
おいても、私と公の関係性について、それらは「別個独立の領域にそれぞれ対応するわけ
ではない。ここで市民としての義務が終わってここから個人としての自由が始まる、など
と言うことはできない。これら二つのアイデンティティは、けっして調停され得ない永続
的な緊張関係にある」（同上書 p.146）、と言及しているように、公と私は単純に二分でき
るようなものではなくなってきたのである。 
このように、ポストナショナルな時代のシティズンシップの及ぶ範囲は、公私の両領域
に拡大されることが望ましいであろう。特に、これまで女性が主に担ってきた私的領域部
分もシティズンシップの及ぶ範囲として認識され、価値あるものとしてこれまで以上に高
く評価されていくことが重要となろう。本稿では、こうした経緯から多民族・多文化化し
たポスト・ナショナルな時代におけるシティズンシップ形成について、移民・移住女性の
語りを中心に検討してきた。社会が多民族・多文化化していく中、未だ多くの集団や民族
間には差異や不平等が残されたままである。それゆえ本論文では、移民・移住女性という
ジェンダーやエスニシティといった二重の尺度によって周縁的立場に置かれている側から
シティズンシップに迫ることを試みた。以下、本論で得られた知見をまとめ、考察を加え
たい。 
まず、移民・移住女性たちの日常的な状況は、家庭という親密圏に拘束され、周囲との
関係性を断たれているような状態であった。これは、日本の伝統的な家族制度に浸透して
いる男性優位の家父長的態度が発動されることによって女性たちが支配され、抑圧されて
いることに起因していた。特に、移民・移住女性という立場は、その多くが夫やパートナ
ーである日本人男性から、その社会的に不安定な地位ゆえに、絶対的な服従を求められる
ことが多い。また、そのような唯一の関係性を築いている夫やパートナーからは、常に DV
に象徴されるような身体的暴力や社会的暴力、さらには経済的暴力や文化的暴力などによ
って隷従されている場合も少なくない。もちろん、そういった暴力から脱出することも可
能であろう。しかしながら、移民・移住女性たちの多くはホスト社会において暴力関係か
らの脱出などの情報が提供されておらず、周囲との公式／非公式の社会的ネットワークか
らも外れている場合が多いため暴力から逃れることは困難なのである（Brownridge 2009, 
p.203）。とりわけ、彼女たちの出身国の民族性  エスニシティに関わるような事柄を否
定するような暴力や言動は彼女たちの存在そのものを、言い換えればエスニック・アイデ
ンティティをも否定することにつながっているのである。よって、こうした文化的な暴力
は彼女たち自身が社会に承認されていないという感覚を生むため、同時に、社会的孤立感
をより一層誘発することにつながっていくのである。ただし、もちろん、彼女たち自身の
エスニシティが周囲の人びとや社会全体によって承認されているといった感覚を彼女たち
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自身がもっている場合は、その社会の構成員としての意識や自覚、そして責任が涵養され
るため、シティズンシップ形成を促進することにもつながるであろう。こうしたエスニシ
ティとシティズンシップ両者の関係性をまとめたものが、次の図 12 である。 
 
 
図 12 エスニシティとシティズンシップの関係図 
 
 
 
 
 
縦軸＝シティズンシップ 
横軸＝エスニシティ 
 
 
 上図の右上のセクションⅡは、社会全般（私的領域、公的領域の両領域）においてエス
ニシティが承認されている状態で、同時にシティズンシップ形成も促進されている状態を
表している。右下のセクションⅢは、社会全般においてエスニシティは承認されてはいる
が、シティズンシップ形成が促進されていないことを表している。具体的には、生活する
社会において民族的な差異や多様性などの特徴は認められてはいるが、社会構造上的には
統合されていないような状態のことを示している。次いで左上のセクションⅠについては、
エスニシティは承認されていないが、シティズンシップ形成が促進されていることを表し
ている。例えば、社会的に差異や多様性は認められていないが、幸いにして社会の中で周
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辺化されることなく統合されているような状況のことで、「同化」に近い状態を示している。
さいごに左下のセクションⅣは、エスニシティが承認されておらず、かつ、シティズンシ
ップ形成も促進されていないような状態である。本論文の被調査者の各事例からは、エス
ニシティとシティズンシップの両方が完全に承認され促進されていると判断できるケース
は残念ながら見られなかったが（右上のセクションⅡ）、そこへ接近しようとしているケー
スはいくつか見受けることができた（１）。このエスニシティに関して言えば、移民・移住女
性たちそれぞれのもつ文化的な多様性や差異というものへの尊重は、多文化・多民族化し
ている社会においてはまだまだ不十分な面も多いが一定の理解が得られるような状況にも
なっている。しかしながら、日常的な慣習や慣行から社会政策や制度などの社会構造のあ
らゆる部分が、男性中心的な概念を基盤として成り立っていることを勘案すると、たとえ、
エスニシティが承認されていても、それが完全なシティズンシップ形成の達成につながる
ことにはならないのである。すなわち、彼女たちの事例からは、こうした移民・移住女性
たちの地位向上を現実的なものとする制度設計が日本社会は未だ充実していないことを示
唆しているということになる。仮にそういった点を充実させることができれば、エスニシ
ティとシティズンシップの両方が完全に承認され促進されるような状況（右上のセクショ
ンⅡ）に到達できるようなケースは増えることとなるだろう。 
 さらに、移民・移住女性たちのシティズンシップ形成の促進には「社会参加」と社会参
加を可能にする「場」の存在や「社会関係による資源（＝社会関係資本）」の育成が欠かせ
ないことが明らかとなった。まず、普段は家庭のような私的な関係性に拘束されることが
多い移民・移住女性たちではあるが、「社会参加」を通して社会との実際的な接点を持つこ
とによって、それまでの従順な自己から公的な自己への転換が図られ、シティズンシップ
形成が促進されることが明らかとなった。一般的に、シティズンシップ形成には、単純に
その形成に関わる価値的な内容のみを教え込むだけでは不十分であり、実際に社会参加な
どを通して経験するということが生じなければならないとされている（クリック 2011、
p.176）。つまり、具体的な行動や活動に自らが主体的に関与することが、シティズンシッ
プ形成には不可欠な要素となるのである。換言すれば、行動や活動無くしてシティズンシ
ップ形成は望めないということである。行動的な市民（active citizen）育成の重要性とい
う観点からすれば、この社会参加はシティズンシップ形成に欠かせないものとなろう。さ
らに言えば、人が市民としてシティズンシップを形成していく上で重要な基盤となるのが
コミュニティであると言われている（Biesta 訳書 2014、p.169）。ここでいうコミュニテ
ィとはローカルな地域社会のことを主として指していることが多い。移民・移住女性たち
は普段、妻や母としての立場を介して地域社会と関わることが多くなるが、本論文では、
こうした妻や母として地域社会へ参加することによってシティズンシップ形成が可能とな
ることが明らかとなった。つまり、妻や母といった、通常シティズンシップ概念からは排
除されがちな立場であっても、社会参加を通してシティズンシップを形成することが可能
となるのである。おそらく、このような現状の立場を起点とした社会参加の実践こそが、
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移民・移住女性たちにとってはシティズンシップを形成しやすいということが言えるであ
ろう。 
 さて、こうした移民・移住女性たちの社会参加をより促進するためには 2 つのポイント
を押さえる必要がある。一点目は社会参加を促進する「場」の存在である。彼女たちの多
くは、宗教的な理由により、日常的に教会などの宗教施設と関わることが非常に多いと言
われている。例えば、日曜日のミサなどへの参加率は非常に高く、最近では、大都市部に
おいて移民・移住者それぞれの母国の言語によるミサなども定期的に行われているところ
も少なくない。本論文の被調査者である移民・移住女性においても、確認できるだけで半
数以上が教会と関わりを持っている。実は、教会という施設において、移民・移住女性た
ちは家庭という親密圏から解放され、そこでさまざまな人びとと出会うことで実際に社会
へ出る準備をしていた側面もあったのである。つまり、教会という存在が、移民・移住女
性たちとシティズンシップ形成のための社会参加を中間的に支えながら促していく「場」
として機能していたということなのである。こうした仲介する「場」の提供は、彼女たち
をより一層社会参加へ向かわせることを可能にしていたのである。そうした意味において
は、教会が移民・移住女性たちのシティズンシップの育成やアイデンティティの変容に影
響を与えたといっても過言ではない。そして、このような「場」はもちろん教会だけでは
ない。その他、可能性のある「場」としては、公民館や学校なども本論文の事例からは挙
げられる。そして、こうした「場」において結ばれた他者  特に同郷ではない他者との
社会関係、つまり社会関係資本も社会参加を促進し、シティズンシップ形成に影響を与え
ていることが明らかとなった。この社会関係資本に関しては、それが豊富であるか希薄で
あるかによって社会との関わりの深さや社会参加の度合いに違いが生じていた。そして、
社会関係資本が豊富な場合は、社会との関わりが深くなり、シティズンシップ形成が自ず
と促進されることとなった。すなわち、社会関係資本はシティズンシップ形成を支えてい
ると言っても過言ではないのである。当然ではあるが、人のもつ資本には社会関係資本の
ほかにも経済資本や文化資本などが存在しており、それらもシティズンシップ形成には欠
かせないものである。しかしながら、それら以上に、地域コミュニティなどで活動するこ
となどによりシティズンシップが育まれることを考慮するならば、何よりも社会関係資本
はシティズンシップ形成に最も重要なものであるといえる。 
ところで、移民・移住女性たちにとって最も安心できる「場」としてまず思い浮かぶも
のに、同じ国の出身者同士が集まるエスニック・コミュニティの存在がある。それでは、
このようなエスニック・コミュニティのような「場」も社会参加を促進し、シティズンシ
ップ形成に貢献できるのであろうか。実は、エスニック・コミュニティのような同郷人同
志のみが集まる場は彼女たちにとって安心でき平和的で活動的な場ではあるが、それは反
面、閉鎖的であり、広く社会で活動することが求められているシティズンシップ形成には
あまり適していないことが多い。ただし、エスニック・コミュニティがホスト社会に開か
れていたり、ホスト社会とつながりをもっている場合であればシティズンシップ形成も期
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待はできるという点は付記しておく。 
さいごに、シティズンシップを育んでいく過程には、その形成への「学び」が存在して
いることも明らかとなった。特に、シティズンシップは日々の多様な経験の積み重ねによ
り育くまれている側面がある。本論文の移民・移住女性たちに関しても、普段のさまざま
な経験や活動を経ながら、自己省察を繰り返すことで自己を更新しながらシティズンシッ
プを形成していく様子が見られた。こうした生成的な特徴を持つシティズンシップへの学
びは、各人によって異なる非線形的なプロセスをもち、学びが日常的な経験へ跳ね返りな
がら繰り返され、各自に累積されるものとして理解される必要があるとされている（Biesta
訳書 2014，p.187）。図 13 は、そのプロセスを表現したものである。移民・移住女性たち
自身も、それぞれ異なる経験や活動をしながら、そこから得た経験を内面に蓄積すること
で市民としての自己を確立しているのである。そして、こうした女性たちの積極的なシテ
ィズンシップ形成への学びは、最終的に彼女たちを自立へ向けてエンパワーメントするこ
とにつながっていくのである（２）。 
 
 
図 13 移民・移住女性の市民としての自立への道のり 
 
 
 
３．既存の社会構造を周辺から問い直す 
さて、こうしたシティズンシップを形成していった移民・移住女性たちの存在は、彼女
たちを取り巻く地域社会、さらにはナショナルなレベル、そしてグローバルなレベルにど
のような影響を与えることとなるのだろうか。 
自己の更新 
自己の更新 
自己省察 
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 まず、シティズンシップを涵養していった移民・移住女性たちの存在は、これまで当然
とされてきた、ジェンダー化された社会規範や社会制度、そして社会構造を書き換えると
いう大きな社会的インパクトを社会に与えることとなろう。世界的にみても、ジェンダー
化された社会構造をもつ国は多い。OECD 開発センター編集の『OECD 世界開発白書 2 富
のシフト世界と社会的結束』では、ジェンダー平等が達成できなかった国々が世界的にも
多く存在している理由として「女性を差別し進展を阻害している非公式な社会制度の存在」
を指摘している。そして、女性に対する差別的な社会規範や価値、伝統というものが女性
による資源の利用と意思決定について制限しているとしている（OECD 開発センター編 
2013、p.251）。周辺におかれた移民・移住女性たちに注目し、真の意味でジェンダー平等
社会の推進をめざすことで、彼女たちの立場を改善することが、多文化主義にありがちな
単なる文化的側面の承認  差異の承認  に終わるだけではない、実際に移民・移住女
性たちを含む、すべてのマイノリティを排除しない社会の構想につながっていくのである。 
 次いで、周辺化された移民・移住女性たちの存在は、主流とされる社会側の価値観や概
念、考え方に見られる偏向性を崩し、本来の意味における多様性が尊重された社会の構築
に寄与することとなろう。一般的に、社会では多数派や主流派の考えや価値観が正当であ
ると認識されていることが多い。しかしながら、そのような主張は多文化・多民族化した
社会においては果たして通用するだろうか。おそらく、そうした主張は時代にそぐわない
ものとなっているだろう。つまり、彼女たちのような周辺化された人びとの日常の営みや
意見に注目し、それらを可視化することによって、一律的で、偏った価値観や概念が疑い
もなく正当であるといった陥穽におちいることを阻み、社会的マイノリティを排除しない
社会の構想に貢献することになろう。 
 こうして、人は市民として排除されることなく、社会に受け入れられていると認識する
と、自ずと社会への帰属意識も高まり、市民としての責任を果たそうと積極的に社会へ関
わっていこうとする意識が高まっていく。移民・移住女性たちにおいても同様に、シティ
ズンシップを形成したことで、ますます社会へ参加しようとする意識が高まっていく。そ
の際、当該社会では、彼女たちのような存在や声をこれまでのように排除するのではなく、
積極的に受け止め、受け入れる準備が必要となるだろう。こうした受け入れ側社会の整備
を早急に行うことが求められる。特に、より実質的な公的領域への参加が促進されるよう
にするためには、平等な政治参加の保障など、未だ移民・移住女性たちが排除されている
分野を根幹から是正し、社会的、経済的、政治的な分野すべてにおいて、移民・移住女性
たちを価値ある存在として受容する姿勢が重要となるのである。 
 
４．今後の課題 
 本論文では、社会的周辺におかれている移民・移住女性たちがシティズンシップを形成
していく様子を、彼女たちの語りを中心に明らかにしていこうと試みた。普段、移民・移
住女性たちはシティズンシップ概念とは無関係とされていることが多いが、日常的な経験
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や活動の中で、実はシティズンシップとは無関係ではなく、むしろ、シティズンシップを
育もうとする潜在能力や契機を多分に有していることが明らかとなった。さらに、インフ
ォーマルな領域における「学び」を通して、自己省察を繰り返しながらシティズンシップ
を形成していこうとする様子も見られた。そこには、移民・移住女性たちが従属的ではな
く、主体的な自己として成長していく姿が存在していた。 
 さいごに、今後取り組まれるべき研究課題 5 点について述べたい。 
 第 1 に、移民・移住女性たちのシティズンシップ形成をうながす要因のさらなる検討で
ある。ビースタ（Biesta 訳書 2014）は、成人の教育においてシティズンシップを支え、
促進する点として次の 10 項目を挙げている。 
 
① 社会的な学習の促進 
② 社会関係資本の構築 
③ 集団的なアイデンティティの涵養 
④ 共通の目的の発見 
⑤ 声に耳を傾けること 
⑥ 交渉を通じてカリキュラムを実現すること 
⑦ インフォーマルな学習とフォーマルな学習を結びつけること 
⑧ 参加を心から受け入れること 
⑨ 社会運動に協力すること 
⑩ 政策に影響を与えること 
（Biesta 訳書 2014，p.174） 
 
以上である。本論文においては、シティズンシップ形成には主に社会関係資本が重要で
あること、さらには、インフォーマルな学びや社会参加の効果などが、シティズンシップ
形成を促進するポイントとして挙げられた。しかしながら、ビースタの項目にある③集団
的なアイデンティティの涵養や、⑩政策に影響を与えるようになったのかについてまでは
追求できていない。すなわち、移民・移住女性一人一人のシティズンシップ形成をマクロ
に捉える視点が今後必要となろう。 
第 2 は、シティズンシップ形成が可能になったケースと、可能にならなかったケース間
の決定的な違いは何かについて明らかにすることである。本論文では、その一つの答えと
して社会関係資本の存在が挙げられたが、それ以外にも影響する要因は考えられるだろう。
また、社会関係資本を所有しているとしても、日本在住歴の違いや婚姻の有無、子どもの
有無や国籍による違いなどの複数の要因が重なることによって、状況は異なることが予想
される。こうした複数の要因を考慮することによって、よりシティズンシップ形成を確実
なものとする要因が明らかになってくるかもしれない。 
第 3 は、本論文は、ある地域の移民・移住女性に注目したものであり、考察の範囲に限
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界があるため、異なる地域の移民・移住女性についても研究を手掛ける必要がある。本論
文の被調査者はある限定されている地域に居住するため、本論文の成果を一般化すること
にはある一定の限度があろう。今後は、他地域における移民・移住女性たちを含んだ、よ
り詳細な研究をすることが求められている。 
第 4 は、第 1 とも関わることであるが、本研究で得られた成果を参考にしながら、これ
からの多文化社会の構想について、より深く検討していくことが必要になる。社会情勢は、
今後ますます多文化・多民族化していくことは間違いない。そういった状況の中で、本論
文の知見をより深化させることによって、あらゆる人びとが排除されない社会づくりが可
能となるであろう。 
さいごに、第 5 は、本論文の被調査者への継続的な追跡調査を行うことにより、より最
新のシティズンシップ形成のあり方を導き出すことである。すでに述べているように、シ
ティズンシップ概念は固定的なものではなく、生成的な特徴を有している。つまり、その
概念はひとつの完結したモデルを提示することで終わるのではない。常に書き換え可能な
状態なのである。よって、その概念の変化を追いながら、シティズンシップを再定義する
ことは、これから来る社会におけるシティズンシップ概念を考えるうえでも、重要なこと
となるであろう。 
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注釈 
（１）例えば、事例番号 2 のメアリーさんはエスニシティが承認されたことによって社会
における自身の社会的地位を確立しはじめ、徐々にシティズンシップ形成へ向かっている
（右下のセクションⅢ）。事例番号 3 のゴックさんは、明確なエスニシティの承認を自認す
るような経験は未だ少ないようであるが、職業的なことも関係し、他事例と比較するとす
でに社会において自身の社会的役割や責任が明確にあり、シティズンシップ形成が促進さ
れていると判断できる（左上のセクションⅠ）。 
（２）Longwe は女性のエンパワーメントのプロセスについて、まず女性の社会経済的地位
を発展させ（welfare）、次いで、さまざまな権利や資源へアクセスすることができるように
し（Access）、そして、女性に対するさまざまな差別が現在の社会構造に埋め込まれている
ことに気づき（conscientisation）、その気づきに基づいた行動を起こすことによって
（mobilization）、最終的に、自分自身ですべてのことをコントロールできるようになれれ
ば（control）エンパワーメントが完成したとしている（参考：冨田 2010、p.98）。オリジ
ナルはWomen's Empowerment Framework by Sara Longwe、The five “levels of equality” 
in the Women’s Empowerment Framework include:1. Welfare, meaning improvement in 
socioeconomic status, such as income, better nutrition, etc. This level produces nothing 
to empower women.、2. Access, meaning increased access to resources. This is the first 
step in empowerment as women increase their access relative to men. 、 3. 
Conscientisation, involving the recognition of structural forces that disadvantage and 
discriminate against women coupled with the collective aim to address these 
discriminations.、4. Mobilization, implementing actions related to the conscientisation 
of women.、5. Control, involving the level of access reached and control of resources that 
have shifted as a result of collective claim making and action.  参 考 URL: 
http://awidme.pbworks.com/w/page/36322701/Women's%20Empowerment%20Framewo
rk#_ftn2（検索日：2014 年 3 月 10 日）。 
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あとがき 
 
 私が‘シティズンシップ’について考えはじめたのは、イギリスに留学していたときで
あった。当時、ヨーク大学の修士課程に所属していた私は、指導教授のイアン・リスター
先生  現在はヨーク大学名誉教授  から、イギリスのカリキュラム改革について研究
してみないかという話を受け、当時のナショナル・カリキュラム改革について調べていた。
その時、新たに導入された科目としてシティズンシップ教育があり、調べたのが私とシテ
ィズンシップの最初の出会いである。当初は、単純に「何てすばらしい科目なんだろう」
と感心していた。時を同じくして、日本では「総合的な学習の時間」が導入され、私は、
イギリスのシティズンシップ教育が日本でも受け入れられるのでは…と期待していた。そ
れから、このシティズンシップ教育は世界的な広がりをみせ、予想通り、日本でも学校教
育に受け入れられるようになった。 
しかしながら、実際に日本の学校教育現場で取り入れられ、多くの現場での実践がなさ
れている様子を傍らで見ながら、私自身の中で、何かいつも心の中につかえるもの
、、、、、、
があっ
た。そんな折、当時勤めていた NPO で外国にルーツを持つ子どもたちの進学支援事業にた
ずさわることになった。日本の学校教育制度の中で、言葉の問題、文化の問題、生活の問
題などによって、高校進学さえ諦めざるをえない子どもたちが多くいることを知った。日
本の学校教育制度やカリキュラムというものが、マジョリティである日本人を対象にした
もので、外国にルーツを持つ子どもたちのような、マイノリティを周辺化してしまうよう
な機能をもっていることに気づいた。その時、シティズンシップ教育に対して抱いていた
違和感の原因が明白になった。学校現場で実践されているシティズンシップ教育内容は、
結局は誰を対象にした内容であるのか。そこには対象から外れる人たちもいるのではない
か、と。そもそもシティズンシップとは何なのか。まず、今の時代に求められるシティズ
ンシップはどのようなものであるのかを問い、議論する必要があるのではないかと考える
ようになった。 
そうした自問自答を繰り返す中で、関西大学大学院博士後期課程に入学し、本研究の「移
民・移住女性」という視点からシティズンシップについて考えていくという大きな課題を
与えられた。見方によれば、少し遠回りなように思えるだろう。しかしながら、周辺から
シティズンシップについて迫っていくことで、これまでのシティズンシップの議論にはあ
まり見えていなかったものが見えてくるようになった。多くの移民・移住女性たちとかか
わり、それぞれのこれまで生きてきた苦労話を聞くことは、今、私たちが語っているシテ
ィズンシップの内容は、ほんの一面でしかないことを思い知らされた。本論文で、彼女た
ちの声をすべてとらえきることはできなかったが、本来であれば見過ごされてしまいそう
な声に向き合うことができたことは、私のこれからの研究人生にも大きな影響を与えてく
れるだろう。 
そして、2014 年の今、さまざまな圧力にも立ち向かいながら女子教育の重要性を訴え、
201 
 
今年のノーベル平和賞を受賞したパキスタン出身のマララ・ユスフザイさんは、その著書
や講演で、地球上の半分の人口を占める女性が抑圧されている状況を改善しなければなら
ないことを力強く主張している。移民・移住女性たちは、その多くが夫やパートナーから
支配され、従属的な態度を要求されている。もし、彼女たちが夫やパートナーに対し声を
上げ、何か反論でもしようものなら、暴力により押さえつけられてしまうだろう。つまり、
彼女たちは常に男性を中心とした社会構造や社会規範によって抑圧されているのである。
今、私たちが考えるべきことは、こうした現状を早急に改善し、女性だけではなく、社会
にはさまざま境遇の人びとが抑圧され、周辺化されている現状があるが、そういった状況
下にあるすべての人びとが排除されないような社会を創造していくことであろう。 
 
 
 
 さて、本論文を終えるにあたり、まず、最初に、シティズンシップについて研究したい
と悩んでいた私の指導を快くお引き受け下さり、いつも適切なアドバイスとご指導を頂き
ました指導教員であり、主査の赤尾勝己先生に心からのお礼申し上げたいと思います。シ
ティズンシップの何をテーマにするのか、なかなかその方向性が定まらないなかで、「日本
に住む外国人女性たちの視点からシティズンシップに迫っていくのはどうだろうか」とい
う、非常に興味深い視点を頂けたことは、私自身、非常にありがたいことでした。なぜな
ら、この問題にかかわることで、本論文を完成させるという目的以外にも、多くのことを
学び、考え、感じることができ、充実した研究生活を送れたからです。途中、研究に行き
詰ることが何度もありましたが、そのたびに励ましてくださり、私のやりたいことを尊重
してくださりながら、辛抱強くつき合ってくださいました。先生のお力添えがあったから
こそ、この論文は形になりました。本当にありがとうございました。さらに、本論文のご
指導以外にも、普段の授業でのディスカッションでは、毎回、新しい学びがあり、自分自
身、日々成長していく実感がこれほど確信できたことはありませんでした。こうした先生
との授業でのやりとりについて、今では、とても懐かしく思い出されます。 
 次に、調査に関しては、2010 年 4 月から現在に至るまで、お世話になった移民・移住者
支援団体「Ｘ」のスタッフの皆さん、特に代表者の方には、全くの初対面の私を気持ちよ
く受け入れてくださり、本当にお世話になりました。いつも自分のことは顧みず、移民・
移住者の支援にただまっすぐに向き合っている姿には脱帽です。「Ｘ」での活動では、今ま
で知らなかったことに直面することが多く、正直「私がかかわっていいのだろうか」と悩
むことも多くありました。しかし、ここでの経験は確実に私自身の今後の研究の方向性に
大きな影響を与えてくれています。本当にありがとうございました。まだまだこれからも
お世話になりますが、どうぞよろしくお願い申し上げます。 
そして、移民・移住者支援団体「Ｘ」を通して知り合い、さまざまなことを語り合い、
気づかせてくれた移民・移住女性の皆さん、本当にありがとうございました。皆さんとは、
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単に研究者と被調査者という関係を超えた関係を築けたのではないかと、私自身、勝手に
思っています。なぜなら、皆さんのお話を聞く中で、私自身、非常に学ぶことが多く、敬
服することが多かったからです。異国の地、日本で必死に生きている皆さんの姿勢には、
一個人として見習うべきことが多くありました。ご協力いただいた皆さんの声を、論文と
いうかたちで世に送り出すことができたことは、私自身、ようやく皆さんの思いに応える
という役目を果たせることができたという思いでいます。これからも、微力ではあります
が、皆さんとかかわっていけたらと考えています。 
 最後になりましたが、陰ながら私を支えてくれた家族や友人たち、職場の同僚たちに心
から感謝の意を述べたいと思います。いつも、立ち止りそうになった時、励ましてくれて
ありがとうございました。 
 このように、多くの皆さんのお力添えがあったからこそ、ここに、この論文は完成いた
しました。もう一度、皆様に心からのお礼を申し上げます。本当にありがとうございまし
た。 
 本論文が、これからのシティズンシップ研究、さらには多文化社会のあり方を模索する
上での議論の題材にでもしていただければ幸いに思います。 
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